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1. 漁港水産物情報システムの構築 
  
漁港水産物情報化システムは、入船情報（⇒漁獲情報・入荷情報）、販売情報（⇒出荷
情報）の電子化、ネットワーク化を図ることで、市場業務の省力化・省人化、さらに、電
子化された情報の利活用により、トレーサビリティや資源管理に対応できるものとする。
さらに、市場の会計処理への対応が可能なものとする（図 1.1、1.2）。 
 
(1)情報の電子化・ネットワーク化 
 漁港水産物情報化システムでは、漁獲情報（入荷情報）、販売情報（出荷情報）を電子
化、ネットワーク化する。これまで電話や FAXや紙の伝票で行われてきた情報伝達が、電
子化・ネットワーク化されるため、情報の聞き間違えや書き誤り、誤入力の発生が少なく
なり、また、取引後の伝票処理で生じていた重複入力等が解消されるため、業務の省力
化・省人化を図ることができる。 
 
検討にあたっては、 
・これまで、漁業者から電話や FAXによって行われきた漁獲情報の電子化について検討
する。また、漁獲情報（フォーマット）は、極力、汎用性の高いものとする必要があ
ることから、複数の漁港・市場で取り扱われている情報を収集・整理する。 
 
・これまで行ってきた紙伝票による販売原票の作成や販売情報の電子化について検討す
る。入力する情報は、漁獲情報の電子化と同様に、複数の漁港・市場で取り扱われて
いる情報を収集・整理する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 1.1 漁港（産地市場）における ICT活用 
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(2)トレーサビリティの確保 
 水産物を取り扱ったときの記録を作成・蓄積しておくことは、食品事故などの問題が生
じたときに、その水産物がどこに行ったか、どこから来たのかを速やかに判明（トレーサ
ビリティ）でき、迅速な原因の究明や水産物の回収が行え、消費者の健康被害はもとよ
り、漁業関係者の経済的損害を小さくすることができる。また、近年、水産物の安全安心
や水産物輸出促進のニーズから、トレーサビリティの確保が求められるようになってきて
いる。 
 トレーサビリティを導入するには、入荷記録と出荷記録を確実に行うことが必要とな
る。これらが、確実に記録されていれば基本段階としてのトレーサビリティが構築でき
る。そこで、「漁港水産物情報化システム」の構築にあたっては、トレーサビリティの確
保を見据えたものとする。さらに、水産物の個別識別（ロット識別、個体識別）や立替時
の対応についても検討を行う。 
 
(3)水産資源管理の高度化 
 多くの漁業では、荷受（卸売業者）から受け取った販売情報（紙伝票）が漁獲情報とな
っているため、情報の整理に時間がかかることや統計的な処理が簡単に行えないなど、デ
ータの把握に時間と労力を費やしている。これら情報が電子的に記録・蓄積されれば、デ
ータの抽出・出力が容易に行え、資源管理対象魚（TAC/TAE）の水揚量報告に活用でき
る。さらに、資源管理対象以外の魚種であっても、これら漁獲情報が電子的に蓄積されれ
ば自主的な資源管理にも活用できる。 
図 1.2 漁港（産地市場）における情報伝達の現状 
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 そこで、「漁港水産物情報化システム」の構築にあたっては、資源管理への活用を見据
えたものとする。 
 
(4)その他 
 「漁港水産物情報システム」の構築においては、(1)～(3)で述べた留意点のほか、電子
入札への活用や衛生管理の高度化、エコラベルへの活用にも適応できることから、これら
対応を見据えたものとする。 
 
 上記業務を進めるにあたり、高度衛生管理や ICT活用に先進的に取組んでいる魚市場
（大船渡市魚市場、南三陸町地方卸売市場、石巻市魚市場ほか）におけるシステム構成・
運用状況及びその効果を調査し、実用性の高い技術や設備等に関する情報を収集する。一
方、トレーサビリティや資源管理に係る情報の管理及びシステム化については、国内での
調査研究事例等を参考としつつ、欧州の事例について、国内事情を踏まえた、実用可能な
技術や設備等に関する情報を収集する。 
 
 
2. モデル漁港において実用性等の検証 
  
構築した「漁港水産物情報化システム」は、モデル地区で実証実験を行い実用性につい
て検証する。モデル地区は、銚子漁港を想定し、対象漁業種類・魚種は「キンメダイ」を
想定している。銚子漁港の水産物の取り扱いは、第 1～3卸売市場で行われ、第 1卸売市
場ではマグロ類が、第 2卸売市場ではまき網漁業で漁獲されたサバ、イワシ、アジの見本
セリが、そして、第 3卸売市場では底引き網漁業やキンメダイ等が扱われている。第 1卸
売市場では、すでに販売情報の電子化が実施され、現在は電子入札の導入に向け準備中で
ある。さらに、「釣りキンメ」は、古くから自主的に資源管理の取り組みを行っている。
このような背景を有していることから、銚子漁港をモデル地区として実用性等の検証を行
う。 
  
 なお、提案する漁港水産物情報化システムについて、先進事例として調査した魚市場よ
りヒアリングを通じてその評価をいただき、その結果をシステム構築に反映させるものと
する。 
 
 
3. 報告書・まとめ 
  
調査研究報告書は、下記のとおりとする。なお、「2．漁港水産物情報システム」につ
いては、 
 ・これから導入する事業者への理解と普及のためのガイドとして利用も想定 
 ・先進事例を参考としつつ、ⅰ）基本的な部分と、ⅱ）今後の機器類やソフトウェアの
技術進歩を考慮して可能性のある選択性を記載 
 ・地域性や地域のレベルを踏まえつつ、選択的な導入の可能性を考慮することでまとめ
ることとする。 
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1. 漁港の役割・機能と漁港水産物情報システム 
 
1.1 欧米の漁港（産地市場）における ICT 活用と電子化・ネットワーク化 
 
 
欧米の漁港（産地市場）における ICT活用と電子化・ネットワーク化 
欧米の漁港では、これまで ICTの発展の恩恵を享受しながら、市場取引業務の電子化・ネ
ットワーク化を進めてきた。 
欧米では主にせりによる販売が行われており、1980 年代に省力化や効率化、手作業によ
るミスの防止のため、商品情報が表示される表示盤機械と買受人が応札するリモコンから
なる電子せり（当時は機械せりとも呼ばれた）が導入され、1990 年代には、せりの機器類
はコンピュータや PC、スクリーンにかわった。 
2000年代、ブロードバンド、そして2010年代にスマホやタブレットが普及するとともに、
webサイトを利用した情報発信も一般に行われるようになったことで、漁港の電子化・ネッ
トワーク化は飛躍的に進展し、市場拡大に向けて国内外から広くバイヤ （ー買受人）が参加
できるように、webサイトを利用した電子せりや web取引も行われるようになった。 
こうした漁港の電子化・ネットワーク化により、市場取引業務を通じて販売情報に関わる
データはリアルタイムでサーバーや PCに記録・保存され、トレーサビリティにも対応して
いる。 
 
 
ICTの発展と水産業をめぐる国際的な法規制の動き、電子化・ネットワーク化の推移を
図 1.1.1に示す。なお、欧米ではせり（下げせり方式）による販売が主である。 
欧米では、漁港（産地市場）の衛生管理について EU規則に基づく施設改良は 1994年ごろ
から行われ、2005年ごろまでに終了していた。EU規則に基づく施設改良が比較的早期に終
了したのは、我が国と異なり、市場が密閉型構造の建物であったことや市場内に一次加工処
理室が設けられている場合が多かったことが理由としてあげられる。 
 
欧米では、国際的な水産物需要の増大と輸出拡大に対応するとともに、IUU漁業の撲滅に
向けて、トレーサビリティの確保、市場の近代化や輸出も含めた市場拡大に取り組んでいる。
また、海洋の自然環境や水産資源を守って獲られた水産物に対する消費者のニーズの高さ
を反映し、MSC認証などエコラベル認証の取得や消費者に対する発信の取組が始まっている。
他方、近代化や市場拡大などの取組は行わず、従前どおりの管理運営を行っている漁港（産
地市場）では、陸揚げの減少、価格の低迷、あるいは漁港として機能はなくなり、一般船舶
の船溜まりとなっている漁港も見受けられる。戦略的に管理運営を行うかどうかが重要と
言える。 
  
電子せりの導入は、1980 年代に省力化や効率化，手作業によるミスの防止のため、商品
情報を表示する表示盤機械とバイヤー（買受人）が応札するリモコン（有線または無線）か
らなるシステムから始まり、当時は機械せりとも言われた。1990 年代には、せりの機器類
はコンピュータや PC、スクリーンにかわった。2000年代、ブロードバンド、そして 2010年
代にスマホ、タブレットが普及するとともに、webサイトを利用した情報発信も一般に行わ
れるようになったことで、漁港（産地市場）の電子化・ネットワーク化は飛躍的に進展し、
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市場拡大に向けて国内外から広くバイヤーが参加できるように、webサイトを利用した電子
せりや web取引も行われるようになった。市場拡大に向けて，国内外から広く買受人の参加
も可能にする電子せり（一部は入札）も行われるようになった。こうした漁港の電子化・ネ
ットワーク化により、市場取引業務を通じて販売情報に関わるデータはリアルタイムでサ
ーバーや PCに記録・保存され、トレーサビリティにも対応している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.1.1 ICTの発展と欧米の漁港における電子化・ネットワーク化の推移 
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1.2 欧州と我が国の漁港の比較 
 
漁港の役割・機能や市場取引形態、電子化・ネットワーク化のレベルを考慮して、代表的
な欧州の漁港 1)と我が国の漁港の特徴を踏まえ、比較した結果を表 1.2.1 に示す。このと
き、比較分析のメルクマールは、水産業をめぐる情勢や漁港の役割・機能を踏まえ、①水産
物の仕向け先、②市場の構造、利用形態、市場管理、③入札・せりの電子化、④衛生管理、
⑤品質管理、⑥トレーサビリティ（食品安全と IUU漁業）、⑦資源管理、⑧持続可能性、⑨
透明性（webサイト公開）とした。 
 
(1)欧州の漁港の特徴 
ⅰ．規格化された容器（同じ国内でほぼ統一）で陸揚げ、販売、搬出が行われ、せりによる
販売が主である。主に下げせり方式が採用されている。 
ⅱ．せりの開始時刻まで数時間を超える場合には、市場内の陳列場あるいは低温室の中に入
れて低温管理（1～3℃）している。 
ⅲ．北欧を中心に輸出向けに販売されている。 
ⅳ．価格の安定や上昇を図るため、市場や生産者は特別な品質管理の取組を行っている。 
ⅴ．販売情報は当局へ報告されて資源管理に利用されている。 
ⅵ．ロットごとのラベル印刷と容器への投函・貼付、漁獲情報・販売情報の管理と販売通知
書等によりトレーサビリティに対応できるようにしている。 
 
(2)我が国の漁港の特徴 
ⅰ．陸揚げ、荷受け、販売、搬出にはタンク、トロ箱、かごや使用されているが、同じ市場
でも必ずしも規格化されているわけではない。 
ⅱ．販売方法は、せりと入札があり、いずれを採用するかは市場での習慣による。電子化・
ネットワークが行われている漁港（以下、「先進地区」と呼ぶ）は限られている。 
ⅲ．市場取引に伴うデータは、販売原票を作成する段階やロットごとにせりや入札が終了し
た段階で電子化され、欧州の漁港のようにリアルタイムでのデータの電子化を行って
いるのは、大船渡漁港と宮古港（ともに電子入札を実施）に限られる。 
ⅳ．トレーサビリティについては、市場や買受人，生産者が各々情報を記録・保管し、伝票
（販売通知書、仕切書）が互いの間を連結していることになるが、当たり前と考えてい
るデータが記載されていないなどのデータの欠落や、文書番号やロット番号の記載の
有無等の問題もありトレーサビリティへの対応が不確かな状況となっている。 
ⅴ．衛生管理が主体であることや、鮮度等品質は十分確保されているとの認識のためか、取
組の紹介や科学的な根拠の公開など情報発信が見受けられない。 
ⅵ．資源管理として電子報告による TACシステムが構築されている。 
ⅶ．先進地区では衛生管理の記録・保存の電子化が行われている。 
 
(3)特徴的事項の比較 
1)容器の規格化・統一化 
 欧州の漁港では、容器を規格化し同じ漁港内もしくは国内で統一することで、船上での選
別・箱詰め、陸揚げ・荷受け後の計量、販売、搬出を容易にしている。施氷と水産物の容器
への入れ方など品質管理も行い易くなる。容器は、販売や漁港から貸し出され、洗浄・維持
管理、回収などの管理を伴う。 
1) 中泉昌光・木村智也・安藤亘・林浩志：漁港（産地市場）の管理運営における ICT活用（国内外事例の分析
より），日本水産工学会「水産工学」Vol.55 No.3, pp.235～251, 2019. 
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我が国の漁港では、概ね同一規格の容器は使用されているが、特別な場合を除きこれを漁
船が積み込み漁獲物を入れて陸揚げすることは行われていない。また、近隣の加工場までの
搬出に使用される場合もあるが、当該容器に入れて漁港から全国各地に配送することまで
は行われていない。 
 
2)入船予定情報 
 欧州の漁港では、沖合で操業する漁船は、前日までに陸揚げする場合が多く、webサイト
より入船予定情報の提供が行われている。沿岸で操業する漁船については、漁港での販売時
間に合わせて陸揚げしており、またいずれの漁船も魚種や規格がほぼ同じで、各漁船の数量
は小さいことから、各漁船の入船予定情報の提供は行われていない。 
我が国では、沖合で操業する漁船や沿岸でも定置網漁など数量の多い漁船については、前
日の取引の終了以降、市場の掲示板に入船予定情報を記載または入船予定情報を記載した
紙を掲載している。購入する買受人が特定される魚種については、当該買受人へ携帯電話や
メールで連絡している。沿岸で操業する小型船や磯根漁業ついては、欧州の場合と同様の理
由で入船予定情報の提供は行われていないのが一般である。 
 
3)オンライン・オークション（オンラインによる地域外からのせり参加） 
 欧州では、漁港に出向かなくてもオンラインにより web サイトからせりに参加し購入で
きるシステム（オンライン・オークション・システム）が導入されている漁港がある。そこ
では販売が終了した後、落札した買受人の指定するところまで、商品を配送するコールドチ
ェーンが整備されている。配送システムの整備と管理運営には、経済的合理性が求められる
ことから、主に輸出向けに販売しているノルウェー、デンマークやフェロー諸島など北欧の
漁港や英国スコットランドの漁港においてオンライン・システムが導入されている。 
これに対して、ポルトガルやイタリアではほとんどが国内消費向けであることや数量も
北欧に比して少ないこと、漁港からの配送システムが容易に構築できないことなどの理由
から、オンライン・システムは整備されているものの、その利用が限定的か、もしくは利用
されていないのが実態である。 
 
4)販売方式 
欧州の漁港では主にせり（電子せり）で販売されている。我が国の発声せりにかかる市場
職員の配置人数とスピードを比較した結果では、国や漁港によってばらつきはあるものの、
調査結果 1）、欧州の漁港において 1 ロット当たり 11～30 秒であり、我が国の漁港において
は、せり結果をその場でタブレット入力する場合に 6～10秒、伝票に記載する従来方式であ
っても 12秒とかなりスピードが速い。ただし、タブレット入力と伝票への手書きについて
は、市場職員の入力および記載ミスがないかの確認に所要の時間が必要である。 
欧州の漁港での電子せりの優位性は、せりの進行とともに買受人が直接電子入力するこ
とで、販売情報がリアルタイムで正確に構築（データベース化）される点にあると言える。 
欧州と我が国の漁港では、電子化・ネットワーク化の普及に大きな開きがある。特に成長
産業として水産物の輸出を重視している北欧の漁港では、ICT活用による電子化・ネット
ワーク化を推進し、国内外からの買受人の参加を容易にし、販売先や市場の拡大を図って
いる。今後漁港の電子化・ネットワーク化を推進するに当たっては、欧州の漁港での電子
化・ネットワーク化は参考になるが、その基礎となっている市場取引の形態や商習慣の差
違に十分留意する必要がある。 
10 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表
1.
2.
1
 
欧
州
と
我
が
国
の
漁
港
の
特
徴
 
持
続
可
能
性
透
明
性
ロ
ー
カ
ル
オ
ン
 ラ
イ
ン
販
売
通
知
書
等
ラ
ベ
ル
海
外
漁
港
（
産
地
市
場
）
従
来
方
式
の
せ
り
w
e
b
サ
イ
ト
で
の
情
報
提
供
・
公
表
非
電
子
せ
り
（
発
声
式
せ
り
と
紙
伝
票
）
市
場
低
温
管
理
（
販
売
前
日
に
陸
揚
げ
・
荷
受
け
、
早
朝
販
売
）
MS
C認
証
に
よ
る
商
品
の
識
別
販
売
通
知
書
等
（
紙
媒
体
）
に
よ
る
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
生
産
者
（
船
上
）
の
漁
獲
情
報
と
市
場
の
販
売
情
報
に
よ
る
資
源
管
理
・
IU
U漁
業
対
策
入
船
・
販
売
情
報
、
統
計
情
報
、
衛
生
・
品
質
管
理
、
MS
C認
証
等
の
we
bサ
イ
ト
公
開
主
に
輸
出
密
閉
型
自
主
管
理
共
有
前
日
に
荷
受
け
・
保
管
、
早
朝
販
売
低
温
管
理
1～
3℃
● せ
り
ー
ー
●
●
紙
媒
体
ー
●
ー
●
●
●
電
子
せ
り
（
ロ
ー
カ
ル
）
電
子
せ
り
（
オ
ン
ラ
イ
ン
対
応
）
-計
量
ブ
ー
ス
、
せ
り
台
（
ベ
ル
ト
コ
ン
ベ
ヤ
）
、
せ
り
ブ
ー
ス
、
ス
ク
リ
ー
ン
、
カ
メ
ラ
、
リ
モ
コ
ン
市
場
室
温
管
理
（
販
売
直
前
に
陸
揚
げ
・
荷
受
け
、
昼
販
売
）
販
売
情
報
（
漁
獲
情
報
を
含
む
）
の
チ
ケ
ッ
ト
印
刷
市
場
購
入
（
販
売
）
証
明
ラ
ベ
ル
（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
）
電
子
せ
り
で
印
刷
さ
れ
る
チ
ケ
ッ
ト
と
販
売
通
知
書
等
（
紙
媒
体
）
に
よ
る
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
生
産
者
（
船
上
）
の
漁
獲
情
報
と
市
場
の
販
売
情
報
に
よ
る
資
源
管
理
・
IU
U漁
業
対
策
入
船
・
販
売
情
報
、
統
計
情
報
、
品
質
・
衛
生
管
理
等
の
we
b
サ
イ
ト
公
開
特
定
の
魚
種
除
き
国
内
消
費
密
閉
型
自
主
管
理
目
的
別
に
区
分
販
売
直
前
に
荷
受
け
室
温
管
理
ー
● せ
り
● せ
り
利
用
わ
ず
か
●
●
紙
媒
体
ー
●
〇
●
ー
●
電
子
せ
り
（
ロ
ー
カ
ル
）
ラ
ベ
ル
の
発
行
電
子
せ
り
（
シ
ス
テ
ム
上
は
オ
ン
ラ
イ
ン
対
応
）
-せ
り
台
（
自
動
計
量
ス
ケ
ー
ル
付
き
ベ
ル
ト
コ
ン
ベ
ヤ
）
、
せ
り
ブ
ー
ス
、
ス
ク
リ
ー
ン
、
カ
メ
ラ
、
リ
モ
コ
ン
販
売
直
前
に
陸
揚
げ
・
荷
受
け
、
未
明
or
早
朝
販
売
販
売
情
報
（
漁
獲
情
報
を
含
む
）
の
ラ
ベ
ル
印
刷
電
子
せ
り
で
印
刷
さ
れ
る
ラ
ベ
ル
と
販
売
証
明
書
等
（
紙
媒
体
）
に
よ
る
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
生
産
者
（
船
上
）
の
漁
獲
情
報
と
市
場
の
販
売
情
報
に
よ
る
資
源
管
理
・
IU
U漁
業
対
策
入
船
・
販
売
情
報
、
品
質
・
衛
生
管
理
、
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
等
の
we
bサ
イ
ト
公
開
特
定
の
魚
種
除
き
国
内
消
費
密
閉
型
自
主
管
理
目
的
別
に
区
分
販
売
直
前
に
荷
受
け
室
温
管
理
ー
● せ
り
シ
ス
テ
ム
化
さ
れ
て
い
る
が
配
送
の
問
題
が
あ
り
利
用
せ
り
●
●
紙
媒
体
ー
●
●
●
ー
●
低
温
保
管
電
子
せ
り
（
オ
ン
ラ
イ
ン
対
応
）
ラ
ベ
ル
発
行
電
子
せ
り
（
シ
ス
テ
ム
上
は
オ
ン
ラ
イ
ン
対
応
）
-沿
岸
も
の
：
せ
り
台
(ベ
ル
ト
コ
ン
ベ
ア
)、
せ
り
ブ
ー
ス
、
ス
ク
リ
ー
ン
、
カ
メ
ラ
、
リ
モ
コ
ン
　
　
遠
洋
・
沖
合
も
の
：
せ
り
室
（
ス
ク
リ
ー
ン
、
せ
り
人
席
、
買
受
人
席
）
販
売
前
日
の
昼
ま
た
は
真
夜
中
か
ら
陸
揚
げ
・
荷
受
け
、
早
朝
販
売
市
場
（
保
管
場
）
の
低
温
管
理
（
真
夜
中
に
陸
揚
げ
・
荷
受
け
・
保
管
、
早
朝
販
売
）
販
売
情
報
（
漁
獲
情
報
を
含
む
）
の
ラ
ベ
ル
印
刷
電
子
せ
り
で
印
刷
さ
れ
る
ラ
ベ
ル
と
販
売
通
知
書
等
（
紙
媒
体
）
に
よ
る
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
生
産
者
の
漁
獲
情
報
と
市
場
の
販
売
情
報
に
よ
る
資
源
管
理
・
IU
U漁
業
対
策
漁
港
・
市
場
に
関
す
る
一
般
情
報
の
we
bサ
イ
ト
公
開
主
に
国
内
消
費
密
閉
型
自
主
管
理
目
的
別
に
区
分
前
日
の
昼
ま
た
は
真
夜
中
に
荷
受
け
・
早
朝
販
売
保
管
室
の
低
温
温
管
理
4～
6℃
ー
● せ
り
● せ
り
●
●
紙
媒
体
ー
●
●
●
ー
〇
限
ら
れ
た
情
報
低
温
市
場
電
子
せ
り
（
オ
ン
ラ
イ
ン
対
応
）
品
質
管
理
電
子
せ
り
（
オ
ン
ラ
イ
ン
対
応
）
-せ
り
室
（
電
子
表
示
盤
、
せ
り
人
席
、
買
受
人
席
）
販
売
前
日
午
後
か
ら
陸
揚
げ
・
荷
受
け
、
早
朝
販
売
販
売
情
報
の
チ
ケ
ッ
ト
印
刷
電
子
せ
り
で
印
刷
出
力
さ
れ
る
チ
ケ
ッ
ト
と
販
売
通
知
書
等
（
紙
媒
体
）
に
よ
る
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
生
産
者
の
漁
獲
情
報
と
市
場
の
販
売
情
報
に
よ
る
資
源
管
理
・
IU
U漁
業
対
策
第
三
者
に
よ
る
品
質
管
理
と
指
導
漁
獲
情
報
、
販
売
情
報
、
統
計
情
報
、
品
質
管
理
等
の
we
bサ
イ
ト
公
開
主
に
輸
出
密
閉
型
自
主
管
理
共
有
前
日
午
後
か
ら
荷
受
け
、
早
朝
販
売
低
温
管
理
1～
3℃
ー
● せ
り
● せ
り
●
●
紙
媒
体
第
三
者
に
よ
る
品
質
管
理
と
指
導
●
〇
●
ー
●
低
温
市
場
電
子
せ
り
（
オ
ン
ラ
イ
ン
対
応
）
配
送
シ
ス
テ
ム
電
子
せ
り
（
オ
ン
ラ
イ
ン
販
売
が
主
体
）
-せ
り
室
（
電
子
表
示
盤
、
せ
り
人
席
、
買
受
人
席
）
販
売
前
日
午
後
か
ら
陸
揚
げ
・
荷
受
け
、
早
朝
販
売
販
売
情
報
（
漁
獲
情
報
を
含
む
）
の
ラ
ベ
ル
印
刷
電
子
せ
り
で
印
刷
さ
れ
る
ラ
ベ
ル
と
販
売
通
知
書
等
（
紙
媒
体
）
に
よ
る
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
生
産
者
の
漁
獲
情
報
と
市
場
の
販
売
情
報
に
よ
る
資
源
管
理
・
IU
U漁
業
対
策
品
質
基
準
の
細
分
化
と
専
門
の
品
質
管
理
士
の
配
置
販
売
情
報
、
商
品
の
登
録
方
法
、
相
場
・
統
計
情
報
、
選
別
・
規
格
、
品
質
基
準
の
考
え
方
、
出
荷
・
輸
送
方
法
、
MS
C認
証
等
の
we
bサ
イ
ト
公
開
主
に
輸
出
密
閉
型
自
主
管
理
共
有
前
日
午
後
か
ら
荷
受
け
、
早
朝
販
売
低
温
管
理
（
1～
3℃
）
ー
● せ
り
● せ
り
主
に
利
用
さ
れ
て
い
る
●
●
紙
媒
体
品
質
基
準
の
細
分
化
と
専
門
の
品
質
管
理
士
の
配
置
●
●
●
●
●
漁
港
（
市
場
）
名
港
の
利
用
形
態
市
場
の
管
理
運
営
組
織
市
場
取
引
と
管
理
運
営
の
特
徴
仕
向
け
先
市
場
入
札
・
せ
り 電
子
化
英
国
　
ピ
ー
タ
ー
ヘ
ッ
ド
商
港
・
漁
港
・
マ
リ
ー
ナ
港
務
局
と
卸
売
会
社
ポ
ル
ト
ガ
ル
ペ
ニ
シ
ェ
 漁
港
（
一
部
に
マ
リ
ー
ナ
）
国
営
企
業
ド
カ
ペ
ス
カ
社
衛
生
管
理
品
質
管
理
の
た
め
の
特
別
な
取
組
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
（
食
品
安
全
・
I
U
U
漁
業
）
構
造
入
退
場
管
理
場
内
利
用
荷
受
け
時
間
室
温
マ
ニ
ュ
ア
ル
施
設
設
備
管
理
記
録
M
S
C
認
証
等
エ
コ
ラ
ベ
ル
w
e
b
公
開
資
源
管
理
イ
タ
リ
ア
ペ
ス
カ
ラ
漁
港
・
マ
リ
ー
ナ
ペ
ス
カ
ラ
市
フ
ラ
ン
ス
ロ
リ
ア
ン
 商
港
と
漁
港
（
ケ
ロ
マ
ン
）
公
共
企
業
体
英
国
ラ
ー
ウ
ィ
ッ
ク
ス
キ
ャ
ロ
ウ
ェ
イ
商
港
・
漁
港
シ
ェ
ッ
ト
ラ
ン
ド
・
シ
ー
フ
ー
ド
・
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
社
デ
ン
マ
ー
ク
 テ
ュ
ー
ボ
ル
ン
 ト
ー
ス
ミ
ン
ネ
 ヴ
ィ
デ
・
サ
ン
デ
ィ
商
港
・
漁
港
・
マ
リ
ー
ナ
　
フ
ィ
ッ
シ
ュ
・
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
社
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仮
想
市
場
電
子
せ
り
（
オ
ン
ラ
イ
ン
）
電
子
せ
り
（
仮
想
市
場
で
の
オ
ン
ラ
イ
ン
販
売
）
-商
流
と
物
流
の
分
離
に
よ
る
鮮
度
管
理
と
省
力
化
・
コ
ス
ト
削
減
入
札
終
了
後
、
漁
船
は
買
受
人
の
指
定
す
る
加
工
場
へ
直
接
接
岸
・
陸
揚
げ
（
fi
sh
 p
um
p）
販
売
商
品
に
漁
獲
証
明
書
を
発
行
（
電
子
化
）
漁
獲
証
明
書
を
付
け
た
販
売
通
知
書
等
（
電
子
化
）
に
よ
る
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
MS
C認
証
の
漁
業
種
の
取
得
の
取
組
漁
獲
情
報
、
漁
獲
割
当
と
そ
の
達
成
状
況
、
操
業
水
域
（
以
上
資
源
管
理
、
IU
U漁
業
対
策
）
、
統
計
情
報
等
の
we
bサ
イ
ト
公
開
主
に
輸
出
● 入
札
ー
●
●
●
●
国
内
漁
港
（
産
地
市
場
）
入
船
予
定
・
入
札
販
売
・
入
札
結
果
情
報
電
子
入
札
衛
生
管
理
結
果
の
電
子
記
録
入
船
予
定
情
報
、
市
況
（
相
場
）
情
報
、
統
計
情
報
等
の
we
b
公
開
入
札
販
売
情
報
、
入
札
結
果
の
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
ス
カ
イ
タ
ン
ク
の
Io
T化
平
板
計
量
ス
ケ
ー
ル
に
よ
る
自
動
計
量
・
記
録
、
結
果
印
刷
タ
ブ
レ
ッ
ト
か
ら
の
販
売
原
票
の
作
成
タ
ブ
レ
ッ
ト
か
ら
の
電
子
入
札
せ
り
結
果
を
そ
の
場
で
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
力
衛
生
管
理
結
果
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
力
・
記
録
販
売
通
知
書
等
の
紙
媒
体
で
の
発
行
と
we
bサ
イ
ト
か
ら
の
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
（
PD
F、
CS
V、
Ex
ce
l形
式
）
TA
C他
販
売
情
報
等
の
関
係
機
関
へ
の
報
告
販
売
情
報
は
電
子
媒
体
で
記
録
・
保
管
す
る
が
、
販
売
通
知
書
等
で
の
買
受
人
、
生
産
者
の
記
録
・
保
管
す
る
情
報
と
の
紐
づ
け
は
不
確
実
一
部
輸
出
（
サ
ン
マ
）
密
閉
型
自
主
管
理
共
有
入
札
・
せ
り
時
刻
に
合
わ
せ
て
荷
受
け
冷
凍
・
加
工
は
冷
蔵
保
管
せ
り
一
部
入
札
● 入
札
ー
●
● 電
子
媒
体
ー
△
紐
づ
け
が
不
確
実
ー
●
（
TA
C）
ー
●
入
船
予
定
・
入
札
販
売
・
入
札
せ
り
結
果
情
報
の
電
子
化
衛
生
管
理
結
果
の
電
子
記
録
入
船
予
定
情
報
計
量
速
報
と
し
て
入
札
販
売
情
報
、
入
札
・
せ
り
結
果
の
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
タ
ブ
レ
ッ
ト
か
ら
の
販
売
原
票
の
作
成
せ
り
結
果
を
そ
の
場
で
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
力
衛
生
管
理
結
果
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
力
・
記
録
販
売
情
報
等
の
関
係
機
関
へ
の
報
告
販
売
情
報
は
電
子
媒
体
で
記
録
・
保
管
す
る
が
、
販
売
通
知
書
等
で
の
買
受
人
、
生
産
者
の
記
録
・
保
管
す
る
情
報
と
の
紐
づ
け
は
不
確
実
国
内
消
費
密
閉
型
自
主
管
理
共
有
入
札
・
せ
り
時
刻
に
合
わ
せ
て
荷
受
け
冷
凍
・
加
工
は
冷
蔵
保
管
●
入
札
・
せ
り
ー
ー
●
● 電
子
媒
体
ー
△
紐
づ
け
が
不
確
実
ー
ー
ー
衛
生
管
理
結
果
の
電
子
記
録
入
船
予
定
情
報
、
市
況
（
相
場
）
情
報
、
統
計
情
報
等
の
we
b
公
開
入
札
販
売
情
報
、
入
札
結
果
の
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
衛
生
管
理
結
果
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1.3 我が国の漁港（産地市場）をめぐる情勢と漁港水産物情報システム 
 
 
求められる漁港の役割・機能  
国民への安全で安心な水産物・食品の提供、国際的な水産物需要の増大と輸出拡大に対応
するため、水産物・食品の安全性の確保や鮮度等品質管理に加え、トレーサビリティの確保、
資源管理の徹底など流通拠点となっている漁港（産地市場）の役割・機能はますます需要と
なっている。他方、人手不足に対応した働き方改革に取り組む中で、特に漁業地域において
は人口減少・高齢化が深刻な影響を与えており、市場取引業務における省力化・省人化が課
題となっている。 
 
漁港水産物情報システム 
水産物の流通拠点漁港（産地市場）においては、高度衛生管理型漁港・市場の整備とと
もに、市場取引業務を中心に電子化・ネットワーク化を推進することで、省力化・時間短
縮、データや情報の正確性の確保を実現するとともに、記録・保存された情報（電子化）
に基づき、トレーサビリティや資源管理にも対応できるシステム（以下、「漁港水産物情
報システム」と呼ぶことにする）の導入が早急に求められる。漁港水産物情報システムの
導入・普及により漁港（産地市場）の役割・機能を確保し維持していくことが期待され
る。 
 
 
(1)漁港漁場整備法・漁港漁場整備長期計画 
 これまで漁港の整備と管理は、漁港漁場整備法ならびに本法を根拠とする漁港漁場整備
長期計画に基づき着実かつ計画的に実施されてきたところである。現長期計画（2017-2021）
では重点課題の一つとして「水産業の競争力強化と輸出促進」が位置付けられている。我が
国水産物の更なる品質や付加価値の向上、生産の効率化やコストの縮減及び産地の価格形
成能力の向上に資する、漁港の生産・流通機能の強化を目指すことが明記されている。また、
特に水産物の流通拠点となる漁港においては、高度な衛生管理に対応した岸壁、荷さばき所、
冷凍及び冷蔵施設等を一体的に整備し、市場・流通機能の強化を図ることとしており、国内
への安定的な水産物の供給とともに、輸出先国のニーズに対応した生産・流通体制の確保を
目指すとされている。 
現長期計画では、急進する人口減少・高齢化、働き方改革、昨今の ICTの進展を反映し、
重点課題の実施に当たっては、ICTを活用した漁港施設の管理の高度化を推進することとし、
漁港施設情報の集約及び電子化に取り組むことが示された。 
 
(2)改正卸売市場法 
 水産物の流通拠点漁港では産地市場が卸売市場法に基づき開設されている場合が多い。
2018年6月22日、卸売市場法および食品流通構造改善促進法の一部を改正する法律が公布
された。また、食品流通構造改善促進法は「食品等の流通の合理化及び取引の適正化に関
する法律」に名称が変更された。同法は2020年6月21日から施行する。 
食品流通の中で卸売市場が果たしてきた集荷・分荷、価格形成、代金決済等の調整機能
は重要であり、今後も食品流通の核として堅持していくことには変わりはない。農林漁業
者の所得を向上させるとともに、消費者ニーズに的確に応えていくためには、卸売市場を
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含めて、新たな需要の開拓や付加価値の向上につながる食品流通構造を確立していくこと
が重要であるとの観点から、卸売市場を含めた食品流通の合理化と生鮮食料品等の公正な
取引環境の確保、生産および流通の効率化を促進するため、同法律は改正された。 
改正卸売市場法省令では、開設者および卸売業者による売買取引の結果等の公表がイン
ターネットの利用その他の適切な方法により行わなければならないことになった。流通拠
点漁港(産地市場)であっては、少なくともwebサイトの開設が必要となるとともに、情報
提供や公表のツールとしてインターネットの利用が明示されたことになる。 
  
(3)漁港（産地市場）をめぐる情勢と求められる漁港の役割・機能   
漁港をめぐる国内外の情勢やその対応の動きを踏まえ、これからの流通拠点漁港の役割・
機能として次のようなことが求められている。 
 
ⅰ．国際的な水産物需要の増大と輸出拡大に対応するとともに、IUU 漁業の撲滅に向けて、
トレーサビリティの確保、資源管理の徹底、市場の近代化や輸出も含めた市場拡大への取
組が求められる。 
ⅱ．水産物・食品の安全性は当然であり、商品の差別化による競争力の強化と価格の安定・
向上には鮮度等品質管理のための特別な取組が必要である。 
ⅲ．海洋の自然環境や水産資源を守って獲られた水産物に対する消費者のニーズの高さを
反映し、MSC認証などエコラベル認証の取得や消費者に対する発信や情報公開による透明
性の確保にも取り組んでいかなければならない。 
ⅳ．我が国では人手不足に対応した働き方改革に取り組んでいるが、特に漁業地域において
は人口減少・高齢化が深刻な影響を与えており、漁港（産地市場）での省力化が期待され
ている。 
 
 こうした漁港の役割・機能を早期に確保し維持していくには、「1.2 欧州と我が国の漁港
の比較」を踏まえると、高度衛生管理型漁港・市場の整備とともに、漁港（産地市場）の ICT
活用による電子化・ネットワーク化の推進である。 
 
(4)市場取引業務の現状 
漁港は、漁業の根拠地であるとともに、生産者と流通の始点である買受人との間に位置し、
漁獲や販売・流通に関するデータや情報が集まるところである。高度衛生管理に対応した漁
港の整備が進んでいるが、こうしたデータや情報は紙媒体が中心であり、すべて記録されて
いるわけではない。ほとんどの漁港では電子化・ネットワーク化が進んではおらず、伝票等
紙媒体で何度も記録、書き写ししている。入札やせり販売、入船予定や販売など各種情報の
提供やその他紙媒体での手作業に多くの時間を要している（図 1.3.1）のが現状である。 
 
(5)電子化・ネットワーク化に先進的に取り組んでいる漁港（産地市場） 
電子化・ネットワーク化に先進的に取り組んでいる漁港（産地市場）としては、市場職
員がタブレット入力により販売原票を作成し、入札・せり結果もタブレット入力している
場合と買受人がタブレットを利用して電子入札を行う場合（図 1.3.2）がある。市場取引
業務を通じて得られたたデータは販売情報として記録・保存（電子化）され、仕切書・販
売通知書の作成・発行、市況日報や水揚げ統計などに利用されている。 
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図 1.3.1 市場取引業務（現状） 
図 1.3.2 市場取引業務（先進地区：大船渡市魚市場） 
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先進地区からのヒアリングでは、従来の紙媒体中心の市場取引業務に対して、電子化・
ネットワーク化を進めることで、省力化・時間短縮や情報の正確性が確保されることや市
場からの情報提供が進み、生産者や買受人の利便性が向上しているといった効果があると
の意見をあった。 
 
（ヒアリングで得られた電子化・ネットワーク化の効果の例） 
・市場職員の業務の時間短縮により省力化が図られた。 
- 電子入札の導入により入札時間が大幅に短縮された。 
- 入札・せり販売と同時にその場で結果をタブレット入力することで販売情報が電
子化される。これまでひと通り入札・せり販売が終了してから、手書き伝票の内
容を読み取り PC入力して電子化していた作業がなくなった。 
・市場職員や買受人の手書きによる記載や書き写しミスのリスクが回避された。 
・買受人は入船予定情報を早くから入手することができるようになり、購入計画、運送車
両の手配や加工場の生産計画をたてることが容易になった。 
・（電子入札により）入札に要する時間が短くなり、入札後の商品の搬出が早くできるよ
うになった。 
・その日に購入した商品の情報（買付明細データ）を電子メールで入手することで、購入
した商品の決済をその日のうちに行うことができるようになった。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.3.3 国内外の課題に対応した漁港（産地市場） 
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(6)漁港水産物情報システムの導入の必要性 
水産物の流通拠点漁港（産地市場）においては、高度衛生管理型漁港・市場の整備とと
もに、市場取引業務を中心に電子化・ネットワーク化を推進することで、省力化・時間短
縮、データや情報の正確性の確保を実現するとともに、記録・保存された情報（電子化）
に基づき、トレーサビリティや資源管理にも対応できるシステム（以下、「漁港水産物情
報システム」と呼ぶことにする）の導入が早急に求められる。 
漁港水産物情報システムにより高いレベルの衛生管理・品質管理とトレーサビリティ、
資源管理等など国内や国際的な課題に対応した漁港（産地市場）（図 1.3.3）がその役
割・機能を確保し維持していくことが期待される。 
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2. 漁港水産物情報システムの概要 
 
2.1 システム構成 
 
「漁港水産情報化システム」は、水産物の荷受けから販売までの一連の取引業務を電子
化・ネットワーク化した「市場取引業務システム」を中心に、入船予定情報、漁獲情報を
収集、記録・保存や提供を行う「入船予定・漁獲情報システム」、市場に関わる情報の収
集、記録・保存、処理や提供を行う「情報管理システム」、そして衛生管理に伴い整備や
設置した施設・設備の利用の管理などを行う「衛生管理および施設・設備管理システム」
から構成され、これらシステムは相互に関連して機能を発揮している。 
漁港水産物情報化システムは、最終的に、リアルタイムで情報を構築し関係者で共有す
るとともに、漁獲情報を販売情報に連結させてトレーサビリティ対応を確実なものとする
「漁獲情報連結方式」を目指すこととする。導入・普及に当たっては、現状と課題、目標
水準によって異なるが、当面は先進地区を目標とし、段階的に電子化・ネットワークの水
準を高めていくことが現実的である。 
「漁港水産情報化システム」（漁獲情報連結）の概要図ならびに市場取引業務を通じて行
われる情報の構築と共有をそれぞれ図 2.1.1と表 2.1.1に示す。 
 
 
(1)漁港水産物情報化システムの目標と要件 
（目標） 
漁港水産物情報化システムは、高度衛生管理型漁港・市場の整備とともに、その導入を
図ることで、高いレベルの衛生管理・品質管理とトレーサビリティ、資源管理等など国内
や国際的な課題に対応した漁港（産地市場）の実現が期待されるものである。このため、
入船情報、販売情報など市場取引業務を中心に電子化・ネットワーク化を図り、市場業務
の省力化、時間短縮、データや情報の正確性の確保、さらに、電子化された情報の利活用
による、トレーサビリティや資源管理にも対応可能なものでなければならない。 
 
したがって、当該目標のためにシステムに求められる主な要件は次のとおりである。 
 
（システムの主な要件） 
  ・市場取引を中心とした市場業務の省力化・時間短縮が図られているか 
・市場取引業務における正確性が確保（読取・聞取・記載ミスのリスク回避）できるか 
・高いレベルの衛生管理・高いレベルの品質管理が持続的に可能か 
・トレーサビリティに対応できているか 
・資源管理（TAC）に対応できているか 
・持続可能性（水産エコラベル）に対応できているか 
・透明性が確保されているか 
・効率性・利便性・信頼性・セキュリティの高いものか 
・運用・維持管理・保守まで含めたマネージメントができているか 
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(2)システム構成 
（市場取引業務システム） 
漁港水産物情報システムは、水産物の荷受けから販売までの一連の取引業務の電子化・
ネットワーク化が中心となる。市場取引業務に関わるデータや情報を電子化することで、
情報の収集、記録・保存、処理や提供を円滑かつ正確に行うことができ、市場取引業務の
省力化・時間短縮と情報の正確性を確保することができる。これは、市場職員だけでなく
買受人などの市場関係者に対する効果も期待できる。 
これに対応したシステムを「市場取引業務システム」と呼ぶこととする。 
 
（入船予定・漁獲情報システム） 
漁港は市場での販売（市場取引業務）を通じて安全で安心な水産物を提供するととも
に、生産者と買受人の間で商品と情報をつなぐ重要な役割を持っている。漁港において販
売情報とともに、漁獲情報を記録・保存することは、トレーサビリティの確保に極めて効
果的である。漁獲情報システムについては後述するが、松浦産地電子情報ネットワークの
ように漁業関係者で漁獲情報を共有し、かつ水揚げ港が集中することを避けることで、価
格の下落を回避している取組は、限られている。どこでどれだけ漁獲したかという漁獲情
報を提供したがらないし、また他者に知られたくないという漁業者がほとんどであるから
である。 
このように漁獲情報は機微なものであり、収集や提供については、利用目的を明確に
し、漁業者の理解と協力を得たうえで、一定のルールを設定する必要がある。船上からで
あれば入船予定情報とともに漁獲情報を収集する、あるいは入港した後であれば漁獲情報
を収集することになる。 
これに対応したシステムを「入船予定・漁獲情報システム」と呼ぶこととする。本シス
テムは、他のシステムに対して独立するものであるが、一連の市場取引業務のプロセスに
深く関係することから、以降、市場取引業務システムの中で説明することとする。 
 
（情報管理システム） 
市場取引業務の流れに対応して、情報の収集、記録・保存、処理、提供が行われるが、
市場取引業務が終了し、その日の取引が確定すると、市況、水揚げ統計のデータを更新
し、関係機関への報告を行わなければならない。また、食の安全や品質、持続可能性など
消費者の関心の高まりに対応し、水産物の衛生管理、品質管理の状況やブランド化、エコ
ラベルなどに関する情報を産地から提供することも重要である。 
これに対応したシステムを「情報管理システム」と呼ぶこととする。 
 
（品質管理および施設・設備管理システム） 
高度衛生管理型漁港・市場の整備に伴い、漁港・市場や市場関係者の衛生管理の確認と
ともにその結果の記録・保存を行うことになる。また、清浄海水供給施設、製氷施設、電
動フォークリフト、資機材の洗浄、適切な利用、出入り口の衛生など、新たな施設・設備
の背日や設置が行われ、これらの利用の管理や市場全体の電気・水道など使用量・料金の
管理が発生している。電気に関しては、商用電力のほか、自然エネルギーや夜間電力を充
電して利用する場合があり、その場合にはこれら電力の最適化を自動で行うことになる。 
これに対応したシステムを「衛生管理および施設・設備管理システム」と呼ぶこととす
る。 
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以上、漁港水産物情報システムは、次の 4つのシステムから構成されることになる。 
 
漁港水産情報システム       市場取引業務システム 
                   入船予定・漁獲情報システム 
情報管理システム 
                   衛生管理および施設・設備管理システム 
                    
 
(3)システム方式を用いた類型化 
システムの要件をどの程度まで満足するか、- 言い換えれば機能や効果をどこまで求
めて、電子化・ネットワーク化をどこまで進めるか – 市場取引業務を中心に特徴的な
表現あるいは名称「システム方式」を用いて類型化を行った。 
 
現状として、高度衛生管理型漁港・市場での紙媒体を中心とした市場取引業務を行って
いる方式を「従来方式」と呼ぶとすれば、電子化・ネットワーク化に先進的に取り組んで
いる地区の方式は「先進地区方式」と呼ぶことにする。さらに先進地区は市場職員がタブ
レットを利用して販売原票を作成し、入札・せりの結果をその場で入力したりする南三陸
町魚市場（志津川漁港）や銚子市魚市場（銚子漁港）のタイプ（A型）と、これらに加え
て、買受人もタブレットを使用し電子入札を行うとともに、webサイトを通じて入船予定
情報、市況日報、水揚げ統計情報の提供や販売通知書等の発行を行っている大船渡市魚市
場（大船渡漁港）や宮古市魚市場（宮古港）のタイプ（B型）がある（参考 2.1.1）。 
 
先進地区（B型）は、2つの視点から電子化・ネットワーク化のレベルを高めることが
できる。 
一つはせりの電子化もしくはせりを電子入札に切り替えることである。市場取引と同時
（リアルタイム）にせり（入札）の結果が電子化され、市場職員はせり結果をタブレット
入力する作業がなくなるわけである。もう一つは、資源管理（TAC）やトレーサビリティ
への対応を考慮して、市場取引のプロセスの中（荷受け段階以降）で、あるいは市場取引
の前段階（荷受け前）で漁獲情報も収集し、記録・保存することである。後者の視点か
ら、荷受け時に漁獲情報を入手し、販売情報とともにタブレット入力することで販売情報
を強化した「販売情報強化方式」と、船上から直接または陸揚げ時に漁獲情報を取得し、
販売情報と連結させた「漁獲情報連結方式」の 2つの方式が検討できる。 
 
 
 
市場取引業務システム       現状（従来方式） 
                現状（先進地区方式（A型・B型）） 
                   新方式（販売情報強化方式） 
                   新方式（漁獲情報連結方式） 
 
 
 
20 
 
市場取引業務システムにおける各方式について、その電子化・ネットワーク化の水準な
らびに機能と効果との関係（イメージ）を図 2.1.2に示す。リアルタイムでデータや情報
が処理され、販売情報だけでなく漁獲情報も連結されていることで、漁港を中心にトレー
サビリティ対応が確実なものになる。どこまで電子化・ネットワーク化を行うか、あるい
は行えるか、言い換えれば現状の課題をどう捉える、改善の目標水準をどこに置くかによ
るが、関係者の理解と協力、コストに見合う効果などを考慮すると、当面は先進地区を目
標とし、さらに販売情報強化方式、あるいは漁獲情報連結方式へと段階的に電子化・ネッ
トワークの水準を高めていくことが現実的である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
漁獲情報連結方式について、作業の流れと販売情報ならびに漁獲情報の構築の流れを表
2.1.2と図 2.1.3に示す。市場職員、買受人、生産者が、日常生活においても身近になっ
た PC、タブレットあるいはスマホなど端末、webサイトを活用することで、市場を中心と
した関係者による情報の構築と共有が進み、働き方改革や、市場機能の向上や効率化が図
られる。 
 
 
 
 
図 2.1.2 システム方式と電子化・ネットワーク化の水準および機能と効果 
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表 2.1.2 市場取引業務における漁獲情報連結方式と作業項目・内容 
図 2.1.3 市場取引業務における漁獲情報連結方式の概要 
作業項目 内容
①入船予定情報の収集 入船予定情報のインターネット・電子報告
webサイト掲載
場内モニター表示
買受人・市場職員のタブレット閲覧
③漁獲情報の収集と提供 漁獲情報のインターネット・電子化
人力選別と自動選別機
タブレットよりサーバー内の漁獲情報から荷受け・選別データを引き出し、確認した後、販売情報に自動追加
と印刷または紙に記載し投函・貼付
規格容器の個体管理
自動的に計量結果がサーバーの販売情報に追加
⑥陳列 入札またはせり場に陳列
⑦販売原票の作成
タブレットよりサーバー内の販売情報を引き出し、商品と貼付されている紙のデータを確認しながら、読み取
り、入札・せり番号、ロット番号を追加してタブレットより入力し、販売原票（販売情報）を作成
場内モニター表示
買受人・市場職員のタブレット閲覧
⑨商品の下見 モニターまたはタブレット情報を見ながら買受人が下見
⑩入札
電子入札：買受人のタブレットによる入札参加と自動開札（落札者と数量が決定し、サーバーの販売情報に自
動追加記録）
電子せり：市場職員による移動スクリーン操作と買受人のタブレットによるせり参加、自動開札（落札者と数
量が決定し、サーバーの販売情報に自動追加記録）
現状のせり方式を電子入札へ移行
入札結果を記載したチケットまたはラベルを印刷出力し投函または貼付
場内モニター表示
買受人・市場職員のタブレット閲覧
入札・せり結果を記載したチケットまたはラベルで確認
買受人・市場職員のタブレットで確認
⑭仕切書・販売通知書等の作成
PCよりサーバー内の販売情報を引き出し、生産者、買受人ごとに仕切書・販売通知書（識別番号として文書番
号が付与）を作成
文書には、ロット番号も記載　　　陸揚量を集計し漁獲情報に追加入力
仕切書・販売通知書等の紙媒体発行　　ボックス投函・郵送
仕切書・販売通知書等の電子発行　　　PDF、Excel、CSV形式ファイル
⑪せり
⑫入札結果の公表
⑬商品の荷渡し
⑮仕切書・販売通知書等の発行
②入船予定情報の提供
④荷受け・選別
⑤計量
⑧入札販売情報の提供
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（4）従来方式 
 
【特徴】 
（作業の特徴）紙媒体での記録・保存 
（情報の構築と共有）紙媒体  
 
【内容】 
○紙媒体を中心とした市場取引業務 
・複写式伝票等紙媒体に荷受け・選別・計量の結果を記載 
・各種情報を手書きした紙の投函・貼付 
・販売原票（伝票）の作成 
○手作業による入札・せり販売と結果の紙媒体記録 
・販売情報の PC入力と販売通知書等の発行（紙媒体） 
○衛生管理結果の紙媒体記録・保存 
 
(5)先進地区方式 
 
A型：南三陸町魚市場（志津川漁港） 銚子市魚市場（銚子漁港） 
 
【特徴】 
（作業の特徴）入船予定、入札販売、入札・せり結果の電子化と提供 
（情報の構築と共有）市場職員によるタブレット利用、場内ネットワーク 
 
【内容】 
○入船予定情報、入札販売情報、入札結果情報の電子化と提供 
・入船予定情報、入札販売情報、入札結果の場内モニター表示 
○タブレットからの販売原票の作成と入札・せり結果の入力 
・タブレットからの販売原票の作成 
・入札・せり結果のタブレット入力 
○衛生管理結果の電子化 
・電子媒体で記録・保存 
 
【効果】 資源管理（TAC）、衛生管理、省力化・時間短縮・正確性（低い） 
 
B型：大船渡市魚市場（大船渡漁港）・宮古市魚市場（宮古港） 
 
【特徴】 
（作業の特徴）電子入札、webサイトでの情報提供、販売通知書等の発行 
（情報の構築と共有） 
市場職員と買受人によるタブレット利用 
場内外ネットワーク 
webサイト 
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【内容】 
○入船予定情報、入札販売情報、入札結果情報の電子化と提供 
・入船予定情報、入札販売情報、入札結果の場内モニター表示、webサイト掲示 
○自動計量 
・トラックスケール、スケール付きフォークリフト、平板計量スケールによる自動計 
量・記録（結果印刷出力） 
○タブレットからの販売原票の作成と電子入札および入札・せり結果の入力 
・タブレットからの販売原票の作成 
・電子入札 
・入札・せり結果のタブレット入力 
○webサイトでの販売通知書等の発行 
・販売通知書等の webサイトからのダウンロード 
・買付明細データの webサイトからのダウンロード（PDF、CSV、Excel形式） 
○衛生管理結果の電子化 
・電子媒体で記録・保存 
 
【効果】 資源管理（TAC）、衛生管理、品質管理、省力化・時間短縮・正確性（高い） 
 
(6)販売情報強化方式 
 
【特徴】先進地区（B型）プラスの特徴 
（作業の特徴） 
せりの電子化または電子入札化（選択的） 
荷受け段階からの漁獲情報と販売情報の収集（販売原票の作成） 
販売情報への文書番号の追加および文書へのロット番号の記載（トレーサビリティ） 
 
【内容】 
○入船予定情報、入札販売情報、入札結果情報の電子化と提供 
・入船予定情報、入札販売情報、入札結果の場内モニター表示、webサイト掲示 
○自動計量 
・トラックスケール、スケール付きフォークリフト、平板計量スケール、 
台秤による自動計量・記録（結果印刷出力） 
○タブレットからの販売原票の作成 
 ・荷受け段階からの作成（漁獲情報を含む） 
○電子入札および電子せり 
・電子入札 
・せりの電子化または電子入札化の選択的取組 
○入札・せり結果のチケットまたはラベル 
・チケットまたはラベルを印刷出力し投函・貼付（選択的取組） 
○webサイトでの販売通知書等の発行 
・販売通知書等の webサイトからのダウンロード 
・買付明細データの webサイトからのダウンロード（PDF、CSV、Excel形式） 
・文書にロット番号の追加、サーバー内の情報に文書番号の追加 
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○衛生管理結果の電子化 
・電子媒体で記録・保存 
○エコラベル情報の提供 
 
【効果】 資源管理（TAC）、衛生管理、品質管理、省力化・時間短縮・正確性、持続可 
能性 
 
(7)漁獲情報連結方式 
 
【特徴】先進地区（B型）プラスの特徴 
（作業の特徴） 
せりの電子化または電子入札化（選択的） 
荷受け前に漁獲情報の収集、記録・保存（電子化） 
荷受け、販売原票の作成における漁獲情報の活用 
販売情報への文書番号の追加および文書へのロット番号の記載（トレーサビリティ） 
（情報の構築と共有） 
市場職員、買受人と生産者によるタブレット・スマホ利用 
 
【内容】 
○入船予定情報・漁獲情報のインターネットを通じた入力・送信 
 ・漁獲情報の記録・保存、販売情報との連結 
○入船予定情報、入札販売情報、入札結果情報の電子化と提供 
・入船予定情報、入札販売情報、入札結果の場内モニター表示、webサイト掲示 
○自動計量 
・トラックスケール、スケール付きフォークリフト、平板計量スケール、 
台秤による自動計量・記録（結果印刷出力） 
○タブレットからの販売原票の作成 
 ・荷受け段階からの作成（記録・保存されている漁獲情報を利用） 
○電子入札および電子せり 
・電子入札 
・せりの電子化または電子入札の選択的取組 
○入札・せり結果のチケットまたはラベル 
・チケットまたはラベルを印刷出力し投函・貼付 
○webサイトでの販売通知書等の発行 
・販売通知書等の webサイトからのダウンロード 
・買付明細データの webサイトからのダウンロード（PDF、CSV、Excel形式） 
・文書にロット番号の追加、サーバー内の情報に文書番号の追加 
○衛生管理結果の電子化 
・電子媒体で記録・保存 
○エコラベル情報の提供 
 
【効果】 資源管理（TAC）、衛生管理、品質管理、省力化・時間短縮・正確性、持続可 
能性 
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表
2.
1.
1 
漁
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水
産
物
情
報
シ
ス
テ
ム
（
市
場
取
引
業
務
）
 
内
容
問
題
点
・
課
題
販
売
情
報
内
容
効
果
販
売
情
報
漁
獲
情
報
①
入
船
予
定
情
報
の
収
集
入
船
予
定
情
報
の
FA
X・
電
話
連
絡
情
報
内
容
の
聞
き
間
違
い
等
を
避
け
、
情
報
の
正
確
性
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
適
宜
情
報
の
更
新
を
図
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
ま
た
、
現
状
で
は
、
入
船
予
定
情
報
は
保
存
さ
れ
て
い
な
い
。
紙
媒
体
：
船
名
（
、
漁
場
・
海
域
名
）
、
漁
業
種
類
、
魚
種
（
、
規
格
）
、
漁
獲
数
量
、
入
船
予
定
日
時
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通
じ
た
情
報
入
力
・
送
信
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
船
上
か
ら
直
接
ま
た
は
陸
上
の
事
務
所
か
ら
入
船
予
定
情
報
を
所
定
の
様
式
の
電
子
フ
ァ
イ
ル
に
入
力
し
、
市
場
の
サ
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へ
送
信
す
る
。
省
力
化
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時
間
短
縮
正
確
性
確
保
（
聞
取
ミ
ス
の
リ
ス
ク
回
避
）
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
市
場
側
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し
て
は
、
早
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次
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新
か
つ
正
確
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が
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れ
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に
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、
適
宜
最
新
情
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上
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入
船
予
定
情
報
の
メ
ー
ル
配
信
ま
た
は
we
bサ
イ
ト
掲
載
入
船
予
定
情
報
の
モ
ニ
タ
ー
表
示
省
力
化
・
時
間
短
縮
正
確
性
確
保
（
記
載
ミ
ス
の
リ
ス
ク
回
避
）
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
市
場
職
員
は
、
PC
か
ら
入
船
情
報
デ
ー
タ
を
入
力
す
る
と
い
う
作
業
だ
け
で
容
易
に
we
bサ
イ
ト
と
場
内
モ
ニ
タ
ー
に
掲
示
で
き
る
。
買
受
人
や
市
場
職
員
は
、
市
場
の
ど
こ
に
い
て
も
入
船
情
報
を
閲
覧
で
き
る
。
③
漁
獲
情
報
の
収
集
と
提
供
漁
獲
情
報
の
収
集
な
し
IU
U漁
業
、
食
品
安
全
性
の
た
め
の
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
確
保
に
必
要
な
情
報
が
な
い
。
漁
獲
情
報
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通
じ
た
情
報
入
力
・
送
信
省
力
化
・
時
間
短
縮
正
確
性
確
保
（
聞
き
取
り
、
記
載
ミ
ス
の
リ
ス
ク
回
避
）
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
資
源
管
理
（
TA
C）
情
報
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
市
場
側
は
、
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
を
構
成
す
る
漁
獲
情
報
を
収
集
、
記
録
・
保
存
で
き
る
。
船
名
漁
獲
日
ま
た
は
期
間
漁
業
種
類
漁
獲
水
域
魚
種
漁
獲
数
量
陸
揚
げ
港
・
市
場
陸
揚
げ
日
人
力
選
別
と
自
動
選
別
機
従
前
ど
お
り
（
人
力
選
別
と
自
動
選
別
機
）
省
力
化
・
時
間
短
縮
、
正
確
性
確
保
荷
受
け
・
選
別
デ
ー
タ
を
紙
ま
た
は
伝
票
（
複
写
式
）
に
記
載
し
投
函
・
貼
付
荷
受
け
情
報
は
、
販
売
原
票
に
つ
な
が
る
情
報
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
適
切
な
記
録
が
求
め
ら
れ
る
。
紙
媒
体
：
船
名
、
漁
業
種
類
、
漁
獲
水
域
、
魚
種
、
規
格
漁
獲
情
報
の
利
用
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
タ
ブ
レ
ッ
ト
よ
り
サ
ー
バ
ー
内
の
漁
獲
情
報
か
ら
荷
受
け
・
選
別
デ
ー
タ
を
引
き
出
し
、
販
売
情
報
に
追
加
。
出
力
印
刷
し
た
紙
を
容
器
に
投
函
・
貼
付
す
る
。
省
力
化
・
時
間
短
縮
正
確
性
確
保
（
記
載
ミ
ス
の
リ
ス
ク
回
避
）
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
サ
ー
バ
ー
に
記
録
さ
れ
て
い
る
漁
獲
情
報
を
活
用
す
る
こ
と
で
、
省
力
化
・
時
短
短
縮
と
情
報
の
正
確
性
を
確
保
で
き
る
。
ま
た
、
荷
受
け
の
段
階
で
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
力
す
る
こ
と
で
、
こ
の
後
の
販
売
原
票
の
作
成
の
省
力
化
・
時
間
短
縮
等
に
も
つ
な
が
る
。
日
付
け
（
自
動
付
与
）
船
名
漁
獲
日
ま
た
は
期
間
漁
業
種
類
漁
獲
水
域
魚
種
規
格
陸
揚
げ
港
・
市
場
（
自
動
付
与
）
市
場
ご
と
の
容
器
使
用
自
動
計
量
・
記
録
を
行
う
た
め
に
は
、
容
器
の
識
別
と
個
別
管
理
が
必
要
。
規
格
容
器
の
個
体
管
理
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
所
定
の
規
格
の
容
器
に
番
号
を
付
与
す
る
、
ま
た
は
タ
グ
を
付
け
て
Io
T化
す
る
こ
と
で
容
器
ま
た
は
容
器
に
入
っ
た
水
産
物
を
個
別
管
理
。
容
器
の
識
別
と
個
別
管
理
に
よ
り
、
自
動
計
量
・
記
録
を
行
う
こ
と
が
可
能
。
伝
票
へ
の
手
書
き
記
録
計
量
ス
ケ
ー
ル
の
表
示
盤
に
表
示
さ
れ
た
数
値
を
伝
票
に
記
載
す
る
手
間
や
さ
ら
に
そ
の
後
の
販
売
原
票
を
作
成
す
る
際
に
、
再
度
転
記
す
る
手
間
が
生
じ
る
。
ま
た
手
書
き
の
際
に
、
記
載
の
誤
り
が
生
じ
る
リ
ス
ク
が
あ
る
。
紙
媒
体
：
船
名
、
漁
業
種
類
、
漁
獲
水
域
、
魚
種
、
規
格
、
数
量
計
量
結
果
を
印
刷
し
た
紙
を
投
函
・
貼
付
計
量
結
果
を
自
動
的
に
サ
ー
バ
ー
の
販
売
情
報
に
追
加
省
力
化
・
時
間
短
縮
正
確
性
確
保
（
読
み
取
り
、
記
載
ミ
ス
の
リ
ス
ク
回
避
）
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
計
量
数
値
が
サ
ー
バ
ー
へ
自
動
記
録
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
伝
票
に
記
載
す
る
手
間
が
な
く
な
る
と
と
も
に
、
容
易
に
か
つ
誤
り
が
な
く
計
量
作
業
を
実
施
で
き
る
。
ま
た
、
計
量
の
電
子
化
に
よ
り
、
以
降
の
作
業
が
容
易
に
か
つ
誤
り
が
な
く
、
実
施
で
き
る
。
日
付
け
船
名
漁
獲
日
ま
た
は
期
間
漁
業
種
類
漁
獲
水
域
魚
種
規
格
数
量
←
追
加
陸
揚
げ
港
・
市
場
⑥
陳
列
入
札
ま
た
は
せ
り
場
に
陳
列
従
前
ど
お
り
（
入
札
ま
た
は
せ
り
場
に
陳
列
）
⑦
販
売
原
票
の
作
成
販
売
原
票
（
紙
媒
体
）
の
作
成
容
器
に
投
函
ま
た
は
貼
付
さ
れ
て
い
る
紙
の
内
容
を
転
記
す
る
人
手
と
手
間
が
か
か
る
と
と
も
に
、
記
載
の
誤
り
が
生
じ
る
リ
ス
ク
が
あ
る
。
入
札
・
せ
り
番
号
を
追
加
記
載
販
売
原
票
作
成
の
電
子
化
（
販
売
情
報
の
活
用
）
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
タ
ブ
レ
ッ
ト
よ
り
サ
ー
バ
ー
内
の
販
売
情
報
（
船
名
、
漁
業
種
類
、
魚
種
、
規
格
、
数
量
）
を
引
き
出
し
、
商
品
と
貼
付
さ
れ
て
い
る
紙
の
デ
ー
タ
を
確
認
す
る
と
と
も
に
、
入
札
・
せ
り
番
号
を
追
加
し
て
タ
ブ
レ
ッ
ト
よ
り
入
力
す
る
こ
と
で
、
販
売
原
票
（
入
札
・
せ
り
前
の
販
売
情
報
）
を
作
成
す
る
。
省
力
化
・
時
間
短
縮
正
確
性
確
保
（
読
み
取
り
、
記
載
ミ
ス
の
リ
ス
ク
回
避
）
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
（
販
売
情
報
の
電
子
化
）
資
源
管
理
（
TA
C）
情
報
（
販
売
情
報
の
電
子
化
）
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
サ
ー
バ
ー
か
ら
デ
ー
タ
を
引
き
出
す
こ
と
で
販
売
原
票
を
容
易
に
か
つ
誤
り
な
く
作
成
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
ま
た
、
販
売
原
票
の
電
子
化
に
よ
り
、
以
降
の
作
業
が
容
易
か
つ
誤
り
が
な
く
実
施
で
き
る
。
ロ
ッ
ト
番
号
←
追
加
日
付
け
船
名
漁
獲
日
ま
た
は
期
間
漁
業
種
類
漁
獲
水
域
魚
種
規
格
数
量
陸
揚
げ
港
・
市
場
入
札
・
せ
り
番
号
⑧
入
札
販
売
情
報
の
提
供
入
札
販
売
情
報
の
掲
示
板
掲
載
市
場
職
員
は
、
入
札
・
せ
り
の
た
び
に
市
場
の
掲
示
板
に
販
売
（
商
品
）
を
掲
載
す
る
移
動
を
と
も
な
う
。
買
受
人
は
、
市
場
の
掲
示
版
の
と
こ
ろ
に
出
向
か
い
な
い
と
販
売
（
商
品
）
情
報
が
入
手
で
き
な
い
。
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
買
受
人
・
市
場
職
員
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
閲
覧
省
力
化
・
時
間
短
縮
正
確
性
確
保
（
記
載
ミ
ス
の
リ
ス
ク
回
避
）
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
市
場
職
員
は
、
PC
か
ら
入
札
販
売
情
報
デ
ー
タ
を
入
力
す
る
と
い
う
作
業
だ
け
で
容
易
に
we
bサ
イ
ト
と
場
内
モ
ニ
タ
ー
に
掲
示
で
き
る
。
買
受
人
や
市
場
職
員
は
、
市
場
の
ど
こ
に
い
て
も
入
札
販
売
情
報
を
閲
覧
で
き
る
。
漁
港
水
産
物
情
報
化
シ
ス
テ
ム
（
漁
獲
情
報
連
結
方
式
）
作
業
項
目
現
状
（
従
来
方
式
）
④
荷
受
け
・
選
別
⑤
計
量
27 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑨
商
品
の
下
見
場
内
掲
示
板
情
報
を
参
考
に
下
見
買
受
人
は
、
入
札
販
売
情
報
を
手
帳
に
書
き
取
る
な
ど
し
て
商
品
を
下
見
し
な
け
れ
ば
ら
な
い
。
モ
ニ
タ
ー
ま
た
は
タ
ブ
レ
ッ
ト
情
報
を
見
な
が
ら
買
受
人
が
下
見
省
力
化
・
時
間
短
縮
⑩
入
札
紙
入
札
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
入
札
紙
を
手
作
業
ま
た
は
入
札
紙
の
デ
ー
タ
を
PC
に
入
力
ま
た
は
手
作
業
で
落
札
者
・
数
量
決
定
多
く
の
市
場
職
員
を
入
札
作
業
に
配
置
す
る
、
あ
る
い
は
長
い
時
間
を
要
す
る
。
入
札
の
紙
に
記
載
さ
れ
た
数
字
の
読
み
取
り
ミ
ス
の
リ
ス
ク
が
あ
る
。
ま
た
、
PC
に
結
果
を
入
力
す
る
の
に
時
間
を
要
し
、
以
降
の
販
売
通
知
書
等
の
発
行
や
関
係
機
関
へ
の
報
告
等
が
遅
く
な
る
。
販
売
原
票
に
落
札
し
た
買
受
人
名
を
追
加
記
載
電
子
入
札
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
買
受
人
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
に
よ
る
入
札
参
加
と
自
動
的
に
落
札
者
と
数
量
が
決
定
し
、
サ
ー
バ
ー
の
販
売
情
報
に
自
動
追
加
記
録
省
力
化
・
時
間
短
縮
正
確
性
確
保
（
記
載
ミ
ス
の
リ
ス
ク
回
避
）
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
入
札
の
内
容
の
読
み
取
り
の
誤
り
の
リ
ス
ク
が
な
く
、
開
札
と
同
時
に
自
動
的
に
落
札
者
（
数
分
の
確
認
作
業
あ
り
）
が
決
ま
る
こ
と
で
省
力
化
と
時
間
短
縮
が
大
幅
に
図
ら
れ
る
。
ま
た
、
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
自
動
的
に
販
売
情
報
が
つ
く
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
以
降
の
販
売
通
知
書
等
の
発
行
や
関
係
機
関
へ
の
報
告
等
が
容
易
に
な
る
。
ま
た
、
従
来
方
式
で
の
数
字
の
読
み
取
り
違
い
が
発
生
す
る
リ
ス
ク
が
回
避
で
き
る
。
ま
た
、
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
な
ら
び
に
資
源
管
理
（
TA
C）
に
必
要
な
販
売
情
報
（
日
付
け
と
ロ
ッ
ト
番
号
で
紐
づ
け
）
は
電
子
化
さ
れ
る
。
ロ
ッ
ト
番
号
日
付
け
船
名
操
業
日
漁
業
種
類
操
業
水
域
魚
種
規
格
数
量
←
更
新
買
受
人
名
←
追
加
陸
揚
げ
港
・
市
場
入
札
番
号
⑪
せ
り
せ
り
人
と
買
受
人
に
よ
る
発
声
ま
た
は
手
先
表
示
に
よ
る
せ
り
せ
り
ス
ピ
ー
ド
の
問
題
や
市
場
職
員
を
多
く
配
置
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
っ
た
問
題
は
見
当
た
ら
な
い
が
、
以
降
の
販
売
通
知
書
等
の
発
行
や
関
係
機
関
へ
の
報
告
等
に
時
間
を
要
す
る
。
販
売
原
票
に
落
札
し
た
買
受
人
名
を
追
加
記
載
①
電
子
せ
り
：
市
場
職
員
に
よ
る
移
動
ス
ク
リ
ー
ン
操
作
と
買
受
人
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
に
よ
る
せ
り
参
加
、
自
動
開
札
（
落
札
者
と
数
量
が
決
定
し
、
サ
ー
バ
ー
の
販
売
情
報
に
自
動
追
加
記
録
）
②
現
状
の
せ
り
方
式
を
電
子
入
札
へ
移
行
省
力
化
・
時
間
短
縮
正
確
性
確
保
（
記
載
ミ
ス
回
避
）
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
（
販
売
情
報
の
電
子
化
）
資
源
管
理
（
TA
C）
情
報
（
販
売
情
報
の
電
子
化
）
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
自
動
的
に
販
売
情
報
が
つ
く
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
以
降
の
販
売
通
知
書
等
の
発
行
や
関
係
機
関
へ
の
報
告
等
が
容
易
に
な
る
。
ま
た
、
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
な
ら
び
に
資
源
管
理
（
TA
C）
に
必
要
な
販
売
情
報
（
日
付
け
と
ロ
ッ
ト
番
号
で
紐
づ
け
）
は
電
子
化
さ
れ
る
。
ロ
ッ
ト
番
号
日
付
け
船
名
操
業
日
漁
業
種
類
操
業
水
域
魚
種
規
格
数
量
←
更
新
買
受
人
名
←
追
加
陸
揚
げ
港
・
市
場
せ
り
番
号
⑫
入
札
結
果
の
公
表
ア
ナ
ウ
ン
ス
と
入
札
結
果
を
記
載
し
た
紙
の
投
函
・
貼
付
市
場
職
員
は
、
入
札
・
せ
り
の
た
び
に
市
場
の
掲
示
板
に
そ
の
結
果
を
書
い
た
紙
を
掲
載
（
、
ま
た
は
記
載
）
す
る
た
め
の
移
動
を
と
も
な
う
。
買
受
人
は
、
市
場
の
掲
示
版
の
と
こ
ろ
に
出
向
か
い
な
い
と
せ
り
結
果
が
入
手
で
き
な
い
。
船
名
、
漁
業
種
類
、
魚
種
、
規
格
、
数
量
、
落
札
買
受
人
名
、
価
格
入
札
・
せ
り
結
果
を
記
載
し
た
チ
ケ
ッ
ト
ま
た
は
ラ
ベ
ル
を
印
刷
出
力
し
投
函
ま
た
は
貼
付
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
買
受
人
・
市
場
職
員
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
閲
覧
省
力
化
・
時
間
短
縮
正
確
性
確
保
（
記
載
ミ
ス
回
避
）
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
（
販
売
情
報
の
電
子
化
）
資
源
管
理
（
TA
C）
情
報
（
販
売
情
報
の
電
子
化
）
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
チ
ケ
ッ
ト
ま
た
は
ラ
ベ
ル
に
よ
り
荷
渡
し
が
容
易
に
な
る
。
ま
た
ラ
ベ
ル
は
生
産
者
側
、
漁
港
（
産
地
市
場
）
と
買
受
人
側
の
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
の
確
保
に
資
す
る
。
市
場
職
員
は
、
PC
よ
り
サ
ー
バ
ー
か
ら
デ
ー
タ
を
引
き
出
す
と
い
う
作
業
だ
け
で
容
易
に
入
札
結
果
を
買
受
人
へ
提
供
で
き
る
。
買
受
人
や
市
場
職
員
は
、
ど
こ
に
い
て
も
タ
ブ
レ
ッ
ト
等
で
入
札
結
果
を
閲
覧
で
き
る
。
⑬
商
品
の
荷
渡
し
入
札
・
せ
り
結
果
を
手
書
き
し
た
紙
で
確
認
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
を
関
し
て
、
生
産
者
側
、
漁
港
（
産
地
市
場
）
と
買
受
人
側
を
結
ぶ
も
の
と
し
て
は
、
確
実
性
が
低
い
。
入
札
・
せ
り
結
果
を
記
載
し
た
チ
ケ
ッ
ト
ま
た
は
ラ
ベ
ル
で
確
認
買
受
人
・
市
場
職
員
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
で
確
認
省
力
化
・
時
間
短
縮
正
確
性
確
保
（
読
み
取
り
ミ
ス
の
リ
ス
ク
回
避
）
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
（
販
売
情
報
の
電
子
化
）
資
源
管
理
（
TA
C）
情
報
（
販
売
情
報
の
電
子
化
）
荷
渡
し
が
確
実
に
か
つ
容
易
に
行
え
る
だ
け
で
な
く
、
生
産
者
側
、
漁
港
（
産
地
市
場
）
と
買
受
人
側
を
結
ぶ
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
の
確
保
に
も
資
す
る
。
⑭
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
作
成
紙
媒
体
か
ら
の
作
成
販
売
原
票
等
手
書
き
の
伝
票
に
記
載
さ
れ
た
デ
ー
タ
を
PC
に
入
力
し
、
販
売
情
報
一
覧
を
作
成 生
産
者
、
買
受
人
ご
と
に
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
を
作
成
市
場
職
員
が
手
作
業
で
行
う
こ
と
か
ら
、
人
手
と
手
間
が
か
か
る
。
PC
に
入
力
す
る
デ
ー
タ
に
関
し
て
は
、
仕
切
書
番
号
、
販
売
通
知
書
番
号
、
ロ
ッ
ト
番
号
、
漁
業
種
・
漁
獲
方
法
、
操
業
水
域
や
入
札
・
せ
り
番
号
な
ど
は
未
記
載
の
場
合
が
多
い
こ
と
か
ら
、
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
へ
の
対
応
が
困
難
で
あ
る
。
▶販
売
通
知
書
等
に
記
載
さ
れ
る
デ
ー
タ
文
書
番
号
、
日
付
け
、
船
名
、
漁
業
種
類
、
魚
種
、
規
格
、
数
量
、
買
受
人
名
電
子
デ
ー
タ
か
ら
の
作
成
（
文
書
番
号
・
ロ
ッ
ト
番
号
の
付
与
）
省
力
化
・
時
間
短
縮
正
確
性
確
保
（
記
載
ミ
ス
の
リ
ス
ク
回
避
）
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
デ
ー
タ
が
電
子
化
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
を
記
載
ミ
ス
の
リ
ス
ク
が
な
く
容
易
に
作
成
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
ま
た
、
文
書
番
号
と
ロ
ッ
ト
番
号
に
よ
り
市
場
の
保
存
す
る
デ
ー
タ
（
販
売
情
報
と
漁
獲
情
報
）
と
の
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
を
容
易
に
確
保
。
ロ
ッ
ト
番
号
日
付
け
船
名
操
業
日
漁
業
種
類
漁
獲
水
域
魚
種
規
格
数
量
買
受
人
名
陸
揚
げ
港
・
市
場
入
札
・
せ
り
番
号
仕
切
書
番
号
←
追
加
販
売
通
知
書
番
号
←
追
加
船
名
漁
獲
日
ま
た
は
期
間
漁
業
種
類
漁
獲
水
域
魚
種
陸
揚
げ
港
・
市
場
陸
揚
げ
日
陸
揚
げ
量
←
追
加
仕
切
書
番
号
←
追
加
販
売
通
知
書
番
号
←
追
加
⑮
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
発
行
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
紙
媒
体
発
行
ボ
ッ
ク
ス
投
函
・
郵
送
買
受
人
ら
は
、
伝
票
を
入
手
す
る
た
め
、
市
場
ま
で
出
向
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
紙
媒
体
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
他
の
デ
ー
タ
と
の
連
結
や
処
理
に
は
、
転
記
ま
た
は
PC
等
へ
再
入
力
す
る
手
間
が
生
じ
る
。
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
に
関
し
て
、
生
産
者
側
、
漁
港
（
産
地
市
場
）
と
買
受
人
側
を
結
ぶ
も
の
と
し
て
、
紙
媒
体
で
は
そ
の
記
録
や
保
存
に
お
い
て
確
実
性
が
低
い
。
（
従
来
の
紙
媒
体
発
行
と
ボ
ッ
ク
ス
投
函
・
郵
送
の
他
、
）
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
電
子
発
行
（
PD
F、
Ex
ce
l、
CS
V形
式
フ
ァ
イ
ル
）
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
省
力
化
・
時
間
短
縮
正
確
性
確
保
（
記
載
ミ
ス
の
リ
ス
ク
回
避
）
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
買
受
人
ら
は
、
容
易
に
伝
票
を
入
手
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
と
も
に
、
こ
れ
ら
伝
票
や
伝
票
に
記
載
さ
れ
た
内
容
を
記
録
・
保
存
お
よ
び
他
の
デ
ー
タ
と
の
連
結
や
加
工
が
容
易
に
な
る
。
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
も
確
実
な
も
の
と
な
る
。
表
2.
1.
1 
漁
港
水
産
物
情
報
シ
ス
テ
ム
（
市
場
取
引
業
務
）
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参
考
2.
1.
1 
市
場
取
引
業
務
の
現
状
（
従
来
方
式
と
先
進
地
区
方
式
）
 
気
仙
沼
市
魚
市
場
（
気
仙
沼
漁
港
）
　
南
三
陸
町
魚
市
場
（
志
津
川
漁
港
）
石
巻
市
魚
市
場
（
石
巻
漁
港
）
　
女
川
町
魚
市
場
（
女
川
漁
港
）
銚
子
市
魚
市
場
第
1卸
売
市
場
（
銚
子
漁
港
）
銚
子
市
魚
市
場
第
3卸
売
市
場
（
銚
子
漁
港
）
大
船
渡
市
魚
市
場
（
大
船
渡
漁
港
）
宮
古
市
魚
市
場
（
宮
古
港
）
優
良
衛
生
品
質
管
理
市
場
・
漁
港
衛
生
管
理
型
市
場
整
備
中
20
18
年
1月
認
定
20
18
年
3月
認
定
20
18
年
3月
認
定
衛
生
管
理
型
市
場
計
画
予
定
20
16
年
4月
認
定
20
06
年
3月
認
定
入
船
予
定
情
報
の
収
集
入
船
予
定
情
報
※
の
FA
X・
電
話
連
絡
※
船
名
（
、
操
業
日
時
、
操
業
水
域
）
、
漁
業
種
・
漁
獲
方
法
、
魚
種
（
、
規
格
）
、
漁
獲
数
量
、
入
港
予
定
日
時
（
現
状
）
船
主
か
ら
ま
た
は
陸
上
事
務
所
、
問
屋
を
通
じ
て
市
場
職
員
が
電
話
・
FA
Xで
情
報
を
受
け
取
る
船
主
か
ら
ま
た
は
陸
上
事
務
所
、
問
屋
を
通
じ
て
市
場
職
員
が
電
話
・
FA
Xで
情
報
を
受
け
取
る
船
主
か
ら
ま
た
は
陸
上
事
務
所
、
問
屋
を
通
じ
て
市
場
職
員
が
電
話
・
FA
Xで
情
報
を
受
け
取
る
船
主
か
ら
ま
た
は
陸
上
事
務
所
、
問
屋
を
通
じ
て
市
場
職
員
が
電
話
・
FA
Xで
情
報
を
受
け
取
る
船
主
か
ら
ま
た
は
陸
上
事
務
所
、
問
屋
を
通
じ
て
市
場
職
員
が
電
話
・
FA
Xで
情
報
を
受
け
取
る
船
主
か
ら
ま
た
は
陸
上
事
務
所
、
問
屋
を
通
じ
て
市
場
職
員
が
電
話
・
FA
Xで
情
報
を
受
け
取
る
船
主
か
ら
ま
た
は
番
屋
、
陸
上
事
務
所
、
問
屋
を
通
じ
て
市
場
職
員
が
電
話
・
FA
Xで
情
報
を
受
け
取
る
船
主
か
ら
ま
た
は
番
屋
、
陸
上
事
務
所
、
問
屋
を
通
じ
て
市
場
職
員
が
電
話
・
FA
Xで
情
報
を
受
け
取
る
紙
媒
体
で
の
場
内
掲
示
板
掲
載
（
従
来
方
式
）
場
内
掲
示
板
掲
載
市
場
職
員
は
特
定
の
魚
種
等
に
つ
い
て
は
買
受
人
へ
メ
ー
ル
配
信
市
場
職
員
は
特
定
の
魚
種
等
に
つ
い
て
は
買
受
人
へ
メ
ー
ル
配
信
市
場
職
員
は
特
定
の
魚
種
等
に
つ
い
て
は
買
受
人
へ
メ
ー
ル
配
信
場
内
掲
示
板
掲
載
事
前
の
登
録
者
へ
メ
ー
ル
配
信
場
内
ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド
に
記
載
市
場
職
員
は
特
定
の
魚
種
等
に
つ
い
て
は
買
受
人
へ
メ
ー
ル
配
信
市
場
職
員
は
特
定
の
魚
種
等
に
つ
い
て
は
買
受
人
へ
メ
ー
ル
配
信
we
bサ
イ
ト
掲
載
（
先
進
地
区
方
式
）
we
bサ
イ
ト
掲
載
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
（
先
進
地
区
方
式
）
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
買
受
人
・
市
場
職
員
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
閲
覧
（
先
進
地
区
方
式
）
漁
獲
情
報
の
収
集
と
提
供
電
話
・
FA
Xに
よ
る
入
船
予
定
情
報
の
み
（
現
状
）
入
船
予
定
情
報
の
み
入
船
予
定
情
報
の
み
入
船
予
定
情
報
の
み
入
船
予
定
情
報
の
み
入
船
予
定
情
報
の
み
入
船
予
定
情
報
の
み
入
船
予
定
情
報
の
み
入
船
予
定
情
報
の
み
人
力
選
別
と
自
動
選
別
機
（
現
状
）
人
力
選
別
と
自
動
選
別
機
人
力
選
別
と
自
動
選
別
機
人
力
選
別
と
自
動
選
別
機
人
力
選
別
と
自
動
選
別
機
人
力
選
別
と
自
動
選
別
機
人
力
選
別
と
自
動
選
別
機
人
力
選
別
と
自
動
選
別
機
荷
受
け
・
選
別
デ
ー
タ
※
を
紙
に
記
載
し
投
函
・
貼
付
※
船
名
、
漁
業
種
・
漁
獲
方
法
、
操
業
水
、
魚
種
、
規
格
（
現
状
）
船
名
、
漁
業
種
・
漁
獲
方
法
、
操
業
水
、
魚
種
、
規
格
を
紙
に
記
載
し
投
函
・
貼
付
船
名
、
漁
業
種
・
漁
獲
方
法
、
操
業
水
、
魚
種
、
規
格
を
紙
に
記
載
し
投
函
・
貼
付
船
名
、
漁
業
種
・
漁
獲
方
法
、
操
業
水
、
魚
種
、
規
格
を
紙
に
記
載
し
投
函
・
貼
付
船
名
、
漁
業
種
・
漁
獲
方
法
、
操
業
水
、
魚
種
、
規
格
を
紙
に
記
載
し
投
函
・
貼
付
船
名
、
漁
業
種
・
漁
獲
方
法
、
操
業
水
、
魚
種
、
規
格
を
紙
に
記
載
し
投
函
・
貼
付
船
名
、
漁
業
種
・
漁
獲
方
法
、
操
業
水
、
魚
種
、
規
格
を
紙
に
記
載
し
投
函
・
貼
付
船
名
、
漁
業
種
・
漁
獲
方
法
、
操
業
水
、
魚
種
、
規
格
を
紙
に
記
載
し
投
函
・
貼
付
船
名
、
漁
業
種
・
漁
獲
方
法
、
操
業
水
、
魚
種
、
規
格
を
紙
に
記
載
し
投
函
・
貼
付
市
場
ご
と
の
容
器
使
用
（
現
状
）
所
定
の
容
器
使
用
所
定
の
容
器
使
用
所
定
の
容
器
使
用
所
定
の
容
器
使
用
シ
ー
ト
上
に
魚
体
を
陳
列
所
定
の
容
器
使
用
所
定
の
容
器
使
用
所
定
の
容
器
使
用
規
格
容
器
の
個
体
管
理
（
先
進
地
区
方
式
）
ス
カ
イ
タ
ン
ク
の
個
別
管
理
（
RF
ID
で
Io
T化
）
計
量
結
果
等
※
を
複
写
式
伝
票
（
販
売
原
票
）
に
記
入
し
、
計
量
結
果
は
紙
に
書
い
て
投
函
・
貼
付
※
日
付
け
、
船
名
、
漁
業
種
・
漁
獲
方
法
（
、
操
業
水
域
）
、
魚
種
、
規
格
、
数
量
（
現
状
）
移
動
式
計
量
ス
ケ
ー
ル
（
台
秤
）
、
平
板
ス
ケ
ー
ル
に
よ
る
計
量
計
量
結
果
を
手
書
き
し
て
投
函
・
貼
付
移
動
式
計
量
ス
ケ
ー
ル
（
台
秤
）
に
よ
る
ト
ロ
箱
、
か
ご
入
り
の
計
量
計
量
結
果
を
手
書
き
し
て
投
函
・
貼
付
移
動
式
計
量
ス
ケ
ー
ル
（
台
秤
）
に
よ
る
ト
ロ
箱
、
か
ご
入
り
の
計
量
計
量
結
果
を
手
書
き
し
て
投
函
・
貼
付
平
板
型
計
量
ス
ケ
ー
ル
、
台
秤
に
よ
る
ト
ロ
箱
、
か
ご
入
り
の
計
量
計
量
結
果
を
手
書
き
し
て
投
函
・
貼
付
移
動
式
計
量
ス
ケ
ー
ル
（
台
秤
）
に
よ
る
計
量
計
量
結
果
を
手
書
き
し
て
貼
付
移
動
式
計
量
ス
ケ
ー
ル
（
台
秤
）
に
よ
る
計
量
計
量
結
果
を
手
書
き
し
て
貼
付
移
動
式
計
量
ス
ケ
ー
ル
（
台
秤
）
に
よ
る
ト
ロ
箱
、
か
ご
入
り
の
計
量
計
量
結
果
を
手
書
き
し
て
投
函
・
貼
付
移
動
式
計
量
ス
ケ
ー
ル
（
台
秤
）
に
よ
る
ト
ロ
箱
、
か
ご
入
り
の
計
量
計
量
結
果
を
手
書
き
し
て
投
函
・
貼
付
計
量
結
果
※
を
印
刷
し
た
紙
を
投
函
・
貼
付
※
数
量
（
先
進
地
区
方
式
）
自
動
的
に
計
量
結
果
※
が
サ
ー
バ
ー
の
販
売
情
報
に
追
加
※
数
量
（
先
進
地
区
方
式
）
計
量
ス
ケ
ー
ル
付
き
フ
ォ
ー
ク
リ
フ
ト
に
に
よ
る
ス
カ
イ
タ
ン
ク
入
り
の
計
量
陳
列
入
札
ま
た
は
せ
り
場
に
陳
列
入
札
ま
た
は
せ
り
場
に
陳
列
入
札
ま
た
は
せ
り
場
に
陳
列
入
札
ま
た
は
せ
り
場
に
陳
列
入
札
場
に
陳
列
商
品
に
入
札
色
・
番
号
プ
レ
ー
ト
を
設
置
入
札
場
に
陳
列
商
品
に
入
札
色
・
番
号
プ
レ
ー
ト
を
設
置
入
札
ま
た
は
せ
り
場
に
陳
列
入
札
ま
た
は
せ
り
場
に
陳
列
投
函
・
貼
付
さ
れ
た
紙
の
内
容
を
読
み
と
り
、
販
売
原
票
（
紙
媒
体
）
※
の
作
成
※
入
札
せ
り
番
号
を
追
加
記
入
（
従
来
方
式
）
投
函
・
貼
付
さ
れ
た
紙
の
内
容
を
読
み
と
り
、
販
売
原
票
（
紙
媒
体
）
の
作
成
投
函
・
貼
付
さ
れ
た
紙
の
内
容
（
問
屋
・
船
名
、
生
鮮
・
活
区
分
、
魚
種
、
規
格
、
数
量
）
を
読
み
と
り
、
販
売
原
票
（
紙
媒
体
）
の
作
成
投
函
・
貼
付
さ
れ
た
紙
の
内
容
を
読
み
と
り
、
販
売
原
票
（
紙
媒
体
）
の
作
成
容
器
に
投
函
ま
た
は
貼
付
さ
れ
て
い
る
紙
の
内
容
を
読
み
取
り
、
日
付
け
、
入
札
・
せ
り
番
号
（
場
所
と
順
番
と
関
係
）
、
ロ
ッ
ト
番
号
を
追
加
し
て
タ
ブ
レ
ッ
ト
よ
り
入
力
し
、
販
売
原
票
（
販
売
情
報
）
※
を
作
成
※
ロ
ッ
ト
番
号
、
日
付
け
、
船
名
、
漁
業
種
・
漁
獲
方
法
、
操
業
水
域
、
魚
種
、
規
格
、
数
量
（
先
進
地
区
方
式
）
ま
ぐ
ろ
延
縄
船
・
大
目
流
し
網
船
に
つ
い
て
は
、
（
問
屋
・
船
名
、
漁
法
、
魚
種
、
規
格
、
数
量
）
を
ハ
ン
デ
ィ
タ
ー
ミ
ナ
ル
か
ら
入
力
し
て
販
売
原
票
を
作
成
容
器
に
投
函
ま
た
は
貼
付
さ
れ
て
い
る
紙
の
内
容
（
問
屋
・
船
名
、
生
鮮
・
活
区
分
、
魚
種
、
規
格
、
数
量
）
を
読
み
取
り
、
日
付
け
、
入
札
・
せ
り
番
号
、
ロ
ッ
ト
番
号
を
追
加
し
て
タ
ブ
レ
ッ
ト
よ
り
入
力
し
、
販
売
原
票
（
販
売
情
報
）
を
作
成
魚
体
に
貼
付
さ
れ
て
い
る
紙
の
内
容
を
読
み
取
り
、
日
付
け
、
入
札
色
・
番
号
、
ロ
ッ
ト
番
号
を
追
加
し
て
タ
ブ
レ
ッ
ト
よ
り
入
力
し
、
販
売
原
票
（
販
売
情
報
）
を
作
成
魚
体
に
貼
付
さ
れ
て
い
る
紙
の
内
容
を
読
み
取
り
、
日
付
け
、
入
札
色
・
番
号
、
ロ
ッ
ト
番
号
を
追
加
し
て
タ
ブ
レ
ッ
ト
よ
り
入
力
し
、
販
売
原
票
（
販
売
情
報
）
を
作
成
容
器
に
投
函
ま
た
は
貼
付
さ
れ
て
い
る
紙
の
内
容
（
船
名
、
漁
法
、
漁
場
、
魚
種
、
規
格
、
数
量
）
を
読
み
取
り
、
日
付
け
、
入
札
・
せ
り
番
号
、
ロ
ッ
ト
番
号
を
追
加
し
て
タ
ブ
レ
ッ
ト
よ
り
入
力
し
、
販
売
原
票
（
販
売
情
報
）
を
作
成
容
器
に
投
函
ま
た
は
貼
付
さ
れ
て
い
る
紙
の
内
容
（
船
名
、
漁
法
、
漁
場
、
魚
種
、
規
格
、
数
量
）
を
読
み
取
り
、
日
付
け
、
入
札
・
せ
り
番
号
、
ロ
ッ
ト
番
号
を
追
加
し
て
タ
ブ
レ
ッ
ト
よ
り
入
力
し
、
販
売
原
票
（
販
売
情
報
）
を
作
成
紙
媒
体
で
の
場
内
掲
示
板
掲
載
（
従
来
方
式
）
販
売
情
報
を
市
場
職
員
が
掲
示
板
に
記
載
販
売
情
報
を
市
場
職
員
が
ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド
に
記
載
販
売
情
報
を
市
場
職
員
が
ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド
に
記
載
販
売
情
報
を
市
場
職
員
が
ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド
に
記
載
販
売
情
報
を
市
場
職
員
が
掲
示
板
に
記
載
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
（
先
進
地
区
方
式
）
ま
ぐ
ろ
延
縄
船
・
大
目
流
し
網
船
に
つ
い
て
は
、
場
内
モ
ニ
タ
ー
に
表
示
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
買
受
人
・
市
場
職
員
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
閲
覧
（
先
進
地
区
方
式
）
場
内
掲
示
板
情
報
を
参
考
に
下
見
（
従
来
方
式
）
買
受
人
は
ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド
に
記
載
さ
れ
た
情
報
を
参
考
に
下
見
買
受
人
は
ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド
に
記
載
さ
れ
た
情
報
を
参
考
に
下
見
買
受
人
は
ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド
に
記
載
さ
れ
た
情
報
を
参
考
に
下
見
買
受
人
は
モ
ニ
タ
ー
に
表
示
さ
れ
た
情
報
を
参
考
に
下
見
場
内
ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド
の
情
報
を
参
考
に
下
見
モ
ニ
タ
ー
ま
た
は
タ
ブ
レ
ッ
ト
情
報
を
見
な
が
ら
買
受
人
が
下
見
（
先
進
地
区
方
式
）
ま
ぐ
ろ
延
縄
船
・
大
目
流
し
網
船
に
つ
い
て
は
、
モ
ニ
タ
ー
を
見
な
が
ら
下
見
買
受
人
は
モ
ニ
タ
ー
を
見
な
が
ら
下
見
商
品
の
下
見
買
受
人
は
掲
示
板
、
モ
ニ
タ
ー
や
タ
ブ
レ
ッ
ト
を
見
な
が
ら
商
品
の
下
見
買
受
人
は
掲
示
板
、
モ
ニ
タ
ー
や
タ
ブ
レ
ッ
ト
を
見
な
が
ら
商
品
の
下
見
荷
受
け
・
選
別
計
量
平
板
ス
ケ
ー
ル
に
よ
る
計
量
計
量
ブ
ー
ス
内
の
PC
よ
り
計
量
結
果
を
サ
ー
バ
ー
に
記
録
と
計
量
結
果
を
印
刷
出
力
し
投
函
・
貼
付
販
売
原
票
の
作
成
入
札
販
売
情
報
の
提
供
販
売
原
票
の
デ
ー
タ
を
サ
ー
バ
ー
か
ら
引
き
出
し
て
計
量
速
報
と
し
て
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
（
市
場
職
員
は
タ
ブ
レ
ッ
ト
か
ら
閲
覧
）
販
売
原
票
の
デ
ー
タ
を
サ
ー
バ
ー
か
ら
引
き
出
し
て
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
と
タ
ブ
レ
ッ
ト
閲
覧
販
売
原
票
の
デ
ー
タ
を
サ
ー
バ
ー
か
ら
引
き
出
し
て
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
と
タ
ブ
レ
ッ
ト
閲
覧
作
業
項
目
作
業
内
容
先
進
地
区
（
A型
）
先
進
地
区
（
B型
）
入
船
予
定
情
報
の
提
供
we
bサ
イ
ト
掲
載
お
よ
び
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
入
船
情
報
を
タ
ブ
レ
ッ
ト
、
we
b
サ
イ
ト
に
掲
載
お
よ
び
場
内
モ
ニ
タ
ー
に
表
示
入
船
情
報
を
タ
ブ
レ
ッ
ト
、
we
b
サ
イ
ト
に
掲
載
お
よ
び
場
内
モ
ニ
タ
ー
に
表
示
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紙
入
札
：
入
札
紙
を
手
作
業
ま
た
は
入
札
紙
の
デ
ー
タ
を
PC
に
入
力
し
落
札
者
・
数
量
決
定 （
従
来
方
式
）
名
前
と
入
札
価
格
を
書
い
た
紙
を
入
札
室
の
ボ
ッ
ク
ス
に
投
函
陳
列
場
所
で
紙
入
札
名
前
と
入
札
価
格
を
書
い
た
紙
を
入
札
室
の
ボ
ッ
ク
ス
に
投
函
名
前
と
入
札
価
格
を
書
い
た
紙
を
入
札
室
の
ボ
ッ
ク
ス
に
投
函
屋
号
が
印
刷
さ
れ
た
紙
に
入
札
価
格
を
書
い
て
入
札
室
の
ボ
ッ
ク
ス
に
投
函
入
札
紙
を
手
作
業
で
落
札
者
・
数
量
決
定
PC
よ
り
サ
ー
バ
ー
か
ら
販
売
原
票
を
引
き
出
し
て
入
札
結
果
の
デ
ー
タ
を
追
加
入
力
屋
号
が
印
刷
さ
れ
た
紙
に
入
札
価
格
を
書
い
て
入
札
室
の
ボ
ッ
ク
ス
に
投
函
入
札
紙
を
手
作
業
で
落
札
者
・
数
量
決
定
PC
よ
り
サ
ー
バ
ー
か
ら
販
売
原
票
を
引
き
出
し
て
入
札
結
果
の
デ
ー
タ
を
追
加
入
力
入
札
の
進
行
中
に
ロ
ッ
ト
ご
と
に
入
札
結
果
を
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
力
（
入
札
終
了
後
、
映
像
と
音
声
記
録
で
入
力
内
容
を
確
認
）
、
ま
た
は
入
札
が
一
通
り
終
了
し
た
段
階
で
PC
ま
た
は
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
力
（
先
進
地
区
方
式
）
ま
ぐ
ろ
延
縄
船
・
大
目
流
し
網
船
に
つ
い
て
は
、
買
受
人
は
下
見
を
終
え
、
OC
R用
紙
に
売
り
番
号
、
魚
種
、
単
価
、
買
受
人
名
・
コ
ー
ド
を
記
入
市
場
職
員
は
、
OC
R用
紙
を
読
取
機
に
入
れ
、
落
札
者
決
定
ロ
ッ
ト
ご
と
に
入
札
結
果
を
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
力
、
ま
た
は
入
札
が
一
通
り
終
了
し
た
段
階
で
PC
ま
た
は
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
力
ロ
ッ
ト
ご
と
に
入
札
結
果
を
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
力
、
ま
た
は
入
札
が
一
通
り
終
了
し
た
段
階
で
PC
ま
た
は
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
力
電
子
入
札
：
買
受
人
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
に
よ
る
入
札
参
加
と
自
動
開
札
（
落
札
者
と
数
量
が
決
定
し
、
サ
ー
バ
ー
の
販
売
情
報
に
自
動
追
加
記
録
）
（
先
進
地
区
方
式
）
魚
種
に
よ
っ
て
は
買
受
人
が
タ
ブ
レ
ッ
ト
を
使
っ
て
参
加
す
る
電
子
入
札
・
自
動
開
札
魚
種
に
よ
っ
て
は
買
受
人
が
タ
ブ
レ
ッ
ト
を
使
っ
て
参
加
す
る
電
子
入
札
・
自
動
開
札
せ
り
人
と
買
受
人
に
よ
る
発
声
ま
た
は
手
先
表
示
に
よ
る
せ
り
（
従
来
方
式
）
陳
列
場
所
で
発
声
に
よ
る
せ
り
陳
列
場
所
で
発
声
に
よ
る
せ
り
陳
列
場
所
で
発
声
に
よ
る
せ
り
陳
列
場
所
で
発
声
に
よ
る
せ
り
せ
り
の
進
行
中
に
ロ
ッ
ト
ご
と
に
せ
り
結
果
を
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
力
（
入
札
終
了
後
、
映
像
と
音
声
記
録
で
入
力
内
容
を
確
認
）
（
先
進
地
区
方
式
）
ロ
ッ
ト
ご
と
に
せ
り
結
果
を
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
力
（
入
札
終
了
後
、
映
像
と
音
声
記
録
で
入
力
内
容
を
確
認
）
ロ
ッ
ト
ご
と
に
せ
り
結
果
を
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
力
（
入
札
終
了
後
、
映
像
と
音
声
記
録
で
入
力
内
容
を
確
認
）
ロ
ッ
ト
ご
と
に
せ
り
結
果
を
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
力
（
入
札
終
了
後
、
映
像
と
音
声
記
録
で
入
力
内
容
を
確
認
）
入
札
結
果
の
ア
ナ
ウ
ン
ス
、
結
果
を
記
載
し
た
紙
の
掲
示
板
掲
載
（
、
ま
た
は
掲
示
板
へ
の
記
載
）
、
落
札
者
名
（
ま
た
は
屋
号
）
を
手
書
き
し
た
紙
（
ま
た
は
印
刷
し
た
紙
）
を
投
函
・
貼
付
（
現
状
）
入
札
結
果
の
ア
ナ
ウ
ン
ス
、
結
果
を
ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド
に
記
載
、
買
受
人
の
屋
号
紙
を
投
函
・
貼
付
入
札
結
果
を
手
書
き
し
た
紙
を
投
函
・
貼
付
入
札
結
果
の
ア
ナ
ウ
ン
ス
、
結
果
を
ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド
に
記
載
、
買
受
人
の
屋
号
紙
を
投
函
・
貼
付
入
札
結
果
の
ア
ナ
ウ
ン
ス
、
結
果
を
ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド
に
記
載
、
買
受
人
の
屋
号
紙
を
投
函
・
貼
付
入
札
結
果
の
ア
ナ
ウ
ン
ス
入
札
結
果
の
ア
ナ
ウ
ン
ス
入
札
結
果
の
ア
ナ
ウ
ン
ス
、
結
果
を
ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド
に
記
載
、
買
受
人
の
名
前
を
書
い
た
紙
を
投
函
・
貼
付
入
札
結
果
の
ア
ナ
ウ
ン
ス
、
結
果
を
ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド
に
記
載
、
買
受
人
の
名
前
を
書
い
た
紙
を
投
函
・
貼
付
入
札
結
果
を
記
載
し
た
チ
ケ
ッ
ト
ま
た
は
ラ
ベ
ル
を
印
刷
出
力
し
投
函
ま
た
は
貼
付
（
先
進
地
区
方
式
）
入
札
プ
レ
ー
ト
を
回
収
し
な
が
ら
入
札
結
果
を
記
載
し
た
チ
ケ
ッ
ト
を
印
刷
出
力
し
貼
付
入
札
プ
レ
ー
ト
を
回
収
し
な
が
ら
入
札
結
果
を
記
載
し
た
チ
ケ
ッ
ト
を
印
刷
出
力
し
貼
付
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
（
先
進
地
区
方
式
）
ま
ぐ
ろ
延
縄
船
・
大
目
流
し
網
船
に
つ
い
て
は
、
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
買
受
人
・
市
場
職
員
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
閲
覧
（
先
進
地
区
方
式
）
せ
り
結
果
の
ア
ナ
ウ
ン
ス
、
結
果
を
記
載
し
た
紙
の
掲
示
板
掲
載
、
落
札
者
名
（
ま
た
は
屋
号
）
を
手
書
き
し
た
紙
（
ま
た
は
印
刷
し
た
紙
）
を
投
函
・
貼
付
（
現
状
）
せ
り
結
果
を
手
書
き
し
た
紙
を
投
函
・
貼
付
ま
た
は
買
受
人
が
屋
号
紙
を
投
函
・
貼
付
せ
り
結
果
を
手
書
き
し
た
紙
を
投
函
・
貼
付
せ
り
結
果
を
手
書
き
し
た
紙
を
投
函
・
貼
付
ま
た
は
買
受
人
が
屋
号
紙
を
投
函
・
貼
付
せ
り
結
果
を
手
書
き
し
た
紙
を
投
函
・
貼
付
ま
た
は
買
受
人
が
屋
号
紙
を
投
函
・
貼
付
せ
り
結
果
を
手
書
き
し
た
紙
を
投
函
・
貼
付
ま
た
は
買
受
人
が
屋
号
紙
を
投
函
・
貼
付
せ
り
結
果
を
手
書
き
し
た
紙
を
投
函
・
貼
付
ま
た
は
買
受
人
が
屋
号
紙
を
投
函
・
貼
付
せ
り
結
果
を
記
載
し
た
チ
ケ
ッ
ト
ま
た
は
ラ
ベ
ル
を
印
刷
出
力
し
投
函
ま
た
は
貼
付
（
先
進
地
区
方
式
）
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
（
先
進
地
区
方
式
）
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
買
受
人
・
市
場
職
員
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
閲
覧
（
先
進
地
区
方
式
）
タ
ブ
レ
ッ
ト
に
よ
る
結
果
の
閲
覧
タ
ブ
レ
ッ
ト
に
よ
る
結
果
の
閲
覧
入
札
・
せ
り
結
果
を
手
書
き
し
た
紙
で
確
認
（
現
状
）
入
札
・
せ
り
結
果
を
書
い
た
（
ま
た
は
印
刷
し
た
）
紙
で
確
認
入
札
・
せ
り
結
果
を
手
書
き
し
た
紙
で
確
認
入
札
・
せ
り
結
果
を
書
い
た
（
ま
た
は
印
刷
し
た
）
紙
で
確
認
入
札
・
せ
り
結
果
を
書
い
た
（
ま
た
は
印
刷
し
た
）
紙
で
確
認
入
札
・
せ
り
結
果
を
投
函
・
貼
付
さ
れ
た
紙
で
確
認
入
札
・
せ
り
結
果
を
投
函
・
貼
付
さ
れ
た
紙
で
確
認
入
札
・
せ
り
結
果
を
記
載
し
た
チ
ケ
ッ
ト
ま
た
は
ラ
ベ
ル
で
確
認
（
先
進
地
区
方
式
）
入
札
・
せ
り
結
果
を
書
い
た
（
ま
た
は
印
刷
し
た
）
紙
で
確
認
入
札
・
せ
り
結
果
を
書
い
た
（
ま
た
は
印
刷
し
た
）
紙
で
確
認
入
札
・
せ
り
結
果
を
書
い
た
（
ま
た
は
印
刷
し
た
）
紙
で
確
認
入
札
結
果
を
印
刷
し
た
チ
ケ
ッ
ト
で
確
認
入
札
結
果
を
印
刷
し
た
チ
ケ
ッ
ト
で
確
認
買
受
人
・
市
場
職
員
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
で
確
認
（
先
進
地
区
方
式
）
市
場
職
員
は
タ
ブ
レ
ッ
ト
と
投
函
・
貼
付
さ
れ
た
紙
で
確
認
入
札
・
せ
り
結
果
を
タ
ブ
レ
ッ
ト
で
確
認
入
札
・
せ
り
結
果
を
タ
ブ
レ
ッ
ト
で
確
認
販
売
原
票
等
手
書
き
の
伝
票
に
記
載
さ
れ
た
デ
ー
タ
を
PC
に
入
力
し
、
販
売
情
報
一
覧
を
作
成
生
産
者
、
買
受
人
ご
と
に
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
（
識
別
番
号
と
し
て
文
書
番
号
が
付
与
）
を
作
成
（
従
来
方
式
）
販
売
原
票
等
手
書
き
の
伝
票
に
記
載
さ
れ
た
デ
ー
タ
を
PC
に
入
力
し
、
販
売
情
報
一
覧
を
作
成
生
産
者
、
買
受
人
ご
と
に
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
（
識
別
番
号
と
し
て
文
書
番
号
が
付
与
）
を
作
成
販
売
原
票
等
手
書
き
の
伝
票
に
記
載
さ
れ
た
デ
ー
タ
を
PC
に
入
力
し
、
販
売
情
報
一
覧
を
作
成
生
産
者
、
買
受
人
ご
と
に
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
（
識
別
番
号
と
し
て
文
書
番
号
が
付
与
）
を
作
成
販
売
原
票
等
手
書
き
の
伝
票
に
記
載
さ
れ
た
デ
ー
タ
を
PC
に
入
力
し
、
販
売
情
報
一
覧
を
作
成
生
産
者
、
買
受
人
ご
と
に
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
（
識
別
番
号
と
し
て
文
書
番
号
が
付
与
）
を
作
成
PC
よ
り
サ
ー
バ
ー
内
の
販
売
情
報
を
引
き
出
し
、
生
産
者
、
買
受
人
ご
と
に
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
を
作
成
識
別
番
号
と
し
て
文
書
に
番
号
を
付
与
※
文
書
に
は
、
ロ
ッ
ト
番
号
の
記
載
な
し
（
先
進
地
区
方
式
）
ま
ぐ
ろ
延
縄
船
・
大
目
流
し
網
船
に
つ
い
て
は
PC
よ
り
サ
ー
バ
ー
内
の
販
売
情
報
を
引
き
出
し
、
生
産
者
、
買
受
人
ご
と
に
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
を
作
成
識
別
番
号
と
し
て
文
書
に
番
号
を
付
与
文
書
に
は
、
ロ
ッ
ト
番
号
の
記
載
な
し
PC
よ
り
サ
ー
バ
ー
内
の
販
売
情
報
を
引
き
出
し
、
生
産
者
、
買
受
人
ご
と
に
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
を
作
成
識
別
番
号
と
し
て
文
書
に
番
号
を
付
与
文
書
に
は
、
ロ
ッ
ト
番
号
の
記
載
な
し
PC
よ
り
サ
ー
バ
ー
内
の
販
売
情
報
を
引
き
出
し
、
生
産
者
、
買
受
人
ご
と
に
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
を
作
成
識
別
番
号
と
し
て
文
書
に
番
号
を
付
与
文
書
に
は
、
ロ
ッ
ト
番
号
の
記
載
な
し
販
売
通
知
書
の
作
成
時
に
PC
か
ら
操
業
情
報
を
入
力
し
操
業
海
区
を
記
載
し
た
販
売
証
明
書
も
作
成
PC
よ
り
サ
ー
バ
ー
内
の
販
売
情
報
を
引
き
出
し
、
生
産
者
、
買
受
人
ご
と
に
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
を
作
成
識
別
番
号
と
し
て
文
書
に
番
号
を
付
与
文
書
に
は
、
ロ
ッ
ト
番
号
の
記
載
な
し
販
売
通
知
書
の
作
成
時
に
PC
か
ら
操
業
情
報
を
入
力
し
操
業
海
区
を
記
載
し
た
販
売
証
明
書
も
作
成
PC
よ
り
サ
ー
バ
ー
内
の
販
売
情
報
を
引
き
出
し
、
生
産
者
、
買
受
人
ご
と
に
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
を
作
成
識
別
番
号
と
し
て
文
書
に
番
号
を
付
与
文
書
に
は
、
ロ
ッ
ト
番
号
の
記
載
な
し
PC
よ
り
サ
ー
バ
ー
内
の
販
売
情
報
を
引
き
出
し
、
生
産
者
、
買
受
人
ご
と
に
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
を
作
成
識
別
番
号
と
し
て
文
書
に
番
号
を
付
与
文
書
に
は
、
ロ
ッ
ト
番
号
の
記
載
な
し
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
紙
媒
体
発
行
ボ
ッ
ク
ス
投
函
・
郵
送
（
現
状
）
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
紙
媒
体
発
行
ボ
ッ
ク
ス
投
函
・
郵
送
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
紙
媒
体
発
行
ボ
ッ
ク
ス
投
函
・
郵
送
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
紙
媒
体
発
行
ボ
ッ
ク
ス
投
函
・
郵
送
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
紙
媒
体
発
行
ボ
ッ
ク
ス
投
函
・
郵
送
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
（
操
等
の
紙
媒
体
発
行
（
操
業
海
区
を
記
載
し
た
販
売
証
明
書
も
発
行
）
ボ
ッ
ク
ス
投
函
・
郵
送
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
紙
媒
体
発
行
ボ
ッ
ク
ス
投
函
・
郵
送
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
紙
媒
体
発
行
ボ
ッ
ク
ス
投
函
・
郵
送
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
電
子
発
行
PD
F、
Ex
ce
l、
CS
V形
式
フ
ァ
イ
ル
（
先
進
地
区
方
式
）
買
付
情
報
（
計
算
書
・
買
付
明
細
）
の
電
子
発
行
(P
DF
、
CS
V形
式
の
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
電
子
発
行
PD
F、
Ex
ce
l、
CS
V形
式
フ
ァ
イ
ル
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
電
子
発
行
PD
F、
Ex
ce
l、
CS
V形
式
フ
ァ
イ
ル
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
電
子
発
行
PD
F、
Ex
ce
l、
CS
V形
式
フ
ァ
イ
ル
せ
り
結
果
の
公
表
商
品
の
荷
渡
し
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
作
成
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
発
行
入
札
せ
り
入
札
結
果
の
公
表
入
札
事
務
室
内
の
職
員
が
モ
ニ
タ
ー
表
示
職
員
は
商
品
の
陳
列
場
所
で
入
札
結
果
を
タ
ブ
レ
ッ
ト
で
確
認
入
札
事
務
室
内
の
職
員
が
モ
ニ
タ
ー
表
示
職
員
は
商
品
の
陳
列
場
所
で
入
札
結
果
を
タ
ブ
レ
ッ
ト
で
確
認
参
考
2.
1.
1 
市
場
取
引
業
務
の
現
状
（
従
来
方
式
と
先
進
地
区
方
式
）
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参
考
2.
1.
2 
シ
ス
テ
ム
方
式
の
比
較
 
A
型
B
型
入
船
予
定
情
報
の
FA
X・
電
話
連
絡
●
●
●
入
船
予
定
情
報
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
・
電
子
報
告
■
●
●
紙
媒
体
で
の
場
内
掲
示
板
掲
載
●
we
bサ
イ
ト
掲
載
■
●
●
●
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
■
●
●
●
●
買
受
人
・
市
場
職
員
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
閲
覧
■
△
●
●
●
電
話
・
FA
Xに
よ
る
入
船
予
定
情
報
の
み
●
●
●
漁
獲
情
報
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
・
電
子
化
■
■
■
●
人
力
選
別
と
自
動
選
別
機
■
●
●
●
●
●
荷
受
け
・
選
別
デ
ー
タ
を
紙
に
記
載
し
投
函
・
貼
付
●
●
●
荷
受
け
・
選
別
デ
ー
タ
を
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
力
し
、
同
時
に
印
刷
ま
た
は
紙
に
記
載
し
投
函
・
貼
付
■
●
タ
ブ
レ
ッ
ト
よ
り
サ
ー
バ
ー
内
の
漁
獲
情
報
か
ら
荷
受
け
・
選
別
デ
ー
タ
を
引
き
出
し
、
確
認
し
た
後
、
販
売
情
報
に
自
動
追
加
と
印
刷
ま
た
は
紙
に
記
載
し
投
函
・
貼
付
■
●
市
場
ご
と
の
容
器
使
用
●
●
●
規
格
容
器
の
個
体
管
理
●
●
●
計
量
結
果
等
を
複
写
式
伝
票
（
販
売
原
票
）
に
記
入
し
、
計
量
結
果
は
紙
に
書
い
て
投
函
・
貼
付
●
●
●
計
量
結
果
を
印
刷
し
た
紙
を
投
函
・
貼
付
●
自
動
的
に
計
量
結
果
が
サ
ー
バ
ー
の
販
売
情
報
に
追
加
■
●
●
●
陳
列
入
札
ま
た
は
せ
り
場
に
陳
列
●
●
●
●
●
投
函
・
貼
付
さ
れ
た
紙
の
内
容
を
読
み
と
り
、
販
売
原
票
（
紙
媒
体
）
の
作
成
●
容
器
に
投
函
ま
た
は
貼
付
さ
れ
て
い
る
紙
の
内
容
を
読
み
取
り
、
日
付
け
、
入
札
・
せ
り
番
号
（
場
所
と
順
番
と
関
係
）
、
ロ
ッ
ト
番
号
を
追
加
し
て
タ
ブ
レ
ッ
ト
よ
り
入
力
し
、
販
売
原
票
（
販
売
情
報
）
を
作
成
■
■
●
●
タ
ブ
レ
ッ
ト
よ
り
サ
ー
バ
ー
内
の
販
売
情
報
を
引
き
出
し
、
商
品
と
貼
付
さ
れ
て
い
る
紙
の
デ
ー
タ
を
確
認
し
な
が
ら
、
読
み
取
り
、
入
札
・
せ
り
番
号
、
ロ
ッ
ト
番
号
を
追
加
し
て
タ
ブ
レ
ッ
ト
よ
り
入
力
し
、
販
売
原
票
（
販
売
情
報
）
を
作
成
■
■
■
●
●
紙
媒
体
で
の
場
内
掲
示
板
掲
載
●
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
■
●
●
●
●
買
受
人
・
市
場
職
員
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
閲
覧
■
△
●
●
●
場
内
掲
示
板
情
報
を
参
考
に
下
見
●
モ
ニ
タ
ー
ま
た
は
タ
ブ
レ
ッ
ト
情
報
を
見
な
が
ら
買
受
人
が
下
見
●
●
●
●
紙
入
札
：
入
札
紙
を
手
作
業
ま
た
は
入
札
紙
の
デ
ー
タ
を
PC
に
入
力
し
落
札
者
・
数
量
決
定
●
●
●
入
札
の
進
行
中
に
ロ
ッ
ト
ご
と
に
入
札
結
果
を
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
力
（
入
札
終
了
後
、
映
像
と
音
声
記
録
で
入
力
内
容
を
確
認
）
、
ま
た
は
入
札
が
一
通
り
終
了
し
た
段
階
で
PC
ま
た
は
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
力
■
●
●
電
子
入
札
：
買
受
人
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
に
よ
る
入
札
参
加
と
自
動
開
札
（
落
札
者
と
数
量
が
決
定
し
、
サ
ー
バ
ー
の
販
売
情
報
に
自
動
追
加
記
録
）
■
●
●
●
せ
り
人
と
買
受
人
に
よ
る
発
声
ま
た
は
手
先
表
示
に
よ
る
せ
り
●
●
●
せ
り
の
進
行
中
に
ロ
ッ
ト
ご
と
に
せ
り
結
果
を
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
力
（
入
札
終
了
後
、
映
像
と
音
声
記
録
で
入
力
内
容
を
確
認
）
■
●
●
電
子
せ
り
：
市
場
職
員
に
よ
る
移
動
ス
ク
リ
ー
ン
操
作
と
買
受
人
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
に
よ
る
せ
り
参
加
、
自
動
開
札
（
落
札
者
と
数
量
が
決
定
し
、
サ
ー
バ
ー
の
販
売
情
報
に
自
動
追
加
記
録
）
■
●
●
現
状
の
せ
り
方
式
を
電
子
入
札
へ
移
行
■
●
●
市 場 取 引 業 務 シ ス テ ム
入
札
せ
り
現
状
入
船
予
定
情
報
の
収
集
漁
獲
情
報
の
収
集
と
提
供
新
方
式
 
省
力
化
時
間
短
縮
正
確
性
 
ト
レ
ー
サ
 
ビ
リ
テ
ィ
資
源
管
理
（
T
A
C
）
入
船
予
定
情
報
の
提
供
持
続
可
能
性
透
明
性
効
果
先
進
地
区
方
式
従
来
方
式
販
売
情
報
強
化
方
式
漁
獲
情
報
連
結
方
式
荷
受
け
・
選
別
計
量
販
売
原
票
の
作
成
入
札
販
売
情
報
の
提
供
商
品
の
下
見
衛
生
管
理
内
容
作
業
項
目
品
質
管
理
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入
札
結
果
の
ア
ナ
ウ
ン
ス
、
結
果
を
記
載
し
た
紙
の
掲
示
板
掲
載
（
、
ま
た
は
掲
示
板
へ
の
記
載
）
、
落
札
者
名
（
ま
た
は
屋
号
）
を
手
書
き
し
た
紙
（
ま
た
は
印
刷
し
た
紙
）
を
投
函
・
貼
付
●
●
●
入
札
結
果
を
記
載
し
た
チ
ケ
ッ
ト
ま
た
は
ラ
ベ
ル
を
印
刷
出
力
し
投
函
ま
た
は
貼
付
■
■
■
●
●
●
●
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
■
●
●
●
●
買
受
人
・
市
場
職
員
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
閲
覧
■
△
●
●
●
せ
り
結
果
の
ア
ナ
ウ
ン
ス
、
結
果
を
記
載
し
た
紙
の
掲
示
板
掲
載
、
落
札
者
名
（
ま
た
は
屋
号
）
を
手
書
き
し
た
紙
（
ま
た
は
印
刷
し
た
紙
）
を
投
函
・
貼
付
●
●
●
せ
り
結
果
を
記
載
し
た
チ
ケ
ッ
ト
ま
た
は
ラ
ベ
ル
を
印
刷
出
力
し
投
函
ま
た
は
貼
付
■
■
■
●
●
●
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
■
●
●
●
●
買
受
人
・
市
場
職
員
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
閲
覧
■
△
●
●
●
入
札
・
せ
り
結
果
を
手
書
き
し
た
紙
で
確
認
）
●
●
●
入
札
・
せ
り
結
果
を
記
載
し
た
チ
ケ
ッ
ト
ま
た
は
ラ
ベ
ル
で
確
認
■
■
●
●
●
●
買
受
人
・
市
場
職
員
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
で
確
認
△
●
●
●
販
売
原
票
等
手
書
き
の
伝
票
に
記
載
さ
れ
た
デ
ー
タ
を
PC
に
入
力
し
、
販
売
情
報
一
覧
を
作
成
生
産
者
、
買
受
人
ご
と
に
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
（
識
別
番
号
と
し
て
文
書
番
号
が
付
与
）
を
作
成
●
PC
よ
り
サ
ー
バ
ー
内
の
販
売
情
報
を
引
き
出
し
、
生
産
者
、
買
受
人
ご
と
に
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
を
作
成
識
別
番
号
と
し
て
文
書
に
番
号
を
付
与
■
●
●
PC
よ
り
サ
ー
バ
ー
内
の
販
売
情
報
を
引
き
出
し
、
生
産
者
、
買
受
人
ご
と
に
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
を
作
成
識
別
番
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3. 市場取引業務システム 
 
 陸揚げ・陸送の荷受けから入札・せり、荷渡し、そして販売通知書等の発行までの一連
の市場取引業務における作業項目別のシステム化について説明する。なお、要素システム
は、システム全体の目標や導入側の水準に応じて選択に採用されるものである。また、今
後の ICTの発達によっては、新たなシステムの可能性も想定されうるものである。 
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3.1 入船予定情報の収集 
 
(1)要件 
 
入船の一定時間前までに、市場から買受人に対して最新情報を提供する仕組みになって
いるか。また、情報の入力・送信が容易なものになっているか。 
 
 
(2)現状と課題 
（現状）FAXまたは電話での連絡 
船上での作業は大きく制約されることから、船上から陸上への入船予定情報の提供が限
られているのが現状である。船上から直接または陸上の事務所等を通じて市場の担当職職
員へ FAXまたは電話にて連絡が入る。情報項目は、船名、漁業種類、魚種、入船予定日時
であり、可能な場合には、漁獲水域や漁獲数量も含まれる。 
小型漁船による沿岸漁業については、操業状況にあまり変化がないことから、入船予定
情報を収集していない市場が多い。他方で、小型漁船の入船予定時間がわかれば、市場の
陸揚げ・荷受けの準備や的確な販売時刻を買受人へ周知することができる。 
 
（課題）船上から市場への情報提供が容易であること 
関係者との調整と理解の上、入船予定情報の収集と提供について一定のルールを定め
る。この場合、小型漁船も含め、入船予定情報を収集することが必要であるとともに、船
上からの入船予定情報（更新を含む）の提供が容易にできることが求められる。 
 
(3)対応 
 入船予定情報の収集における要件と課題を踏まえ、例えば次のようなシステムが考えら
れる。 
 
（システム例）インターネットを通じた情報入力・送信 
携帯電話の通信圏外で操業する漁船では、衛星電話を利用して、あるいは衛星インター
ネットアクセスにより入船予定情報を陸上事務所へ送信している。陸上事務所は、その情
報を電話または FAXで市場へ送信している。そこで、船上から直接または陸上の事務所か
ら入船予定情報を所定の様式の電子ファイルに入力し、市場のサーバーへ送信するシステ
ム（図 3.1.1）であり、これが省力化・時間短縮につながる。 
 沿岸で操業する小型漁船については、スマホやタブレットから入船予定情報を発信する
システムが考えられる。通信圏外では送信できないことから、通信圏内に入った時に漁獲
情報を送信（手動または自動）する。 
 
【効果】 
市場側としては、早い段階から逐次最新かつ正確な情報が得られ、容易に入船予定情報
としてまとめ、一定の入船時間前までに買受人等への情報提供が可能となる。 
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図 3.1.1 インターネットを通じた情報入力・送信 
     （船上から直接または陸上の事務所から入船予定情報を送信） 
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3.2 入船予定情報の提供 
 
(1)要件 
 
入船の一定時間前までに、市場から買受人等に対して最新情報を提供しているか。ま
た、提供される情報は常に利用か方法での入手・閲覧可能なものとなっているか。 
 
 
(2)現状と課題 
（現状)入船予定情報の掲示板掲載 
市場職員は、前日の取引の終了以降、市場の掲示板に入札・せりの開始時刻を追加した
入船予定情報を記載、または入船予定情報を記載した紙を貼付している。入船予定情報の
提供時間については、通常、市場の開場時間に提供しているが、入船の何時間前までとい
ったルールは見受けられない。 
なお、購入する買受人が限られる魚種や多量に漁獲された場合には、購入が想定される
買受人に対して携帯で連連絡（メール配信）している。 
このため、買受人は、市場に行ってから出ないと入船予定情報が入手できないため、購
入計画を立てられない。 
 
（課題）最新情報が提供されいつどこでも利用可能であること 
 市場側は情報を収集次第、速やかに最新情報を提供するとともに、買受人等利用者は、
いつどこでも利用可能な方法で入手・閲覧できるシステムが求められる。 
 
(3)対応 
 入船予定情報の提供における要件と課題を踏まえ、例えば次のようなシステムが考えら
れる。 
 
（システム例)入船予定情報のメール配信または webサイト掲載 
市場職員は事務室の PCよりサーバーの中の入船予定情報を引き出し、これに入札・せ
り開始の予定時刻を追加して、入船予定情報として買受人等の携帯（事前登録）へ配信す
るシステムである。市場専用の webサイトがある場合には、入船予定情報が閲覧や印刷・
ダウンロードができるシステムである。大船渡魚市場の事例を図 3.2.1に示す。 
 
【効果】 
買受人は、市場に出向いていなくても、市場からの配信と同時に入船予定情報が得られ
ることで、購入計画を立てやすく、購入後の輸送・加工などの手配も早めに行うことがで
きる。市場側は、タンク、トロ箱、氷など荷受け準備を入船に合わせて的確に行うことが
できる。 
 
（システム例)入船予定情報のモニター表示 
市場の開場時に、市場職員は事務室の PCよりサーバーの中の入船予定情報を引き出
し、これに入札・せり開始予定時刻を追加して、入船予定情報として場内モニターに表示
するシステムである。大船渡魚市場の事例を図 3.2.2に示す。 
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【効果】 
市場職員は、PCから入船情報データを入力するという作業だけで容易にリアルタイムで
入船情報を買受人へ提供できる。また、更新作業も容易である。 
 
（システム例)入船予定情報のタブレット閲覧 
市場職員は、市場職員は事務室の PCよりサーバーの中の入船予定情報を引き出し、こ
れに入札・せり開始の予定時刻を追加して、入船予定情報として市場職員や買受人がタブ
レットで閲覧できるシステムである。 
 
【効果】 
買受人や市場職員は、市場のどこにいても、市場からの配信と同時に入船予定情報を閲
覧できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.2.1 入船予定情報の webサイトへの掲載（大船渡市魚市場） 
図 3.2.2 入船予定情報の場内モニターへの表示（大船渡市魚市場） 
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3.3 漁獲情報の収集と提供 
 
(1)要件 
  
陸揚げ・荷受け時またはそれまでに、船主（荷主）から市場に対して情報を提供する仕
組みになっているか。また、情報の入力・送信が容易なものになっているか。 
 
 
(2)現状と課題 
 
（現状）漁獲情報の収集なし 
漁港（産地市場）では、一般に漁獲情報は収集されていない。どこでどれだけ漁獲した
かという漁獲情報を提供したがらないし、また他者に知られたくないという漁業者がほと
んどであることから、漁獲情報の収集や提供は限られた漁業団体内でしか行われていな
い。参考として、松浦産地電子情報ネットワークの例を示すが、このように漁業関係者で
漁獲情報を共有し、かつ水揚げ港が集中することを避けることで、価格の下落を回避して
いる取組は限られている。このほか、放射性物質の影響がない水域で操業されたことを証
明※する場合や、漁業団体からの求めがある場合には、市場職員は船主（荷主）から漁獲
日または期間、漁獲水域を聞き取り、記録（紙媒体）し、当該団体へ報告している。 
 
（課題）船主（荷主）から市場への情報提供が容易であること 
関係者との調整と理解の上、漁獲情報の収集と提供について一定のルールを定める。ま
た、船上から漁獲情報を提供する場合には情報提供が容易にできることが求められる。船
上からであれば入船予定情報とともに漁獲情報を収集する、あるいは入港した後であれば
漁獲情報を収集することになる。 
 
(3)対応 
 漁獲情報に収集と提供における要件と課題を踏まえ、例えば次のようなシステムが考え
られる。 
 
（システム例）インターネットを通じた情報入力・送信 
① 海上から情報入力する方式 
「3.1(3)インターネットを通じた情報入力・送信システム」において、入船予定情報
に漁獲日または期間、漁獲水域、漁獲数量を追加入力することで、これを漁獲情報とし
てインターネットを通じて直接または陸上事務所を通じて市場へ送信するシステムであ
る（図 3.3.1）。  
 
② 接岸・陸揚げ時に情報入力する方式 
船主（荷主）は、接岸または陸揚げの際に、場内市場事務所に設置された PCより漁
獲情報を入力するシステムである（図 3.3.2）。 
 
収集された漁獲情報は、基本的にはトレーサビリティや TAC制度への対応のため、市場
のサーバーに記録・保存される。なお、相手先や用途に応じては、船主（荷主）や買受人
38 
 
との調整と理解の上で、必要な情報項目が提供する場合が想定される。例えば、漁獲水域
が放射性物質の影響のない水域で行われたことを買受人に対して証明する必要がある場合
である。このような場合には、サーバーから必要な漁獲情報を引き出して、場内モニター
へ表示するのがよい。 
 
【効果】 
市場側は、販売情報の他、漁獲情報も記録・保存することで、トレーサビリティや TAC
制度に対応できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.3.1 漁獲情報の電子化・ネットワーク化（海上から情報入力・送信） 
39 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.3.2 漁獲情報の電子化・ネットワーク化（接岸・陸揚げ時に情報入力） 
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（参考）松浦魚市場産地電子情報ネットワーク（漁況・入船・相場情報） 
 
1. 松浦魚市場の概要 
 
長崎県松浦魚市場では、インターネットや市場内 LANの環境整備とともに、日本遠洋旋
網漁業協同組合に所属する大中旋網船団と産地市場との間でネットワーク化を行い、水揚
げ情報等の提供や交換を推進してきたところ。 
  
日本遠洋旋網漁業協同組合に所属する大中型まき網漁業者 18社（29船団） 
五島・対馬周辺及び東海・黄海の漁場でアジ、サバ、ブリ等年間 15万トン近く水揚げ 
主に福岡・唐津・松浦・長崎・佐世保、串木野、枕崎、浜田の産地市場に水揚げ 
松浦魚市場での取扱高 8万トン前後 
松浦魚市場の登録業者数（2017年 4月時点） 
     仲卸買受人 30社、加工買受人 6社、売買参加買受人 3社 
     荷役 2社、運送業 10社、飲食店１社、冷凍・冷蔵１社、製函１社 
 
西日本魚市（株）は日本遠洋旋網漁業協同組合の傘下にあり、公設松浦魚市場の卸売業
者として、1979年に開業。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
操業区域と産地市場、松浦魚市場 
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2. 産地電子情報ネットワークの概要 
 
(1)システムの概要 
産地電子情報ネットワーク（参考 3.3.2）は、大中型旋網漁業者、枕崎から境港までの
各魚市場、各魚市場の仲買に対して、「漁獲情報」「入船情報」「相場情報」を提供する
システムである。導入にあっては、生産者・仲買人の双方から、漁場や相場を明らかにな
ることに強い抵抗があったが、情報のクローズにより水揚げ港が集中し値が下がることを
避けるべきであり、正しい情報に基づく適正価格で取引すべきであるとの考えから、2002
年度より始まった。現在までシステムを更新しながら運用しており、データの収集と入
力、システムの維持更新は西日本魚市（株）が行っている。 
旋網船団の事務所から西日本魚市に対して、漁獲（どの海域で何を何トン漁獲したか）
と水揚港（どの港に向けて移動しているか）に関する情報が提供される。西日本魚市の職
員は、3時から 7時の間に漁況、入船の情報をパソコンから入力する。 
  
（情報内容） 
漁況  ：本船名、運搬船名、操業海区、魚種、数量、向地、入船日時 
入船情報：運搬船名、操業海区、魚種、数量、入船日時、水揚日時 
相場情報：操業海区、船名、魚種、入り数、箱数、相場 
 
松浦産地電子情報ネットワークの概要 
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事前に利用登録したまき網船団、船会社、魚市場、仲買人らは、松浦魚市場の構内 LAN
やインターネットを介して、パソコン、携帯電話から、 IDやパスワードを入力して web
サイトにアクセスし、漁況、入船、相場の情報を閲覧（参考 3.3.3）できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)システムの効果 
従来は FAXで情報のやり取りを行い、特定の関係者しか漁況や相場等の情報が得られな
かったものが、システム利用は公平にいつでも情報が得られことで次のような効果が認め
られている。 
（効果） 
・漁場の重複による捕り過ぎの回避 
・特定の水揚港への集中による大量貧乏の回避 
・事前情報があるため、入港時間や漁獲量に合わせたトラック等の事前準備で業務効率
化と鮮度向上 
 
産地電子情報ネットワークのリアルタイム情報は、生産者と産地市場、仲買人の情報交
換や、水産物輸送の集約手配などに活用され、漁業経営の安定、輸送時間の短縮、高鮮度
の維持、魚価の安定に寄与してきたものと考えられる。 
産地電子情報ネットワークの webサイト 
http://www.sanchi-net.jp/ 
43 
 
3.4 荷受け・選別 
 
(1)要件 
  
適切な鮮度保持や衛生管理のもとで、迅速に陸揚げ・荷受け、選別が行われているか。
荷受けの情報が適切に記録されているか。 
 
 
(2)現状と課題 
（現状)人力選別または自動選別機の使用 
市場は、陸揚げ、または陸送搬入の段階で生産者から水産物を荷受けする。陸揚げまた
は陸送搬入と同時に選別台、計量スケールなどを使って手作業、または特定の魚種につい
ては自動選別機を使用して選別が行われている。どの段階で荷受けをするかによるが、船
主（荷主）または問屋、もしくは市場職員が、船名、漁業種類、魚種、規格（場合によっ
ては漁場・海域名も）を書いた紙を容器に投函または貼付しており、この段階では伝票に
記載していない。 
 
（課題）自動選別機導入の拡大と荷受け情報の記録が容易であること 
省力化・時間短縮のため、自動選別機の導入とその利用拡大が求められる。また、荷 
 
(3)対応 
 荷受け・選別における要件と課題を踏まえ、選別作業については、今後、自動選別機の
導入や利用可能な魚種の検討が求められる。また、荷受け情報の記録については、例えば
次のようなシステムが考えられる。 
 
（システム例）荷受け・選別データのタブレット入力 
荷受け・選別の結果とともに、船主（荷主）または問屋より、漁獲情報を聞き取り、こ
れら情報をタブレットに入力し、この段階から漁獲情報（漁獲水域、漁獲日または期間）
も含めた販売原票（船名、漁業種類、魚種、規格）の作成を行うシステムである。 
 
【効果】 
荷受けの段階でタブレット入力することで、この後の販売原票の作成の省力化・時間短
縮等になるとともに、漁獲情報も含めた販売情報の構築につながる。 
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3.5 計量 
 
(1)要件 
  
適切な鮮度保持や衛生管理のもとで、迅速に計量が行われているか。計量結果が適切に
記録されているか。 
 
 
(2)現状と課題 
 
（現状)所定の規格の容器とスケールによる計量と伝票記録 
市場職員は所定の規格の容器に入れて、平板スケール、台秤およびトラックスケールを
使用して計量し、正味重量を伝票（複写式）に手書きで記録している。また、その伝票の
一枚を容器に投函または貼付している。 
 
（課題）伝票への手書き作業を削減すること 
容器の風袋重量、水、氷、魚体に付着する水分（水引率を乗じて算出）を差し引いて、
水産物の正味重量を算出することから、一つに容器について何度かの計量とその結果を伝
票に記載する手間や記載ミスのリスクが生じる。こうした伝票への手書き作業の削減が求
められる。 
 
(3)対応 
 計量における要件と課題を踏まえ、例えば次のようなシステムが考えられる。 
 
（システム例)規格容器の個別管理 
所定の規格のタンクやトロ箱、かご等の容器を使用し、これにタグを付けて IoT化する
ことで、容器と容器に入った水産物を個別管理するシステムである。容器は、荷受けか
ら、計量、陳列、そして入札・せり、荷渡し、さらに買受人の搬出先（加工場等）まで使
用される。 
 
【効果】 
所定の規格の容器を使用することで、荷受け、計量、陳列、搬出が容易になる。識別記
号により容器を管理することが可能となり、紛失等のリスクを回避できる。また、計量結
果とつなぎつけることで、容器に入った商品の自動計量および記録が可能となる。 
 
（事例） 
大船渡市魚市場では、同一規格のスカイタンクに RFIDタグが貼付されており、市場職
員がフォークリフトでタンクをリフトすると、タンク No．を自動的に読み取り、タンクお
よびタンクに入れた水産物を識別している。 
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（システム例)自動計量および記録 
容器の中の水産物の自動計量および記録するシステムである。この段階で、荷受け・選
別に作成した販売原票（船名、漁業種類、魚種、規格）に計量結果が追加される。また、
計量結果は、印刷出力し、容器に投函または貼付する。 
計量する水産物または水産物を入れた容器に応じて、使用する計量スケールは異なる。
例えば、タンクの場合には、スケール付きのフォークリフトでリフトして計量する、また
は、フォークリフトでタンクを平板スケールに載せて計量する。トロ箱の容器は、台秤で
計量する。 
スケールの分類に応じた自動計量および記録システムは次のとおりである。 
 
① スケール付きフォークリフト 
 スケール付きフォークリフトにタブレットを搭載し、容器内の水産物の正味重量を自動
的に算出し、サーバーへ記録する。 
 
（事例） 
大船渡市魚市場では、同一規格のタンクの前後一か所に RFIDタグが貼付されている。
市場職員は、タブレット搭載・スケール付きフォークリフトにより、あらかじめスラリー
氷を入れたタンクの重量を計量し、計量結果をサーバーに記録する。水産物を入れて計量
図 3.5.1 規格容器に個別管理とスケール付きフォークリフトによる 
自動計量および記録（大船渡市魚市場） 
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する際には、タブレットを操作し、タンク No.からタンク内の水産物に係るデータを呼び
出し、正味重量を算出（図 3.5.1）する。その結果は再びサーバーへ送信される。 
 
② 平板スケール 
平板スケールを計量ブース脇に設置し、ブース内のタブレットまたは PC操作により容
器内の水産物の正味重量を自動的に算出し、サーバーへ記録する。 
 
（事例） 
宮古市魚市場では、市場職員は、平板スケールにより計量し、計量結果をブース内の PC
を経由してサーバーへ送信（図 3.5.2）する。あらかじめ、スケールで風袋重量を計量し
ておき、水産物を入れて計量する際に、PCを操作し、タンクの No.からタンク内の水産物
に係るデータを呼び出し、タンク内の氷の重量、水産物に付着する水目重量等を差し引く
ことで正味重量を自動的に算出する。その結果は PCを経由してサーバーへ再び送信され
る。同時に計量結果（正味重量）は、その場で紙に出力印刷され、タンクに投函・貼付さ
れる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.5.2 平板スケールによる自動計量・記録（宮古市魚市場） 
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③ 台秤 
 トロ箱やかご入りの水産物を計量する場合には、台秤が使用される。市場職員は、台秤
にタブレットと小型プリンターを搭載し、容器内の水産物の正味重量を自動的に算出し、
サーバーへ記録する。 
 
（事例） 
国内では見当たらないことから、海外での事例（図 3.5.3）を紹介する。計量スケール
にタブレットとプリンターが搭載されている（取外式）。同じ規格の容器が使用されてい
る。市場職員は、台秤で計量し、その結果を計量ブース内の PCに転送すると同時に紙に
印刷出力し、容器に投函・貼付する。計量ブース内で計量結果を最終的に確認した後、サ
ーバーへ送信する。 
  
④ トラックスケール 
タンクを積んだトラックごと計量する場合には、トラックスケールが使用される。トラ
ックスケールの隣接する計量事務室内の PC操作により自動計量およびサーバーへの記録
を行う。その結果は、同時に印刷出力され、運送伝票としてドライバーへ渡される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.5.3 台秤による自動計量・記録（海外漁港・魚市場） 
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（事例） 
大船渡市魚市場では、自動読取カメラを使用しており、車両 No.を自動的に読み取る。
入札の数時間前や搬出の時間帯には計量事務室に市場職員が配置され、計量・伝票の発行
を行っているが、それ以外の時間帯（夜間など）には自動計量伝票発行機により同様の作
業を自動的に行っている（図 3.5.4）。 
 
【効果】 
計量数値がサーバーへ自動記録されることから、伝票に記載する手間がなくなるととも
に、記載ミスのリスクを回避できる。また、計量結果が荷受け・選別段階で作成した販売
原票に追加されることで、以降の作業が容易に実施することができる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.5.4 トラックスケール自動計量・記録（大船渡市魚市場） 
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3.6 陳列 
 
計量が終わった水産物は、販売商品として、入札またはせり場に陳列される。この段階
から商品を下見する買受人が来場し始める。 
なお、システムとして検討する作業項目には当たらない。 
 
3.7 販売原票の作成 
 
(1)要件 
  
適切な鮮度保持や衛生管理のもとで、迅速かつ正確に販売原票の作成が行われている
か。 
 
 
(2)現状と課題 
 
（現状）販売原票（紙媒体）の作成 
市場職員は、陳列されている容器に投函または貼付されている紙に記載されている船
名、漁業種類、魚種、規格、数量を読み取り、これに入札・せり番号を追加し、販売単位
（後述する産地市場ロット）ごとに手書きの伝票、いわゆる入札・せり前の販売情報であ
る販売原票を作成している。 
 
（課題）伝票への手書き作業を削減すること 
容器に投函または貼付されている紙の内容を読み取って伝票に転記する手間を省くとと
もに、読み取りや記載の誤りのリスクが生じる。こうした伝票への手書き作業の削減が求
められる。 
 
(3)対応 
 販売原票の作成における要件と課題を踏まえ、例えば次のようなシステムが考えられ
る。 
 
（システム例)販売原票作成の電子化（タブレット入力） 
市場職員は、容器に投函または貼付されている紙に記載された船名、漁業種類、魚種、
規格、数量を読み取り、これらに入札・せり番号（例えば場所と順番に関係づける）を追
加してタブレットより入力することで、販売単位（産地市場ロット）ごとの販売原票（入
札・せり前の販売情報）を作成する。 
 
（事例） 
大船渡市魚市場、宮古市魚市場、南三陸町地方卸売市場、銚子市魚市場第１・3卸売市
場（図 3.7.1）では、市場職員は、容器に投函または貼付された紙に記載されている、船
名、漁業種類、魚種、規格、数量を読み取り、これらに入札・せり番号を追加してタブレ
ットから入力することで、販売単位ごとの販売原票を作成している。 
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【効果】 
タブレット入力することで、販売原票を比較的容易に作成することができる。また、販
売原票の電子化により、以降の作業が、販売情報のデータを引き出すことで容易かつ誤り
のリスクがなく実施することができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（システム例)販売原票作成の電子化（販売情報の活用） 
市場職員は、タブレットよりサーバー内の販売情報（船名、漁業種類、魚種、規格、数
量）を引き出し、商品と貼付されている紙のデータを確認するとともに、入札・せり番号
を追加してタブレットより入力することで、販売原票（入札・せり前の販売情報）を作成
する。 
 
【効果】 
サーバーからデータを引き出すことで販売原票を容易にかつ、読み取りや記載の誤りの
リスクがなく作成することができる。また、販売原票の電子化により、以降の作業が、販
売情報のデータを引き出すことで容易かつ誤りのリスクがなく実施することができる。 
 
 
 
 
 
図 3.7.1 販売原票作成の電子化（大船渡市魚市場） 
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3.8 入札販売情報の提供 
 
(1)要件 
  
入札開始の一定時間前までに、買受人に対して公正にかつ正確な入札販売情報の提供が
行われているか。 
 
 
(2)現状と課題 
 
（現状)入札販売情報の掲示板掲載 
市場職員は、市場の掲示板に入札販売情報を記載または入札販売情報を記載した紙を掲
示板に掲載する。なお、せり販売情報については、商品が陳列されているその場で、商品
を見ながらせりが行われることから、一般には掲示板掲載等は行われていない。 
 
（課題）掲示板掲載の手作業を削減すること 
市場職員は、手書きの伝票（販売原票）から入札販売情報を抽出し、一覧表に整理して
掲示板に掲載する、伝票の一枚を掲載する、あるいは掲示板に手書きで記載する省力化と
読み取りや記載のミスのリスクを回避することが求められる。 
 
(3)対応 
 入札販売情報の提供における要件と課題を踏まえ、例えば次のようなシステムが考えら
れる。 
 
（システム例)入札販売情報のモニター表示 
市場職員は、入札室内の PCより各商品の販売原票データをサーバーから引き出し、入
札販売情報として整理するとともに、これを入札の予定時刻に合わせて一定の時間前まで
に場内モニターに表示する。 
 
【効果】 
市場職員は、PCよりサーバーから販売原票データを引き出すという作業だけで容易に入
札販売情報を買受人へ提供できる。買受人にとっては、従来の掲示板掲載よりはわかりや
すい。 
 
（システム例) 入札販売情報のタブレット閲覧 
市場職員は、入札室内の PCより各商品の販売原票データをサーバーから引き出し、入
札販売情報として整理するとともに、これを入札の予定時刻に合わせて一定の時間前まで
に販売（商品）情報を場内モニターに表示するとともに、市場職員や買受人の各自タブレ
ットで閲覧できるようにするシステムである（図 3.8.1）。 
 
【効果】 
買受人や市場職員は、市場のどこにいても容易に、市場からの配信と同時に販売（商
品）情報を閲覧できる。 
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図 3.8.1 入札販売情報等のタブレット閲覧（大船渡市魚市場） 
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3.9 商品の下見 
 
(1)要件 
  
適切な鮮度保持や衛生管理のもとで商品が陳列され、買受人に対して公正にかつ正確な
販売情報が提供されたうえで商品の下見が行われているか。 
 
 
(2)現状と課題 
 
（現状)掲示板の情報を参考に下見 
買受人は、入札販売の商品について掲示板の情報を参考に下見をしている。関心のある
商品については、入札販売情報をメモに書き取るなど行い、これを参考に商品の下見を行
っている。せり販売の商品については、商品に投函または貼付されている紙に記載されて
いる情報を見ながら下見をしている。 
 
（課題）入札販売情報を見ながらの商品の下見ができること 
買受人は、掲示板の入札販売情報を見ながら商品を下見することが困難であり、入札開
始前までの限られた時間内に、関心のある程度絞って商品の入札販売情報をメモに書き取
って、下見に利用している。入札販売情報を見ながらの商品の下見ができるシステムが求
めてられる。 
 
(3)対応 
 商品の下見における要件と課題を踏まえ、例えば次のようなシステムが考えられる。 
 
（システム例)場内モニターの入札販売情報を参考に下見 
買受人は、場内モニターの入札販売情報をメモに書き取りなど、これを参考にしながら
商品を下見できるシステムである。 
 
（システム例)タブレットで入札販売情報を閲覧しながら下見 
買受人は、場内モニターの入札販売情報を参考にしながら、またはタブレットから入札
販売情報を閲覧しながら陳列されている商品を下見できるシステムである。 
 
【効果】 
買受人は、タブレットより入札販売情報を閲覧しながら商品を下見することができる。 
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3.10 入札 
 
(1)要件 
  
適切な鮮度保持や衛生管理のもとで、短時間にかつ効率的に公正な入札が行われている
か。 
 
 
(2)現状と課題 
 
（現状）投函入札および現場入札 
入札には、入札室のボックスに入札の紙を投函する投函入札と商品が陳列されている場
所で、入札人に入札の紙を提出し、その場で落札者を決める現場入札のやり方がある。 
前者の場合には、一般に、入札室からの進行（アナウンス）に従い、買受人が入札の紙
に自分の名前と価格（単価）、場合によっては購入したい数量も書いて入札室のボックス
に投函する。入札を締め切った後は、入札室において市場職員が開札し、最も高い価格を
入れた買受人から購入したい数量を決めている。 
後者の場合には、入札に参加する買受人の数は限られており、1回の入札は極めて短時
間で行われている。 
入札結果は、手書きの伝票（販売原票）に記載している。 
 
（課題）開札後、速やかに落札者が決まること 
入札件数が多い場合や、1回の入札において入札する買受人の数が多い場合、あるいは
1回の入札において、価格と数量に一定の条件を付けた、いわゆる条件付き入札を行って
いる場合には、開札後の落札者の決定に、時間を要することから、市場職員を多く配置す
るなどの対応を講じている。また、入札の紙に記載された数字の読み取りの誤りが発生す
るリスクがある。 
入札に要する時間は、市場職員や買受人の作業時間に影響を与えるだけでなく、商品の
鮮度保持にも影響する可能性があることから、開札後に速やかに落札者が決まるシステム
が求められる。 
 
(3)対応 
 入札における要件と課題を踏まえ、例えば次のようなシステムが考えられる。 
 
（システム例)電子入札（タブレット入札） 
入札室の進行に従い、買受人は各自のタブレットから入札販売情報を閲覧して、価格を
入力（場合によっては数量も入力）して応札し、入札締め切り後、開札と同時に自動的に
落札者が決定するシステムである。 
この段階で落札した買受人の名前、価格、数量が販売原票（船名、漁業種類、魚種、規
格、数量、入札番号）に自動的に追加・更新され、販売情報としてサーバーに記録・保存
される。 
 
 
55 
 
（事例） 
大船渡市魚市場では、市場職員は入札室から入札開始から終了、結果発表までを管理し
ている。入札開始の案内があると買受人はタブレットから価格を入力（場合によっては数
量も入力）して応札（図 3.10.1、3.10.2）する。入札中は、１回だけということではな
く、何回か入札できるしくみになっている。入札室内では、市場職員が応札状況を見なが
ら、締め切り時間に近づくとアナウンスし締め切り、開札と同時に、自動的に落札者が決
まる。このとき、数分の確認作業を行っている。入札時間や各入札の時間間隔は、漁業種
類や魚種に応じて、買受人の数を考慮しながら定めている。 
 
【効果】 
開札と同時に自動的に落札者が決まることで省力化と時間短縮が大幅に図られるととも
に、入札結果を伝票に記録する作業がなくなり、同時に販売情報が構築されることから、
以降の販売通知書等の作成が容易になる。また、買受人が各自のタブレットから入札する
ことで、従来で見られた読み取り誤りのリスクが回避できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.10.1 電子入札（大船渡市魚市場：活魚） 
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（システム例)入札結果の電子化（タブレット入力） 
従来方式の入札を行った後、その結果を入札室の PCまたは現場でタブレットより入力
するシステムである。市場職員は、サーバーから販売原票（船名、漁業種類、魚種、規
格、数量、入札番号）を引き出し、落札した買受人名、価格、数量を追加・更新し、再度
サーバーに送信し、販売情報として記録・保存する。 
 
（事例） 
大船渡市魚市場では、特定の漁業種類、魚種についてはタンク売りの商品の陳列されて
いる場所で現場入札を行っている。入札する買受人数が少ないことから、その場ですぐに
落札者が決定し、入札人は入札結果を読み上げる。入札人に随伴している市場職員は、タ
ブレットよりサーバーから販売原票を引き出し、これに入札結果（買受人名、価格）を入
力して、サーバーへ送信し、販売情報として記録・保存（図 3.10.3）する。 
 
【効果】 
従来の入札であり入札時間の短縮とは無関係であるが、入札結果をその場で電子化され
ている販売原票に追加更新することで、以降の販売通知書等の作成が容易になる。 
 
 
 
図 3.10.2 電子入札（大船渡市魚市場：鮮魚のタンク売り） 
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図 3.10.3 入札結果の電子化・タブレット入力（大船渡市魚市場） 
58 
 
3.11 せり 
 
(1)要件 
  
適切な鮮度保持や衛生管理のもとで、短時間にかつ効率的に公正なせりが行われている
か。 
 
 
(2)現状と課題 
 
（現状）発声または手先表示によるせり 
せり人の進行に従いせりが行われる。せり人は発声または手先表示で価格を示し、買受
人は同じく発声または手先表示で購入の意思を表明する。せり結果は、せり人に随伴する
記録者が伝票（販売原票）に手書きで記載している。 
 
（課題）せり結果を短時間に効率的に記録できること 
一般に、せりはせり人と記録者の 2人体制で行われている。市場職員が落札者名を紙に
書いて投函・貼付する場合には 3人体制ということになる。1回（1ロット）のせりの時
間（せりの初値から落札者決定、荷渡しまでの所要であり、次の回（ロット）に移るまで
の所要時間）は概ね 10秒といった早いスピードで行われている。こうしたことから、ス
ピードが遅い、あるいは市場職員を多く配置しなければならないといった問題は見当たら
ない。しかしながら、せり結果を速やかに伝票（販売原票）に記録し、次の回（ロット）
のせりに移らなければならないことから、聞き取りの誤りや記載ミスのリスクを回避しな
ければならない。 
そこで、せり結果を短時間に効率的に販売原票に追加し販売情報として記録するシステ
ムが求められる。 
 
(3)対応 
 せりにおける要件と課題を踏まえ、例えば次のようなシステムが考えられる。 
 
（システム例）せり結果の電子化（タブレット入力） 
せりの記録者は、せりの進行とともに、タブレットよりサーバーから当該販売単位（ロ
ット）の販売原票（船名、漁業種類、魚種、規格、数量、せり番号）を引き出し、これに
落札した買受人名、価格、数量を追加・更新し、販売情報として再度サーバーに記録・保
存するシステムである。なお、短時間で相当数のロット数が販売されることから、タブレ
ットから入力した内容の確認が必要である。 
 
（事例） 
南三陸町魚市場では、せり人の掛け声でせりが開始され、せり人が徐々に価格を下げて
いく下げせり方式を採用している。せりの記録者は、せりの進行とともに、タブレットよ
りサーバーから当該ロットの販売原票（船名、漁業種類、魚種、規格、数量、せり番号）
を引き出しておき、落札者が決まると、これに落札した買受人名、価格、数量を追加・更
新し、販売情報として再度サーバーに記録・保存する（図 3.11.1）。なお、短時間で数多
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くの販売ロット数を行うことから、タブレットの入力に誤りがないように、せり人はウェ
アラブルカメラカメラを携帯し、せりがひと通り終了した段階でカメラの映像・音声記録
で入力内容に誤りがないかどうか確認している。 
 
【効果】 
販売原票にせり結果を追加更新するだけで、販売情報として容易に電子化することがで
きるとともに、以降の販売通知書等の作成が容易になる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（システム例）可能なものについてせり方式を電子入札へ移行 
 入札かせりかという販売方式の選択は、これまでの市場での商習慣によって引き継がれ
てきているが、入札、せりの各販売方式の特徴を踏まえ、可能なものは電子入札へ移行す
る。この場合、市場側は、船主（荷主）や買受人との調整し、彼らの協力と理解を得るこ
とが必要である。 
 
（事例） 
既に電子入札を導入している大船渡市魚市場では、これまでせり売りを行っていた、小
魚、加工品、ワカメ、ケガニなどについて電子入札を行っている。 
 
 
図 3.11.1 せり結果の電子化・タブレット入力（南三陸町魚市場） 
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（効果） 
「せり結果の電子化（タブレット入力）」では、1回（1ロット）当たりのせりに要す
る時間は、タブレット入力の内容の確認のための時間も含めると、およそ 20秒であり、
これは、電子入札の 1ロット当たりの時間とほぼ同程度である。電子入札に移行すること
で、販売時間の短縮には関係しないが、開札し落札者が自動的に決まると同時に、電子化
された販売情報がつくられ、以降の販売通知書等の作成が容易になる。 
 
（システム例)電子せり 
① 移動式スクリーン（電子表示盤） 
我が国で電子せりを導入するとすれば、他の魚種の販売方式や漁港・市場の利用形態を
考慮し、移動式のスクリーン（電子表示盤）を使用することが適当と考えらえる。電子せ
りの概要図を図 3.11.2に示す。せり人は、PCまたはタブレットを搭載した移動式スクリ
ーンを商品が陳列されているせり場に設置する。スクリーンには船名、魚種、規格、数
量、せり価格等が表示される。市場職員は、PCまたはタブレットでサーバーから販売原票
を引き出し、必要なデータをモニターに表示する。せり人はせりの最初の価格を入力し、
一定のスピードで下げまたは上げながらせりを行う。買受人は、スクリーンまたは各自の
タブレットを見ながら、購入したい価格の時に、タブレットからタップ操作などにより購
入の意思を表明する。せり落とした買受人の名前と価格（場合によっては数量）は、販売
原票に自動的に追加更新され、販売情報としてサーバーに記録・保存される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.11.2 移動式スクリーンを利用した電子せり 
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（効果） 
欧州の漁港（産地市場）の事例に分析から、「電子せり」の 1ロット当たりの所要時間
は、11～30秒と幅があり、平均 20秒としても「電子入札」や「せり結果の電子化（タブ
レット入力）」とほぼ同程度である。落札者が自動的に決まると同時に、電子化された販
売情報がつくられ、以降の販売通知書等の作成が容易になる効果が期待できる。 
 
（参考事例） 
電子せりは、国内の水産物市場では見られないが、欧米の漁港・魚市場（図 3.11.3）で
は多く見られる。20年以上も前に遡るが、欧米では当時既に花卉市場では電子せり（機械
せりとも言われていた）が導入されていたことから、水産物の市場取引業務を効率化、近
代化する目的で、せりの電子化が始まった。 
電子せりには商品が陳列されている場所とは別の部屋でせりを行う方式と、商品をベル
トコンベヤに載せて買受人に見せながら、その場でせりを行う方式がある。前者の方式
は、相当の余裕をもって商品が市場内に搬入されており、商品はせりの時間まで施氷した
後 5℃以下の室内に保管される。そしてせりに開始時間までには、選別、計量、販売原票
の作成が行われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 3.11.3 海外漁港（市場）の電子せり 
62 
 
後者の方式は、市場に搬入・荷受けされた後、速やかに選別、計量、販売原票の作成が
行われ、ロット別に容器（通常 1容器が 1ロット）をベルトコンベヤに載せて、容器がベ
ルトコンベヤで移動する 15～20秒程度の間に、せりのブース内の PCより船名、漁業種
類、魚種、漁獲水域、規格、品質等のデータを入力し、ベルトコンベヤの下についている
スケールで自動計量し、販売原票が作成される。そして買受人の前でリモコンボタンを操
作することで落札者が決まり、自動的に落札者名が販売原票に追加更新され、販売情報と
してサーバーに記録・保存される。また、後者の方式には、ベルトコンベヤと買受人席、
販売（商品）情報や価格を表示する電子表示盤もしくはスクリーンが固定されているせり
場と、移動式の電子表示盤を用いて市場内に任意に設けられたせり場でせりを行う場合が
ある。 
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3.12 入札結果の公表 
 
(1)要件 
  
入札結果が速やかに公表されているか。 
 
 
(2)現状と課題 
 
（現状）入札結果のアナウンスと掲示板掲載 
ⅰ．入札事務室のボックスに入札紙を投函する場合には、事務室内の市場職員が入札結果
を場内にアナウンスするとともに、入札結果を場内掲示板に記載または記載した紙を掲
示板に掲載している。 
ⅱ.商品が陳列されている場所において行われる現場入札では、入札人が入札結果を告げ
ている。 
 
なお、せり結果については、商品は陳列されている場でせりが行われ、その場でせり人
がせり結果を告げている。 
 
（課題）掲示版掲載の手作業を削減すること 
入札結果を掲示板に記載する、あるいは入札結果を紙にまとめて記載し、これを掲示板
に掲載する、いずれの場合も手作業であり時間を要することから、手作業を削減するシス
テムが求められる。 
 
(3)対応 
 入札結果の発表における要件と課題を踏まえ、例えば次のようなシステムが考えられ
る。 
 
（システム例)入札結果の場内モニター表示 
市場職員は、入札事務室の PCよりサーバーから販売情報を引き出し、入札結果として
整理するとともに、これを場内モニターに表示するシステムである。 
 
【効果】 
市場職員は、入札室内の PCよりサーバーから販売情報を引き出すという作業だけで容
易に入札結果を公表できる。 
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3.13 商品の荷渡し 
 
(1)要件 
  
市場職員と落札した買受人が商品を確認し、速やかに買受人へ引き渡されているか。 
 
 
(2)現状と課題 
 
（現状）入札・せり結果を記載した紙で商品の荷渡し 
投函入札の場合、入札結果の公表とともに、市場職員は落札者名を記載した紙を商品の
容器に投函または貼付している。 
現場入札およびせりの場合には、入札人またはせり人が落札者名を告げるとともに、落
札者名を記載した紙を投函または容器に貼付、もしくは落札した買受人が自分の名前を印
刷した紙を投函または容器に貼付している。 
市場職員と買受人は、容器に投函または貼付されている、入札・せり結果を記載した紙
（買受人名が記載）で商品と確認して、商品の荷渡しが行われている。 
 
（課題）購入した商品を特定する十分な情報があること 
容器に投函または貼付された紙に記載された買受人名のみで商品を確認しているが、買
受人にとって購入した商品のいずれであるかの特定には必ずしも至らない。買受人が購入
したという商品を特定する必要かつ十分な情報が求められる。 
 
(3)対応 
 商品の荷渡しにおける要件と課題を踏まえ、例えば次のようなシステムが考えられる。 
 
（システム例)入札結果を記載したチケットまたはラベルで商品の荷渡し 
市場職員は、入札事務室の PCよりサーバーから販売情報を引き出し、入札結果を記載
したチケットまたはトレーサビリティにも対応したラベルを印刷出力する。これを該当す
る商品の容器に投函または貼付する。買受人はこのチケットまたはラベルで購入した商品
かどうかを確認して、商品を受け取るシステムである。 
 
【効果】 
荷渡しが確実にかつ容易に行えるだけでなく、生産者側、漁港（産地市場）と買受人側
を結ぶトレーサビリティの確保にも資する。 
 
 (事例) 
銚子市魚市場第 3卸売市場のキンメの投函入札（図 3.13.1）では、落札者が決まると同
時に、ロット別に船名、生産者名、陸揚げ日（販売日）、落札者名（屋号）、価格（単
価）、入札番号を記載したチケットを印刷出力している。入札結果のアナウンスととも
に、各チケットは入札場に陳列されている容器に投函または貼付される。買受人はこのチ
ケットにより自分が落札した商品を確認して受け取っている。 
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図 3.13.1 入札結果を記載したチケットの印刷出力（銚子市魚市場） 
図 3.13.2 電子せりでのチケットの印刷出力（海外漁港（産地市場）） 
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（参考事例） 
欧州の漁港（産地市場）では、商品の荷渡しのために、商品と落札者を識別する最小の
情報項目（ロット番号、船名、数量、買受人名等）を記載したチケットを用いる場合（図
3.13.2）や販売情報とともに漁獲・陸揚げ情報に関する情報項目を記載したラベルを用い
る場合（図 3.13.3）がある。ラベルに記載されたバーコードを読み取る、あるいはバーコ
ードを入力して web Portalにアクセスすると、詳細な情報を閲覧できる。 
買受人はこの容器に投函・貼付されたチケットあるいはラベルで自分が落札した商品を
確認して受け取っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（システム例）入札・せり結果のタブレット閲覧 
市場職員は、入札事務室の PCよりサーバーから販売情報を引き出し、入札・せり結果
として整理する。こうして整理された入札・せり結果は、場内モニターに表示するととも
に、買受人や市場職員の各自タブレットで閲覧できるシステムである。 
 
【効果】 
買受人や市場職員は、互いにタブレットで入札・せり落とした商品を確認し、市場から
買受人への荷渡しが容易に行える。 
 
 
 
図 3.13.3 電子せりでのラベル印刷（海外漁港（産地市場）） 
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3.14 仕切書・販売通知書等の作成 
 
(1)要件 
  
必要な情報を記載した文書が速やかに作成されているか。 
 
 
(2)現状と課題 
 
（現状）紙媒体からの作成 
最初に、販売原票等手書きの伝票に記載された情報を読み取り、PCに入力して、販売情
報を一旦電子化する。次に、電子データから船主（荷主）、買受人ごとに仕切書・販売通
知書を自動作成している。 
 
（課題）販売情報の電子化と文書番号等の付与 
仕切書・販売通知書等は、買受人や船主（荷主）側の決済に必要であることから、商品
に取引後速やかに作成する必要がある。また、トレーサビリティ対応として川上（船主
（荷主））と川下（買受人）をつなぐ唯一の文書である。しかしながら、手書きの伝票に
記載された情報を電子化する作業に人手と時間を要しており、この作業を削減するシステ
ム求められる。また、文書には文書番号、漁業種類など当事者にとって当たり前の情報や
文書番号、入札・せり番号が未記載の場合が多いことから、トレーサビリティへの対応が
困難である。文書番号等の記載が求められる。 
 
(3)対応 
 仕切書・販売通知書等の作成における要件と課題を踏まえ、例えば次のようなシステム
が考えられる。 
 
（システム例）電子データからの作成（文書番号の付与） 
PCよりサーバー内の販売情報を引き出し、生産者、買受人ごとに仕切書・販売通知書を
作成するシステムである。文書には文書番号が自動付与される。 
 
【効果】 
データが既に電子化されていることから、仕切書・販売通知書を自動作成することがで
きる。また、各伝票の文書番号により、船主（荷主）との間や買受人との間でのトレーサ
ビリティを確保することができる。 
 
（システム例)電子データからの作成（文書番号・ロット番号の付与） 
PCよりサーバー内の販売情報を引き出し、生産者、買受人ごとに仕切書・販売通知書を
自動作成するシステムである。また、識別番号として文書に文書番号を、内訳にロット番
号を付与する。サーバーに記録・保存している販売情報や漁獲情報には文書番号を追加す
る。 
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【効果】 
既に電子化されている情報から仕切書・販売通知書を自動作成することから、迅速かつ
容易に文書を作成できる。また、文書に文書番号とロット番号を記載することで市場の記
録・保存するロットを容易に特定することができ、トレーサビリティに対応している。 
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3.15 仕切書・販売通知書等の発行 
 
(1)要件 
  
必要な情報を記載した文書が速やかに作成されているか。 
 
 
(2)現状と課題 
 
（現状）仕切書・販売通知書等の紙媒体発行 
仕切書や販売通知書は、取引日のうち、あるいは翌日の朝までには市場に設置された生
産者や買受人との連絡用ボックスに投函されている（遠方の生産者であれば郵送）。 
 
（課題）紙媒体から電子媒体 
買受人らは、伝票を入手するためは、市場まで出向かなければならない。また入手した
文書から必要なデータを読み取り処理するには、一旦 PC等へ入力する必要がある。この
ため、紙媒体から電子媒体の発行が求められる。 
 
(3)対応 
 仕切書・販売通知書等の発行における要件と課題を踏まえ、例えば次のようなシステム
が考えられる。 
 
（システム例)仕切書・販売通知書等の電子発行 
船主（荷主）や買受人のニーズや利用環境に対応し、多様な方法による文書の発行およ
び関連するデータの送付を行うシステムである。 
① 仕切書・販売通知書等を生産者や買受人のボックスへ投函 
② 仕切書・販売通知書等の電子媒体（pdf）や買付けデータおよび水揚げ明細データ
（Excelファイル）を電子メールで配信（市場に事前登録） 
③ 仕切書・販売通知書等の電子媒体（pdf）や買付けデータおよび水揚げ明細データ
（Excelファイル）を webサイトにアクセスしてダウンロード（市場に事前登録（ID、
パスワード））する。 
 
（事例） 
石巻市魚市場では、仕切書・販売通知書等を生産者や買受人のボックスへ投函（上記
①）するとともに、事前に登録している船主（荷主）や買受人は、魚市場 webサイトに
ID、パスワードを入力することで文書や関係データをダウンロードし入手（図 3.15.1）で
きる。 
 
【効果】 
買受人らは、容易に伝票を入手することができるとともに、これら伝票や伝票に記載さ
れた内容を記録・保存および他のデータとの連結や加工が容易になる。トレーサビリティ
対応も確実なものとなる。 
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図 3.15.1 仕切書・販売通知書等の電子発行（石巻市魚市場） 
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4. 情報管理システム 
 
 漁港（産地市場）には、毎日の市場取引を通じて売買取引の結果を中心とする販売情報
や限られた情報項目ではあるが漁獲情報も記録・保存されている。こうした情報には、法
律や条例等に基づき報告しているものや、漁業団体、地方公共団体等からの要請に基づき
提供しているものがある。この他、漁港（産地市場）の業務の運営を行っている卸売業者
が、自ら積極的に公表している情報もある。 
法令等に基づく報告はもちろんであるが、漁業者や産地の所得を向上させるとともに、
消費者ニーズに的確に応えていくためには、漁港（産地市場）として、市場の情報を積極
的に提供あるいは公表していくことは重要であり、情報を適切に管理し、容易に利用可能
な形で報告、提供および公表できるシステムが求められる。 
 情報の報告、提供や公表のツールとして、インターネットの利用が増える傾向にある。
例えば、改正卸売市場法の省令では、「公表は、インターネットの利用その他の適切な方
法により行わなければならない。」などインターネットの利用が明示されている。インタ
ーネット、ブロードバンド、スマートフォンが普及している現状を踏まえれば、高度衛生
管理型漁港・市場においては、情報の電子ともに、webサイトの開設やインターネットを
利用した報告、提供や公表は不可欠となっている。 
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（参考） 卸売市場法及び食品流通構造改善促進法の一部を改正する法律 
（平成30年6月22日公布） 
 
1. 改正の趣旨 
 
食品流通の中で卸売市場が果たしてきた集荷・分荷、価格形成、代金決済等の調整 
機能は重要であり、今後も食品流通の核として堅持していく。農林漁業者の所得を向上さ
せるとともに、消費者ニーズに的確に応えていくためには、卸売市場を含めて、新たな需
要の開拓や付加価値の向上につながる食品流通構造を確立していくことが重要である。こ
のような観点から、卸売市場を含めた食品流通の合理化と生鮮食料品等の公正な取引環境
の確保を促進することにより、生産者の所得の向上と消費者ニーズへの的確な対応を図る
ため、卸売市場法および食品流通構造改善促進法の一部を改正する法律が平成30年6月22
日に公布された。また、食品流通構造改善促進法は「食品等の流通の合理化及び取引の適
正化に関する法律」に名称が変更された。同法は平成32年6月21日から施行する。 
 
食品流通においては、昭和46年に卸売市場法が制定された当時と比較して、加工食品や
外食の需要が拡大するとともに、通信販売、産地直売等の流通の多様化が進んでいる。こ
うした状況の変化に対応して、生産者の所得の向上と消費者ニーズへの的確な対応を図る
ためには、卸売市場について、取引の実態に応じて創意工夫を生かした取組を促進すると
ともに、食品流通全体については、物流コストの削減や情報通信技術の導入、品質・衛生
管理の強化などの流通の合理化と、その取引の適正化を図ることが必要となっている。こ
のため、公正な取引環境の確保と、卸売市場を含む食品流通の合理化とを一体的に促進す
る観点から、卸売市場法と食品流通構造改善促進法が改正されることになった。 
卸売市場法の改正においては、目的規定を改正し、卸売市場が食品等の流通において生
鮮食料品等の公正な取引の場として重要な役割を果たしていることと、そのことに鑑み、
卸売市場の認定に関する措置等を講ずることを明記している。農林水産大臣は、卸売市場
の業務の運営、施設等に関する基本的な事項を明らかにするため、卸売市場に関する基本
方針を定めることとしている。今回の卸売市場法の改正をもとに、今後は、取引ルールの
設定できる制度を活用して新たなビジネスモデルが期待されているわけである。 
 
2. 地方卸売市場について法律・政令・省令の比較 
 
卸売市場法 
（目的） 
第一条 この法律は、卸売市場の整備を計画的に促進するための措置、卸売市場の開設及
び卸売市場における卸売その他の取引に関する規制等について定めて、卸売市場の整備を
促進し、及びその適正かつ健全な運営を確保することにより、生鮮食料品等の取引の適正
化とその生産及び流通の円滑化を図り、もつて国民生活の安定に資することを目的とす
る。 
 
改正卸売市場法 
（目的） 
第一条 この法律は、卸売市場が食品等の流通（食品等の流通の合理化及び取引の適正化
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に関する法律（平成三年法律第五十九号）第二条第二項に規定する食品等の流通をい
う。）において生鮮食料品等の公正な取引の場として重要な役割を果たしていることに鑑
み、卸売市場に関し、農林水産大臣が策定する基本方針について定めるとともに、農林水
産大臣及び都道府県知事によるその認定に関する措置その他の措置を講じ、その適正かつ
健全な運営を確保することにより、生鮮食料品等の取引の適正化とその生産及び流通の円
滑化を図り、もって国民生活の安定に資することを目的とする。 
 
卸売市場法 
（卸売市場整備基本方針） 
第四条 農林水産大臣は、政令で定めるところにより、卸売市場の整備を図るための基本
方針（以下「卸売市場整備基本方針」という。）を定めなければならない。 
２ 卸売市場整備基本方針においては、次の各号に掲げる事項を定めるものとする。 
一 生鮮食料品等の需要及び供給に関する長期見通しに即した卸売市場の適正な配置の目
標 
二 近代的な卸売市場の立地並びに施設の種類、規模、配置及び構造に関する基本的指標 
三 卸売市場における取引及び物品の積卸し、荷さばき、保管等の合理化並びに物品の品
質管理の高度化に関する基本的な事項 
 
改正卸売市場法 
第二章 卸売市場に関する基本方針 
第三条 農林水産大臣は、卸売市場に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定
めるものとする。 
２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一 卸売市場の業務の運営に関する基本的な事項 
二 卸売市場の施設に関する基本的な事項 
三 その他卸売市場に関する重要事項 
 
卸売市場法 
第四章 地方卸売市場 
第二節 業務についての規制及び監督 
（売買取引の原則） 
第六十一条 地方卸売市場における売買取引は、公正かつ効率的でなければならない。 
（差別的取扱いの禁止） 
第六十一条の二 開設者又は第五十八条第一項の許可を受けた者（以下この章において
「卸売業者」という。）は、地方卸売市場における業務の運営に関し、出荷者、買受人そ
の他地方卸売市場の利用者に対して、不当に差別的な取扱いをしてはならない。 
（売買取引の方法） 
第六十二条 卸売業者は、地方卸売市場において行う卸売については、都道府県の条例で
定めるところにより開設者が業務規程をもつて定めるところに従い、せり売若しくは入札
の方法又は相対取引によらなければならない。 
（卸売予定数量等の公表） 
第六十三条 開設者は、都道府県の条例で定めるところにより、地方卸売市場において取
り扱う生鮮食料品等について、毎日の卸売予定数量並びに卸売業者の卸売の数量及び価格
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を公表しなければならない。 
 
 
改正卸売市場法 
第四章 地方卸売市場 
三 業務規程に定められている前項第一号に掲げる事項が、次に掲げる事項を内容とする
ものであること。 
ロ 開設者は、当該卸売市場において取り扱う生鮮食料品等について、農林水産省令で定
めるところにより、卸売の数量及び価格その他の農林水産省令で定める事項を公表するこ
と。 
四 業務規程に前項第一号に掲げる事項として次に掲げる方法が定められているととも
に、当該方法が定めるところにより公表されていること。 
イ 卸売業者の生鮮食料品等の品目ごとのせり又は入札の方法、相対による取引の方法そ
の他の売買取引の方法 
ロ 取引参加者が売買取引を行う場合における支払期日、支払方法その他の決済の方法 
 
〔省令〕 
（開設者による売買取引の結果等の公表） 
第十八条 法第十三条第五項第三号ロの規定による公表は、当該卸売市場の取扱品目に属
する生鮮食料品等に関する次に掲げる事項について、それぞれ開設者が定める時までに、
インターネットの利用その他の適切な方法により行わなければならない。 
一 その日の主要な品目の卸売予定数量 
二 その日の主要な品目の卸売の数量及び価格 
（開設者による売買取引の方法及び決済の方法の公表） 
第十九条 法第十三条第五項第四号の規定による公表は、インターネットの利用その他の
適切な方法により行わなければならない。 
 
改正卸売市場法 
五 業務規程に定められている遵守事項が、次の表の上欄に掲げる事項に関し、同表の下
欄に掲げる事項を内容とするものであること。 
一 売買取引の取引参加者は、公正かつ効率原則的に売買取引を行うこと。 
二 差別的取扱卸売業者は、出荷者又は仲卸の禁止業者その他の買受人に対して、不当に
差別的な取扱いをしないこと。 
三 売買取引の卸売業者は、前号イに掲げる方法として業務規程に定められた方法によ
り、卸売をすること。 
四 売買取引条件の公表 
卸売業者は、農林水産省令で定めるところにより、その取扱品目その他売買取引の条件規
定（売買取引に係る金銭の収受に関する条件を含む。）を公表すること。 
 
〔省令〕 
（卸売業者による売買取引の条件の公表） 
第二十条 法第十三条第五項第五号の表の四の項の規定による公表は、次に掲げる事項に
ついて、インターネットの利用その他の適切な方法により行わなければならない。 
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一 営業日及び営業時間 
二 取扱品目 
三 生鮮食料品等の引渡しの方法 
四 委託手数料その他の生鮮食料品等の卸売に関し出荷者又は買受人が負担する費用の種
類、内容及びその額 
五 生鮮食料品等の卸売に係る販売代金の支払期日及び支払方法（法第十三条第五項第四
号ロに掲げる方法として業務規程に定められた決済の方法に則したものに限る。） 
 
改正卸売市場法 
六 売買取引結果等の公表 
卸売業者は、農林水産省令で定めるところにより、卸売の数量及び価格その他の売買取引
の結果（売買取引に係る金銭の収受の状況を含む。）その他の公正な生鮮食料品等の取引
の指標となるべき事項として農林水産省令で定めるものを定期的に公表すること。 
 
〔省令〕 
（卸売業者による売買取引の結果等の公表） 
第二十二条 法第十三条第五項第五号の表の六の項の規定による公表は、当該卸売業者の
取扱品目に属する生鮮食料品等に関する次に掲げる事項について、それぞれ開設者が定め
る時までに、インターネットの利用その他の適切な方法により行わなければならない。 
一 その日の主要な品目の卸売予定数量 
二 その日の主要な品目の卸売の数量及び価格 
三 その月の前月の委託手数料の種類ごとの受領額及び奨励金等がある場合にあってはそ
の月の前月の奨励金等の種類ごとの交付額 
 
3. 市場取引結果等の扱い 
 
卸売市場法では、「開設者は、地方卸売市場において取り扱う生鮮食料品等につい
て、毎日の卸売予定数量並びに卸売業者の卸売の数量及び価格を公表しなければならな
い。」とされている。一方、改正卸売市場法では、「開設者および卸売業者による売買取
引の結果等（その日の主要な品目の卸売予定数量、卸売の数量及び価格）の公表がインタ
ーネットの利用その他の適切な方法により行わなければならない。」となった。市況等の
取引情報の公表すべき者が開設者から卸売業者へ変更になったことと、公表の方法が具体
的にインターネットの利用が明示されたことになる。 
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4.1 市場取引結果および水揚げ統計情報等 
 
(1)要件 
  
市場取引結果および水揚げ統計情報等が目的に応じて利用しやすい形で公表されている
か。 
 
 
(2)現状と課題 
 
（現状）漁港（産地市場）からは水揚げ統計が必ずしも公表されていない 
 
① 市況日報および水揚げデータ 
漁港（産地市場）では、その日の市場取引が終了し、市場データ（販売情報）を確定・更
新した後、主要な品目の数量および価格（安値、高値、平均）、いわゆる市況日報やすべて
の漁業種類、魚種を含む水揚げデータを、開設者である地方公共団体や都道府県（あるいは
または県水産研究機関）へ報告されている。また、TAC制度の対象魚種については、都道府
県または漁業団体に対して毎日水揚げ情報を報告している。 
 
② 水揚げ統計情報 
記録・保存されたデータを魚種（品目）別、漁業種類別、月別、あるいは年別の統計分析
した結果は、開設者である地方公共団体や都道府県（または県水産研究機関）へ報告されて
いる。 
 
市況日報、水揚げデータや水揚げ統計情報、TAC魚種の水揚げ情報については、電子媒体
（PDF、Excelファイルの電子メール）または紙媒体（FAX）で報告している。 
 
③ 情報の公表 
報告された情報は、国および国の委託を受けた団体、開設者である地方公共団体、都道
府県（または県水産研究機関）、漁港（産地市場）（正確には卸売業者）が webサイトを
通じて公表している。 
 
ａ．水産庁と一般社団法人漁業情報サービスセンターの webサイトで公表 
〇本日の水揚げ情報（水産庁水産物流通調査委託事業）（主要 25漁港） 
〇産地水産物流通調査（水産庁水産物流通調査委託事業）毎月更新 
・品目別・漁港別水揚げ量・価格（208漁港前後） 
（PDF、Excelファイル ダウンロード） 
    ・漁港別主要品目別用途別出荷量（主要 32漁港） 
（PDF、Excelファイル ダウンロード） 
   以上は農林水産省 webサイトでも公表（Excelファイル ダウンロード） 
〇水産物市場 毎月更新（PDF ダウンロード） 
〇水産物市場年報 毎年更新 
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ｂ．水産庁が毎年、都道府県や市町村の協力の下に実施している漁港港勢調査 
水産庁の webサイトに「漁港港勢の概要」を公表し、港別の情報については、CD- 
ROM化。 
 
ｃ．岩手県水産情報配信システム webサイト「いわて大漁ナビ」 
岩手県内の産地卸売市場の水揚げ日報、水揚げデータの検索が可能 
 
国や全国的な団体、都道府県の webサイトにおいて市況日報や水揚げ統計情報等の公表
があるものの、漁港(産地市場）では、webサイト自体が開設されていないか、あるいは開
設されていても、漁港（産地市場）の webサイトには掲載されていない場合が多く見受け
られる。 
 
（課題）各漁港（産地市場）が水揚げ統計情報を含む重要な情報を自ら提供すること 
漁港（産地市場）の情報を自ら提供しないことには、市場取引を通じた水産物の生産や
流通における当該漁港（産地市場）の役割や機能が国民に理解されることは難しい。この
ため、各漁港（産地市場）が水揚げ統計情報を含む重要な情報を自ら一元的に提供するシ
ステムが求められる。 
 
 (3)対応 
 市場取引結果および水揚げ統計情報における要件と課題を踏まえ、例えば次のようなシ
ステムが考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.1.1 webサイトによる情報の公表（大船渡市魚市場） 
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（システム例）webサイト掲載とインターネット利用 
市況日報や水揚げデータなどのその日の市場取引結果や月別、年別、魚種別、漁業種類
別等に集計した水揚げ統計情報等を関係機関にインターネット（電子メール）で報告する
とともに、当該漁港（産地市場）の webサイトに掲載し、これら情報が目的に応じた利用
に対応する、PDF、Excel、CSV形式のダウンロードが可能なシステムである。大船渡市魚
市場の事例を図 4.1.1に示す。 
 
【効果】 
漁港（産地市場）の webサイトにアクセスすることで、当該漁港（産地市場）の市場取
引に関する情報を容易に入手でき、多様な目的に利用することが可能となる。 
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4.2 品質・衛生管理情報 
 
(1)要件 
  
品質・衛生管理情報が広く消費者や買受人等へ正しく伝わっているか。 
 
 
(2)現状と課題 
 
（現状）漁港（産地市場）での品質・衛生管理の取組が伝わらない 
流通拠点漁港においては、「漁港における衛生管理基準」（2008年 6月 12日水産庁通
知）に基づいて高度衛生管理型漁港・市場の整備や管理運営が行われている。しかしなが
ら、品質・衛生管理の取組について webサイトを通じて公表している漁港（産地市場）
は、優良衛生品質管理市場・漁港の認定（一般社団法人 海洋水産システム協会が調査・
指導、一般社団法人 大日本水産会が認定）を受けた漁港（産地市場）など、ごく一部に
限られている。 
 
（課題）品質・衛生管理の取組を広く消費者や買受人等に正しく伝えること 
流通拠点漁港（産地市場）であっても高度衛生管理型漁港・市場の整備や管理運営が行
われている場合には、その品質・衛生管理情報を広く消費者や買受人等へ正しく伝えるシ
ステムが求められる。 
 
 (3)対応 
 品質・衛生管理情報における要件と課題を踏まえ、例えば次のようなシステムが考えら
れる。 
 
（システム例）品質・衛生管理情報の webサイト掲載 
市場職員は、漁港（産地市場）における品質・衛生管理のための施設・設備の整備や管
理運営の取組を漁港（産地市場）の webサイトに掲載し、品質・衛生管理が適切に行われ
ていることを消費者や買受人等に伝えるシステムである。 
 
【効果】 
Webサイトを利用することで、漁港（産地市場）において品質・衛生管理が適切に行わ
れていることが容易かつ広く消費者や買受人に伝わることで、当該産地のイメージアップ
や水産物の付加価値向上に資するとともに、持続可能な国産水産物の販路拡大や消費拡大
において漁港（産地市場）も貢献できるものと考えられる。 
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4.3 トレーサビリティ情報 
 
(1)要件 
  
食品安全と輸出のためのトレーサビリティ情報を欠落なく管理し、迅速に提供できてい
るか。 
 
 
(2)現状と課題 
 
（現状）欠落した情報（紙媒体または電子媒体）の管理 
ⅰ．漁港(産地市場）は、市場取引業務を行う過程で、漁獲や販売に関わる情報の構築と
記録・保存を行っている。これら情報に基づき、取引先ごとに文書（仕切書や販売通知
書）を作成し、発行している。漁獲情報の情報項目は比較的限られているものの、生産
者が管理すべき情報も含めて漁港(産地市場）が記録・保存している。 
ⅱ．漁業生産者は、操業日誌の記録や仕切書により、漁獲・陸揚げデータを保存してい
る。買受人は、販売通知書により、購入データを保存している。 
ⅳ．しかしながら、商品について船主（荷主）、産地市場、買受人をつなぐ文書番号（仕
切書番号、販売通知書番号）や、関係者にとって当たり前のデータ（漁業種類、漁獲水
域や入札・せり番号など）が記載されていない場合がある。 
ⅴ．輸出に関して漁港（産地市場）は、輸出業者の要請に応じて、輸出のための書類の作
成に係るデータについて、紙媒体や電子媒体で記録・保存されているものについては提
供しているが、当該商品のロットの特定や必要なデータを抽出する作業に時間を要して
いる。また欠落しているデータについては、船主（荷主）等に聞き取る必要が生じるな
ど作業を伴う。 
 
（課題）データに欠落がないこと 
食品安全や輸出書類の作成のためのトレーサビリティ情報としては、欠落するデータが
なく、かつ当該商品のロットを特定し、必要なデータを速やかに提供できるシステムが求
められる。 
 
 (3)対応 
 トレーサビリティ情報における要件と課題を踏まえ、例えば次のようなシステムが考え
られる。 
 
（システム例）漁獲情報・販売情報の電子化 
市場取引業務を通じて、販売情報とともに漁獲情報も取得し、これを電子化して管理す
るとともに、買受人や輸出業者の要請に応じて当該商品に関する販売データや漁獲・陸揚
げデータについて、電子媒体（PDF、Excel、CSV形式のファイル）で提供（電子メール）
するシステムである。産地市場が発行する文書には文書番号と（産地市場の）ロット番号
を付与し、産地市場のロットには文書番号を追加しておく。 
 
輸出拡大のための手続きを円滑にするため、輸出関係者らによる広域的な枠組みを創設
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し、漁獲・陸揚げ情報の記録・保存と提供を行うシステムの実証や提案についての検討が
行われている。こうした枠組みは、各流通拠点漁港の衛生管理型への整備や電子化・ネッ
トワーク化が進展する中で、重要な役割や機能を期待される。輸出に特化したものではあ
るが、枠組みが運用した場合であっても、各漁港（産地市場）での電子化・ネットワーク
化と漁獲情報、販売情報の記録・保存が不可欠である。 
 
以上、トレーサビリティへの対応の概要図を図4.3.1に示す。 
 
【効果】 
産地市場が漁獲情報と販売情報を電子媒体で記録・保存することで、産地市場で取り扱
った食品の安全の問題が生じた場合や輸出のための書類の作成に係るデータが必要となっ
た場合に、容易に迅速に当該商品の（産地市場の）ロットを特定することができ、必要な
販売データや漁獲・陸揚げデータを提供ができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.3.1 トレーサビリティへの対応 
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4.4 水産エコラベル情報 
 
(1)要件 
  
水産エコラベルに関する情報が的確に把握され、広く提供されているか。 
 
 
(2)現状と課題 
 
（現状) 認証取得の動きとスキームオーナーによる公表 
 各種水産エコラベル（生産段階と流通加工段階）の認証の取得が進んでいる。認証取得
の状況については、スキームオーナー（MSC、ASC,MEL）がその webサイトで公表している
が、認証を取得した生産業者（団体）、流通加工業者（団体）が独自の webサイトで紹介
している場合は限られている。当該認証水産物が通過する漁港（産地市場）で、水産エコ
ラベル認証の水産物を扱っていることを紹介している漁港（産地市場）は見らない。 
 
（課題）漁港（産地市場）としても情報提供をすること 
漁港（産地市場）が生産段階と流通加工段階を結ぶ重要な位置にあり、水産物の取引
上、物流上かつ生産履歴情報上、重要な役割を有している。そこで、産地市場が水産エコ
ラベル認証の取得されている水産物を取り扱っている場合には、こうした情報を買受人や
消費へ提供するシステムが求められる。 
 
(3)対応 
 水産エコラベル情報における要件と課題を踏まえ、例えば次のようなシステムが考えら
れる。 
 
（システム例）水産エコラベル情報の webサイト掲載 
産地市場が水産エコラベル認証の取得されている水産物を取り扱っている場合には、漁
港（産地市場）の webサイトを通じて、取得状況の紹介や認証書を掲載（印刷または PDF
のダウンロード可能）するなど水産エコラベルに関する情報を提供するシステムである。 
 
【効果】 
産地のイメージアップや水産物の付加価値向上に資するとともに、持続可能な国産水産
物の販路拡大や消費拡大において漁港（産地市場）も貢献できるものと考えられる。 
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5．衛生管理および施設・設備管理システム 
 
流通拠点漁港においては、高度衛生管理型漁港・市場の整備が進められているが、整備
や管理運営は、「漁港における衛生管理基準」（2008年 6月 12日水産庁通知）（以下、通知
という）に基づいて行われている。本通知は、国際競争力の強化と力強い産地づくりの推
進を目的に「水環境」、「水産物の品質管理」および「作業環境」の 3つの視点から定めら
れた基準であり、段階的にレベル 1から 3へと衛生管理のレベルアップを図るものであ
る。 
衛生管理の取組とともに、新たな施設の整備や設備の設置、これら施設・設備の管理運
営、市場関係者や進入車両の清潔保持など衛生管理の確認とその記録の維持管理、要請に
応じた情報提供の体制が必要である。このため、衛生管理や施設・設備を効率的に実施で
きるとともに、確認した結果を記録・保存し、かつ要請に応じて容易に提供できるシステ
ムが求められる。 
 
5.1 品質・衛生管理 
 
(1)要件 
  
確実な衛生管理の確認と記録・保存、提供の体制ができているか。市場職員の省力化が
図られているか。 
 
 
(2)現状と課題 
 
（現状)管理項目記録帳への記載と保管 
水産庁通知に基づく衛生管理基準の評価項目の中で、「3.作業環境 3.1陸揚げ・荷捌
きに関する項目 ④車両の進入対策」および「3.3関係者の清潔保持に関する項目 ①人
の管理」については、市場側で常に監視するには相当の人員配置を要することから、漁港
利用者に対する講習会等通じて指導しているが、最終的には各車両、各自の責任にゆだね
られている。 
市場では、衛生管理（項目）の確認のため専門の担当職員を配置している場合がある。
担当職員は、品質・衛生管理マニュアルに基づき、管理項目ごとに状況を確認しその結果
を記録簿に記載し、これを責任者が最終的に確認したうえで、記録簿を紙媒体で保管して
いる。 
 
（課題）効率的な衛生管理の確認ができること 
市場職員を特別に配置することなく、また時間をあまりかけずに、確実にかつ容易に衛
生管理（項目）の確認と記録・保存、提供など管理が行えるシステムが求められる。 
 
(3)対応 
 品質・衛生管理における要件と課題を踏まえ、例えば次のようなシステムが考えられ
る。 
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（システム例)車両入退場の自動管理 
事前に登録された車両かどうかをゲートで自動認証するとともに、洗車設備やゲート作
動とも連動することで、陸揚げ・荷捌き場へ進入する車両の衛生管理と安全管理を自動的
に行うシステムである。車両の自動認証には、IDカードによる接触方式と車両ナンバーの
自動読取による非接触方式がある。 
 
（事例） 
石巻市魚市場では、非接触式の通行カードを利用した車両入退場設備が導入されてい
る。許可された車両だけが入場できるようにするため、岸壁の出入り口には車両入退場シ
ステム（図 5.1.1）が設けられている。岸壁への車両入退場時は、車両ゲートにて車のナ
ンバーを読み取り、登録車でない場合には、入場できないか、もしくは魚市場事務室の職
員がライブカメラで確認し、問題がなければ登録させてから入場させている。また、入場
ゲートにはゲート通過後に洗車場があり、ゲートに連動して水が噴射され、タイヤ洗浄を
行う。タイヤ洗浄の実施状況の映像は記録している。 
 
【効果】 
市場職員の配置を行うことなく、市場関係者（市場職員、買受人、流通運送業者等）の
場内入退場等における衛生管理の遵守を徹底させるとともに、その状況を記録できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（システム例）人入場の自動管理 
事前に登録された人かどうかを自動認証するとともに、手洗い・手消毒・長靴履替・長
靴洗浄と場内への入口ドアの開閉と連動させることで、場内の衛生管理と安全管理を自動
図 5.1.1 車両人退場の自動管理（石巻市魚市場） 
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的に行うシステムである。人の自動認証には、IDカードを使用した接触方式と IDカード
（RFID）の自動読取による非接触方式がある。 
 
（事例） 
石巻市魚市場では、場内への入場時は、入退管理室にて手洗い・手消毒・長靴洗浄を徹
底し、ID認証により許可された人以外は入場できないよう管理（図 5.1.2）されている。
さらに、高度衛生管理基準レベル 3の要求「記録の維持管理」に対応するため、手洗い、
長靴洗浄の実施を映像で記録している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【効果】 
「（システム例)人入場の自動管理」と同様。 
 
（システム例)カメラの配置と映像の集中監視・記録 
市場内外にカメラを配置し、陸揚げ・荷捌き・市場取引における品質・衛生管理の状況
を事務室の PCモニターからリアルタイムで集中監視・記録する。 
 
（事例） 
南三陸町地方卸売市場では、場内外にカメラが 9台設置され、リアルタイムで映像を取
得し、映像データは事務室のサーバーへ送信、サーバーに 2週間の期間、自動記録・更新
を行っている。事務室内に設置された PCによりカメラ映像をリアルタイムで見ることや
図 5.1.2 人入場の自動管理（石巻市魚市場） 
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過去 2週間以内の映像を見る（図 5.1.3）ことができる。部外者・不審者の侵入、許可車
両以外の入場確認等に利用されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（システム例)衛生管理情報の電子化 
品質・衛生管理マニュアルに基づき、各担当職員が管理項目ごとに各現場において状況
を確認し、その場で結果をタブレットより入力し、サーバーに記録（図 5.1.4）するシス
テムである。記録された情報は、責任者がタブレットまたは事務室内の PCよりサーバー
から引き出して、最終的に確認したうえで記録・保存される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.1.3 カメラ映像の集中監視・記録（南三陸町魚市場） 
図 5.1.4 衛生管理情報の電子化 
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【効果】 
これまで特定の職員は行っていた衛生管理の確認が、タブレットがあれば、いつでもサ
ーバーへ確認結果を記録、あるいは引き出すことができることから、市場職員で分担して
各自業務の合間に確認作業を行うことが可能となる。また、電子化されていることから、
要請に応じて必要な情報を容易に提供することができる。 
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5.2 施設・設備の使用料等管理 
 
(1)要件 
  
施設・設備の使用料が適切に記録、請求が行われているか。市場職員の省力化が図られ
ているか。 
 
 
 (2)現状と課題 
 
（現状) 紙媒体または電子媒体での記録・保存 
担当職員が、衛生管理に伴い整備した施設・設備（図 5.2.1）の使用量・料金や賃貸料
を伝票や記録帳に記載し、紙媒体で保管、あるいは伝票や記録帳へ記載した内容を PC入
力し電子媒体で保存している。紙媒体あるいは電子媒体で記録されたデータに基づき、電
気、水道等公共料金の支払い、利用者への支払い請求を行っている。 
 
（課題）手作業を削減し自動処理ができること 
新たに発生した施設・設備を中心に使用量等の管理のため、市場職員の配置や記録・集
計の作業が増大する。職員を特別に配置することなく、あるいは時間をかけずに各施設・
設備の使用料等を管理できるシステムが求められる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.2.1 新たな施設・設備の使用料等管理（高度衛生管理型漁港・魚市場） 
89 
 
(3)対応 
 施設・設備の使用料等管理における要件と課題を踏まえ、例えば次のようなシステムが
考えられる。 
 
（システム例)清浄海水・氷供給の自動管理 
清浄海水・氷の販売において、利用者を IDカード等で識別し、利用した時間、数量を
自動的にサーバーへ記録するシステムである。市場職員は、PCよりサーバーからデータを
引き出すことで、日別、月別の利用結果一覧や利用者ごとの使用結果を自動集計し、使用
料の請求等へ利用する。 
 
【効果】 
各データは自動的にサーバーへ記録され、所要の集計が自動でできることから、手間や
人手がかからず、記載や入力ミスのリスクが回避できる。また、データが電子化されてい
ることで集計や請求書の発行等が容易である。 
 
（事例） 
南三陸町地方卸売市場では、陸揚げ時の選別や、荷受け、陳列、あるいは搬出の際に流
動海水氷（スラリー氷）が使用されている。スラリー氷を使用する際には、利用名、使用
した時間、使用量は、自動的にサーバーへ送信され、管理事務室の PCモニターより、そ
の状況や使用実績を管理（図 5.2.2）している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（システム例)電動フォークリフトの自動管理 
電動フォークリフトについては、利用者を IDカードで識別し、使用した時間、電気量
を自動的にサーバーへ記録する。市場職員は、PCよりサーバーからデータを引き出すこと
で、日別、月別の利用結果一覧や利用者ごとの使用結果を自動集計し、電気使用料やフォ
ークリフトが賃貸の場合にはその使用料の請求等へ利用する。 
 
図 5.2.2 清浄海水・氷供給（販売）の自動管理（南三陸町魚市場） 
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【効果】 
「（システム例)清浄海水・氷供給の自動管理」と同様。 
 
（事例） 
大船渡市魚市場では、買受人に対して電動フォークリフトを貸与している。これらフォ
ークリフトの保管室を設けており、充電設備も備えている。利用者別（フォークリフト
別）に使用電気量を自動的に計測・管理（図 5.2.3）しており、フォークリフトの使用料
とともに電気料を利用者である買受人に請求する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（システム例)エネルギー供給・消費の最適化と管理 
自然エネルギーまたは夜間電力を充電して利用する場合には、低コスト化のため、自然
エネルギ―発電、蓄電池や商用電力の電力利用の最適化を図るとともに、市場職員はその
状況を PCより監視できるシステムである。 
 
【効果】 
自動的に最適化されることで、手間や人手がかからず、かつ PCより容易にモニタリン
グできる。 
 
 
図 5.2.3 電動フォークリフト使用料・電気料の自動管理（大船渡市魚市場） 
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（事例） 
女川町魚市場では、高度衛生管理型漁港・魚市場に整備してから、照明やファンなど従
来よりも電力がかかる設備が導入されている。このような設備による電力コストを削減す
るため、太陽光発電や、蓄電池を使った安価な夜間電力を使用するなどの対策（図
5.2.4）を講じている。各種電力は、エネルギー供給・消費の統合管理システムを導入
し、低コスト化のための自動的最適化を図っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（システム例)電気・水道等公共料金の一元管理 
電気・水道等公共料金に関するデータを自動的にサーバーへ記録し、管理するシステム
である。PCよりサーバーからデータを引き出すことで、電気・水道等公共料金等を自動集
計し、利用者への請求や電力会社等への支払いに利用できる。 
 
【効果】 
「（システム例)清浄海水・氷供給の自動管理」と同様。 
 
 
 
 
 
 
図 5.2.4 エネルギー供給・消費の統合管理（女川町魚市場） 
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6. 情報項目 
 
(1)現状（先進地区）の販売情報 
 情報項目について、まず先進地区の例を図6.1に示す。市場取引業務においては、デー
タがいくつかに区分される。図に示した事例の場合には、せりと入札に分かれ、入札はさ
らに電子入札のための下付け伝票（販売原票に相当）用と、電子入札が終わり、落札した
買受人名を含んだ入札結果のデータである。また、これとは別の入船予定情報に関するデ
ータについては、一時的に利用されるものであり、販売情報とともに記録・保存すること
はない、いわゆる使い捨てデータとなっている。 
 情報項目の内容を見ると、ほとんどが、一度入力するとデフォルト値となり、以降は入
力する必要がない、あるいは船名、漁船コードのように情報を関連付けて保存していく
と、船名（またはコード）を入力自動的に漁船コードが自動的に付与されるなど、実際に
荷受け、販売のたびに入力する情報は極めて限られている。 
 
 産地市場から発行される伝票の例を図6.2に示す。買受人宛か船主（荷主）宛かに応じ
て、販売情報の中から必要な情報項目のデータを引き出し、これらデータを所定の様式
（この例ではExcelファイル）に自動的に書き込み文書を作成・印刷している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.1 先進地区における販売情報のロット内の情報項目（例） 
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(2)TAC制度に係る情報 
 TAC魚種の漁獲に関する情報は、市場から漁協や漁業団体を通じて、県や国（JAFICで
とりまとめ）へ報告されている。TAC制度の下で市場からの提出されている情報は、販売
情報のうち船名、魚種、水揚げ（陸揚げ）数量、金額といった極限られた情報項目である
が、例えば漁業団体では別途詳細な漁獲（操業）情報（市場職員がその都度船主・荷主か
ら聞き取っている）を市場から提出されており、これに漁業団体が保有する漁船に関する
情報（ほとんどがデフォルト値）を追加して、Excel ファイルにまとめて国（JAFIC）へ
報告している。 
 産地市場は漁獲情報も記録・保存するようになると、この TAC制度における情報提供も
効率的になるものと考えられる。 
 
(3)トレーサビリティに対応した漁獲・陸揚げ情報 
輸出水産物トレーサビリティにおいて、漁獲・陸揚げ段階の事業者が輸出のために記録
すべき情報項目は、表6.1に示すとおりである（「輸出のための水産物トレーサビリティ
導入ガイドライン」より）。トレーサビリティへの対応として、市場取引（または漁獲・
陸揚げ）のたびに当該情報も記録しておくと、食品トレーサイリティにおいても、漁獲段
図 6.2 先進地区における伝票に盛り込まれている情報項目（例） 
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階まで遡ることが可能となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 6.1 漁獲・陸揚げ段階の事業者が輸出のために記録すべき情報項目 
-「輸出のための水産物トレーサビリティ導入ガイドライン」- 
表 6.2 漁港水産物情報化システムの情報項目（販売情報強化方式・漁獲情報連結方式） 
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 そこで、先進地区を例に、市場取引業務を通じて記録・保存されている販売情報の情報
項目と輸出水産物トレーサビリティのために記録しておくことが必要な情報項目を比較
し、現状ではどのような情報項目が不足するのか整理した結果を図6.3に示す。 
 図からは、漁獲情報や市場や漁港名など当たり前の情報が不足していることがわかる。 
 
以上より、漁港水産物情報化システム（販売情報強化方式・漁獲情報連携方式）につい
て必要な情報項目は、表6.2に示すとおりである。先進地区において記録・保存されてい
る「市場取引に関する情報項目」に加えて、「漁獲・陸揚げに関する情報項目」、「市場
等属性に関する情報項目」、「識別のための情報項目」が必要である。これら情報項目は
市場取引のたびに記録しなければならないものと、漁船ごとに一度記録すれば、以降はデ
フォルト値になる情報項目がある。また、市場等属性に関する情報項目のように各ロット
の中に入れておかなくても、市場外に提出する場合に自動的に付与すればいい情報項目も
ある。いずれにしても、市場取引のたびに記録しなければならない情報項目は、漁獲日ま
たは期間、漁獲水域など限られている。 
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7. システムの導入について 
 
情報システムについては、そのオープン化、ウェブ化によりその信頼性・セキュリテ
ィ・効率性・リスクマネージメントの向上の必要性が増大している。また、情報システム
の構築だけでなく、保守・運用まで含めたライフサイクルのマネージメントが必要とされ
ている。これらの課題の解決には、個々の情報システム取引における委託者（ベンダ）と
受注者（ユーザ）が一体となった取組が必要である。特に、役割分担・責任分担について
は契約・文書等で明確に合意することが重要である。具体的には、契約・文書等を活用し
てユーザ・ベンダ間の取引の可視化を推進することで、情報システムの信頼性・セキュリ
ティ・効率性・リスクマネージメントを向上させるというものである。 
 
 経済産業省商務情報政策局では、「情報システムの信頼性向上のための取引慣行・契約
に関する研究会～情報システム・モデル取引・契約書～（受託開発（一部企画を含む）、
保守運用）＜第一版＞」を示している。漁港水産物情報システムの導入の流れについて
は、これを参考に説明することとする。 
 
（システム導入の手順） 
  7.1 現状の把握と課題の特定 
7.2 システム化の方向とシステム化計画 
7.3 要件定義 
7.4 システム設計 
7.5 環境構築～プログラミング～テスト 
7.6 運用 
7.7 維持管理・更新～保守 
7.8 システムの評価 
 
 
 
---------------------「情報システム・モデル取引・契約書」----------------------- 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-------------------------------------------------------------------------------- 
信頼性向上・取引可視化のための「モデル取引・契約書」の全体像 
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7.1 現状の把握と課題の特定 
 
漁港（産地市場）の電子化・ネットワーク化にあたって、当該漁港（産地市場）におけ
る業務を把握し、これを可視化することによってその課題を抽出する。また、一部業務で
導入しているシステムあればその効果についても把握するとともに、他地区の事例なども
参考とするのがよい。 
 
漁港（産地市場）の関係者を把握する。関係者としては、市場職員の他、買受人、生産
者（船主・荷主）、問屋、運送（輸送）業者、製氷会社他資機材関係会社、地方自治体
（漁港の管理者、市場の整備事業者・所有者）、研究機関・団体（水揚げ統計、市況、
TAC管理など）などである。 
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7.2 システム化の方向とシステム化計画 
 
(1)システム化の方向 
前項において抽出された課題を解決するためのシステム化の方向を定め、基本システム
やサブシステムについて、その効果や予算、受入体制などを勘案し、全体および年度ごとの
導入スケジュールを作成する。併せて、必要となる機能、監視、バックアップ、非機能（デ
ータ量、通信速度、ユーザ数稼動率、保守体制等）の各要件について整理し、システムの要
件を定義する。また契約形態についても検討 1)を行う。 
 
(2)システム化計画書 
作成・整理した内容を仕様書としてまとめ、業者に提案依頼および見積依頼（機器見積（簡
易構成図）、作業見積、プロジェクト管理見積、保守見積）を実施し、システム会社を決め
る。システム導入・構築の契約に当たっては、契約における重要事項および委託者と受託者
の間での役割分担・責任関係の明確化を行う。 
契約後、受託者はシステム化計画書（作業方針、作業内容・作業方法、スケジュール、作
業体制および管理、事業管理手法、品質管理手法、リスク管理手法）を作成し提出する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1) 経済産業省『情報システム・モデル取引・契約書（第一版）』、『情報システム・モデル取引・契約書 （追補版）』
を参照のこと。http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/keiyaku/model_keiyakusyo_gaiyou.pdf 
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7.3 要件定義 
 
 要件定義について、委託者と受託者は、機能要件、関係者の役割と権限、監視要件、バッ
クアップ要件、非機能要件（規模性能要件・信頼性要件・拡張性要件・事業継続性要件）に
ついて、その内容を確認・整理する。 
要件定義成果物の詳細は契約項目に従うが、例として以下のようなものが挙げられる 2)。 
 
（要件定義成果物の例） 
・ビジネスプロセス関連図 
・業務機能構成表 
・ビジネスプロセスフロー（業務フロー／システム化業務フロー） 
・画面／帳票レイアウト 
・業務処理定義書 
 
・概念データモデル（実体関連図（ER（Entity-relationship Diagram）図）※） 
※具体的なシステムのデータモデルを図で表現した実体関連図 
・エンティティ定義書／データ項目定義書 
 ※システム上でデータとして取り扱うことができるよう抽象的にモデル化された、
現実世界の対象物や概念のことをエンティティという。 
・CRUD 図 
 ※各データに対する、登録・変更・削除・参照機能の有無を表現した表が CRUD
図という。 
 
・総合テスト計画書 
・システム移行計画書 
・運用・操作要件書 
・非機能要件書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2) （独）情報処理推進機構「ユーザのための要件定義ガイド」、SECBOOKS「高信頼化ソフトウェアのための開発手
法ガイドブック」（独）情報処理推進機構「非機能要求グレード」を参照のこと。 
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7.4 システム設計 
 
システムの設計は、以下の手順により実施する。なお、要件定義～システム設計～プログ
ラミング～テスト～導入においては、例えば、ウォーターフォールモデル 3)による開発を参
考とすることができる。 
 
(1)基本設計 
要件定義に基づき、システム運用のために必要な技術的課題を検討し、実現可能な方策を
業務の効率化・効果を考慮し、決定する。基本設計での成果物として、基本設計書とテスト
計画書を作成する。 
  
基本設計書には、信頼性や可用性などの非機能要件を含めて、サービスレベル定義の分析
方法と、効果目標や要求事項達成、安定した運用、異常時の業務継続への適応を確保できる
ようなサービスレベル基準、サービスレベル管理の方法を定め、記載する。また、次のシス
テム構成図についても基本設計書に記載する。 
 
（システム構成図） 
ａ．システム構成にあたっては以下の視点での検討を行い、その結果を明記する。 
・構築のしやすさ（費用面） 
・冗長性（故障、バックアップ等） 
・入出力機器（ディスプレイ、キーボード等の共用可能性 
・フェールセーフ（停電時の UPS等）・ 
・省スペース、省電力性 
・保守のしやすさ 
・リスク対策（脅威、災害） 
 
ｂ．ハードウェアの選定にあたっては、次の視点から検討を行い、その結果を明記する。 
・保守期間、保守体制（費用）について 
・同メーカ・同等スペックの中での最新機種であるか（そうでない場合その理由） 
・導入実績有無 
・既存資産についての把握、転用または共用の可能性 
・既存システム環境への影響 
 
ｃ．ソフトウェア選定にあたっては、次の視点から検討を行い、その結果を明記する。 
 
・保守期間、保守体制（費用）について 
・ライセンス形態と必要ライセンス数 
・同一ソフトの中での最新バージョンであるか（そうでない場合その理由） 
・導入実績有無 
 
 
(2)詳細設計 
基本設計に基づき詳細設計を実施する。詳細設計の成果物として、詳細設計書を作成する。
3) システム開発の手順を模式化したモデルの一つで、設計やプログラミングといった各段階を一つずつ順番
に終わらせ、次の工程に進んでいく方式。 
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詳細設計書には、セキュリティ対策について記載 4)する。また、詳細設計では画面インタフ
ェース設計を行う。インタフェース設計においては、ISO/IEC 2506X（人間中心設計の国際
規格）に記載されたユーザビリティ向上に関する情報やユーザビリティの評価法を参照し、
認知性と作業効率の向上についての検討を充分に行うこととする。また、アクセシビリティ
については一般的な日本語表示による操作を基本とするが、他言語対応、音声サポート等の
対応についてはシステム要件としてあらかじめ確認事項とするのがよい。 
 
(3)品質管理 
設計・開発においては、品質・信頼性の確保に主眼をおき、インスペクション（成果物に
入り込む欠陥の早期発見と除去）等適切なレビュー手法を採用することとし、品質計画を策
定・実施する。品質管理の成果物として、品質計画書と品質管理報告書を作成する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4)（独）情報処理推進機構「安全なウェブサイトの作り方」、「SSL/TLS暗号設定ガイドライン」、「Web Application 
 Firewall 読本」、「『高度標的型攻撃』対策に向けたシステム設計ガイド」、「組織における内部不正防止ガイドラ
イン」、「セキュア･プログラミング講座」を参照のこと。 
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7.5 環境構築～プログラミング～テスト 
 
システムの設計に基づき、以下の手順により環境構築、プログラミング、テストを実施す
る。 
 
(1)環境構築（機器調達、設置） 
実環境への機器設置、各種設定、動作検証においては、発注者側システム管理者またはシ
ステム保守業者と充分な協議、調整、指示の下、準備・作業を実施する。なお、実環境を必
要としない作業（設計、構築、単体・結合テスト等）については受注者が用意した場所にて
実施する。 
 
(2)ソフトウェア設計等 
ソフトウェア設計、プログラミング、そしてソフトウェアテストの一連のソフトウェア開
発を実施する。 
 
(3)テスト 
要件、仕様について、システムが正しく動作し、充分な性能・品質が確保されていること
を確認する。システム試験環境（システムテストデータを含む）はシステム開発受託業者に
て用意する。このとき、システム試験に本番環境機器の使用可否については発注者との協議
にて決定する。実環境でのシステム総合テストにおいては、発注者側システム管理者または
システム保守業者と充分な協議、調整、指示の下、準備・作業を実施する。 
 
1)実施工程 
テストは、一般に以下の 3つの工程で実施する。 
 
①単体テスト 
プログラムを構成する比較的小さな単位（関数、メソッド）が個々の機能を正しく果たし
ているかどうかを確認・検証する。 
 
①統合テスト 
単体テストが完了し、単体としての品質が保証されたプログラムが、相互に連携して正し
く機能することを確認する。テストの実施に当たっては、機能間結合テスト、サブシステム
間結合テスト等のテスト区分を設け、段階的にプログラムを結合することにより、品質を確
保する。 
 
③システムテスト 
統合テストを完了したシステムが、機能・性能・移行・運用等に係る各種要件を満たすこ
との最終的な確認を行う。確認にあたっては、品質特性（機能性、効率性、信頼性、使用性、
保守性、移植性）を網羅したテストを実施し、その妥当性を評価すること。なお、システム
テストでは、以下のテストを含むものとする。 
 
・ 運用テスト 
・ 性能テスト 
104 
 
・ 負荷テスト 
・ 障害テスト 
 
2)テスト実施の手順 
各工程でのテスト実施にあたっては、次の手順で行う。 
 
①計画の策定 
各試験段階での目的、スケジュール及び環境要件を設定するとともに、作業手順や成果物
の作成標準を規定し、試験の品質を確保する。（基本設計で実施し、テスト計画書を作成す
る。 
 
②試験項目の作成 
設計書等の記述内容を網羅的に確認できる試験項目を作成する。試験項目は、品質を確保
するために十分なケースが定義されており、計画時に策定した指標が満たされることを検
証する。 
 
③準備 
各試験段階で利用する試験データや試験用プログラム及び各試験項目に対する想定結果
等を作成し、試験開始前までに必要充分な準備を行う。 
 
②および③での成果物として、テスト仕様書を作成する。 
 
④環境構築 
試験で利用する環境の構築を行う。環境間の差異によって、試験の品質やスケジュールに
影響が出ないように留意する。 
 
⑤試験実施 
試験項目に従い、試験を実施する。実施状況を「試験項目消化数」等の定量的な指標を基
に報告するとともに、発見された不具合に対しては、各試験段階終了時までに対応を完了す
る。 
 
⑥試験結果報告 
試験実施後は、計画時に策定した指標と試験結果を用いて、品質が確保されていることの
確認を行う。試験結果は、テスト結果報告書として取りまとめ、提出する。 
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7.6 運用 
 
システムの運用開始前に、システムユーザ及びシステム管理者へのシステム運用支援を
実施する。 
 
(1)システムユーザ 
システムに対するユーザの立場ごとに、システムの研修計画を策定し、研修を実施する。
具体的には次のとおり。 
・研修で使用するシステム稼動環境及び機能を提供する。システム本環境の利用可否につい
ては発注者と協議の上、決定する。 
・ 研修で使用するテキスト等の作成や、必要となる準備作業（研修用機器の設定、研 
修用のデータ作成等）を実施する。 
・研修では、システム化の経緯、システムの概要から具体的な操作等の詳細に至るまで全般
的な説明を実施する。また、研修時の質疑応答の他、研修終了後アンケート等を行い、シ
ステムに関する説明・理解が充分であるかを確認することが望ましい。 
 
(2)システム管理者 
システム管理者には、運用・管理に必要なツール、手順書等を作成し提供するとともに、
運用管理事業者の質問等に対して、技術支援に応じること。 
 
その他運用に必要な成果物として、ユーザマニュアル（システムでのユーザ立場別）、管
理者マニュアル、ユーザ研修テキスト、 管理者研修テキスト、監視対応手順書、障害対応
手順書を作成する（詳細は協議にて決定する）。 
 
(3)その他 
作業状況・進捗については月次報告を基本とし、必要に応じて随時実施する。 
瑕疵担保責任については、契約に基づいて実施する（１年以内にシステムを正常使用での
不具合が発見された場合においては、受注者の負担において迅速な修正、修理を行う等）。
また開発完了後の成果物として、ソースコード一式、実行プログラム一式、初期データ一式、
設定ファイル一式を納入する。 
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7.7 維持管理・更新～保守 
 
(1)システムの維持管理  
システムの稼働を維持するために検討が必要な項目を挙げ、説明する。 
  
1)システムの冗長化  
障害が発生した場合でもシステム全体の機能を維持されるようなシステム構成にしてお
く。  
・サーバー（本番系、待機系） 
・電源管理（無停電電源装置の使用） 
・ネットワーク（複数の通信経路） 
 
2)サーバー監視 
障害の兆候を早期に発見するためにサーバーの稼働状況を監視する。 
 
・死活監視 
・稼動ログ監視 
・ハードウェア監視 
・負荷状態監視 
・アプリケーション監視 
・データベース監視 
・ネットワーク監視 
 
3)セキュリティ対策 
サーバーにおけるウィルス対策やシステムへの不正アクセス対策として、ウィルスセキ
ュリティソフトのパターンファイルの更新が正常に行われているか、OSのセキュリティパ
ッチを適用しているかの確認をする。外部からの不正アクセスに関してはシステムに接続
できないようアクセスの制御をした上で、不正アクセスがないか定期的にログを確認す
る。 
また、脅威となりうる攻撃方法の種類や傾向、脆弱性に関する情報を常に収集し、入口
対策、出口対策、内部対策などターゲットや手法を常に更新しながらバランスを取れた対
策を実施する。 
 
4)バックアップ 
障害時のデータ復旧に備え、データのバックアップは計画的に実施する。また、バック
アップが正常に完了していることを確認する。 
 
5)点検実施  
システム利用者が通常使用しているハードウェア（タブレット、モニタ等）の正常動作
を確認する。異常がある場合は関係者に連絡し対処する。 
 
6)障害対応  
障害発生時は予め決められた連絡先の関係者へ連絡する。関係者はソフトウェア、ハー
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ドウェアに対する障害原因の切り分けをし、復旧作業を実施する。 
 
7)システム改善  
法規制の改定などにより作業手順の変更が発生するとシステムでは対応できない機能や
操作性の低下につながる可能性がある。そのような場合は仕様の見直しをする必要があ
る。  
 
(2)システムの更新  
1)ドメイン／サーバー証明書管理（更新） 
インターネットを利用したシステムへのアクセスには、サーバー証明書及びドメインの
登録が必要である。これらは有効期限があるため期限前に更新をしなければならない。 
 
2)システム更新（機能更新または不具合修正）方法 
仕様変更または不具合によるプログラム改修が発生した場合、改修したプログラムをサ
ーバーに適用する作業が発生する。適用作業は事前に作業計画を提出し使用者の承諾を得
た後に作業を実施するなどのルールを決定する必要がある。 
 
3)マスターデータ（基本情報）の更新 
システムの基本情報（利用者情報など）を管理するマスターは最新情報に保たれなけれ
ば、システムを正常に使用できないことがある。そのため、基本情報が変更になった場合
はマスターデータを更新（登録・修正・削除）しなければならない。 
マスターデータの更新は、基本情報を管理する利用者が更新するなどのルールを決定す
る必要がある。 
 
(3)保守 
納品後のシステム（ハードウェア、ソフトウェア、構築したネットワークなど）に対し、
一定期間のサポート業務である。 
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7.8 システムの評価 
 
システム品質の評価は、あらかじめ定めた品質定義に対して成果物の達成度合を定量的
に評価 5)することが望ましい。また、システムの効果については、システム運用開始一定期
間後に関係者に対するヒアリングの他、省力化・時間短縮等による効果についての評価も実
施することとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5) 経済産業省「情報システム／ソフトウェアの品質メトリクスセット」を参照のこと。 
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Ⅲ 資源管理、エコラベル、トレーサビリ 
ティ対応の検討 
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1. 資源管理制度（TAC・TAE） 
 
はじめに、水産資源管理の基本的な考え方、管理手法等について整理する。 
 
（水産庁 webサイト 1）からの抜粋） 
-------------------------------------------------------------------------------- 
1   水産資源管理の基本的な考え方 
水産資源を適切に管理し、持続的に利用していくためには、資源の保全・回復を図る
「資源管理」の取組が必要です。 
 
2   水産資源管理の手法 
資源管理の手法は大きく 3つに分けられる。 
(1)「インプットコントロール」（投入量規制）：漁船の隻数や馬力数の制限等によって
漁獲圧力（資源に対する漁獲の圧力）を入口で制限。 
(2)「テクニカルコントロール」（技術的規制）：産卵期を禁漁にしたり、網目の大きさ
を規制することで、漁獲の効率性を制限し、産卵親魚や小型魚を保護。 
(3)「アウトプットコントロール」（産出量規制）：漁獲可能量（TAC）の設定などにより
漁獲量を制限し、漁獲圧力を出口で規制。 
  これらの管理手法のうち、どの手法に力点をおくかは、漁業の形態や漁業者の数、水産
資源の状況、さらには前提となる資源評価の精度等によって異なる。 
 
3   我が国の水産資源管理の枠組み 
我が国では魚種や漁業種類の特性に応じ、都道府県による漁業権免許、国、都道府県に
よる漁業許可、漁獲可能量（TAC）制度等の公的規制と漁業者による自主的な資源管理を
組み合わせることで、多様な漁業者による漁場利用を調整し、水産資源を効果的に管理し
ている。     
(1) 公的な資源管理 
漁業権漁業における資源管理 
 （略） 
許可漁業における資源管理 
 （略） 
TAC（漁獲可能量）制度、TAE（漁獲努力可能量）制度 
漁獲量が多く、国民生活上重要である、資源状況が悪く緊急に管理を行う必要があ
る、我が国周辺水域で外国漁船による操業が行われているなどの観点から指定されたサ
ンマ、マアジ、サバ類、マイワシ、スルメイカ、スケトウダラ、ズワイガニの 7魚種に
加え、太平洋クロマグロについて「海洋生物資源の保存及び管理に関する法律」に基づ
く産出量規制として、年間の採捕量の上限を定める漁獲可能量（TAC)制度が導入されて
いる。また、同法に基づき投入量規制として、漁獲努力量の総量規制（TAE)制度も導入
されている。 
-------------------------------------------------------------------------------- 
 ※TAC制度導入（7魚種）：1997年 1月～   （クロマグロ）：2018年 1月～ 
  TAE制度導入：2003年 4月～ 
 
1) http://www.jfa.maff.go.jp/j/suisin/index.html 
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1.1 漁獲可能量（TAC） 
 
TAC制度の概要2)を図1.1.1に示す。TAC制度は、魚種ごとに年間の漁獲可能量を定め、水
資源の適切な保存・管理を行うための制度である。TAC は、同じ対象魚種（第1種特定海
洋生物資源として政令で指定）であっても漁業の種類によって、農林水産大臣が配分する
大臣管理分と、都道府県知事が配分する知事管理分に分かれている。前者分については、
漁業者から市場・所属団体を経由して大臣へ採捕数量が報告されることになっている。後
者分については、漁業者から市場・所属漁協経由で知事へ採捕数量が報告され、当該知事
管理分をまとめて大臣へ報告される。 
報告の結果（例）1)を表1.1.1に示す。大臣管理分については、当該月の末までに漁業者
から農林水産大臣に報告があった採捕数量を、知事管理分については、漁業者から都道府
県知事に報告があった採捕数量として、当該月の末までに都道府県から水産庁に報告され
た数量を掲載している。 
 
(1)漁獲管理システム 
一般社団法人漁業情報サービスセンター（JAFIC）では、TACを管理する「漁獲管理シス
テム」を運用している。このシステムは、日本周辺の生物資源を適切に管理保存するため
の TAC(漁獲可能量)制度を迅速に把握することを目的とした全国システムであり、大臣管
理漁業の TACを漁業団体からの電子報告で、知事管理漁業の TACを県庁からの電子報告と
して受信して、データベース化して管理している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 1.1.1 TAC制度の概要 
2) 一般社団法人漁業情報サービスセンター作成（水産庁監修）「TAC 制度紹介パンフレット」 
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 本システムでは、報告する機関に応じて報告する情報のデータフォーマットを定めてい
る。データフォーマットの例 3)を図 1.1.2に示す。また、報告義務となっている情報は採
捕数量（漁獲量）であるが、適切な管理を図る上で、関連するデータも報告するようにな
っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 1.1.1 第 1種特定海洋生物資源の採捕数量（2018 年 12月 31日までの報告数量） 
3) 一般社団法人漁業情報サービスセンターweb サイト http://www.jafic.or.jp/tac/index.html 
図 1.1.2 漁獲管理システムのデータフォーマット(例) 
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(2)市場・所属漁業団体から報告されている項目 
 実際に行われている報告のやり方について、大臣管理分の例を図 1.1.3に示す。市場か
ら報告されている項目は、船名、魚種、水揚げ数量と金額のみである。これが毎日、市場
から速報および日報として所属漁業団体に Faxで送られてくるが、陸揚げ港、市場は明ら
かである。所属漁業団体では、各市場から送られてくるデータを Excelファイルに入力し
て取りまとめ、これを電子メールで JAFICへ送る。所属漁業団体では、団体としての活動
や事業の関係で、独自に市場から漁獲に関する詳しい情報を入手（図 1.1.4）している。
JAFICへの報告の中に「採捕年月日」があるが、これについては、特定が難しい場合に
は、独自の報告データに基づいて報告している。 
  
 太平洋クロマグロについての市場から所属漁業団体への報告の例を図 1.1.5に示す。項
目は、水揚げ日、船名、所属県、大きさ別の水揚げ数量（本数と数量）のみである。 
 
以上より、相当数の項目のデータは既定値であり、実際に報告されている項目は、ある
程度限られていることがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.1.3 市場から所属漁業団体と所属漁業団体から JAFICへの報告（例） 
図 1.1.4 漁業団体が独自に市場から報告を受けている情報項目（例） 
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図 1.1.5 漁業団体が独自に市場から報告を受けているデータ（例） 
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1.2 漁獲努力量（TAE） 
 
資源回復計画を推進するため、2003年 4月から漁獲努力量の総量管理制度（TAE制度）
を導入している。これは、資源状態が悪化している漁業資源を早急に回復するために資源
回復計画の対象となる魚種について、採捕する漁業種類ごとに、期間、海域を定めて設定
される漁獲努力量（例えば隻日数など）の上限を「漁獲努力可能量」として定め、その範
囲内に漁獲努力量を収めるように対象漁業を管理する制度である。 
 
対象魚種：第 2種特定海洋生物資源として政令で指定。 
アカガレイ、イカナゴ、サメガレイ、サワラ、トラフグ、マガレイ、マコガレイ、ヤナ
ギムシガレイ、ヤリイカ 
 
(1)漁獲努力可能量管理情報処理システム 
JAFICでは、TAEに関する情報を効率的かつ迅速に収集・解析するシステム「漁獲努力
可能量管理情報処理システム」（図 1.2.1、1.2.2）を構築し、2003年度に TAE管理団体に
導入して運用を開始している。本システムは、 TAE制度対象漁業者（漁協や事務所），中
央団体（大臣管理）または都道府県庁（知事管理），JAFICおよび水産庁を結ぶネットワー
クを構築し、漁業者が入力した TAEデータを管理団体および JAFICのデータベースに収集
し、記録・保存するとともに、解析結果を水産庁へ提供している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4) 一般社団法人漁業情報サービスセンターweb サイト http://www.jafic.or.jp/tae/about.html 
http://www.jafic.or.jp/tae/report.html 
 
図 1.2.1 漁獲努力可能量管理情報処理システムの概要 4) 
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(2) 同システムの報告方式 
 TAE制度対象漁業者（漁協や事務所）から、中央団体（大臣管理）または都道府県庁
（知事管理）への報告方法としては、報告をする側、受ける側のシステム環境に応じて、
次の 5つの方式から選択できるようになっている。 
 
マークシート方式 
Fax-OMR(optical markcard reader)方式 
電子メール方式 
Web方式 - 漁業者（漁協または事務所）用 web方式 
        管理団体用 web方式 
 
ここで Fax-OMR方式とは、漁業者が漁協，事務所等の Faxを用いて管理団体に送信する
と、管理団体では受信後自動で OMR処理（マークシートを読み取って、コンピュータへ入
力するシステム処理）、重複エラー等のチェックを行い、データベースへ登録する。そし
てデータの承認処理実行後、JAFICへ送信する。 
 
都道府県庁（知事管理）については、Fax-OMR方式、電子メール方式および管理団体用
web方式が推奨されている。 
 
 
 
図 1.2.2 漁獲努力可能量管理情報処理システムの概要 4) 
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2. 水産エコラベル 
 
以下、「水産エコラベル取得のためのガイドライン」（第2版2008年5月（一社）大日本
水産会）からの関連する部分の抜粋である。なお、認証取得に関する部分については省略
する。 
 
------------------「水産エコラベル取得のためのガイドライン」------------------ 
 
1 水産エコラベル認証とは？ 
 
水産エコラベル認証とは、水産資源や生態系などの環境にやさしい方法で行われている
漁業や養殖業を認証する仕組みのことをいいます。これは、認証された漁業や養殖業から
生産された水産物や、これらの水産物を利用して作られた製品に対して、水産エコラベル
というロゴマークを表示することができるという仕組みです。 
 
2 特徴～2つの段階の認証により認証基準を満たす製品であることを担保～ 
 
認証された水産物を確実に消費者の手元に届けるため、水産エコラベル認証は、生産段
階における認証と流通・加工段階における認証の２つの段階の認証の仕組みをとっており
ます。 
 
3 認証を取得するメリットは？ デメリットは？ 
 
(1)考えられるメリット 
製品に水産エコラベルを表示することにより、特に環境にやさしい製品を求めるバイヤ
ーや消費者は、求めている製品を間違いなく購入できるようになります。また、そのよう
なバイヤーや消費者が増え、エコラベル付きの製品がたくさん売れるようになると、増益
分が生産業者にも還元され、生産者所得の向上に繋がるとともに、より一層環境にやさし
い漁業・養殖業の取組が推進されます。 
 
4 水産エコラベルの認証の仕組み 
 
水産エコラベル認証は、FAOのガイドラインに基づき、公平な第三者により審査されて
おります。この認証の仕組み自体は、水産エコラベルに限ったことではなく、ISOや他の
認証においても、同様の仕組みで運用されております。 
 
 
（コラム）水産エコラベル認証の成り立ち 
水産エコラベル認証は、1997年に設立された海洋管理協議会（MSC—Marine Stewardship 
Council）によるMSC認証が始まりとされております。当時、カナダ近海におけるスケトウ
ダラの資源状態が乱獲により悪化したことを受け、環境保護団体と大手流通業者が手を組
み、流通業者や消費者がラベルのある製品を優先的に購入することによって水産資源を守
ろうとしたのが、この仕組みの始まりといわれております。 
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○ スケトウダラの乱獲への懸念 
その後、水産エコラベル認証のあり方について国際的な場において数年間議論が交わさ
れ、2005年にようやく国際連合食糧農業機関（FAO：Food and Agriculture Organization 
of the United Nations）により、漁業における水産エコラベルの国際的なガイドライン
が策定され、水産エコラベル認証の標準的なあり方が世界で初めて示されることになりま
した。また、漁業に続き、養殖業と内水面漁業のガイドラインについても2011年に策定さ
れました。現在、世界の水産エコラベル認証の多くは、これらの国際的なガイドラインに
基づいて運用されているといわれております。 
 
○ 国際的なガイドラインの策定 
我が国においても、日本発の漁業に対する認証スキームであるMEL（マリン・エコラベ
ル・ジャパン、2007年に設立）や養殖業に対する認証スキームであるAEL（養殖エコラベ
ル、2014年に設立）が運用されております。我が国の認証スキームは、科学的根拠を重視
しつつも、日本の漁業・養殖業の実態を十分考慮に入れた認証基準になっていることが特
徴となっております。 
 
○ 我が国発の認証スキーム 
水産エコラベル認証の歴史は、漁業の乱獲が世界的に問題となり始めた1990年代に遡り
ます。ここでは、その成り立ちについて述べます。 
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水産エコラベルの基本要件 
 
漁業の認証の要件 
① 資源管理がしっかり実施されているか 
② 対象とする水産物の資源量は十分であるか 
③ 対象とする水産物以外の生態系にも悪影響を与えていないか※ 
 
養殖業の認証の要件 
① 養殖場環境を適切に管理運営しているか 
② 対象とする養殖水産物が適切に飼育管理されているか 
③ 水産用医薬品や飼料等が適切に管理されているか 
④ 労働に関する環境・衛生・安全が適切に管理されているか 
 
流通・加工業の認証の要件 
① 認証された水産物以外の水産物の混入、混在が防止される管理体制になっているか 
② 認証された水産物のトレーサビリティ※１が確保されているか 
③ ロゴマークが適切に管理されているか 
 
MELの認証基準 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
------------------------------------------------------------------------------- 
 
(1)水産エコラベルとは 
 限られた水産資源を利用し続けるため、漁業や養殖業には環境との調和が求められてい
る。過剰漁獲による水産資源の減少や養殖業による環境汚染が問題となるなか、水産資源
を持続的に維持していくためには、生産者のみならず卸売事業者、加工・流通事業者や小
売事業者、外食事業者、そして消費者・国民を含めた取組みと理解が必要である。水産エ
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コラベルは，そのメッセージを発するツールとして、また資源管理や環境・生態系への配
慮の取組を可視化するものツールとして重要性が高まっている。 
 水産エコラベルは、こうした国際的な資源管理に対する関心の高まりにより、1997年に
MSCが世界では英国で初めて行った水産資源の持続的利用と環境配慮を証明する仕組みで
ある。認証には、用途に応じて生産段階（漁業）および生産段階（養殖）と流通加工段階
（CoC）の 3種類（図 2.1）がある。 
 
 我が国では、国際的に認知度が高い漁業認証の MSCと養殖認証の ASCの他、日本発の漁
業認証の MELと養殖認証の AELが取得、利用されている。 
 MELは、日本発の水産エコラベル認証として，2007年にMEL（マリンエコラベル）ジャパ
ンが発足して、スタートしたスキームである。国内外の水産エコラベルへの関心の高まり
に応え、2016年に、国際的に認知され、かつ日本の社会に貢献することを期して新たに一
般社団法人マリン・エコラベル・ジャパン協議会が設立され、旧組織でのMELの事業を継
承された。MELは、日本の水産業の多様性（生物的、産業的、食文化的）をできる限り反
映し、評価する仕組みとなっている。資源と生態系の保護に積極的に取り組んでいる漁業
を認証し、その製品に水産エコラベル（MEL）をつけて流通させ、このラベルがついてい
る水産物・食品を消費者の皆様に選んでいただくことで、水産資源を管理し、適切に活用
していこうとする関係者を増やし、日本の水産業と魚食文化を永続させることを目的とし
ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)認証の種類とその要件 
生産段階認証は、対象魚種、漁業種類（または養殖方法）を特定して行われる漁業、養
殖業あるいは生産者（漁協、団体企業等を含む）を単位としている。また、流通加工段階
認証については、生産段階認証を受けた水産物およびその製品を扱う事業者を対象とす
る。 
図 2.1 エコラベルのフロー 
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生産段階認証（漁業）は、FAOのガイドライン 1)に準拠し、確立された管理体制のもと
で漁業が行われている、対象資源が持続的に利用される水準を維持していること、生態系
の保全に適切な措置がとられていることが要件とされている。養殖業については、養殖生
産活動において社会的責任を着実に果たすこと対象水産生物の健康と福祉に配慮するこ
と、食品安全が確保されること、環境保全への配慮がなされていることが要件とされてい
る。流通加工段階認証は、対象水産物以外の水産物の混入や混在が生じないことが確保さ
れていること、責任者の設置および関連文書の保管等（仕分けおよびトレーサビリティの
確立）、管理体制が整備されていることが要件とされている。 
 
(3)漁港（産地市場）におけるエコラベルの取組 
 エコラベルのスキームでは、漁港の市場を運営する卸売事業もエコラベルの認証を取得
することは可能である。拠点漁港のうち電子化・ネットワーク化に先進的（岩手県、宮城
県、千葉県）に取り組んでいる地区におけるエコラベルの取得状況を整理した結果（2018
年 8月時点）を表 2.1に示す。生産から消費者までの一貫した流通の確保から、生産段階
と流通加工段階の認証が同時申請されているのが多い。しかし、市場の卸売事業による取
得は見当たらない。認証取得の状況については、スキームオーナーの MSC、ASCや MEL協
議会が webサイトで公開しているが、認証取得事業者が独自に webサイトで PRしている
場合は少ない。 
 
 世界には少なくとも 140の水産エコラベルが存在すると言われているが、欧州の漁港
（産地市場）におけるエコラベルの取組の例を図 2.2、2.3に示す。 
 世界に先駆けて MSCを導入した英国では、漁港（産地市場）の webサイトにおいて、
MSC認証の漁船のリストが公開、あるいは MSC認証された漁船による水産物（商品）の販
売情報が公開されたりしている場合がある。特に、主要漁港においては、積極的に情報を
公開し、資源管理や環境・生態系に対する消費者の関心の高まりを反映するとともに、生
産者とともに、水産物(商品)に対する考え方や取組を買受人や消費者に正しく理解しても
らうためのメッセージとなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2.1 岩手県・宮城県におけるエコラベル取得状況 
１）2005年 FAO水産委員会採択「海洋漁業からの漁獲物と水産物のエコラベルのためのガイドライン」 
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 デンマークの主要漁港であるテューボルンでは、Dａnske Fiskeauktioner社が卸売事業
者として市場の運営を行っている。電子せりが導入されているが、webサイトを通じての
オンライン販売が主体であり、バイヤー（買受人）はヨーロッパ全土に広がる。販売され
る商品のほとんどは輸出向けである。自ら CoC認証を取得するとともに、webサイトにお
いて MSC認証（漁業）の対象水産物（商品）とその認証書を掲載（認証書をダウンロード
することが可能）している。 
 
 以上のように、欧州の漁港では、市場においてもエコラベルの取得あるいは情報の提供
など、エコラベルの重要性と認識し、積極的な関わりを持とうとしていることが窺える。 
 
 農林水産省のモニター調査 3)によると、エコラベルの認識度は低いこと、エコラベル認
証を取得したい主な理由としては、付加価値向上を期待、生産者や産地のイメージアップ
を期待、水産資源や漁場環境を保全する必要性を消費者へ伝えたいことが挙げられてい
る。そこで、持続可能な国産水産物の販路拡大や消費拡大を図るため、水産業の実態等に
対応した日本発の水産エコラベル（MEL）の取得数の増加や MELの認知度向上の取組が官
民一体となって行われている。 
欧州の主要漁港で見られたが、産地における水産物の生産・流通拠点として漁港（産地
市場）から webサイト等を通じて水産エコラベルに関する情報を提供していくことは、産
地から消費地への一貫したサプライチェーンの確保、産地のイメージアップ、付加価値向
上に寄与するものと考えられる。 
 
図 2.2 海外漁港・市場 webサイト 2)におけるエコラベル情報の提供（事例） 
2)  https://fishmarket.fraserburgh-harbour.co.uk/  http://www.peterheadport.co.uk/ 
3) 農林水産省「食料・農業・農村及び水産資源の持続的利用に関する意識・意向調査」（2017年 3月公表） 
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図 2.3 海外漁港（市場）webサイト 4)におけるエコラベル情報の提供（事例） 
4)  http://www.dfa.as/ 
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3. トレーサビリティ 
 
 漁港水産物情報化システムの構築において、トレーサビリティへの対応については、食品
の安全性と輸出水産物のための輸出に係る各種ガイドラインに基づいて検討を行うことと
する。 
 
 参考としたガイドラインおよび資料は次のとおり。 
 
「食品トレーサビリティシステム導入の手引き」 
2008年 3月 第 2版 第 2刷 
「食品トレーサビリティシステム導入の手引き」改訂委員会  
 
「食品トレーサビリティシステムの要件」（解説付き） 
  2008年 3月 第 2版 
   
「水産輸出のためのトレーサビリティ構築」 
（ジャパン・インターナショナル・シーフードショー セミナー ） 
2017年 8月 
一般社団法人食品需給研究センター 
 
「輸出のための水産物トレーサビリティ導入ガイドライン」 
2018年 6月公表（初版） 
2018年 12月改訂（第 2版） 
水産庁 
 
「輸出水産物とするトレーサビリティシステム基本構想別冊 標準データの項目と形式」 
  2017年 3月 
  一般社団法人食品需給研究センター 
 
「漁獲・陸揚げデータ提供システムの開発・実証--事業概要と成果の中間報告--」 
2019年 1月 
輸出水産物トレーサビリティ協議会 
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3.1 食品トレーサビリティへの対応 
 
以下、「食品トレーサビリティシステム導入の手引き」からの関連する部分の抜粋である。 
なお、見出し番号は本報告書に合わせて変更している。 
 
 
--------------「食品トレーサビリティシステム導入の手引き」抜粋------------------- 
 
(1) 食品トレーサビリティの基本事項 
1)定義について 
 食品のトレーサビリティ（追跡可能性）とは、生産、加工および流通の特定の一つまたは
複数の段階を通じて、食品の移動を把握できることである。「移動を把握できる」とは、川
下方向へ追いかける追跡と、川上方向へ遡る遡及の両方を意味する。また、「移動」は、も
のの出自（origin）、プロセスの履歴、または流通と関連づけることができる。 
 
 トレーサビリティシステムは、トレーサビリティのための、「識別」、「対応づけ」、「情
報の記録」、「情報の蓄積・保管」、「検証」を実施する一連の仕組みである。ルール（約
束事や決まり）や手順、それらを文書化した手順書、組織・体制、およびプロセスと経営資
源（人員、財源、機械、設備、ソフトウェア、技術・技法）、教育・研修などからなる。 
電子データベースやそれを扱う電子機器等の情報システムは、トレーサビリティシステ
ムの一構成要素となりうるが、それらの情報システムだけではトレーサビリティシステム
にはなり得ない。また電子データベースなどの情報システムを利用せずにトレーサビリテ
ィシステムを構築することも可能である。 
 
2)食品トレーサビリティシステムの目的 
トレーサビリティシステムは、食品の安全性に関わる事故や不適合が生じたときに備
え、また表示など情報の信頼性が揺らいだときに正しさを検証できる仕組みである。食品
の安全性を確保する直接の手段ではないが、消費者や取引先からの信頼を確保するために
役立つ。 
・食品の安全確保への寄与 
・情報の信頼性の向上 
・業務の効率性の向上への寄与 
 
3)食品トレーサビリティシステムの基本事項 
(食品の識別と対応づけ) 
各段階の事業者は、少なくとも、食品（製品および原料）とその仕入先および販売先を
識別し、それら相互の対応づけを行うルールを事前に定め、食品の取扱いにあたってはそ
のルールにしたがって食品を識別し、対応づけの記録と保管をすることが必要である。 
 
＜対応づけ＞ 
原則4 一歩川上への遡及可能性の確保 
原則5 内部トレーサビリティの確保 
原則6 一歩川下への追跡可能性の確保 
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(情報の記録) 
トレーサビリティシステムにおいて記録される情報には、トレーサビリティの確保に不
可欠な情報と、目的に応じて必要となる付加的な情報とがある。 
トレーサビリティの確保に不可欠の情報は、一歩川上への遡及可能性、一歩川下への追
跡可能性、および内部トレーサビリティを確保するための対応づけの記録、その食品を取
り扱った事業者・年月日・場所などである。付加的な情報は、設定した目的に応じて必要
となる情報であり、各事業者が記録する生産や加工、流通工程での、生産、衛生、品質の
管理やそれらの状態などのプロセスの履歴である。 
記録するにあたっては、あらかじめ記録する媒体（紙の帳票、電子データベースなど） 
を定めておくことが必要である。 
 
（情報の蓄積・保管） 
設定した目的や対象となる食品の生産、加工および流通の特性に応じて、記録した情報
の保管期間や保管方法を設定する。データは、情報伝達や公的機関への情報開示、内部監
査の際に取り出しやすいよう、整理しておく。 
 
（トレーサビリティシステムの検証） 
トレーサビリティシステムは、情報の信頼性の向上を目的の１つとすることが多い。し
たがって、トレーサビリティシステムを検証する仕組みを設けることが極めて重要であ
る。 
 ・モニタリング 
・内部監査 
   文書化された内部監査手順書の作成 
内部監査手順書にもとづく監査の実施 
・外部監査（第三者機関） 
127 
 
 
（情報の伝達と開示） 
・事業者間の情報伝達 
・国および地方公共団体への情報提供 
・消費者への情報提供 
消費者への情報提供の方法としては、①トレーサビリティシステムを導入していること
を知らせ、識別記号を製品などに記載し、問い合わせに応じられるようにする、また、②
トレーサビリティシステムの目的によっては、ラベル、店頭表示やインターネットのホー
ムページなどで履歴情報を提供する履歴情報を提供する、の2つに分けられる。 
 
（必要な文書の確定と維持） 
食品トレーサビリティシステムの実施に必要な文書を定め、その文書を維持することが
必要である。 
・トレーサビリティ確保のための業務や製造プロセスの流れ 
・内部監査などの検証の結果 
・食品トレーサビリティシステムに関わる不適合が生じたときに取るべき措置 
・データ管理の責任 
・文書の保管期間 
 
(2)食品トレーサビリティシステム導入の進め方 
1)基本構想書の作成 
（電子情報システムを導入する場合） 
情報の記録や管理に電子情報システムを導入することになった場合、以下の検討を行っ
て、電子情報システム基本構想を作成し、基本構想書に盛り込む。 
①トレーサビリティ確保のための電子情報システムの基本方向 
稼働中の各事業者の電子情報システムの活用と連携の可能性を探り、各段階で使用する
コード体系、通信体系の整合性を図る。 
・稼働中の情報システムの活用と連携の方法 
・共同利用型の情報センター設置の必要性や可能性 
・採用するコード体系 
・採用する通信体系 
 
②推進体制のあり方 
トレーサビリティ確保のための電子情報システムの基本方向にもとづいて、それを推進
するための体制のあり方を整理する。 
・電子情報システムの構築体制 
・電子情報システムの運用体制 
・消費者へ情報開示する場合には、その提供体制、窓口の設置 
 
2)体制の整備、役割と責任の明確化 
 
3)実施計画の作成 
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4)トレーサビリティ手順書の作成 
 
5)導入スケジュールの作成 
 
6)関係者の研修 
 
7)電子情報システムを構築する場合の留意点 
新たに、トレーサビリティ確保のために電子情報システムを構築する場合には、次のよ
うな検討を行い、実施計画に付け加える。 
 
a.電子情報システム基本設計実施のための業務分析 
以下のことを考慮して業務を分析する。 
・実施計画における識別単位や識別記号の定義 
・実施計画における識別・対応づけのルール、情報の記録・伝達の様式や方法 
・入荷業務、製造業務、出荷業務 
・コンピュータの活用実態（データベース、入出力方式、人材など） 
 
b.電子情報システム基本設計のための仕様の整理 
・データベース仕様 
・入出力仕様 
・外部通信仕様 
・システムのハードウェア構成 
 
 
資料 A 食品トレーサビリティシステムで用いられる伝達情報の表現様式および格納媒体 
 
A-1 伝達情報の表現様式および格納媒体 
 (1)人間が判読できる文字・数字と紙の書類 
人間の目で直接読みとり・確認できる文字や数字を表現様式とし、定型フォーム化等さ
れた紙の書類に、記入しやりとりする方法である。紙の書類には、「製品と結合して用い
られるもの（ラベル、梱包材など）」と「製品に添付されるもの（証明書、送り状、請求
書、納品書など）」の2種類がある。 
 
(2)バーコードと紙媒体 
 
(3)二次元コードと紙媒体 
 
(4)電子情報と電子タグ（IC タグ） 
 
A-2 コード体系 
(1)コード体系の役割 
トレーサビリティシステムにおける識別記号の表示や伝達、必要な情報のやりとりにお
いて、共通コード体系を用いることは、データ処理の効率化の観点から重要である。ただ
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し、各事業者がすでに利用しているコード体系との整合性にも留意する必要がある。 
食品に関するコードには下記のような役割がある。 
① ものの識別を行う 
② ものの属性情報を示す 
③ 事業者や場所をあらわす 
-------------------------------------------------------------------------------- 
 
以上より、食品のトレーサビリティ（追跡可能性）とは、生産、加工および流通の特定
の一つまたは複数の段階を通じて、食品の移動を把握できることである。また、トレーサ
ビリティシステムは、トレーサビリティのための、「識別」、「対応づけ」、「情報の記
録」、「情報の蓄積・保管」、「検証」を実施する一連の仕組みである。レーサビリティ
システムは、食品の安全性に関わる事故や不適合が生じたときに備え、また表示など情報
の信頼性が揺らいだときに正しさを検証できる仕組みである。食品の安全性を確保する直
接の手段ではないが、消費者や取引先からの信頼を確保するために役立つ。 
 
トレーサビティができる仕組みになっているかどうか、いわゆるトレーサビリティシス
テムの要件については、「識別」、「対応づけ」、「情報の記録」、「情報の蓄積・保
管」、「検証」を実施する一連の仕組みが構築されていることである。 
 
これに対して、漁港(産地市場)を中心に川上と川下の現状については、事例調査に基づ
きトレーサビリティシステムの要件に照らしで、次のような指摘がされている。なお、本
漁港（産地市場）調査でも同様な内容が確認されている。 
 
---------------------「水産輸出のためのトレーサビリティ構築」-------------------- 
 
（漁業者や産地市場荷受・漁協における、よく見受けられる状況） 
■ 識別について 
  現品や記録・伝票に、ロット番号が例示的には付与されていない。 
   ・入札番号＋日付け等によりロット番号とみなせる場合が多いので、解決しやす
い。 
 
■ 記録について 
・漁業者によっては、「漁獲の記録」をしていない場合がある。 
    多くの漁業者はみずからの操業のために船上で記録しているが、法令の義務がな
い場合、つねに記録するとはかぎらない。 
  ・漁業者・漁船、漁獲水域、漁獲日、漁具・漁法などの情報が、産地市場荷受・漁協
に対し、明記された形では伝達されない。 
    目視・聞き取りで、無線傍受などで補っている 
  ・別の漁港から陸送される場合、「産地市場荷受・漁協の所在地=陸揚げ地」でない
場合がある。  
    陸揚げ地の情報が求められる場合には、別途記録が必要。 
  ・複数魚種の混獲物がそのまま仲買業者に売り渡される場合、漁業者と産地市場荷
受・漁協にとっては、代表魚種と総量しかわからない。 
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■ 電子的な情報伝達をする場合 
・地域や事業者により、同じ魚種を別の名称で呼ぶ場合がある。水域名や取引先事業
者名も同様。 
  ・魚種名、水域名、取引先事業者名を表すコードがない。 
 
（仲買業者、加工業者における、よく見られる状況） 
■ 識別について 
・特に生鮮品や冷凍品の場合、現品にロット番号を表示しないことが少なくない。 
  ・入荷や出荷の際に、ロット番号の記録や伝達がされない場合がある。 
 
■ 記録について 
・当事者にとっては「当たり前」の情報が記録されていない場合がある。 
    特に事業者内部の記録における、原料や製品の品名、数量の単位など 
   ・特に生鮮品の場合(例「市場から入荷した魚を、すぐに立て替えて発送する」)、内
部トレーサビリティの記録がないことが少なくない。 
 
（漁業者と産地市場荷受のトレーサビリティの特徴） 
■ 産地市場荷受・漁協が果たしている役割が大きい 
・産地市場荷受・漁協が、定型的に記録を作成しており、トレーサビリティのために 
役立つ 
     取引の都度、仕切書・請求明細書等、「いつ（日付）、誰から」・誰へ、何を
（魚種・品名、入札番号など）、どれだけ」の基本情報が必ず含まれる伝票を
作成し、すぐに（当日もしくは翌日には）提供。 
     自ら電子データを保存 
 
  ・漁業者が漁獲し出荷した水産物に関する記録を、漁業者ではなく産地市場荷受・漁
協が作成し、漁業者に提供する場合が多い。 
     漁業者側が受け取った仕切書を保存すれば、漁獲・出荷の記録になりうる。 
-------------------------------------------------------------------------------- 
 
 要件に照らすと、現状では明らかにトレーサビリティシステムが構築されているとは言
い難い。 他方、漁港（産地市場）は市場取引を通じて、入荷先（生産者）や出荷先（買
受人：加工流通事業者）の情報も含めて定型的な記録を行っている。 
 
漁港（産地市場）は、その日の市場取引が終了すると、販売情報をもとに、仕切書・販
売通知書を作成し、生産者や買受人へ発行している。これら文書は、保存することで漁獲
記録や出荷記録になり、生産者、産地市場そして買受人を結ぶトレーサビリティに対応で
きる。また漁港（産地市場）が電子化・ネットワーク化されている場合には、販売情報の
電子、産地市場から船主（荷主）や買受人への伝票（文書）の電子発行が可能となり、ト
レーサビリティの記録・保存の効率化に資するものと言える。 
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3.2 輸出水産物トレーサビリティへの対応 
 
以下、「輸出のための水産物トレーサビリティ導入ガイドライン」からの関連する部分の
抜粋である。 
 
------------「輸出のための水産物トレーサビリティ導入ガイドライン」------------ 
 
1.1 水産物の輸出におけるトレーサビリティの必要性 
 
欧州連合（EU）加盟国や米国に輸出される水産物の一部及びクロマグロなど国際的に管
理されている一部の魚種については、その製品がIUU漁業（Illegal（違法）・Unreported
（無報告）・Unregulated（無規制）で行われる漁業の略称）由来ではなく、また加工・
流通段階の表示や情報のごまかしもないことを、輸入国の政府機関等が確認可能とする制
度が設けられています。これらの制度はいずれも、水産資源の持続可能性にとって大きな
脅威となるIUU漁業を防止・廃絶することを目的としています。 
これらの制度に対応し日本から輸出するためには、輸出製品の元になった水産物につい
て、「いつ・どこで・だれが漁獲したか」、「いつ・どこで陸揚げしたか」（養殖水産物の場
合は、「どこで・だれが養殖し、いつ・どこで収獲されたか」）、「誰から誰に製品が流通し
たか」などの情報を、漁獲（養殖においては収穫）から輸出までの各事業者が記録し、輸
出先国の輸入業者又は日本の政府機関に提供することが必要になっています。つまりこれ
らの水産物については、輸出段階から漁獲（収獲）・陸揚げ段階まで遡ることができるト
レーサビリティの確保と情報提供が必要です。 
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1.2 トレーサビリティとは 
 
輸出する水産物においては、1.1で述べたように、その水産物がIUU漁業由来でないこと
を証明する手段としてトレーサビリティが求められるようになりました。図1.1に示すよ
うに、輸出を可能にするために、それぞれの制度の求めに応じ、事業者間で履歴情報を伝
達する必要があります。 
 
2.1 EU加盟国に輸出する水産物を扱う方へ：EU/IUU漁業規則 
 
2.1.1 EU/IUU漁業規則の概要 
EUのIUU漁業規則は、IUU漁業を防止、抑止及び廃絶することを目指し、欧州理事会が
2008年に定めた規則です。2010年1月から、輸入する水産品に「漁獲証明書（catch 
certificate）」を付帯させることを要求しています。漁獲証明書は、その水産品の原料
になった漁獲物が、適用される法律や国際的なルールを遵守して漁獲されたことを、漁船
の旗国の政府機関が認証する書類です。 
日本の漁船が漁獲した水産物（水産加工品を含む）のＥＵへの輸出については、日本の
水産庁が漁獲証明書を発行します。水産庁は輸出業者からの申請を受け、関係する書類を
審査の上、認証します。 
 
2.1.3 漁獲・陸揚げ情報等に基づく漁獲証明書の申請 
輸出業者は、EU向け漁獲証明書の様式（図2.1）に漁獲・陸揚げ情報を記載し添付書類
とともに水産庁に提出し、漁獲証明書を受けます。したがって輸出業者は、漁獲・陸揚げ
段階の事業者から漁獲・陸揚げ情報を収集することが必要です。 
 （図2.1省略） 
 
2.2.1 米国SIMPの概要 
米国の水産物輸入監視制度（Seafood Import Monitoring Program：以下SIMP）は、IUU
漁業由来や表示偽装された水産物が米国の市場に流入することを防止するために定められ
た制度です。米国商務省海洋大気庁（NOAA）により2016年12月に最終規則が定められ、
2.2.2に示す品目を対象に、2018年1月から施行されました。 
米国の輸入業者は、所定の形式により、漁獲・陸揚げ情報を含む電子データを、米国関
税国境保護局（CBP）が管理する国際貿易データシステム(ITDS)に登録する必要がありま
す。したがって、輸出国の業者は、漁獲（収獲）・陸揚げ情報を米国の輸入業者に提供す
る必要が生じます。 
また、米国の輸入業者は、米国への輸入から陸揚げ・収獲まで遡ることができる書類を
備える必要があります。したがって、輸出国の業者は、そのために必要な情報を、米国の
輸入業者に提供する必要が生じます。 
 
2.2.3 漁獲（収獲）・陸揚げ情報の提供 
米国の輸入業者が国際貿易データシステムに登録するために必要な情報項目のうち、漁
獲（収獲）・陸揚げ段階の記録に基づいて情報提供すべき項目は表2.5のとおりです。 
なお、SIMPでは、加工・流通・輸出等の段階の履歴情報については、データでの提供を求
められていません。（表2.5省略） 
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2.3.1 マグロ類の証明制度の概要 
クロマグロをはじめとする一部のマグロ類等の輸出のためには、RFMOの規則に基づき輸
出に当たり政府機関が確認した証明書の添付が必要です。日本から輸出するために必要な
証明書を発行する手続は、水産庁によって魚種ごとに定められており、申請にあたって提
出することが必要な書類や、その様式が指定されています。 
 
2.3.3 漁獲（収獲）・陸揚げ情報の提供 
水産庁から証明書の発行を受けるためには、以下の漁獲段階の情報と署名が必要です。 
・当該クロマグロの数量（重量） 
・漁法 
・漁獲海域 
・漁獲時期 
・漁船名及び漁船登録番号（定置漁業により漁獲された場合は当該定置漁業の免許番
号） 
・船長又は船主の名称 
・当該船長又は船主の署名（定置漁業により漁獲された場合は、当該定置漁業の免許を
受けている者の名称及び署名） 
輸出業者は、これらの情報の記載と署名のされた書類を漁獲段階の事業者に作成し、提
出してもらう必要があります。 
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3.1 漁獲（収獲）・陸揚げ段階の事業者が記録すべき情報 
 
天然水産物の場合、漁業者や産地市場荷受・漁協など陸揚げ段階の事業者が漁獲・陸揚
げ情報として記録すべき情報項目は、表3.1のとおりです。 
養殖水産物の場合、養殖や陸揚げ・締めなどを行う事業者が記録すべき情報項目は、表
3.2のとおりです。（表3.2省略） 
同一の漁業者にとって常に変わらない情報（例：漁船登録番号、漁業の免許・承認、漁
具・漁法など）は、必ずしも漁獲・陸揚げの都度記録する必要はありません。 
 
3.2事業者間の情報や書類の提供 
 
3.2.1 漁獲（収穫）・陸揚げ情報の提供 
情報提供は、水産物を取引した事業者の間で順に行うのが基本です。どのようなタイミ
ング（出荷の都度提供する、問合せを受けたら提供する、など）で、どのような手段（書
類を渡す、電子メールで送る、など）で輸出業者に提供するのか、あらかじめ事業者間で
相談して決めておきましょう。 
方法の例1）いつも使っている伝票による情報提供 
方法の例2）伝票とは別に書類を発行 
方法の例3）電子データによる提供 
 
3.3 各事業者における識別と対応付け 
 
3.3.1 識別と対応付けの必要性 
水産物は、漁獲（収獲）・陸揚げされてから製品となって輸出されるまでの間に、選
別、下処理、凍結・解凍、製造・加工といった行程を経ます。それらの行程において、複
数の原料の単位が統合される場合や、逆に一まとめになっていた原料の単位が複数の単位
に分割される場合もあります。 
2で説明した制度はいずれも、輸出する製品が由来する陸揚げ・収獲の情報だけでな
く、記録に基づき「確かにその陸揚げ・収獲に由来している」と説明できることを求めて
います。各制度は、輸出国における具体的な取組手法までは定めていませんが、その説明
を可能にする基本的な方法が、「識別」と「対応付け」です。以下、識別単位を「ロッ
ト」、識別記号を「ロット名」と呼んで説明します。 
 
3.3.2 漁業者と産地市場荷受・漁協などの出荷先における識別と対応付け（漁獲された
水産物） 
 
漁業者の取組 
漁業者は、漁獲し陸揚げした水産物を卸売業者等へ出荷するほか、産地市場荷受・漁協
等に出荷する場合がありますが、通常、その場合には産地市場荷受・漁協等が取引の単位
ごとに、魚種名や重量を記録しており、漁業者は漁船名（又は漁業者名）・日付・品名・
荷受業者・数量が記載された「仕切書」等の名称の伝票を受け取っています。このような
場合、漁獲し陸揚げした水産物は、取引の単位として識別されていると言えます。 
 
135 
 
産地市場荷受・漁協等における識別 
産地市場荷受・漁協等では、販売した単位ごとに、「仕切書」「販売明細書」「販売目
録」といった伝票に記載し、漁船（荷主）と買受人（仲買業者、加工業者）に渡していま
す。図3.3は、ある産地市場荷受・漁協が買受人に渡している「販売目録」（例）です。  
こうした伝票に通常１行で記載される単位を、ロットとします。ここでは「産地市場ロッ
ト」と呼びます。 
「荷受業者名（又は事業者コード）+取引年月日+札番号」の組合せを、トレーサビリテ
ィのためのロット名として使うことができます。 
 
函詰め等された水産物の場合には、その函等に、ロット名を表示することで対応するこ
とが考えられます。一つの大きなロットを出荷先の事業者が手配したトラック１~数台分
に積んで運ぶ場合には、伝票にロット名を記載して伝えることも可能です。 
産地市場荷受・漁協等は、この産地市場ロットに表3.1の項目を対応付け、買受人へ情
報提供します 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.4 各事業者における記録の保存 
 
各段階の事業者が3.1で述べた漁獲（収獲）・陸揚げ情報や3.2.2で述べた情報の提供を
行うには、情報や書類を保存していることが必要です。また、各段階の事業者は情報や書
類の提供を行ったあとにも、その情報が正しいかを検証するため、保存した情報の提供を
求められる可能性があることをよく認識して記録を保存することが重要です。 
 
3.4.1保存方法の設定 
 
3.4.2保存期間の設定 
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【巻末参考】漁獲（収獲）・陸揚げ情報の電子データによる提供 
 
漁獲（収獲）・陸揚げ段階の情報は、漁業者や産地市場荷受・漁協（養殖の場合は収獲
を行った業者）等が作成し、保存しています。特に産地市場荷受・漁協では、既存の販売
管理システム（例：販売結果を入力し、仕切書・請求明細書等の書類を取引先に発行する
システム）によって、すでに情報が電子データとして保存されていることが少なくありま
せん。すでに保存されている電子データの中から必要な情報項目を抽出し、輸出業者に提
供することにより、輸出業者における電子データ作成や書類作成を効率化することができ
ます。 
産地市場を経由し、複数の加工・流通段階の事業者を経るような、比較的長いサプライ
チェーンにおいては、各事業者が行うデータ提供のタイミングは、大きく次の2パターン
が考えられます。 
 
ア）問合せを受けてから、漁獲（収獲）・陸揚げデータを提供する。 
イ）水産物の売渡しと同時に、漁獲（収獲）・陸揚げデータを提供する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図Bは、天然魚におけるア）の場合のデータ提供を図にしたものです。 
輸出に当たりその商品の漁獲・陸揚げデータを求める輸出業者が、流通経路を遡るように
して、漁獲・陸揚げ段階の事業者に問合せをします（図Bの①から③）。そのとき、漁
獲・陸揚げデータを持つ事業者（図Bでは産地市場荷受・漁協）が、既存の販売管理シス
テム等から出荷先に提供すべき情報項目を抽出し、「漁獲・陸揚げデータ」として整理し
（図Bの④と⑤）、そのデータを流通経路に沿って受け渡します（図Bの⑥~⑧）。輸出業
者は、輸出先等の各制度の求めに対応した電子データや書面を作成します。（図Bの
⑨）。 
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図Bの①から③までを省略できるのが、イ）の場合のデータ提供です。 
電子メール等でその都度提供するかわりに、関係者間で共有されたサーバ（例えば、既存
のクラウド型ファイル共有サービス）に情報を蓄積することを通じて情報提供する方法も
考えられます（図C）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
------「漁獲・陸揚げデータ提供システム（CALDAP）の開発・実証--中間報告--」--- 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
-------------------------------------------------------------------------------- 
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 以上、ガイドラインの内容を踏まえ、輸出水産物トレーサビリティの要件並びに電子
化・ネットワーク化との関係について、次にように整理される。 
 
（目的） 
 以上より、輸出水産物トレーサビリティは、その水産物が水産資源の持続可能性にとっ
て大きな脅威となるIUU漁業をIUU漁業由来でないことを証明する手段として用いられるも
のであり、もって国産水産物の輸出拡大を図ることを目的としている。 
 
（識別単位：ロット） 
トレーサビリティシステムの要件である、識別と対応に関しては、次のように整理され
る。産地市場荷受・漁協等では、販売した単位ごとに、「仕切書」「販売通知書」といっ
た伝票に記載し、船主（荷主）と買受人（仲買業者、加工業者）に渡している。販売した
単位とは、こうした伝票に通常１行で記載される単位であり、これをロット（産地市場ロ
ット）と呼ぶ。なお、伝票に記載されている各ロットの情報項目は発行先に応じて限られ
ている。しかし、サーバー内の販売情報には、その他当該販売を通じて収集や創出された
情報が記録・保存されている。 
 
（識別記号：ロット名） 
ロット名については、ガイドラインでは、荷受業者名（または事業者コード）＋取引年
月日+札番号の組合せが案として示されている。実際の市場（先進地区）では、取引年月
日、船名、魚種、入札・せり番号でロットの識別を行っていることから、特段の識別記号
（または番号）は付与されていない。ロット名の付け方はいくつか考えられえるが、意味
づけの識別記号を付与することはロットの特定に効果的と考えらえる。 
伝票には文書番号が記載されているが、この文書番号に意味づけをするとともに、もと
もとのロットにも各文書番号を付与しておくことは、ロットの特定に効果的と考えられ
る。 
産地市場は、この産地市場ロットに、ガイドラインの「表3.1漁獲・陸揚げ段階の事業
者が輸出のために記録すべき情報項目（天然水産物の場合）」を対応付け、買受人へ情報
提供することができる。 
 
（電子化・ネットワーク化） 
漁獲・陸揚げ段階の情報は、生産者や産地市場が市場取引を通じて作成し、記録・保存
している。このすでに保存されている電子データの中から必要な情報項目を抽出し、輸出
業者に提供することで、輸出業者における電子データ作成や書類作成を効率化することが
できる。 
 
（漁獲・陸揚げデータの提供の方式） 
 ガイドラインで示されたように、電子化・ネットワーク化されていることを前提に、漁
獲・陸揚げデータの提供には2つの方式が考えられる。一つは、輸出に当たりその商品の
漁獲・陸揚げデータを求める輸出業者から問い合わせがあれば、データを提供するという
ものである。産地市場は、販売情報の中から、当該商品に相当するロットを特定し、その
中から提供すべき情報項目を抽出し、漁獲・陸揚げデータとして整理し、そのデータを流
通経路に沿って受け渡す（電子メール）、または輸出業者へ送付（電子メール）する。 
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 もう一つは、水産物（商品）の販売と同時に売渡しと同時に、関係者間で共有されたサ
ーバー（例えば、既存のクラウド型ファイル共有サービス）に漁獲・陸揚げデータを蓄積
することを通じて情報提供するというものである。 
 いずれの場合においても、産地市場が、通常の販売情報に加えて、生産者側が本来持っ
ている「漁獲情報を入手」し、販売情報とともに記録・保存しておかなければならない。 
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3.3 トレーサビリティへの対応 
 
「3.1食品トレーサビリティへの対応」と「3.2輸出水産物トレーサビリティ」より、ト
レーサビリティは、食品の移動の記録を残すことにより、予測しづらい問題や疑問が生じ
たとき、食品の回収・原因究明や、水産物の場合にはIUU漁業由来の水産物ではないこと
の確認にも役立つものである。一連の機能を安定的に発揮するシステムとしては、情報の
収集や記録、保存（保管）には、電子化されていることが必ずしも要件ではないが、情報
の信頼性の向上や業務の効率性の向上の観点からは、重要なことである。 
 
本調査の「漁港水産物情報化システム」は、漁港（産地市場）の電子化・ネットワーク
化を推進する中で、食品安全上のトレーサビリティや輸出拡大のためのトレーサビリティ
にも対応したものでなければならない。漁港水産物情報化システムとトレーサビリティと
の関係を図3.3.1に示す。先進地区方式では、販売情報の記録・保存とwebサイトを通じて
電子媒体の伝票を提供していることから、食品安全上のトレーサビリティには対応できる
ものの、輸出に関しては対応ができない。 
これに対して、漁獲情報も記録・保存する、「販売情報強化方式」と「漁獲情報連結方
式」は、食品安全と輸出のためのトレーサビリティに対応できるシステムである。トレー
サビリィの要件として、識別と対応づけが必要である。取引年月日、船名、魚種、入札・
せり番号の組み合わせで、ロット（産地市場ロット）に識別記号を付与するとともに、仕
切書、販売通知書（電子媒体）に文書番号もロットの付与することで、ロットの特定に効
果的と考えられる。 
 
3.2で述べたように、輸出拡大のための手続きを円滑にするため、輸出関係者らによる
広域的な枠組みを創設し、漁獲・陸揚げ情報の記録・保存と提供を行うシステムの実証や
提案についての検討が行われている。こうした枠組みは、各流通拠点漁港の衛生管理型へ
の整備や電子化・ネットワーク化が進展する中で、重要な役割や機能を期待される。輸出
に特化したものではあるが、枠組みが運用した場合であっても、各漁港（産地市場）が自
ら電子化・ネットワーク化を進め、漁獲情報、販売情報の記録・保存することが必要であ
る。 
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Ⅳ 実用性等の検証           
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１．入船予定・漁獲情報システムに関する実証試験 
 
(1) 実証試験の必要性等 
市場取引業務における電子化・ネットワーク化において、漁獲情報を連結することが最終
的な目標レベルである。その漁獲情報を入手する方式としては、海上から直接入手する場合
と漁港に入港してから陸揚げの際に入手する方式が考えられる。他方、入船予定情報は主に
問屋等を通じて市場に入り、買受人へ配信されるとともに、開場時であれば場内に掲示され
る。しかし入船予定情報はデータとして記録・保存されていない。そこで、「Ⅱ．漁港水産
物情報システム」では、入船予定情報と漁獲情報を取集する新たな簡易的システムとして、
スマホによる提供について紹介（図 1.1）した。 
銚子市魚市場では、現在電子化・ネットワーク化に段階的に取り組んでいるが、入船予定
情報については、図 1.2に示すように、問屋等を通じて電話や FAXで入り、市場で確認・整
理したうえで買受人へメール配信するが、開場時の場合には場内に掲示している。買受人か
らは、早い段階で入船予定だけでなく何がどれだけ入荷するかわかれば、販売戦略が立てや
すいからである。他方、一部の生産者（漁業種類）を除き、低い価格で購入されてしまうこ
とや自分の操業する水域が他の漁船に知られてしまうことを懸念し、漁獲情報を提供した
がらないことから、市場としては漁獲情報の提供は行っていないのが現状である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.1 入船予定・漁獲情報の収集システム 
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そこで、漁港水産物情報システムの実用性の検証とともに普及・促進を図るため、銚子市
魚市場のキンメダイを例に、入船（漁獲）情報の提供システムの実用性を検証する実証試験
を行うこととした。キンメダイは、外川漁港を根拠地に操業しているキンメダイ釣り漁船に
よるものであり、周年を通じて操業されている。現状では、外川漁港の水産会社から出漁あ
るいは休漁といった情報が銚子市魚市場へ提供され、これを買受人へ提供している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)実証試験の概要 
 実証試験は、図 1.1に示した方式のうち、スマホを使って、漁獲情報を船上で入力・保存
し、通信圏内に入ったら魚市場のサーバーへ送信・登録するものであり、その概要を図 1.3
に示す。 
漁獲情報データの項目を参考 1に示す。ほとんどは既定であり、事前に入力していくもの
であり、船上での入力する項目はわずかである。しかしながら、船上での入力作業の軽減の
ため、タップ方式やスクロール式の入力を主体（参考 2）としている。サーバーへの登録結
果は、銚子市魚市場の PCから閲覧することができる。漁獲情報入力した段階で、その地点
の緯度・経度が自動的に記録されるが、実証では生産者と市場側からの要望で、市場の PC
では表示しないこととした。 
  
 
図 1.2 銚子市魚市場における入船予定情報の収集の現状 
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実証試験の協力者（漁船）： キンメダイ釣り漁船 3漁船 
実証試験の期間     ： 2019年 2月 13日～19日 の 5操業日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3)実証試験の結果 
 実証試験の状況を図 1.4に示す。試験期間中に船上からの漁獲情報の入力、サーバーへの
登録および閲覧等が確認された。 
実証試験が終了した段階で、協力していただいたキンメダイ釣り漁船および市場側から
の主な感想や意見は次のとおりである。 
 
（生産者：キンメダイ釣り漁船） 
・スマホは所持しているが、通常海上では通話圏外になることから、操作することはない。
船上では様々な作業がありことから、入力の手間は極力少ないほうが良い。例えば、漁船
が圏内に入った場合には自動で送信・登録されると良い。 
・入船予定日時をスクロール式で入力するのに時間がかかる。 
・釣ったキンメダイの大きさはさまざまであり、速やかに氷を入れたタルに入れることか
ら、船上で規格別に選別することや概ねの規格を判断し入力することは困難。 
・操業位置（緯度・経度）も含め、漁獲情報を自ら活用するかどうかについては、わからな
い。同グループの漁業者の中には、操業日誌を記録している者もいるが。 
 
（市場側） 
・キンメダイについては、キンメダイグループとして資源管理を行いながら操業しているこ
とから、出漁しているか否かの情報だけで十分との認識であるが、最初の船（トラック搬
図 1.3 キンメを対象に行った実証試験を行ったシステム概要 
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入）が何時になるかは、情報を持ち合わせていないのが現状である。今回は一部の漁船に
よる実証であったが、全船で実施すると入船予定に合わせた市場側の準備を計画的に行
うことが可能となる。 
 
 以上より、特定の魚種、漁業種類についての実証試験ではあったが、買受人は漁獲情報を
知ると入札価格や購入計画を立てやすいが、漁業者は、そうした情報を出したがらない、知
られたくないのが現状のようであることがわかった。そこで漁獲情報は、公表しないとして、
市場が入船予定情報とともに漁獲情報を収集し、記録・保存することで、トレーサビリティ
対応が容易になるほか、荷受け、販売の準備を事前に行えるものと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.4 実証試験の状況 
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（参考 1）データ項目 
 
※アンダーラインは、実際に入力する必要がある。他は既定値。 
漁業者名・船主名  ←既定 ▲▲▲  （ID・パスワード入力により自動表示） 
所属団体名  ←既定 銚子市漁業協同組合 
所属団体コード  ←既定 空欄 
組合員コード  ←既定 空欄 
漁船名   ←既定 大勝丸 
漁船登録番号  ←既定 CB2-60239 
漁船コード  ←既定 1182 
総トン数   ←既定 7.9トン 
漁業種類・漁獲方法 ←既定：立縄漁法 
漁業種類・漁獲方法コード ←既定 空欄 
漁業許可番号  ←既定 千葉延縄 第 5005 号 
漁獲開始日時  ←入力 〇〇〇〇年□□月△△日●●時■■時 
漁獲終了日時     ←入力 〇〇〇〇年□□月△△日▼▼時◆◆時（デフォルトで     
は、開始日時を入れれば、終了日時の日までは同じ年月 
日表示） 
漁獲水域    
・漁場・海域名  ←既定：房総沖 
・緯度・経度  ←空欄 2地点を入力できるようにしておく。（今回は入力しな 
い）  
魚種（通称）  ←既定：キンメダイ 
 〃（学名）  ←既定：Beryx splendens 
魚種コード  ←既定 17 
規格         ←空欄 
漁獲推定量      ←入力（タル数） 
単位   ←既定（タル） 
変換率   ←既定（25ｋｇ／タル） 
Kg 単位（換算）  ←自動計算 
陸揚げ予定港  ←既定：外川漁港 
入船予定日時  ←入力（外川漁港への入港予定時間） 
    〇〇〇〇年□□月△△日▼▼時◆◆時（デフォルトで 
は、開始日時を入れれば、終了日時の日までは同じ年月 
日表示） 
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（参考 2） 銚子市漁協漁獲情報システムアプリの操作説明書 
 
 
1. アプリの起動 
 
スマホより、右図の「銚子市漁協漁獲情報システムアプリ」 
のアイコンをタップしアプリを起動します。 
 
 
 
 
2. 初期設定（個人情報入力） 
 
初めてアプリを起動した場合、個人情報入力画面に移動します。 
指定の IDとパスワードを入力して「登録」ボタンをタップします。 
正しい IDとパスワードであれば、登録されている「漁業者名・船主名」「所属団体」
「漁船名」が表示され「データ操作メニュー」に移動します。 
 
一度登録をすれば、再登録する必要は有りません。 
「データ操作メニュー」及び「漁獲情報登録／修正」の画面右上の設定ボタンより初
期設定に移動し再設定することができます。 
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3. データ操作メニュー 
 
初期設定後、又は初期設定が終わっている状態でアプリ 
を起動させた場合、データ操作メニューが表示されます。 
  データ操作メニューには 2つのボタンが有ります。 
① 「データ登録／修正」ボタン 
 「データ登録／修正」ボタンをタップすると「漁獲情 
報登録／修正」画面に移動します。 
② 「データ送信」ボタン 
 「データ登録／修正」でデータ登録後にデータを送信 
する事ができます。データを登録した状態でないとタップできません。 
 
 
4. 漁獲情報登録／修正 
 
漁獲情報の登録及び修正が行えます。 
①「漁船名」 
登録されている船名が表示されます。 
②「操業日時 開始～終了」 
日付は入力時の日付が表示されます。 
「開始」および「終了」のボックスをタップすると時 
刻入力ウィンドが表示されますので、任意の時間を選 
択して「決定」をタップしてください。ボックスに時 
間が入力されます。 
③ 「漁場・海域名」「漁業種類・漁獲方法」「魚種」 
 各ボックスをタップすると選択項目が表示されます。 
任意の選択項目をタップして指定してください。 
④ 「漁獲推定量」 
 漁獲推定量を入力します。キーボードより入力してく 
ださい。 
⑤ 「入船予定時刻」 
 ボックスをタップすると時刻入力ウィンドが表示され 
ますので、任意の時間を選択して「決定」をタップして 
ください。ボックスに時間が入力されます。 
⑥ 「コメント入力」 
 操業についてのコメントが入力できます。未入力でも 
データを送信する事ができます。 
⑦ 「データ登録」 
 コメント以外のデータの入力をすると、「データ登録」 
ボタンが有効になります。 
 有効になったボタンをタップすると、確認メッセージ 
が表示されますので、入力内容に問題なければ「はい」 
をタップしてください。 
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                  「はい」をタップした場合、スマートフォンが  
電波の圏内に有り、インターネットの接続が可能で
あれば、データをサーバに送信します。送信後「デ
ータを登録しました。」と表示されますので、「OK」
をクリックしてください。データは登録されまし
た。 
 
スマホの電波が圏外でインターネットに接続でき  
なかった場合は、データの保存のみ行います。圏内
入ってからデータ送信を行なってください。 
 
 
 
データ保存後は「データ操作メニュー」の「デー
タ送信」ボタンが有効になりますので、電波の有効
な場所に移動後、「データ送信」ボタンをタップし
てください。データがサーバに登録されます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5. データの修正 
  
データ登録後も同じ日で有れば、何度でもデータを修正して再登録することができま
す。最後に登録したデータが採用されます。 
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2. 鮮度保持に関する実証試験 
 
(1)実証試験の概要 
 入船（漁獲）情報システムに関する実証試験にあわせて、市場取引におけるキンメダイの
鮮度保持に関して、魚体に温度ロガーを入れて魚体温度の推移を計測する実証試験を行っ
た。 
（キンメダイの市場取引） 
キンメダイの市場取引の流れを図 2.1に示す。キンメダイ釣り漁船は全船で 40隻である。
日の出とともに操業し、釣ったキンメダイは氷を入れた海水のタルに入れ、増氷などを行い
ながら鮮度保持を行い、外川漁港に帰港する。すぐにタルを陸揚げし、トラックで銚子市魚
市場へ陸送・搬入する。市場では 5隻分が集まった段階で、タルからキンメダイが選別台に
あけられ、選別が開始されるとともに、順次、陳列、計量、販売原票の作成、そして入札が
行われる。選別から入札が終わるまで、商品はトロ箱に施氷のない状態で陳列される。入札
後もしばらくの間、施氷なしの状態で仮置きされている場合もある。 
 
（試験体） 
サンプルとして 2魚体（A・B）を用いる。魚体には漁獲直後に温度ロガーを挿入し、あ
わせてタルの中にも温度ロガーを入れる。 
陸送搬入時に、タルからサンプルを取り出し、場内で別途トロ箱に陳列して計測する。 
 サンプル A魚体：他のキンメが搬出されるときに、施氷 
 サンプル B魚体：他のキンメが搬出されるときにも、施氷しない 
    
(2)実証試験の結果 
 2月 13日に当日に市場に搬入されたキンメダイは、34隻分であった。最初のトラックは
10:02に到着し、10:09には 5隻分が集まったことから、タルからキンメダイが選別台にあ
けられ、選別が開始されるとともに、順次、陳列、計量、販売原票の作成、そして入札が行
われた。 
トラックによる搬入は、11:38まで続き、12:10に入札が終了した。温度ロガーによる鮮
度保持試験を依頼した鴨作丸のキンメダイを載せたトラックは 11:04 に市場に到着し、
11:05にすぐに選別が行われた。これにあわせて、試験体をタルから取り出し、同様な状態
（施氷なし）でトロ箱に仮置きしておき、落札された段階で、1つの試験体を引き続き施氷
なしの状態で仮置き、他方の試験体をタル内で施氷ありの状態で試験を続けた。 
魚体温度の推移を図 2.2 に示す。当日の気温は 6，7℃と低かったが、選別、陳列、入札
の状況に相当する時間帯での魚体温度が約 25分間に 3～3.5℃上昇し、さらに時間が経過す
るとさらに魚体温度が上昇し、外気温に近づいていくのが見られた。再び施氷した試験体は
魚体温度の上昇が抑えられていた。 
 当日の市場取引において商品が施氷されていない状態の時間は、鴨作丸については約 25
分であったが、当時最後に搬入された商品では約 22分、全体の作業時間から平均時間を算
出すると、約 24分と推計されることから、平均的な時間に相当するものと判断できる。搬
入、選別、陳列、計量・販売、入札の各作業は、間断なく行われており、年間を通じてみる
と、トロ箱で施氷なしの状態にある時間が比較的短い条件であったと言える。 
夏場は、気温が高く、市場への搬入は他の漁業種と競合し、搬入・選別の待ちが発生する。
夏場での実証試験を行い、魚体温度の上昇と鮮度保持対策の検討を行う必要がある。 
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Ⅴ 先進地区の効果等分析         
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1. 電子化・ネットワーク化の効果の考え方 
 
高度衛生管理型漁港・市場の整備にあわせて、市場取引や情報提供、衛生管理に関わる業
務の電子化・ネットワーク化を推進している先進的地区について、その効果分析を試みるこ
ととする。 
初めに、想定される効果（効果項目）にどのようなものがあるか、効果項目が各々どのよ
うな関係やつながりがあるか、裨益する主体がだれであるか、想定したシナリオ図 1.1に示
す。先進地区では、特に市場取引業務の効率化を目的に電子化・ネットワーク化が行われて
いる。市場取引業務の効率化とは、ⅰ．市場職員の労働時間の削減と、ⅱ．出荷時間の短縮
である。前者は、市場の管理運営の効率化の重要な部分を占めるものであり、削減された労
働時間（力）は、他の業務に振り向けることも可能である。後者は、水産物が荷受けしてか
ら入札・せりが終了し、荷渡しが行なわれるまで、あるいは市場から搬出されるまでの所要
時間（リードタイム）である。リードタイムが短縮されれば、買い付けた買受人は、加工場
へ搬入するなり、他の市場等へ輸送するなり、次の計画や対応を早期に講じることや、首都
圏等の大消費地へ輸送することも可能となる。また、後者は、水産物が高い衛生管理・鮮度
保持の状態で買受人へ渡ることから、魚価の上昇や、地元産水産物の評価が向上することで、
取扱量の増加、販路拡大市場が期待される。 
こうした想定される効果の関係図から、先進地区における効果分析は、ａ．市場取引業務
の分析、ｂ．買受人等のヒアリングの分析、ｃ．水揚げ統計の分析の 3つにより行うことと
する。先進地区としては、南三陸町魚市場（A型）と大船渡市魚市場（B型）を取り上げる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.1 電子化・ネットワーク化の効果のシナリオ（想定） 
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2. 大船渡市魚市場（大船渡漁港） 
 
2.1 漁港・市場の概要 
 
市場名：地方卸売市場大船渡市魚市場 
開設者：大船渡市 
卸売業者：大船渡魚市場株式会社 
買受人：85社（2018年 8月時点） 
 
(1)震災からの復旧 
大船渡市魚市場は岩手県の拠点的な魚市場であり、大船渡市をはじめ岩手県沿岸南部の
漁業者の水揚基地となっているほか、沖合の三陸漁場で操業する廻来漁船の水揚基地とし
ても機能している。魚市場に水揚げされる水産物は、鮮魚として市内で小売されているほ
か、築地市場をはじめとした消費地市場などにも流通している。また、一度に多く水揚げ
されるサンマやサバなどは地元水産加工業の加工原料として利用されている。 
1999年に周辺の魚市場を統合し、県内外から集まる水産物を原料にした水産加工業が盛
んな県南地域の流通拠点としての役割を担ってきた。しかし水揚げ量は、1984年の 7万ト
ンをピークに減少し、 近年は約 5万トンで推移していた。消費者へ新鮮で安全な水産物
を安定的に供給するために、衛生管理の強化、陸揚げ等の効率化が課題であった。 
  
そこで、高度な衛生管理や鮮度管理に対応した新たな市場の整備に向けて、1999年度に
「大船渡魚市場整備基本構想」「大船渡魚市場整備基本計画」が策定されるとともに、具
体的な計画の検討を進め、「流通構造改革拠点漁港整備事業基本計画書」が 2008年 3月
水産庁より承認された。これに基づき、2008年度より流通構造改革拠点漁港整備事業とし
て、閉鎖型建物構造の高度衛生・品質管理に対応した魚市場の整備が進められ、震災復興
を経て、完成・供用に至った。 
2008年～2013年度にかけて魚市場本棟の建設工事（第１期工事）が進められ、この
間、東日本大震災により工事現場が被災し、工事の中止などがあったが、2014年４月に完
成・供用開始されている。また、2014年～2015年度にかけて、旧魚市場の解体とサンマ
やイナダ等の水揚げ専用となる南側岸壁上屋の建設工事（第 2期工事）を進め、2016年 2
月から供用開始されている。2016年 4月には、優良衛生品質管理市場・漁港として認定さ
れている。 
 
(2)高度衛生管理施設・設備等 
市場の配置及び衛生管理施設・設備等を図 2.1.1に示す。衛生管理対策として、屋根付
岸壁、閉鎖型荷さばき場、清浄海水導入施設等を整備し、鮮度保持に効果の高い海水シャ
ーベット方式の製氷施設を併設したほか、場内の車両は電動のフォークリフトとしてい
る。自然換気システムや LED照明などは省エネルギーにも配慮している。地域の活性化に
も資する魚市場を目指し、展示室や多目的ホール、飲食施設等も一体で整備されている。
大船渡市魚市場 webサイトでは水揚げされる水産物の情報や施設の概要などを公開すると
ともに、一般見学や施設利用にも対応している。 
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(3)市場取引業務等における電子化・ネットワーク化 
1)電子化・ネットワーク化の概要 
高度衛生管理型漁港・市場の整備とともに、電子化・ネットワーク化を進めており、そ
の状況を図 2.1.2に示す。魚市場内を無線 LANで結ぶシステムを導入し、卸売業務の効率
化と衛生管理・鮮度管理の充実強化を進めている。入札や計量・衛生管理の処理に、約
100台のタブレット端末を活用し、毎日の入船・入荷情報や入札結果を場内の大型モニタ
ーに表示するほか、安全・安心な水産物に関する情報はインターネット、webサイトを通
じて発信している。 
 
図 2.1.1 大船渡市魚市場（大船渡漁港）の衛生管理施設・設備（上：1階、下：2階） 
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2)場内情報通信環境と集中管理 
魚市場の事務室に中央監視・管理用のサーバーが設置され、すべての情報を集中管理され
ている。サーバーには、市場取引、衛生管理、清算業務（経理・財務諸表等が含まれている）
に係るデータの送受信、処理、記録・保存、ネットワーク化の機能が入っている。電気・水
道等公共料金は各設備に付いている制御盤で管理されているが、これらの使用量や料金に
関わるデータは、サーバーに記録・保存されている。 
場内は無線 LANによりどこにいてもシステムにアクセスできる環境である。市場職員と
買受人はタブレットを使用して、システムにアクセスし、市場取引業務を行う。魚市場よ
り買受業人 1社に対して数台のタブレットが提供されている。買受人の控室にはかつて伝
票を渡すボックスがあったが、現在はこの中にタブレットと電源・充電器が備えられてい
る。 
 
3)市場取引業務における電子化・ネットワーク化 
（入荷予定情報の収集と提供） 
入船情報は直接魚市場へ、あるいは船上からいったん陸上の会社事務所や番屋から連絡
が入り、これらを職員が入力する。入船予定の情報が電話で入ってくる。その情報をパソ
コンから入力する。 
  
（荷受け・選別・計量・販売原票作成） 
陸揚げ後，漁獲物は選別される。市場職員は、計量して〇〇丸（船名）が〇〇（魚種・サ
イズ）が何トン（数量）獲れたかタブレットから入力して水揚げ伝票をつくる。これで、何
図 2.1.2 市場取引における電子化・ネットワーク化 
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時にどこで販売が行われるか、買受人の下見ができるかが決まることになる。 
 
（フォークリフトによる計量システム） 
移動式スケール（台秤）で計量する場合には、その結果をタブレットから入力する。ス
カイタンクについては、RFIDが取り付けられ個体管理ができることから、計量スケール付
きフォークリフトにより自動的に実重量が計量され、サーバーへ自動記録される。 
 
（販売（入札・せり）・取引結果の公表） 
入札については、買受人がタブレットを携帯しながら、商品の下見を行う。入札開始の
案内があると買受人はタブレットから商品番号と単価を入力して入札する。入札では、１
回だけということではなく、何回かトライできるしくみになっている。入札室内では、市
場職員が応札状況を見ながら、締め切り時間に近づくとマイクでアナウンスし締め切り、
そして自動的に落札者が決まる。 
入札結果は、ⅰ．場内モニターに表示されるとともに、ⅱ．入札室からアナウンス、
ⅲ．市場職員が商品の陳列されている付近において、タブレットを見ながら読み上げ、そ
してⅳ)落札者名を手書きした紙をタンクに貼付する。買受人は自分が応札したものは自
分でタブレットから見ることができる。 
 
せりについては、せり人の発声で進行し、購入したい買受人も発声で講じる従来方式で
あるが、せり人に随伴している市場職員がロット別に逐次結果をタブレット入力する。 
  
（荷渡し・搬出） 
荷渡し・搬出～トラックスケールで計量する場合には、荷出し・搬出時に自動計量される。
荷渡しする時には，どの人にどれを渡すかをタブレット内の情報で確認してから行う。 
 
4)webサイト、インターネットによる市場取引結果および水揚げ統計情報の提供・公表 
市況日報や水揚げデータなどのその日の市場取引結果や月別、年別、魚種別、漁業種類別
等に集計した水揚げ統計情報等を関係機関にインターネット（電子メール）で報告するとと
もに、当該漁港（産地市場）の webサイトに掲載し、これら情報が目的に応じた利用に対応
する、PDF、Excel、CSV形式のダウンロードが可能なシステムである。 
 
5)衛生管理の確認、記録・保存における電子化・ネットワーク化 
衛生管理のゾーンごと担当職員は、業務の合間を見ながら、」現場にタブレットを携帯し、
衛生管理項目について状況を確認、その結果を入力して記録している。タブレット操作では、
キーボード入力の他、必要に応じて備考欄への記入や撮影した写真を差し込むことができ
る。確定した記録については、上位担当者が確認し記録・保存する。なお、記録・保存した
内容は改竄できない仕組みになっている。 
 
6)施設・設備の管理における電子化・ネットワーク化 
施設・設備の管理のため、ライブカメラが設置されており、魚市場の webサイトで公開し
ている映像もある。魚市場の指定管理者として、利用者からテナントの賃貸料、貸出してい
る電動フォークリフト、スラリー氷、電気・水等公共料金などの使用料金を徴収している。 
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7)産地市場トレーサビリティ情報の充実 
販売情報の電子化により産地市場でのトレーサビリティ情報を充実させている。購入し
た商品がいつどこで漁獲されたものであるか買受人が取引先から求められる場合があり、
発行した販売通知書をもとに市場で取り扱った商品の生産履歴を特定し、産地情報の証明、
市場での取引情報の提供などを行う体制を整えている。しかしながら、輸出のための証明書
作成に必要な漁獲・陸揚げデータを提供できる体制には至っていない。 
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2.2 市場取引業務の分析 
 
(1)定量化の可能性のある作業項目とその内容 
大船渡市魚市場は、早くから PC機器類の導入等を進め、市場業務の効率化に努めてきた。
震災前の 2002年以降であるが、販売が終わると、販売原票等手書きの伝票に記載された内
容を OCR用紙に転記し、これを OCR機に読み取らせることで、販売情報を電子化していた。
それ以前は、手書きの伝票に記載された内容を PCから入力して販売情報を電子化していた。
さらに遡ると、伝票の一覧表に手書きし、集計はそろばん、電卓を使っていた時代になる。 
そして震災後、2016 年 2 月に高度衛生管理型漁港・魚市場の共用開始とともに、電子入
札等電子化・ネットワーク化を行った。 
 
 電子化・ネットワーク化の効果分析においては、現在（2016 年 2 月以降の電子化・ネッ
トワーク化）と震災前（OCR を利用していた 2002 年以降）を比較することとする。市場取
引業務における各作業について、現在と震災前を比較（参考 2.2.1）し、その中で、定量化
の可能性のある作業項目とその内容を抽出した結果を表 2.2.1に示す。 
 
（販売原票の作成） 
震災前は、投函・貼付された紙や伝票（計量）の内容を読みとり、販売原票（紙媒体）を
作成していた。現在は、容器に投函・貼付されている紙の内容を読み取り、日付け、入札・
せり番号を追加してタブレットから入力し、販売原票（電子媒体）を作成している。スケー
ル付きフォークリフトで計量したものについては、サーバーからそのデータを引き出すこ
とになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2.2.1 市場取引業務における効果の定量化の可能性のある作業項目とその内容 
震災前（2002年以降）
旧漁港・市場
　OCRによる販売情報の電子化
内容 内容 効果
効果の定量化
の可能性
販売原票の作成
投函・貼付された紙や伝票（計量）の
内容を読みとり、販売原票（紙媒体）
の作成
容器に投函・貼付されている紙の内容を読
み取り、日付け、入札・せり番号、ロット
番号を追加してタブレットより入力し、販
売原票（電子媒体）を作成
スケール付きフォークリフトで計量したも
のについては、サーバーからそのデータを
引き出して販売原票（電子媒体）を作成
省力化・時間短縮（職員全員がタブレット操作がで
き、販売原票の作成対応が可能）
正確性確保（読み取り、記載ミスのリスク回避）
トレーサビリティ対応（販売情報の電子化）
資源管理（TAC）の情報構築（販売情報の電子化）
販売情報の構築（電子化1）
入札
①投函入札（結果を伝票記録）：買受
人は入札室ボックスに紙を投函して入
札。市場職員は手作業で落札者・数量
を決定
②現場入札（結果を伝票記録）：商品
が陳列された場所で、入札人は買受人
から紙を集め、、その場で落札者を決
定
①投函入札（結果をPC入力）：入札の進行
とともに、入札結果はPCまたはタブレット
入力
②現場入札（結果をタブレット入札）：入
札結果はその場でタブレット入力
③電子入札（タブレットで応札）：市場職
員は、入札室で入札を管理し、買受人はタ
ブレットから応札。落札者は自動的に決
定。
③について
省力化・時間短縮（自動的に落札者が決まることで
省力化と時間短縮が大幅に図られる）
正確性確保（入札紙に記載された内容の読み取りミ
スがリスク回避）
①・②・③について
入札の進行とともに落札した結果（買受人名・数
量・価格）ほぼ同時に販売情報が電子化されてお
り、以降の販売通知書の作成が容易になる）
トレーサビリティ対応（販売情報の電子化）
資源管理（TAC）の情報構築（販売情報の電子化）
販売情報の構築（電子化2）
↓
電子入札における自動落札者決定
↓
省力化・時間短縮
荷受けから入札（終了）までのリードタ
イムの短縮
せり
せり人による発声せりと同時にせり結
果を販売原票に記載
①せり（結果をタブレット入力）：せりの
進行とともに、せり結果をタブレット入力
（入札終了後、映像・音声記録で入力内容
を確認）
②電子入札へ移行
②について
省力化・時間短縮（自動的に落札者が決まることで
省力化と時間短縮が大幅に図られる）
正確性確保（入札紙に記載された内容の読み取りミ
スのリスク回避）
①・②について
入札の進行とともに落札した結果（買受人名・数
量・価格）ほぼ同時に販売情報が電子化されてお
り、以降の販売通知書の作成が容易になる）
トレーサビリティ対応（販売情報の電子化）
資源管理（TAC）の情報構築（販売情報の電子化）
販売情報の構築（電子化2）
②について
荷受けから入札（終了）までのリードタ
イムの短縮
仕切書・販売通知書等
の作成
・販売原票等手書きの伝票に記載され
た内容をOCR用紙に転記し、これをOCR
機に読み取らせて販売情報を電子化
・電子化された販売情報から生産者、
買受人ごとに仕切書・販売通知書（識
別番号として文書番号が付与）を自動
作成
PCよりサーバー内の販売情報を引き出し、
生産者、買受人ごとに仕切書・販売通知書
（識別番号として文書番号が付与）を自動
作成
（文書には、ロット番号の記載なし）
省力化・時間短縮（入札・せりが終了した段階で販
売情報は電子化されており、データを引き出して所
定の用紙に出力のみの作業）
正確性確保（電子化された情報に基づく自動作成の
ため、文書内容の誤りが生じない）
トレーサビリティ対応（識別番号を付与した文書に
より、市場と買受人の間をつなぐ。文書にロット番
号が記載されていると商品の属性を特定しやすい
が、現在は記載なし）
省力化・時間短縮
----------------------------------
この段階で販売情報を電子化する作業は
不要
電子化された販売情報（電子化1・2）
↓
販売通知書等の自動作成
作業項目
現在（2016年2月以降）
高度衛生管理型漁港・市場　電子化・ネットワーク化
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この段階で入札・せり前の販売情報が電子化（電子化１）されるが、これ自体の省力化・
時間短縮の定量化の可能性はない。しかし、販売情報が電子化されることで、以降の入札・
せり、および仕切書・販売通知書の作成が容易になり、その段階において省力化・時間短縮
の定量化の可能性がある。 
 
（入札） 
震災前は、次の 2つの方式で入札が行われていた。 
投函入札（結果を伝票記録）：買受人は入札室ボックスに紙を投函して入札。市場職員は
手作業で落札者・数量を決定 
現場入札（結果を伝票記録）：商品が陳列された場所で、入札人は買受人から紙を集め、
その場で落札者を決定 
 
 現在は、電子化・ネットワーク化とともに、次の 3つの方式が行われている。 
投函入札（結果を PC入力）：入札の進行とともに、入札結果は PCまたはタブレット入力 
現場入札（結果をタブレット入札）：入札結果はその場でタブレット入力 
電子入札（タブレットで応札）：市場職員は、入札室で入札を管理し、買受人はタブレッ
トから応札。落札者は自動的に決定 
  
 入札結果は、サーバーに記録・保存されている販売情報に追加（電子化 2）される。 
 投函入札では、多くの買受人が応札する場合であっても、自動的に落札者が決定すること
から、省力化・時間短縮の定量化の可能性が高い。入札に要する時間が短縮すると、結果と
して、荷受けから入札（終了）までのリードタイムが短縮することから、その定量化の可能
性もある。 
 
（せり） 
震災前は、次の方式が行われていた。 
せり（結果を伝票記録）：せりの進行とともに、せり結果を伝票（販売原票）に記載 
 
現在は、次の 2つの方式が行われている。 
せり（結果をタブレット入力）：せりの進行とともに、せり結果をタブレット入力（入札
終了後、映像・音声記録で入力内容を確認） 
電子入札（タブレットで応札）へ移行 
 
せり結果は、サーバーに記録・保存されている販売情報に追加（電子化 2）される。電子
入札に移行したものは、（入札）で述べたとおりである。 
 
（仕切書・販売通知書の作成） 
震災前は、次の手順で仕切書等の発行が行われていた。 
Step1：販売原票等手書きの伝票に記載された内容を OCR用紙に転記し、これを OCR機に
読み取らせて販売情報を電子化 
Step2：電子化された販売情報から生産者、買受人ごとに仕切書・販売通知書（識別番号
として文書番号が付与）を自動作成 
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 現在は、上記 Step1は不要であり、PCよりサーバー内の販売情報（電子化 1,2）を引き出
し、生産者、買受人ごとに仕切書・販売通知書（識別番号として文書番号が付与）を自動作
成している。Step1が不要となったことで、省力化・時間短縮の定量化の可能性が高い。 
 
(2)現場モニタリングの概要 
 現場での市場取引業務にどの程度の職員が配置されているか、およびどの程度の時間を
要しているのかを明らかにするため、次のような方法で現場のモニタリングを行った。市
場本棟および南側岸壁の各エリア等の呼称を図 2.2.1に示す。モニタリングを実施した期
間は、定置網漁、カツオ漁に加えて、秋サケ（市場本棟）、サンマ・イワシ（南側岸壁）
など、盛漁期の 1週間である。 
 
 ア．市場本棟（閉鎖型構造）について 
    場内外カメラ映像記録 
     場内外を俯瞰できる箇所に IPカメラ 4台設置 
     10月 16日（火）、17日（水）、18日（木） 
    場内外の目視観察記録と写真撮影記録 
     10月 16日（火）、17日（水）、18日（木） 
 
イ．南側岸壁・岸壁上屋について 
    目視観察記録と写真撮影記録 
    10月 19日（金）、19日（土） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.2.1 市場の本棟及び南側岸壁の各エリアの呼称 
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種
、
規
格
、
数
量
、
価
格
、
買
受
人
名
、
せ
り
番
号
②
に
つ
い
て
省
力
化
・
時
間
短
縮
（
自
動
的
に
落
札
者
が
決
ま
る
こ
と
で
省
力
化
と
時
間
短
縮
が
大
幅
に
図
ら
れ
る
）
正
確
性
確
保
（
入
札
紙
に
記
載
さ
れ
た
内
容
の
読
み
取
り
ミ
ス
の
リ
ス
ク
回
避
）
①
・
②
に
つ
い
て
入
札
の
進
行
と
と
も
に
落
札
し
た
結
果
（
買
受
人
名
・
数
量
・
価
格
）
ほ
ぼ
同
時
に
販
売
情
報
が
電
子
化
さ
れ
て
お
り
、
以
降
の
販
売
通
知
書
の
作
成
が
容
易
に
な
る
）
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
（
販
売
情
報
の
電
子
化
）
資
源
管
理
（
TA
C）
の
情
報
構
築
（
販
売
情
報
の
電
子
化
）
販
売
情
報
の
構
築
（
電
子
化
2）
②
に
つ
い
て
荷
受
け
か
ら
入
札
（
終
了
）
ま
で
の
リ
ー
ド
タ
イ
ム
の
短
縮
入
札
・
せ
り
結
果
の
公
表
・
入
札
・
せ
り
結
果
の
ア
ナ
ウ
ン
ス
・
結
果
を
記
載
し
た
紙
の
掲
示
板
掲
載
（
、
ま
た
は
掲
示
板
へ
の
記
載
）
・
落
札
者
名
（
ま
た
は
屋
号
）
を
手
書
き
し
た
紙
（
ま
た
は
印
刷
し
た
紙
）
を
投
函
・
貼
付
（
船
名
、
漁
業
種
類
、
魚
種
、
規
格
、
数
量
、
買
受
人
名
）
①
せ
り
：
落
札
し
た
買
受
人
が
落
札
者
名
（
ま
た
は
屋
号
）
を
記
載
し
た
紙
を
投
函
・
貼
付
②
投
函
入
札
：
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
、
買
受
人
・
市
場
職
員
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
で
閲
覧
③
現
場
入
札
：
入
札
人
が
落
札
し
た
買
受
人
名
を
読
み
上
げ
、
落
札
し
た
買
受
人
が
落
札
者
名
（
ま
た
は
屋
号
）
を
記
載
し
た
紙
を
投
函
・
貼
付
④
電
子
入
札
：
結
果
を
入
札
室
か
ら
ア
ナ
ウ
ン
ス
、
市
場
職
員
が
タ
ブ
レ
ッ
ト
で
商
品
を
確
認
し
な
が
ら
落
札
し
た
買
受
人
名
を
読
み
上
げ
、
名
前
を
書
い
た
紙
を
投
函
・
貼
付
、
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
、
買
受
人
が
タ
ブ
レ
ッ
ト
で
確
認
（
日
付
け
、
船
名
、
漁
業
種
類
、
魚
種
、
規
格
、
数
量
、
価
格
、
買
受
人
名
、
せ
り
番
号
）
省
力
化
・
時
間
短
縮
（
市
場
職
員
は
容
易
に
結
果
を
発
表
で
き
る
。
市
場
職
員
と
買
受
人
は
容
易
に
結
果
を
入
手
で
き
る
）
正
確
性
確
保
（
紙
媒
体
へ
の
記
載
が
な
く
な
り
、
記
載
ミ
ス
の
リ
ス
ク
回
避
）
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
（
販
売
情
報
の
電
子
化
）
資
源
管
理
（
TA
C）
の
情
報
構
築
（
販
売
情
報
の
電
子
化
）
商
品
の
荷
渡
し
入
札
・
せ
り
結
果
を
手
書
き
し
た
紙
で
確
認
①
せ
り
：
落
札
者
名
（
ま
た
は
屋
号
）
を
記
載
し
た
紙
で
確
認
②
投
函
入
札
：
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
、
買
受
人
・
市
場
職
員
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
で
閲
覧
③
現
場
入
札
：
落
札
者
名
（
ま
た
は
屋
号
）
を
記
載
し
た
紙
で
確
認
④
電
子
入
札
：
落
札
者
名
を
記
載
し
た
紙
で
確
認
、
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
、
買
受
人
が
タ
ブ
レ
ッ
ト
で
確
認
省
力
化
・
時
間
短
縮
（
多
様
な
方
法
に
よ
る
荷
渡
し
確
認
）
正
確
性
確
保
（
多
様
な
方
法
に
よ
る
荷
渡
し
確
認
）
荷
受
け
か
ら
入
札
（
終
了
）
ま
で
の
リ
ー
ド
タ
イ
ム
の
短
縮
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
作
成
・
販
売
原
票
等
手
書
き
の
伝
票
に
記
載
さ
れ
た
内
容
を
OC
R用
紙
に
転
記
し
、
こ
れ
を
OC
R機
に
読
み
取
ら
せ
て
販
売
情
報
を
電
子
化
・
電
子
化
さ
れ
た
販
売
情
報
か
ら
生
産
者
、
買
受
人
ご
と
に
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
（
識
別
番
号
と
し
て
文
書
番
号
が
付
与
）
を
自
動
作
成
▶販
売
通
知
書
等
に
記
載
さ
れ
る
デ
ー
タ
文
書
番
号
、
日
付
け
、
船
名
、
漁
業
種
類
、
魚
種
、
規
格
、
数
量
、
買
受
人
名
PC
よ
り
サ
ー
バ
ー
内
の
販
売
情
報
を
引
き
出
し
、
生
産
者
、
買
受
人
ご
と
に
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
（
識
別
番
号
と
し
て
文
書
番
号
が
付
与
）
を
自
動
作
成
（
文
書
に
は
、
ロ
ッ
ト
番
号
の
記
載
な
し
）
▶販
売
通
知
書
等
に
記
載
さ
れ
る
デ
ー
タ
文
書
番
号
、
日
付
け
、
船
名
、
漁
業
種
類
、
魚
種
、
規
格
、
数
量
、
買
受
人
名
省
力
化
・
時
間
短
縮
（
入
札
・
せ
り
が
終
了
し
た
段
階
で
販
売
情
報
は
電
子
化
さ
れ
て
お
り
、
デ
ー
タ
を
引
き
出
し
て
所
定
の
用
紙
に
出
力
の
み
の
作
業
）
正
確
性
確
保
（
電
子
化
さ
れ
た
情
報
に
基
づ
く
自
動
作
成
の
た
め
、
文
書
内
容
の
誤
り
が
生
じ
な
い
）
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
（
識
別
番
号
を
付
与
し
た
文
書
に
よ
り
、
市
場
と
買
受
人
の
間
を
つ
な
ぐ
。
文
書
に
ロ
ッ
ト
番
号
が
記
載
さ
れ
て
い
る
と
商
品
の
属
性
を
特
定
し
や
す
い
が
、
現
在
は
記
載
な
し
）
省
力
化
・
時
間
短
縮
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
こ
の
段
階
で
販
売
情
報
を
電
子
化
す
る
作
業
は
不
要
電
子
化
さ
れ
た
販
売
情
報
（
電
子
化
1・
2）
↓ 販
売
通
知
書
等
の
自
動
作
成
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
発
行
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
紙
媒
体
発
行
市
場
内
の
ボ
ッ
ク
ス
投
函
・
郵
送
（
従
来
の
紙
媒
体
発
行
と
ボ
ッ
ク
ス
投
函
・
郵
送
の
他
、
）
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
電
子
発
行
（
PD
F、
Ex
ce
l、
CS
V形
式
フ
ァ
イ
ル
）
省
力
化
・
時
間
短
縮
（
電
子
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル
を
発
行
す
る
こ
と
で
、
買
受
人
は
、
文
書
に
記
載
さ
れ
た
内
容
を
容
易
に
記
録
・
保
管
お
よ
び
他
の
デ
ー
タ
と
の
連
結
や
加
工
が
可
能
）
正
確
性
確
保
（
電
子
デ
ー
タ
の
た
め
、
転
記
ミ
ス
の
リ
ス
ク
回
避
）
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
（
識
別
番
号
を
付
与
し
た
文
書
に
よ
り
、
市
場
と
買
受
人
の
間
を
つ
な
ぐ
）
参
考
2.
2.
1 
市
場
取
引
業
務
に
お
け
る
電
子
化
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
の
効
果
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(3)現場モニタリングの結果 
1)市場関係者数の時系列変化と主な作業 
10 月 18 日の市場本棟における、市場関係者（生産者、問屋、市場職員、買受人）数の時
系列変化と、開場、荷受け、入札・せり、搬出など市場取引業務の主な作業のタイミングを
図 2.2.2に示す。なお、入札室内の市場職員数は含まれていない。また、北、東、南の各エ
リア別の結果については、（参考 2.2.2）に示す。なお、市場関係者数の推移と主な作業の
時刻は、10月 16日、10月 17日もほぼ同様であった。 
 
市場での予定時刻は次のとおり。 
開場                 1:30 
荷受け開始                          3:00 
入札開始                           6:00 
朝販売分の仕切書・販売通知書の作成 10:00～10:30 
仕切書・販売通知書の発行      13:00 
市場データの確定・更新       14:00 
業務終了・帰宅           14:00～15:00 
 
荷受けは予定時刻以降、徐々に行われ、入札・せりの開始時刻に近づくにつれ、その荷受
け回数が多くなる傾向がある。また、入札・せりが終了した商品は、順次荷渡し・搬出され
るが、わずかな商品が市場に仮置きされている。こうしたことから、図中には、荷受け、搬
出される商品全体の概ね 8～9割が荷受けおよび搬出されるタイミングの時刻をプロットし
ている。 
 かご漁、刺し網、底延縄の活魚、鮮魚は開場（図中では 3:25）とともに南エリアに陸送・
搬入され、入札は予定の 6:00を目途に行われていた。加工物は、4:00以降（図中では 4:20）
に低温室に搬入され、南エリアの活魚、鮮魚の入札に続いて行われていた。北エリアでは、
5:00（図中 5:30）ごろから、陸送・搬入され、7:30 ごろから入札・せりが行われていた。
東エリアでは、入港した定置網船ごとに陸揚げ、選別、荷受けが行われ、6:00 ごろから荷
受けが始まり、入札・せりは 7:30ごろから入札・せりが行われていた。 
 入札・せりは午前中で終了し、場内は 12:15に消灯。荷受け前には、床や資機材の洗浄な
らびに資機材、氷、水などの準備が行われるとともに、陸揚げ、荷受け、計量、入札・販売、
搬出の各作業が終了するたびに、床や資機材の洗浄が行われていた。床や資機材の洗浄は、
衛生管理マニュアルに基づく作業である。 
 仕切書・販売通知書の発行（市場に設置されたボックスへの投函と webサイトへの掲示）
は、予定の時刻より 1 時間程遅い 14 時ごろに行われていた。14:00 前から場内の出入り口
の洗浄液の交換や清掃、施錠確認を行い、14:20ごろには閉場し、職員は 15:00までには帰
宅していた。 
荷受けから荷渡しまでの時間について整理すると次のとおりである。 
 
  北エリア 鮮魚  短いと 35分、長いと 2時間 20分 
  東エリア 鮮魚  短いと 10～15分、長いと 2時間 5分 
  南エリア 鮮魚  短いと 30～50分、長いと 1時間 10分～3時間 30分 
   〃   活魚  短いと 35分、長いと 2時間 55分 
   〃   加工品 短いと 1時間 15分、長いと 2時間 30分 
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参考 2.2.2 市場本棟の各エリアにおける各作業とその市場関係者数の時系列 
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参考 2.2.3 モニタリング日（10月 18日）の市場本棟作業状況 
入札事務（東エリア） 入札事務（南エリア） 積込場
１： 00 １： 00
05 05
10 10
15 15
20 20
25 25
30 場内全灯 場内全灯 30
35 35
40 40
45 45
50 50
55 鮮魚タンク注水 55
2: 00 2: 00
05 05
10 10
15 15
20 20
25 25
30 場内半灯 場内半灯 30
35 35
40 活魚水槽ポンプON 40
45 45
50 開扉（岸壁側） 50
55 計量機準備 開扉（岸壁側） 計量機準備 55
3: 00 1台目 3: 00
05 2台目 05
10 10
15 3台目 15
20 4台目 20
25 5台目 25
30 30
35 6台目 35
40 40
45 開扉（岸壁側） 45
50 7台目 50
55 8台目 55
4: 00 4: 00
05 05
10 9台目 10
15 エプロンの洗浄 15
20 開扉（岸壁・積込） 10台目 20
25 資機材の準備 11~12台目 25
30 1台目 場内全灯 場内全灯 13台目 30
35 35
40 エプロンの洗浄 14～17台目 40
45 45
50 2台目 18台目 50
55 19～20台目 55
5: 00 3台目 21～22台目 5: 00
05 05
10 23台目 10
15 15
20 24台目 20
25 入船予定情報（定置：東エリア） 入船予定情報（定置：東エリア） 4台目 25台目 25
30 5台目 開扉（岸壁・積込） 30
35 7台目 35
40 10台目 40
45 入船予定情報（定置：東エリア） 入船予定情報（定置：東エリア） 11台目 資機材・氷の準備 接岸・陸揚げ 45
50 14台目 50
55 19台目 開扉（岸壁・積込） 55
6: 00 入札販売情報　鮮魚1回目 6: 00
05 入札結果情報　鮮魚1回目 20台目 引渡・仮置き 05
10 入札販売情報　活魚1回目 23台目 搬出 100% 10
15 入船予定情報（定置：東エリア） 入船予定情報（定置：東エリア） 入札販売情報　鮮魚2回目 引渡・仮置き 15
20 入札結果情報　活魚1回目 24台目 20
25 25台目 開扉（岸壁側） 引渡・仮置き 25
30 入札販売情報　加工品1回目 30
35 入札結果情報　鮮魚2回目 26台目 床洗浄 35
40 27台目 搬出36% 計量機・トロ箱準備 40
45 入札結果情報　加工品1回目 接岸・陸揚げ 引渡・仮置き 搬出 45% 45
50 50
55 開扉（岸壁・積込場） 55
7: 00 搬出40% 搬出53% 搬出 64% 7: 00
05 入船予定情報（定置：東エリア） 入船予定情報（定置：東エリア） 05
10 搬出49% 搬出66% 搬出 69% 10
15 28台目 計量・仕分け 販売原票の作成 15
20 搬出84% 搬出69% 搬出 90% 鮮魚入札 90% 20
25 25
30 床の洗浄 搬出98% 搬出70% 搬出 90% 加工品入札 90%超 30
35 サケ（タンク）紙入札2回 35
40 入札販売情報　1回目 搬出98% 搬出 95% 40
45 入札結果情報　1回目 引渡・仮置き 45
50 入札販売情報　2回目 商品搬出・トロ箱返却 搬入・計量・陳列 販売原票の作成 せり(1～12) 引渡・仮置き 50
55 入札結果情報　2回目 床の洗浄 引渡・仮置き 搬出98% 搬出70% 搬出 95% 55
8: 00 入札販売情報　3回目 8: 00
05 入札結果情報　3回目 開扉（岸壁側） 洗浄・整理 引渡・仮置き 05
10 10
15 搬出70% 搬出 95% 15
20 搬出 83% 20
25 搬出100% 加工品入札100% 25
30 閉扉・場内照明半灯 搬出 100% 鮮魚入札 100% 30
35 商品搬出・トロ箱返却 搬出76% 搬出 92% 鮮魚せり 90%越 35
40 40
45 場内消灯 床洗浄 45
50 閉扉 場内半灯 場内半灯 50
55 搬出 100% 鮮魚せり 100% 55
9: 00 9: 00
05 洗浄 05
10 10
15 15
20 搬出94% 活魚入札 90%越 20
25 開扉（積込場側） 搬出 商品搬出 25
30 閉扉 30
35 搬出100% 活魚入札 100% 35
40 40
45 開扉（岸壁側） 45
50 活魚水槽ポンプOFF 50
55 資機材の準備 開扉（岸壁・積込） 床洗浄 資機材の片付 55
10: 00 入船予定情報（定置：東エリア） 入船予定情報（定置：東エリア） 開扉（岸壁） 10: 00
05 05
10 10
15 15
20 20
25 25
30 開扉（岸壁側） 30
35 35
40 40
45 45
50 50
55 場内消灯 場内消灯 55
11: 00 開扉（岸壁・積込） 11: 00
05 05
10 10
15 開扉（積込側） 15
20 20
25 閉扉 25
30 30
35 35
40 閉扉 40
45 45
50 50
55 搬出（トラック出発） 55
12: 00 12: 00
05 05
10 場内消灯 10
15 15
20 20
25 25
30 30
35 35
40 40
45 45
50 開扉（積込場側） 50
55 開扉（岸壁・積込） 55
13: 00 13: 00
05 05
10 10
15 15
20 返却タンクの荷下ろし 20
25 返却タンクの場内搬入 25
30 開扉（岸壁側） 30
35 35
40 40
45 45
50 50
55 55
14: 00 市況情報 14: 00
05 05
10 販売通知書の投函（買受人ボックス） 10
15 閉扉 15
20 20
25 25
30 30
35 35
40 40
45 45
50 50
55 55
搬出
※せりが終わった
ものから順次搬出
出入口消毒槽の清掃
床洗浄
床洗浄 資機材の片付
ラベル片付
資機材の片付
資機材の洗浄・片付
資機材洗浄・整理
電子入札 鮮魚1回目
（タコタンク）
電子入札 活魚1回目
（1～80）
電子入札 鮮魚2回目
（箱物1～42）
搬出
※順次
電子入札 カキ
（1～49）
搬入順に荷受けし、す
ぐに選別→計量・仕分
け→陳列 販売原票の作成
（タブレット入力）
床洗浄
搬出
（仮置きされてい
たタンク）
搬出
（仮置きされてい
たタンク）
搬出
※順次
販売原票の作成
（タブレット入力）
販売原票の作成
（タブレット入力）
販売原票の作成・確認
（タブレット入力）
陸送・荷下ろ
し・搬入
（軽トラ）
商品搬出・トロ箱返却
ラベル片付
扉の施錠確認
床洗浄 床洗浄
搬入順に荷受けし、
すぐに選別→計量・
仕分け→陳列
資機材・氷の準備
資機材・氷の準備
販売原票の作成
（タブレット入力）
搬入・計量・仕分
け・陳列 販売原票の作成・確認
（タブレット入力）
タンク準備
（タコ）
扉の施錠確認
出入口消毒槽の清掃
搬出用空タンク荷下ろし
商品のタンク移し替え・
トラック積込
搬入
資機材（タンク・
トロ箱）の洗浄
      搬出
※せりが終わった
ものから順次搬出
エプロンの洗浄
販売原票の作成
（タブレット入力）
販売原票の作成・確認
岸壁上屋
エプロンの洗浄
資機材（タン
ク）・氷の準備
※タンクの場内搬
入（南エリアへ）
せり　35回
紙入札　1回
電子入札　3回目
（タンク入り）
電子入札　1回目
（タンク入り）
電子入札　2回目
（タンク入り）
せり　38回
エプロン・資機材
（選別台・トロ
箱・タンク・カ
ゴ）の洗浄
陸送・荷下ろし・選
別（トラック1台目）
接岸・陸揚げ・荷下
ろし（4船目）
資機材・氷の準備
床の洗浄
計量・仕分け・陳列
資機材（選別台、
スラリー入りタン
ク、トロ箱）・氷
の準備
接岸・陸揚げ・選別
（3船目）
エプロンの洗浄
資機材・氷の準備
床の洗浄
積込場
北エリア 東エリア 南エリア
岸壁上屋 卸売場 積込場 岸壁・上屋エリア 卸売場（水槽：活魚）
webサイト掲載
卸売場 卸売場（鮮魚）
場内・入札事務室
モニター
卸売場（低温室：加工品）
入札事務室
サバ（タンク）紙入
札　1回目　せり　12
回 搬出 商品搬出床・資機材の
洗浄
返却タンクの場内搬入
床・資機材の
洗浄・整理整
頓
搬入・計量・仕分
け・陳列
販売原票の作成
（タブレット入力）
扉の施錠確認
出入口消毒槽の清掃
床・資機材の
洗浄
エプロンの洗浄
エプロンの洗浄
扉の施錠確認
出入口消毒槽の清掃
      搬出
※せりが終わった
ものから順次搬出 商品搬出・トロ箱返却
床・資機材（トロ
箱・カゴ・タンク
等）の洗浄・整理
洗浄・整理
床・資機材の
洗浄
エプロン・資機材
（選別台・トロ
箱・タンク・カ
ゴ）の洗浄
陸送・荷下ろし・選
別
（トラック2台目）
鮮魚1回目　入札6:02-6:06 発表 6:07
活魚1回目　入札6:05-6:18 発表 6:23
鮮魚2回目　入札6:19-6:31 発表 6:37
加工品1回目　入札6:33-6:45 発表6:49
搬出
※順次
搬出
※順次
搬出
※順次
搬入順に荷受けし、すぐに
選別→計量・仕分け→陳列陸送・荷下ろし・
搬入
（軽トラ）
鮮魚（トロ箱）せり51回
床洗浄
計量・仕分けのた
びに床や計量用の
カゴ等の洗浄
搬入・計量・仕分
け・陳列
資機材（タンク・
トロ箱・カゴ）・
氷等の準備
1回目 入札 7:43-7:47 発表 7:48
2回目 入札 7:53-7:56 発表 7:57
3回目 入札 8:02-8:06 発表 8:07
資機材・氷の準備
接岸・陸揚げ
（1船目）
接岸・陸揚げ・選別
（2船目）
搬入・選別・計量・
仕分け・陳列
搬入
販売原票の作成
（タブレット入力）
販売原票の作成
（タブレット入力）
搬入順に荷受けし、す
ぐに選別→計量・仕分
け→陳列
販売原票の作成
（タブレット入力）
販売原票の作成
（タブレット入力）
販売原票の作成
（タブレット入力）
搬入
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参考 2.2.3 モニタリング日（10月 18日）の市場本棟作業状況 
入札事務（東エリア） 入札事務（南エリア） 積込場
１： 00
05
10
15
20
25
30
35
40
45
50
55
2: 00
05
10
15
20
25
30 場内半灯 場内半灯
35
40
45
50 開扉（岸壁側）
55
3: 00
05
10
15
20
25
30
35
40
45 開扉（岸壁側）
50
55
4: 00
05
10
15 エプロンの洗浄
20 開扉（岸壁・積込）
25 資機材の準備
30 1台目 場内全灯 場内全灯
35
40 エプロンの洗浄
45
50 2台目
55
5: 00 3台目
05
10
15
20
25 入船予定情報（定置：東エリア） 入船予定情報（定置：東エリア） 4台目
30 5台目 開扉（岸壁・積込）
35 7台目
40 10台目
45 入船予定情報（定置：東エリア） 入船予定情報（定置：東エリア） 11台目 資機材・氷の準備
50 14台目
55 19台目
6: 00 入札販売情報　鮮魚1回目
05 入札結果情報　鮮魚1回目 20台目
10 入札販売情報　活魚1回目 23台目
15 入船予定情報（定置：東エリア） 入船予定情報（定置：東エリア） 入札販売情報　鮮魚2回目
20 入札結果情報　活魚1回目 24台目
25 25台目 開扉（岸壁側）
30 入札販売情報　加工品1回目
35 入札結果情報　鮮魚2回目 26台目
40 27台目
45 入札結果情報　加工品1回目
50
55 開扉（岸壁・積込場）
7: 00
05 入船予定情報（定置：東エリア） 入船予定情報（定置：東エリア）
10
15 28台目 計量・仕分け 販売原票の作成
20
25
30 床の洗浄
35 サケ（タンク）紙入札2回
40 入札販売情報　1回目
45 入札結果情報　1回目 引渡・仮置き
50 入札販売情報　2回目 商品搬出・トロ箱返却 搬入・計量・陳列 販売原票の作成
55 入札結果情報　2回目 床の洗浄 引渡・仮置き
8: 00 入札販売情報　3回目
05 入札結果情報　3回目 開扉（岸壁側） 洗浄・整理 引渡・仮置き
10
15
20
25
30 閉扉・場内照明半灯
35 商品搬出・トロ箱返却
40
45 場内消灯
50 閉扉
55
9: 00
05 洗浄
10
15
20
25 開扉（積込場側） 搬出 商品搬出
30 閉扉
35
40
45 開扉（岸壁側）
50
55 資機材の準備 開扉（岸壁・積込）
10: 00 入船予定情報（定置：東エリア） 入船予定情報（定置：東エリア）
05
10
15
20
25
30 開扉（岸壁側）
35
40
45
50
55
11: 00 開扉（岸壁・積込）
05
10
15 開扉（積込側）
20
25
30
35
40 閉扉
45
50
55 搬出（トラック出発）
12: 00
05
10 場内消灯
15
20
25
30
35
40
45
50 開扉（積込場側）
55 開扉（岸壁・積込）
13: 00
05
10
15
20 返却タンクの荷下ろし
25 返却タンクの場内搬入
30 開扉（岸壁側）
35
40
45
50
55
14: 00 市況情報
05
10 販売通知書の投函（買受人ボックス）
15 閉扉
20
25
30
35
40
45
50
55
鮮魚1回目　入札6:02-6:06 発表 6:07
活魚1回目　入札6:05-6:18 発表 6:23
鮮魚2回目　入札6:19-6:31 発表 6:37
加工品1回目　入札6:33-6:45 発表6:49
搬入順に荷受けし、すぐに
選別→計量・仕分け→陳列陸送・荷下ろし・
搬入
（軽トラ）
鮮魚（トロ箱）せり51回
床洗浄
計量・仕分けのた
びに床や計量用の
カゴ等の洗浄
搬入・計量・仕分
け・陳列
資機材（タンク・
トロ箱・カゴ）・
氷等の準備
1回目 入札 7:43-7:47 発表 7:48
2回目 入札 7:53-7:56 発表 7:57
3回目 入札 8:02-8:06 発表 8:07
資機材・氷の準備
接岸・陸揚げ
（1船目）
接岸・陸揚げ・選別
（2船目）
搬入・選別・計量・
仕分け・陳列
搬入
販売原票の作成
（タブレット入力）
販売原票の作成
（タブレット入力）
販売原票の作成
（タブレット入力）
搬入
床・資機材の
洗浄
エプロンの洗浄
エプロンの洗浄
扉の施錠確認
出入口消毒槽の清掃
      搬出
※せりが終わった
ものから順次搬出 商品搬出・トロ箱返却
床・資機材（トロ
箱・カゴ・タンク
等）の洗浄・整理
洗浄・整理
床・資機材の
洗浄
エプロン・資機材
（選別台・トロ
箱・タンク・カ
ゴ）の洗浄
陸送・荷下ろし・選
別
（トラック2台目）
サバ（タンク）紙入
札　1回目　せり　12
回 搬出 商品搬出床・資機材の
洗浄
返却タンクの場内搬入
床・資機材の
洗浄・整理整
頓
搬入・計量・仕分
け・陳列
販売原票の作成
（タブレット入力）
扉の施錠確認
出入口消毒槽の清掃
北エリア 東エリア
岸壁上屋 卸売場 積込場
webサイト掲載
卸売場
入札事務室
場内・入札事務室
モニター
資機材（タンク・
トロ箱）の洗浄
      搬出
※せりが終わった
ものから順次搬出
エプロンの洗浄
販売原票の作成
（タブレット入力）
販売原票の作成・確認
岸壁上屋
エプロンの洗浄
資機材（タン
ク）・氷の準備
※タンクの場内搬
入（南エリアへ）
せり　35回
紙入札　1回
電子入札　3回目
（タンク入り）
電子入札　1回目
（タンク入り）
電子入札　2回目
（タンク入り）
せり　38回
エプロン・資機材
（選別台・トロ
箱・タンク・カ
ゴ）の洗浄
陸送・荷下ろし・選
別（トラック1台目）
接岸・陸揚げ・荷下
ろし（4船目）
資機材・氷の準備
床の洗浄
計量・仕分け・陳列
資機材（選別台、
スラリー入りタン
ク、トロ箱）・氷
の準備
接岸・陸揚げ・選別
（3船目）
エプロンの洗浄
資機材・氷の準備
床の洗浄
商品搬出・トロ箱返却
搬出用空タンク荷下ろし
商品のタンク移し替え・
トラック積込
搬出
※せりが終わった
ものから順次搬出
搬出
（仮置きされてい
たタンク）
搬出
（仮置きされてい
たタンク）
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１： 00
05
10
15
20
25
場内全灯 場内全灯 30
35
40
45
50
鮮魚タンク注水 55
2: 00
05
10
15
20
25
30
35
活魚水槽ポンプON 40
45
50
計量機準備 開扉（岸壁側） 計量機準備 55
1台目 3: 00
2台目 05
10
3台目 15
4台目 20
5台目 25
30
6台目 35
40
45
7台目 50
8台目 55
4: 00
05
9台目 10
15
10台目 20
11~12台目 25
13台目 30
35
14～17台目 40
45
18台目 50
19～20台目 55
21～22台目 5: 00
05
23台目 10
15
24台目 20
25台目 25
30
35
40
接岸・陸揚げ 45
50
開扉（岸壁・積込） 55
6: 00
引渡・仮置き 05
搬出 100% 10
引渡・仮置き 15
20
引渡・仮置き 25
30
床洗浄 35
搬出36% 計量機・トロ箱準備 40
接岸・陸揚げ 引渡・仮置き 搬出 45% 45
50
55
搬出40% 搬出53% 搬出 64% 7: 00
05
搬出49% 搬出66% 搬出 69% 10
15
搬出84% 搬出69% 搬出 90% 鮮魚入札 90% 20
25
搬出98% 搬出70% 搬出 90% 加工品入札 90%超 30
35
搬出98% 搬出 95% 40
45
せり(1～12) 引渡・仮置き 50
搬出98% 搬出70% 搬出 95% 55
8: 00
05
10
搬出70% 搬出 95% 15
搬出 83% 20
搬出100% 加工品入札100% 25
搬出 100% 鮮魚入札 100% 30
搬出76% 搬出 92% 鮮魚せり 90%越 35
40
床洗浄 45
場内半灯 場内半灯 50
搬出 100% 鮮魚せり 100% 55
9: 00
05
10
15
搬出94% 活魚入札 90%越 20
25
30
搬出100% 活魚入札 100% 35
40
45
活魚水槽ポンプOFF 50
床洗浄 資機材の片付 55
開扉（岸壁） 10: 00
05
10
15
20
25
30
35
40
45
50
場内消灯 場内消灯 55
11: 00
05
10
15
20
閉扉 25
30
35
40
45
50
55
12: 00
05
10
15
20
25
30
35
40
45
50
55
13: 00
05
10
15
20
25
30
35
40
45
50
55
14: 00
05
10
15
20
25
30
35
40
45
50
55
搬出
※順次
搬出
※順次
搬出
※順次
搬入順に荷受けし、す
ぐに選別→計量・仕分
け→陳列
販売原票の作成
（タブレット入力）
販売原票の作成
（タブレット入力）
積込場
南エリア
岸壁・上屋エリア 卸売場（水槽：活魚） 卸売場（鮮魚）卸売場（低温室：加工品）
販売原票の作成
（タブレット入力）
販売原票の作成
（タブレット入力）
販売原票の作成・確認
（タブレット入力）
陸送・荷下ろ
し・搬入
（軽トラ）
ラベル片付
扉の施錠確認
床洗浄 床洗浄
搬入順に荷受けし、
すぐに選別→計量・
仕分け→陳列
資機材・氷の準備
資機材・氷の準備
販売原票の作成
（タブレット入力）
搬入・計量・仕分
け・陳列 販売原票の作成・確認
（タブレット入力）
タンク準備
（タコ）
扉の施錠確認
出入口消毒槽の清掃
搬入
出入口消毒槽の清掃
床洗浄
床洗浄 資機材の片付
ラベル片付
資機材の片付
資機材の洗浄・片付
資機材洗浄・整理
電子入札 鮮魚1回目
（タコタンク）
電子入札 活魚1回目
（1～80）
電子入札 鮮魚2回目
（箱物1～42）
搬出
※順次
電子入札 カキ
（1～49）
搬入順に荷受けし、す
ぐに選別→計量・仕分
け→陳列 販売原票の作成
（タブレット入力）
床洗浄
搬出
※順次
参考 2.2.3 モニタリング日（10月 18日）の市場本棟作業状況 
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参考 2.2.3 モニタリング日（10月 18日）の市場本棟作業状況 
１： 00
05
10
15
20
25
場内全灯 場内全灯 30
35
40
45
50
鮮魚タンク注水 55
2: 00
05
10
15
20
25
30
35
活魚水槽ポンプON 40
45
50
計量機準備 開扉（岸壁側） 計量機準備 55
1台目 3: 00
2台目 05
10
3台目 15
4台目 20
5台目 25
30
6台目 35
40
45
7台目 50
8台目 55
4: 00
05
9台目 10
15
10台目 20
11~12台目 25
13台目 30
35
14～17台目 40
45
18台目 50
19～20台目 55
21～22台目 5: 00
05
23台目 10
15
24台目 20
25台目 25
30
35
40
接岸・陸揚げ 45
50
開扉（岸壁・積込） 55
6: 00
引渡・仮置き 05
搬出 100% 10
引渡・仮置き 15
20
引渡・仮置き 25
30
床洗浄 35
搬出36% 計量機・トロ箱準備 40
接岸・陸揚げ 引渡・仮置き 搬出 45% 45
50
55
搬出40% 搬出53% 搬出 64% 7: 00
05
搬出49% 搬出66% 搬出 69% 10
15
搬出84% 搬出69% 搬出 90% 鮮魚入札 90% 20
25
搬出98% 搬出70% 搬出 90% 加工品入札 90%超 30
35
搬出98% 搬出 95% 40
45
せり(1～12) 引渡・仮置き 50
搬出98% 搬出70% 搬出 95% 55
8: 00
05
10
搬出70% 搬出 95% 15
搬出 83% 20
搬出100% 加工品入札100% 25
搬出 100% 鮮魚入札 100% 30
搬出76% 搬出 92% 鮮魚せり 90%越 35
40
床洗浄 45
場内半灯 場内半灯 50
搬出 100% 鮮魚せり 100% 55
9: 00
05
10
15
搬出94% 活魚入札 90%越 20
25
30
搬出100% 活魚入札 100% 35
40
45
活魚水槽ポンプOFF 50
床洗浄 資機材の片付 55
開扉（岸壁） 10: 00
05
10
15
20
25
30
35
40
45
50
場内消灯 場内消灯 55
11: 00
05
10
15
20
閉扉 25
30
35
40
45
50
55
12: 00
05
10
15
20
25
30
35
40
45
50
55
13: 00
05
10
15
20
25
30
35
40
45
50
55
14: 00
05
10
15
20
25
30
35
40
45
50
55
搬出
※順次
搬出
※順次
搬出
※順次
搬入順に荷受けし、す
ぐに選別→計量・仕分
け→陳列
販売原票の作成
（タブレット入力）
販売原票の作成
（タブレット入力）
積込場
南エリア
岸壁・上屋エリア 卸売場（水槽：活魚） 卸売場（鮮魚）卸売場（低温室：加工品）
販売原票の作成
（タブレット入力）
販売原票の作成
（タブレット入力）
販売原票の作成・確認
（タブレット入力）
陸送・荷下ろ
し・搬入
（軽トラ）
ラベル片付
扉の施錠確認
床洗浄 床洗浄
搬入順に荷受けし、
すぐに選別→計量・
仕分け→陳列
資機材・氷の準備
資機材・氷の準備
販売原票の作成
（タブレット入力）
搬入・計量・仕分
け・陳列 販売原票の作成・確認
（タブレット入力）
タンク準備
（タコ）
扉の施錠確認
出入口消毒槽の清掃
搬入
出入口消毒槽の清掃
床洗浄
床洗浄 資機材の片付
ラベル片付
資機材の片付
資機材の洗浄・片付
資機材洗浄・整理
電子入札 鮮魚1回目
（タコタンク）
電子入札 活魚1回目
（1～80）
電子入札 鮮魚2回目
（箱物1～42）
搬出
※順次
電子入札 カキ
（1～49）
搬入順に荷受けし、す
ぐに選別→計量・仕分
け→陳列 販売原票の作成
（タブレット入力）
床洗浄
搬出
※順次
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活魚は、トロ箱に清浄海水をかけ流しすることにより簡易的な活魚水槽の機能を確保し
ている。加工品は、低温室に保管・陳列することで鮮度保持をしている。鮮魚は、荷受け・
計量後にスラリー氷を入れたトロ箱やタンクに入れて陳列している。 
荷渡し後、順次商品は搬出される。他の商品の入札・せりの結果を待つ場合や、他の買い
付けた商品を集荷する場合もあるが、搬出するトラックの手配のために、しばらく場内に仮
置きされる商品の場合を除くと、概ね 1時間以内には搬出されている。搬出まで長く仮置き
される場合には、スラリー氷は追加され、鮮度保持を行っている。 
 
 10月 19日の南側岸壁における、市場関係者（市場職員、買受人）数の時系列変化と、開
場、荷受け、入札・せり、搬出など市場取引業務の主な作業のタイミングを図 2.2.3に示す。 
なお、市場関係者数の推移と主な作業の時刻は、10月 20日もほぼ同様であった。 
 
漁船 Eは入札予定時刻以降に入港・接岸（7:45）したが、他の漁船は前日から深夜にかけ
て入港・接岸していた。入船予定情報は、前日から頻繁に webサイトや場内モニターに掲示
されていた。4:00からエプロン洗浄が行われ、5:20から 6:00ごろまで、加工場の稼働時間
の関係で一部の漁船ではタンクでの先取が行われた。入札はほぼ予定時刻の 7:00に開始さ
れ、この日は、7:45に入港・接岸した船があったことから、8:00過ぎにも入札が行われた。
入札前に、各船倉の魚体の規格割合を決めるため、タンクでサンプルを取り、その規格別割
合を検査している。予定時刻が 7:00 の入札に関しては、その 30 分ほど前に、8:00 過ぎの
入札対象の漁船については、直前に魚体の規格別割合の検査が行われた。 
 
 トラックスケールによる計量は、スケールに駐車してから、伝票（輸送証明書等）が発行
され、退去するまで、ほぼ 1分以内で終了している。トラックスケールは、陸揚げが開始さ
れる直前から稼働し、最後の陸揚げが終わると、間もなく終了していた。 
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参考 2.2.4 モニタリング日（10月 19日）の南側岸壁作業状況 
場内・入札事務室
モニター
入札事務
11: 15 入船予定情報（サンマ棒受網） 入船予定情報（サンマ棒受網）
11: 31 入船予定情報（イワシ旋網） 入船予定情報（イワシ旋網）
13: 34 入船予定情報（イワシ旋網） 入船予定情報（イワシ旋網） 21:00　入港 23:00　入港 1:00　入港 0:00　入港 7:45　入港 13: 22
0: 11 入船予定情報（イワシ旋網） 入船予定情報（イワシ旋網） 【第11三笠丸　130.0t】 【第21三笠丸　100.0t】 【第88博洋丸　105.0t】 【第12石田丸　150.0t】 【第38福吉丸　68.0t】 0: 11
サンマ棒受網 サンマ棒受網 サンマ棒受網 マイワシ旋網 サンマ棒受網
1: 54 入船予定情報（サンマ棒受網） 入船予定情報（サンマ棒受網） 1: 54
4: 00 4: 00
05 05
10 10
15 15
20 20
25 25
30 30
35 35
40 40
45 入船予定情報（サンマ棒受網） 入船予定情報（サンマ棒受網） 45
50 50
55 55
5: 00 5: 00
05 05
10 10
15 15
20 20
25 25
30 30
35 35
40 40
45 45
50 サンプル計量の準備 50
55 エプロンの洗浄 55
6: 00 6: 00
05 05
10 10
15 15
20 20
25 サンプルのタンク取り サンプルのタンク取り 25
30 サンプルタンクの搬入 サンプルのタンク取り 30
35 35
40 40
45 45
50 タンクの計量 50
55 【紙入札】 55
7: 00 7: 00
05 05
10 10
15 15
20 20
25 25
30 30
35 35
40 40
45 接岸・陸揚げ準備 45
50 サンプルタンクの搬入 サンプルのタンク取り 50
55 入船予定情報（サンマ棒受網） 入船予定情報（サンマ棒受網） 55
8: 00 【紙入札】 8: 00
05 05
10 入札販売・入札結果情報（E） 10
15 片付け 15
20 20
25 25
30 30
35 35
40 40
45 45
50 50
55 55
9: 00 9: 00
05 05
10 10
15 15
20 20
25 25
30 30
35 35
40 40
45 45
50 50
55 55
10: 00 10: 00
05 05
10 10
15 15
20 20
25 25
30 30
35 35
40 40
45 45
50 50
55 離岸 55
11: 00 11: 00
05 05
10 10
15 エプロンの洗浄 15
20 20
25 25
30 離岸 30
35 35
40 40
45 45
50 50
55 55
12: 00 離岸 12: 00
05 05
10 10
15 エプロンの洗浄 15
20 離岸 20
25 スケール板の洗浄 25
30 エプロンの洗浄 30
35 35
40 40
45 市況情報 45
50 50
55 販売通知書の投函（買受人ボックス） 55
13: 00 13: 00
05 05
10 10
15 15
20 離岸 20
25 25
10月20日(木）
10月19日(金）
トラックスケール
トラックの計量
※台数はわずか
エプロンの洗浄
バースD
エプロンの洗浄
エプロンの洗浄
バースE
トラック積込・搬出
陸揚げ（タンク取り）
トラック積込・搬出
陸揚げ（タンク取り）
サンプル計量の準備
魚体の規格割合検査
タンクの計量
エプロンの洗浄
エプロンの洗浄
トラックの計量
地元小売組合組合員へのカ
ゴ売り（計量・搬出）
トラック積込(1台）
エプロンの洗浄
エプロンの洗浄
エプロンの洗浄エプロンの洗浄
給氷
（製氷工場からフォークリ
フトで運搬）
トラック積込・搬出
トラック積込・搬出
トラック積込・搬出
陸揚げ（タンク取り）
トラック積込・搬出
陸揚げ（タンク取り）
トラック積込・搬出
エプロンの洗浄
陸揚げ（タンク取り）
トラック積込・搬出
陸揚げ（タンク取り）
陸揚げ（タンク取り）
陸揚げ（タンク取り）
エプロンの洗浄
陸揚げ（タンク取り） トラック積込・搬出
陸揚げの準備
陸揚げの準備
先取り
（タンク取り）
南岸壁上屋入札事務室
エプロンの洗浄
webサイト掲載
バースA バースB バースC
9回目  入札 8:07-8:09 応札 4人 発表 8:10
10回目 入札 8:11-8:13 応札 1人 発表 8:14
岸壁（上屋なし）
先取り
（タンク取り）
サンプル計量の準備
魚体の規格割合検査
陸揚げ（タンク取り）
サンプルの片づけ
1回目 入札 7:00-7:02 応札12人 発表 7:02
2回目 入札 7:04-7:06 応札7人　発表 7:07
3回目 入札 7:08-7:10 応札4人  発表 7:10
4回目 入札 7:11-7:13 応札5人  発表 7:13
5回目 入札 7:14-7:16 応札3人　発表 7:17
6回目 入札 7:17-7:18 応札4人  発表 7:19
7回目 入札 7:20-7:22 応札3人  発表 7:22
8回目 入札 7:23-7:24 応札2人  発表 7:25
入札販売・入札結果情報
（A,B,C,D）
トラック積込(1台）
サンプル計量の準備
岸壁上屋
商品サンプル陳列場
エプロンの洗浄
陸揚げの準備
サンプルのタンク取り
10月19日(金）
10月20日(木）
買受人 44人
市場職員 4人
市場職員 1人
市場職員 1人市場職員 1人
市場職員 1人
市場職員 1人
市場職員 1人
市場職員 1人
市場職員 2人市場職員 1人
市場職員 1人
市場職員 1人
市場職員 1人
市場職員 4人
市場職員 1人
市場職員 2人
市場職員A 1人
市場職員A 1人
市場職員B 1人 市場職員B 1人
市場職員C 1人
市場職員 1人
市場職員 2人
買受人 12人
市場職員 2人
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場内・入札事務室
モニター
入札事務
11: 15 入船予定情報（サンマ棒受網） 入船予定情報（サンマ棒受網）
11: 31 入船予定情報（イワシ旋網） 入船予定情報（イワシ旋網）
13: 34 入船予定情報（イワシ旋網） 入船予定情報（イワシ旋網） 21:00　入港 23:00　入港 1:00　入港 0:00　入港 7:45　入港 13: 22
0: 11 入船予定情報（イワシ旋網） 入船予定情報（イワシ旋網） 【第11三笠丸　130.0t】 【第21三笠丸　100.0t】 【第88博洋丸　105.0t】 【第12石田丸　150.0t】 【第38福吉丸　68.0t】 0: 11
サンマ棒受網 サンマ棒受網 サンマ棒受網 マイワシ旋網 サンマ棒受網
1: 54 入船予定情報（サンマ棒受網） 入船予定情報（サンマ棒受網） 1: 54
4: 00 4: 00
05 05
10 10
15 15
20 20
25 25
30 30
35 35
40 40
45 入船予定情報（サンマ棒受網） 入船予定情報（サンマ棒受網） 45
50 50
55 55
5: 00 5: 00
05 05
10 10
15 15
20 20
25 25
30 30
35 35
40 40
45 45
50 サンプル計量の準備 50
55 エプロンの洗浄 55
6: 00 6: 00
05 05
10 10
15 15
20 20
25 サンプルのタンク取り サンプルのタンク取り 25
30 サンプルタンクの搬入 サンプルのタンク取り 30
35 35
40 40
45 45
50 タンクの計量 50
55 【紙入札】 55
7: 00 7: 00
05 05
10 10
15 15
20 20
25 25
30 30
35 35
40 40
45 接岸・陸揚げ準備 45
50 サンプルタンクの搬入 サンプルのタンク取り 50
55 入船予定情報（サンマ棒受網） 入船予定情報（サンマ棒受網） 55
8: 00 【紙入札】 8: 00
05 05
10 入札販売・入札結果情報（E） 10
15 片付け 15
20 20
25 25
30 30
35 35
40 40
45 45
50 50
55 55
9: 00 9: 00
05 05
10 10
15 15
20 20
25 25
30 30
35 35
40 40
45 45
50 50
55 55
10: 00 10: 00
05 05
10 10
15 15
20 20
25 25
30 30
35 35
40 40
45 45
50 50
55 離岸 55
11: 00 11: 00
05 05
10 10
15 エプロンの洗浄 15
20 20
25 25
30 離岸 30
35 35
40 40
45 45
50 50
55 55
12: 00 離岸 12: 00
05 05
10 10
15 エプロンの洗浄 15
20 離岸 20
25 スケール板の洗浄 25
30 エプロンの洗浄 30
35 35
40 40
45 市況情報 45
50 50
55 販売通知書の投函（買受人ボックス） 55
13: 00 13: 00
05 05
10 10
15 15
20 離岸 20
25 25
10月20日(木）
10月19日(金）
トラックスケール
トラックの計量
※台数はわずか
エプロンの洗浄
バースD
エプロンの洗浄
エプロンの洗浄
バースE
トラック積込・搬出
陸揚げ（タンク取り）
トラック積込・搬出
陸揚げ（タンク取り）
サンプル計量の準備
魚体の規格割合検査
タンクの計量
エプロンの洗浄
エプロンの洗浄
トラックの計量
地元小売組合組合員へのカ
ゴ売り（計量・搬出）
トラック積込(1台）
エプロンの洗浄
エプロンの洗浄
エプロンの洗浄エプロンの洗浄
給氷
（製氷工場からフォークリ
フトで運搬）
トラック積込・搬出
トラック積込・搬出
トラック積込・搬出
陸揚げ（タンク取り）
トラック積込・搬出
陸揚げ（タンク取り）
トラック積込・搬出
エプロンの洗浄
陸揚げ（タンク取り）
トラック積込・搬出
陸揚げ（タンク取り）
陸揚げ（タンク取り）
陸揚げ（タンク取り）
エプロンの洗浄
陸揚げ（タンク取り） トラック積込・搬出
陸揚げの準備
陸揚げの準備
先取り
（タンク取り）
南岸壁上屋入札事務室
エプロンの洗浄
webサイト掲載
バースA バースB バースC
9回目  入札 8:07-8:09 応札 4人 発表 8:10
10回目 入札 8:11-8:13 応札 1人 発表 8:14
岸壁（上屋なし）
先取り
（タンク取り）
サンプル計量の準備
魚体の規格割合検査
陸揚げ（タンク取り）
サンプルの片づけ
1回目 入札 7:00-7:02 応札12人 発表 7:02
2回目 入札 7:04-7:06 応札7人　発表 7:07
3回目 入札 7:08-7:10 応札4人  発表 7:10
4回目 入札 7:11-7:13 応札5人  発表 7:13
5回目 入札 7:14-7:16 応札3人　発表 7:17
6回目 入札 7:17-7:18 応札4人  発表 7:19
7回目 入札 7:20-7:22 応札3人  発表 7:22
8回目 入札 7:23-7:24 応札2人  発表 7:25
入札販売・入札結果情報
（A,B,C,D）
トラック積込(1台）
サンプル計量の準備
岸壁上屋
商品サンプル陳列場
エプロンの洗浄
陸揚げの準備
サンプルのタンク取り
10月19日(金）
10月20日(木）
買受人 44人
市場職員 4人
市場職員 1人
市場職員 1人市場職員 1人
市場職員 1人
市場職員 1人
市場職員 1人
市場職員 1人
市場職員 2人市場職員 1人
市場職員 1人
市場職員 1人
市場職員 1人
市場職員 4人
市場職員 1人
市場職員 2人
市場職員A 1人
市場職員A 1人
市場職員B 1人 市場職員B 1人
市場職員C 1人
市場職員 1人
市場職員 2人
買受人 12人
市場職員 2人
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2)従事職員数と累積従事時間の時系列 
 市場職員について、市場本棟と南側岸壁において市場取引業務に従事している職員数と
その累積従事時間の時系列変化を図 2.2.4、図 2.2.5に示す。なお、前者の図には、入札室
内の市場職員数は含まれていない。市場本棟においては、朝の入札・せりが終わるとほぼ累
積従事時間に大きな増加は見られないが、他方、南側岸壁では、入札以降、陸揚げ・搬出が
昼前までつづくことから、搬出先と数量の確認のため、市場職員が各陸揚げ場に配置されて、
累積従事時間は陸揚げ・搬出が終わるまで増加し続けている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.2.4市場本棟における各作業への従事職員数と累積従事時間の時系列 
図 2.2.5南側岸壁における各作業への従事職員数と累積従事時間の時系列 
179 
 
3)現在と震災前の市場業務における配置職員数と勤務時間 
 市場業務における配置職員数について、現在と震災前を比較した結果を図 2.2.6に示す。 
なお、市場の卸売会社全体として、このほか、総務（3 人）と役員（社長、専務）がいる。 
配置職員数は 22人と変わりはないが、実態に合わせた勤務形態（時間と内容）を採用する
ことで、総従事時間はわずかに削減されている。業務の内容に関しては、OCRによる販売結
果の記録・保存を専門に行う職員（6人）の配置がなくなる一方、市場の施設・設備の管理
を行うための職員（2人）の配置が行われている。震災前は、秋サケ（定置網）の水揚げも
多く、朝、昼、晩と販売が 3回行われていたが、現在は朝のみとなっている。 
 
 大船渡市魚市場では、震災前から、概ね業務担当や持ち場が決まっているものの、震災前
から職員はいずれの市場業務も対応できる体制が講じられていた。現在はタブレットを使
って販売する方式を取っているが、すべての職員はタブレット操作が可能であることから、
人手が足りないときには、別の職員が対応することが可能である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 2.2.6 現在と震災の市場業務における配置職員数 
180 
 
 次に、「2)従事職員数と累積従事時間の時系列」の結果をもとに、実質従事時間を算出す
る。 
  ア．市場本棟における従事時間    95時間（10月 18日と 19日の平均） 
  イ．南側岸壁における従事時間    39時間（10月 20日と 21日の平均） 
  ウ．本棟入札室における  〃      3.5時間 
  エ．仕切書・販売通知書の出力 〃      5時間 
  オ．宿直（日中業務以外） 〃       15時間 
  カ．施設・設備管理 〃          18時間 
 
  ア．～カ．の合計（市場業務）      176時間 
  ア．～オ．の合計（市場取引業務）    158時間 
 
 以上、市場業務における配置職員数と従事時間について、震災前と現在を比較した結果を
表 2.2.2に示す。なお、震災前の従事時間は、聞き取り結果から、ほぼ勤務時間と見なす。 
 
 震災前と現在では、高度衛生管理型漁港・市場の整備と市場業務の電子化・ネットワーク
化により、不要となった作業（OCRによる販売結果の電子化、記録・保存）がある一方、新
たに必要となった作業（施設・設備管理）が発生した。これに伴い、配置職員数は同じ 22
人のままであるが、配置職員の内訳や勤務時間が変わり、総勤務時間は 213時間から 206時
間にわずかに削減されている。また、業務への実質の労働時間に相当する総従事時間は、213
時間から 176時間へと 17%削減になっている。 
 
 「OCRによる販売結果の記録・保存」と「施設・設備管理」に係る配置職員数と従事時間
を除くと、配置職員数は 16 人から 20 人と増加していることになるが、従事時間は 158 時
間とほぼ変化はない。このことから、配置職員の勤務時間を市場業務における各作業に適切
に合わせることで、配置職員の削減が可能であり、働き方改革の実現が図られるものと考え
られる。 
   
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2.2.2 現在と震災の市場業務における配置職員数と従事時間 
増減
22人 22人
206時間 213時間
▲17% 従事時間 176時間 従事時間 213時間
2人 2人
18時間 18時間
▲6人
▲27%
6人
▲54時間
▲25%
54時間
20人 16人
188時間 159時間
従事時間 158時間 従事時間 159時間
震災前（2002年以降）
旧漁港・市場
OCRによる取引データ入力
配置職員と勤務時間配置職員と勤務時間
配置職員と勤務時間 配置職員と勤務時間
施設・設備管理（ａ）
販売結果の記録・保存（ｂ）
-
-
※販売原票作成や（電子）入
札と同時に販売情報が記録・
保存
配置人員と従事時間の増減
作業の変化と配置人員・
勤務時間の増減
ａ、ｂを除く市場業務に係る
配置職員数と従事時間の増減
A≒B
現在（2016年2月以降）
高度衛生管理型漁港・市場
電子化・ネットワーク化
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4)入札・せりに要する時間 
 モニタリング記録から、商品の形態および販売形態別に、入札およびせりに要する時間や
そのスピードを算出した結果を図 2.2.7に示す。鮮魚（トロ箱売り）のせりに関しては、平
均時間が 1ロット（1回のせり）当たり、11秒と算出された。震災前の伝票（販売原票）へ
の手書きの記録が、現在はタブレット入力に代わっただけであり、現場での時間には変化は
ないものと考えられる。しかし、入力した内容を映像や音声記録で確認する時間（ほぼ現場
での競り時間と同程度）を加味すると 22秒程度ということになる。これに対して、鮮魚（ト
ロ箱売り）の電子入札の時間は、19秒と算出されており、せり（結果をタブレット入力）の
時間は、これとほぼ同程度の時間であると言える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 2.2.7 市場本棟における入札・せりに要する時間 
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 南側岸壁における入札に関して、入札に要する時間やスピードを算出した結果を図 2.2.8
に示す。南岸壁での入札に関しては、平均時間が 1回の入札当たり 2分程度と算出された。
震災前は、入札室のボックスに名前、数量、価格を書いた紙を投入し、手作業で数量と落札
者を決定する方式であり、その点では現在も同じである。しかし、結果の記録に関しては、
震災前が伝票記録（後に OCR用紙に転記して読み取らせ、販売情報を電子化）であり、現在
は PCから直接入力して販売情報を電子化する方式に代わっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5)販売方式ごとの配置職員数と従事時間 
 これまで、市場業務全体としての配置職員数と従事時間について分析してきたところで
あるが、ここでは、省力化・時間短縮の定量化の可能性の高い販売方式について述べる。販
売方式は入札とせりの 2 つであり、入札は商品の陳列されている場所で入札を行う現場入
札と入札室のボックスに紙を投函して入札する投函入札がある。販売方式ごとに震災前と
現在を比較した結果を図 2.2.9に示す。 
 
 現在と震災前の差違は、次のとおりである。 
ⅰ．入札・せりの結果は伝票に記載するのではなく、タブレットから入力して販売情報を構
築（電子）したこと 
ⅱ．投函入札を行っていた漁業種・魚種のうち、可能なものは電子入札に変更したこと 
ⅲ．せりを行っていた漁業種・魚種のうち、可能なものはせりから電子入札に変更したこと 
図 2.2.8 南側岸壁における入札に要する時間 
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 特に、電子入札に変更（上記のⅱ）したことで、投函された紙の内容を正確に読み取り、
数量・落札者を決定する作業が実質なくなり（一定の確認作業は行われている）、省力化・
時間短縮が図られている。例えば、スルメイカについては、数量が多く、いくらならばこれ
だけ買うという条件付きに入札が行われており、投函される札も多かった。入札を締め切っ
てから数量・落札者を決まるまで、特別に職員 5 人体制をとったうえで、2、3 時間を要し
ていた。これが現在電子入札によって行われ、通常の 2人体制であり、実質、入札締め切り
と同時に数量・落札者は決まる。 
 
 せりを電子入札に変更することについては、1ロット当たりの時間が長くなるのではない
かという懸念があったとのことである。このことについて、「1)入札・せりに要する時間」
で述べたように、せりと電子入札では時間の差違はほとんどないが、リアルタイムで販売情
報は電子化されるメリットは大きいと言える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.2.9 現在と震災の販売方式ごとの配置職員数と販売所要時間 
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6)買受人の市場滞在時間 
 後述する「2.4(2)買受人からのヒアリング」では、市場に出かける時間は、買受人によっ
て異なり、早く出かける人、入札・せり開始の直前に出かける人など震災前と変わりはない
とのことであった。しかし、せりから入札に変わったものもあるが、トロ箱売りで鮮魚のよ
うに震災前も入札であったものについては、入札開始から締切までの時間や締め切ってか
ら落札者が決まる現在より相当時間を要していたとのことであった。これは、入札時間内に
は、何度も訂正札が入ることが多かったことや条件付きでの購入を表明する条件付き入札
であったこと、他方、電子入札になってからは、こうしたルールの簡素化を進めたものの、
多くの買受人の要望に対応できるよう条件付き入札は継続していること、入札締切と同時
に実質落札者とその数量が決まることから、1回の入札開始から落札者決定まで大幅に短縮
されており、かつ 1回目、2回目と円滑に入札が進行しているとのことであった。 
 
 図 2.2.9によると、朝の鮮魚のトロ箱売りは、震災まえと比較し入札 1回につき 14分削
減されている。これが通常少なくとも 2回は実施されることから、震災前と比較して 28分
程度削減されていることになる。 他方、買受人からのヒアリングでは、震災前は、午前中、
早ければ 9 時半に終わり、遅くとも 11 時半には市場を退場していたが、現在は 30 分程度
早くなったとのことであった。両者より、電子入札の導入は、入札時間を 30分程度削減さ
せたということである。なお、朝売り(午前中の販売)では、タンク売り、活魚、加工品など
も入札で販売されている。タンク売りの電子入札と震災前はせり販売であったが現在は電
子入札になっている活魚については、震災前と現在と所要時間の差違はないものと仮定し
ている。 
 この入札時間 30分の削減が買受人の市場本棟における滞在時間にどのような影響を与え
たのか、推計を試みたのが図 2.2.10である。モニタリング日における買受人者数と累積市
場滞在時間をプロットし、このグラフの上に、トロ箱売りの鮮魚の入札を 30分程度長くし
て同じ時系列変化のグラフを重ねたものである。その結果を表 2.2.3に示す。 
 市場に来場する買受人数の差違はあるが、全体の滞在時間、一人当たりの滞在のいずれで
見ても、20～25％の滞在時間が削減されている。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2.2.3 市場本棟における買受人数と滞在時間について現在と震災前の比較 
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2.3 水揚げ統計の分析 
 
(1)岩手県内主要漁港（市場）の取扱数量・金額および平均価格 
 岩手県全体での海面漁業生産と養殖業生産の数量・金額、平均価格の推移を図 2.3.1に示
す。数量的には震災前の約 7割に回復しているが、金額では 8割程度に回復している。震災
前も数量の減少に伴い、平均価格が徐々に上がっており、震災による生産量の減少は、その
平均価格の上昇傾向を引き続き支えている。平均価格の上昇率は、全国海面漁業・養殖業生
産のそれより高い値となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.3.1 岩手県全体での海面漁業生産・養殖業生産の数量・金額および平均価格の推
移 
図 2.3.2 岩手県内市場での取扱数量の割合と平均価格の推移 
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 岩手県内の主要漁港（市場）別に取扱数量の割合および平均価格の推移を図 2.3.2 に示
す。震災によりほとんどの漁港（市場）の施設は被災し、仮設での陸揚げ、販売を余儀なく
された。仮設での市場取引業務を行いながらの復旧となったが、これを機会に高度衛生管理
型漁港・市場への整備や電子化・ネットワーク化による市場取引業務の効率化を進めるなど、
厳しい環境ながらも先進的な取組が行われた。主要漁港（市場）である大船渡が新しい魚市
場を 2016 年 2 月、宮古と釜石が 2017 年 4 月に供用開始させた。震災以降の主要漁港（市
場）の取扱数量の割合の変化をみると、大船渡、宮古、釜石、久慈、山田で震災前後も 8割
を占める状況に変化はないが、大船渡が 5%程度増大した見合い分、宮古が減少している。
その他の漁港（市場）の割合は、震災前と同じ状況になっている。平均価格については、震
災前、各漁港（市場）とも減少傾向にあったが、震災以降は上昇に転じ、特に宮古、大船渡
が著しく上昇している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)大船渡市魚市場の取扱数量・金額および平均価格 
 大船渡市魚市場は岩手県の拠点的な魚市場であり、沖合の三陸漁場で操業する廻来漁船
の水揚基地としても機能してきた。魚市場に水揚げされる水産物は、鮮魚として市内で小売
されているほか、築地市場をはじめとした消費地市場などにも流通している。一度に多く水
揚げされるサンマやサバなどは地元水産加工業の加工原料として利用されてきた。しかし、
水揚げ量は、1984年の 7万トンをピークに減少し、約 5万トンで推移していた。 
 
2000年以降の取扱数量・金額および平均価格の推移を図 2.3.3に示す。2000年以降、徐々
に水揚げ量を増加させ、金額でも増加傾向を維持してきたが、平均価格の減少傾向が続いて
いた。震災後は、仮設での市場取引を続けながら、本棟市場と南側岸壁の整備を進め、2016
年 2月に新しい高度衛生管理型漁港・市場を共用開始させた。震災前から市場取引業務の効
率化（省力化・時間短縮・正確性の確保）のため、電子化・ネットワーク化に取り組んでき
ており、新しい漁港・市場の共用開始とともに、市場取引業務のほか、情報の管理および提
供、施設・設備の管理についても電子化・ネットワーク化を図っている。 
図 2.3.3 大船渡市魚市場での取扱量・金額と平均価格の推移 
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取扱数量は、震災前の同じ程度から 8割程度の間で推移しているが、金額では同程度か
ら 2割程度増加の間で推移している。平均価格は、震災以降、上昇に転じている。平均価
格自体は、岩手県全体に比して低いが、これは取扱量（水揚げ量）のおよそ半分が、価格
の低い、サンマとサバが占めるためである。 
 大船渡市魚市場での魚種別の取扱数量および平均価格の推移を図 2.3.4 に示す。サンマ
とサバが半分以上を占めているなかで、サンマとブリの平均価格の上昇が著しく、サバ、イ
サダがこれに続いて上昇している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.3.4 大船渡市魚市場での魚種別取扱数量と平均価格の推移 
表 2.3.1 荷受け状況と販売後の処理状況別取扱数量・金額および平均価格 
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大船渡市魚市場での荷受け状況と販売後の処理状況別（鮮魚、冷凍など）に取扱数量・金
額および平均価格について、震災前後の比較をするため、20009 年と 2017 年の諸値を表
2.3.1に示す。荷受け状況のほとんどが鮮魚であることには変わりはないは、処理状況に関
しては、平均価格の高い鮮魚の割合が 2 割低度から 4 割程度に増大している。活魚の取扱
も数量、金額とも倍増している。 
魚種全体とサンマについて処理状態別の取扱数量・割合および平均価格の推移を図 2.3.5
に示す。震災以降、鮮魚の割合が増加しており、高度衛生管理型漁港・市場の共用開始以降、
特にその傾向が著しい。冷凍ものに比して、鮮魚の平均価格は 2倍以上であり、これが漁港
（市場）全体の取扱金額とその平均価格の上昇を支えている。取扱量（水揚げ量）の約 4割
から半分近くを占めるサンマについて、鮮魚の割合や平均価格の推移を見てみると、魚種全
体での鮮魚割合の増大と平均価格の上昇を牽引している魚種がサンマであることがわかる。
サンマの平均価格が著しく上昇しているのは、地域的にも全国的にもサンマの量が少なく
なったことで、その冷凍扱いのものが少なくなったことが要因と推量される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.3.5 大船渡市魚市場での状態別取扱量の割合と平均価格の推移 
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2.4 漁港（市場）関係者からのヒアリング 
 
電子化・ネットワーク化による効果を把握すべく、先進地区の市場職員と買受人より、
漁港・市場の整備と電子化・ネットワーク化の導入後の業務における変化について、ヒア
リングを行った。主な内容は次のとおりである。なお、定量化に関わる数値等について
は、「2.2市場取引業務の分析」に反映させており、ここには記載していない。 
 
(1)市場職員からのヒアリング 
（電子化・ネットワーク化について） 
・震災前の OCR機導入以前から見れば、市場職員数の削減や作業従事時間の短縮が図られ
た。 
例えば、次のようなことである。 
 CR機導入前、職員 39人、19時から 20時まで作業が続いていたが、現在は 22人体
制で 15時には終了・帰宅している。 
 かつては、一定量の伝票が集まると、OCR機に読み取らせて情報を電子化してお
り、そのための職員を配置していた。しかし、現在は入札・せりとほぼ同時にその結
果が電子化されており、そうした作業が不要となった。 
 この単価でこれだけの量が欲しいといった条件付きの入札の場合や、一度の入札で
規格や入札者数の多い入札においては、開札後、落札者を決定するのに相当の職員数
と時間を要していたが、現在は落札者の決定方法はアルゴリズム化され、実質開札と
同時に落札者が決まる。 
・市場職員や買受人の手書きによる記載ミス等のリスクが回避され、データや情報の正確
性が確保された。 
・震災前から、市場職員は特別な作業は除き、いずれに作業もできるような体制と職員の
能力を確保（オールラウンド式）してきた。現在は、市場職員がタブレットを使用する
ことで、情報を共有することが容易となり、荷受けが多い場合でも空いている職員はす
ぐに必要な作業に対応することができる。 
 
（高度衛生管理型漁港・市場整備について） 
・新たな衛生管理施設・設備の管理に関わる作業の増加が懸念されたが、同システムの導
入により、省力化・時間短縮が図られた。 
・優良衛生品質管理市場・漁港の認証も取得しており、例えば床洗浄、資機材の洗浄や競
り整頓などの作業が多くなった。 
・衛生管理の確認作業は、項目やエリアに応じて担当者を配置し、タブレットを使用する
ことで、いつでもだれでも行えるようにしている。 
・震災前は、海水の入った容器に活魚を入れていた（エアレーションすると泡は発生する
ため酸素注入ができなかった）が、現在は清浄海水のかけ流しにより、比較的長時間の
間、活魚を入れておくことが可能となった。 
・新たな衛生管理施設・設備の管理に関わる作業の増加が懸念されたが、他方、同システ
ムの導入により、省力化・時間短縮が図られている。 
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(2)買受人からのヒアリング 
（電子化・ネットワーク化について） 
・入船予定情報を早くから入手することができるようになり、購入計画、運送車両の手配
や加工場の生産計画をたてることが容易になった。 
・（電子入札により）入札に要する時間が短くなり、入札後の商品の搬出が早くできるよ
うになった。 
・せりか入札かはこれまでの慣習によるものであり、各々メリット、デメリットはある
が、せりの場合、買いたい値段が他の買受人に分かってしまい、買いにくい面がある。
これまでせりで販売していたものが一部電子入札に移行している。 
・スルメイカは、様々な条件で入札することができ、購入しやすくなった。 
・震災前は、朝から晩まで一日中市場にいなければならず、市場から会社に対して指示し
ていた。現在は 10時頃には会社へ戻り、購入した商品の加工や配送に直接に携わって
いる。 
・市場に出かける時間は、買受人によって異なり、早く出かける人、入札・せり開始の直
前に出かける人など震災前と変わりはないとのことであった。 
・震災前は、午前中、早ければ 9時半に終わり、遅くとも 11時半には市場を退場してい
たが、現在は 30分程度早くなった。 
・その日に購入した商品の情報（買付明細データ）を電子メールで入手することで、購入
した商品の決済をその日のうちに行うことができるようになった。 
 
（高度衛生管理型漁港・市場整備について） 
・水産物の搬入、荷受け、計量、販売、搬出といった一連の作業が「見える化」してお
り、水産物（商品）の流れ、人（生産者、市場職員、買受人）の流れが交差することな
く、往復することなくスムーズになっている。 
 
 
以上より、従来の紙媒体中心の市場取引業務に対して、現在、電子化・ネットワーク化
を進めたことで、市場側と買受人側の両者にとって、省力化・時間短縮や情報の正確性の
確保、情報収集・提供の利便性の向上などの効果があるとの発言があった。 
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3. 南三陸町魚市場（志津川漁港） 
 
3.1 漁港・市場の概要 
 
漁港名：宮城県志津川漁港（第 2種漁港） 
市場名：南三陸町地方卸売市場 
開設者：南三陸町 
卸売業者：JFみやぎ（宮城県漁業協同組合志津川支所） 
買受人：33人（2018年 7月時点） 
 
(1)震災からの復旧 
第 2種漁港である志津川漁港は、南三陸町管内に所在する 23漁港の中で流通拠点として
の機能を果していたが、2011年 3月 11日に発生した東日本大震災により、南三陸町管内の
すべての漁港が壊滅的に被災した。翌年度末までには、部分的にも陸揚げ機能が回復したも
のの、流通拠点である志津川漁港については、閉鎖型建物構造の高度衛生・品質管理に対応
した魚市場の整備が進められることになった。震災後、仮設魚市場で魚の水揚げや入
札・せりなどを行っていたが、2014年７月に着工し 2016年 6月に完成した。陸揚げ量
の回復状況を図 3.1.1に示す。 
 高度衛生管理型漁港・市場の整備に合わせて、市場取引の効率性、省力化等の観点から、
ICTを活用した市場取引市システムの導入さが行われ、システムのフル稼働に向けて取り組
んでいるところである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 3.1.1 南三陸町内の各漁港における陸揚げ量の推移 
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(2)高度衛生管理施設・設備 
高度衛生管理や鮮度保持の向上に伴い、新たな施設・設備の整備（図 3.1.2）が行わ
れ、2018年 1月には優良衛生品質管理市場・漁港の認定を受けている。衛生管理や関係者
の指導を行う専門職員が配置され、衛生管理項目の結果の記録・保存が行われている。衛
生管理項目の確認については、以前は紙ベースであったが，現在は現場においてタブレッ
トから入力し方式となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3)市場取引業務の電子化・ネットワーク化 
 市場取引業務の電子化・ネットワーク化の概要を図 3.1.3に示す。   
 
（入船情報の収集と提供） 
電話等で受けた船主からの情報を職員が入札監理室の PCから入力し、場内モニターに
表示する。  
 
（荷受け・選別・計量・販売原票作成） 
水揚げおよび陸送された商品を荷受けし、人力または自動選別機で選別・計量・仕分け
する。タンク入りで販売するものは、計量スケール付きフォークリフトを使用し、スラリ
ー氷・水、又は砕氷・水を入れたタンクで計量する。事前に計量した風袋重量等を差し引
くことで実重量を算出する。その結果は入札記録帳に記入し、入札原簿を作成する。計量
結果を書いた紙はタンクにも投函または貼付される。トロ箱等で販売するものは、市場職
図 3.1.2 衛生管理施設・設備 
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員が移動式スケール（台秤）を使用して、選別・計量し、ロットごとにトロ箱に仕分けす
る。 
荷受け、選別、計量作業を通じて、船名、漁場、魚種、規格、数量等を書いた各々の紙
がトロ箱に投函または貼付される。これら紙に記載されている内容を読み取り、タブレッ
トから入力し、販売原票を作成する。入札・せり販売情報は場内モニターに計量速報とし
て表示する。 
 
（入札・せり・荷渡し） 
入札・せりは、朝 7時から 8時の間に行われるが、季節により昼前や昼の 3回行われる
ときもある。少量多種類のものはせり、同一魚種で多量のものは入札で取引される。 
入札は商品が陳列されている場所で紙入札を行い、落札者が決まると、落札者名を書い
た紙を容器に投函または貼付する。入札が一通り終了した段階で、販売情報を PCから入
力し、その結果を場内モニターに表示する。 
 
せりは、下げせり方式であり、せり人がウェアラブルカメラを着用してせりの映像と音
声を記録している。落札者が決まると、落札者名を書いた紙を容器に投函または貼付す
る。随伴している市場職員がせり結果をタブレットに入力する。せりが全て終了した段階
で、入札事務室において、モニター映像・音声を再生し、タブレットに入力した内容を確
認する。相対取引は、PCより入力入して記録・保存する。 
 荷渡しは、容器に投函または貼付されている紙の内容で確認して行われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.1.3 市場取引業務の電子化・ネットワーク化 
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（鮮度管理） 
水揚げと同時にスラリー氷を入れたスカイタンクやプラスチックの魚箱に投入される。
スラリー氷を使用しているのは、魚体が早く冷えること、タンクや魚箱の上部だけでなく全
体がよく冷えること、氷の場合のような接触面が氷焼けすることがないことが理由である。
なお、ミズダコはネットに入れて魚倉に投入されている。カニは船上で発泡スチロール箱詰
めされている。 
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3.2 市場取引業務の分析 
 
 (1)定量化の可能性のある作業項目とその内容 
 電子化・ネットワーク化の効果分析においては、高度衛生管理型漁港・市場の整備ととも
に、電子化・ネットワーク化された 2016年 6月以降（以下、「現在」という）と衛生管理型
漁港・市場なっておらず、電子化・ネットワーク化もされていない震災前（以下、「震災前」
という）を比較することとする。市場取引業務における各作業について、現在と震災前を比
較（参考 3.2.1）し、その中から定量化の可能性のある作業項目とその内容を抽出した結果
を表 3.2.1に示す。 
 
（販売原票の作成） 
震災前は、投函・貼付された紙や伝票（計量）の内容を読みとり、販売原票（紙媒体）を
作成していた。現在は、容器に投函・貼付されている紙の内容を読み取り、日付け、入札・
せり番号を追加してタブレットより入力し、販売原票（電子媒体）を作成している。 
この段階で入札・せり前の販売情報が電子化（電子化１）されるが、これ自体の省力化・
時間短縮の定量化の可能性はない。しかし、販売情報が電子化されることで、以降の入札・
せり、および仕切書・販売通知書の作成が容易になり、その段階において省力化・時間短縮
の定量化の可能性がある。 
 
（入札・せり） 
震災前は、次の方式で入札・せりが行われていた。 
現場入札（結果を伝票記録）：商品が陳列された場所で、入札人は買受人から紙を集め、
その場で落札者を決定 
せり（結果を伝票記録）：せりの進行とともに、せり結果を伝票（販売原票）に記載 
 
現在は、電子化・ネットワーク化により、次の方式が行われている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 3.2.1 市場取引業務における効果の定量化の可能のある作業項目とその内容 
震災前
旧漁港・市場
内容 内容 効果
効果の定量化
の可能性
販売原票の作成
投函・貼付された紙や伝票（計量）の内
容を読みとり、販売原票（紙媒体：伝
票）の作成
容器に投函・貼付されている紙の内容を読み取り、日
付け、入札・せり番号を追加してタブレットより入力
し、販売原票（電子媒体）を作成
省力化・時間短縮（職員は、既に記録されているデ
フォルト値の使用やコード化により販売原票の作成
が容易となる）
正確性確保（読み取り、記載ミスのリスク回避）
トレーサビリティ対応（販売情報の電子化）
資源管理（TAC）の情報構築（販売情報の電子化）
販売情報の構築（電子化1）
入札
現場入札（結果を伝票記録）：商品が陳
列された場所で、入札人は買受人から紙
を集め、その場で落札者を決定
現場入札（結果をタブレット入札）：入札結果はその
場でタブレット入力
省力化・時間短縮（入札の進行とともに落札した結
果（買受人名・数量・価格）がほぼ同時に販売情報
が電子化されており、以降の販売通知書の作成が容
易になる）
トレーサビリティ対応（販売情報の電子化）
資源管理（TAC）の情報構築（販売情報の電子化）
販売情報の構築（電子化2）
せり
せり人による発声せりと同時にせり結果
を販売原票に記載
せり（結果をタブレット入力）：せりの進行ととも
に、せり結果をタブレット入力（入札終了後、映像・
音声記録で入力内容を確認）
省力化・時間短縮（入札の進行とともに落札した結
果（買受人名・数量・価格）がほぼ同時に販売情報
が電子化されており、以降の販売通知書の作成が容
易になる）
トレーサビリティ対応（販売情報の電子化）
資源管理（TAC）の情報構築（販売情報の電子化）
販売情報の構築（電子化2）
仕切書・販売通知書等
の作成
販売原票等手書きの伝票に記載された
データをPCに入力し、販売情報一覧を作
成
生産者、買受人ごとに仕切書・販売通知
書（識別番号として文書番号が付与）を
作成
PCよりサーバー内の販売情報を引き出し、生産者、買
受人ごとに仕切書・販売通知書（識別番号として文書
番号が付与）を自動作成（文書には、ロット番号の記
載なし）
省力化・時間短縮（入札・せりが終了した段階で販
売情報は電子化されており、データを引き出して所
定の用紙に出力のみの作業）
正確性確保（電子化された情報に基づく自動作成の
ため、文書内容の誤りが生じない）
トレーサビリティ対応（識別番号を付与した文書に
より、市場と買受人の間をつなぐ。文書にロット番
号が記載されていると商品の属性を特定しやすい
が、現在は記載なし）
省力化・時間短縮
----------------------------------
この段階で販売情報を電子化する作業は
不要
電子化された販売情報（電子化1・2）
↓
販売通知書等の自動作成
作業項目
現在（2016年6月以降）
高度衛生管理型漁港・市場　電子化・ネットワーク化
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 現場入札（結果をタブレット入札）：入札結果はその場でタブレット入力 
せり（結果をタブレット入力）：せりの進行とともに、せり結果をタブレット入力（入札
終了後、映像・音声記録で入力内容を確認） 
電子入札（タブレットで応札）：市場職員は、入札事務室で入札を管理し、買受人はタブ
レットから応札。落札者は自動的に決定 
  
 入札・せり結果は、サーバーに記録・保存されている販売情報に追加（電子化 2）される。 
 
（仕切書・販売通知書の作成） 
震災前は、次の手順で仕切書等の発行が行われていた。 
Step1：販売原票等手書きの伝票に記載されたデータを PCに入力し、販売情報一覧を作成 
Step2：生産者、買受人ごとに仕切書・販売通知書（識別番号として文書番号が付与）を
作成 
 
現在は、上記 Step1は不要であり、PCよりサーバー内の販売情報（電子化 1,2）を引き出
し、生産者、買受人ごとに仕切書・販売通知書（識別番号として文書番号が付与）を自動作
成している。Step1が不要となったことで、省力化・時間短縮の定量化の可能性がある。 
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ー
ド
化
に
よ
り
販
売
原
票
の
作
成
が
容
易
と
な
る
）
正
確
性
確
保
（
読
み
取
り
、
記
載
ミ
ス
の
リ
ス
ク
回
避
）
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
（
販
売
情
報
の
電
子
化
）
資
源
管
理
（
TA
C）
の
情
報
構
築
（
販
売
情
報
の
電
子
化
）
販
売
情
報
の
構
築
（
電
子
化
1）
入
札
販
売
情
報
の
提
供
容
器
に
投
函
・
貼
付
さ
れ
た
紙
に
よ
る
情
報
提
供
お
よ
び
場
内
掲
示
板
に
大
ま
か
な
情
報
を
記
載
計
量
速
報
と
し
て
、
場
内
モ
ニ
タ
ー
表
示
市
場
職
員
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
閲
覧
省
力
化
・
時
間
短
縮
（
市
場
職
員
は
容
易
に
情
報
提
供
が
可
能
、
市
場
職
員
は
タ
ブ
レ
ッ
ト
が
あ
れ
ば
容
易
に
情
報
を
入
手
で
き
る
）
正
確
性
確
保
（
記
載
ミ
ス
の
リ
ス
ク
回
避
）
商
品
の
下
見
場
内
掲
示
板
情
報
を
参
考
に
下
見
モ
ニ
タ
ー
を
見
な
が
ら
買
受
人
が
下
見
省
力
化
・
時
間
短
縮
（
掲
示
板
情
報
と
商
品
の
陳
列
場
の
移
動
の
手
間
が
な
く
な
る
）
入
札
現
場
入
札
（
結
果
を
伝
票
記
録
）
：
商
品
が
陳
列
さ
れ
た
場
所
で
、
入
札
人
は
買
受
人
か
ら
紙
を
集
め
、
そ
の
場
で
落
札
者
を
決
定
販
売
原
票
に
落
札
し
た
買
受
人
名
を
追
加
記
載
現
場
入
札
（
結
果
を
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
札
）
：
入
札
結
果
は
そ
の
場
で
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
力
日
付
け
、
船
名
、
漁
業
種
類
、
魚
種
、
規
格
、
数
量
、
価
格
、
買
受
人
名
、
入
札
番
号
省
力
化
・
時
間
短
縮
（
入
札
の
進
行
と
と
も
に
落
札
し
た
結
果
（
買
受
人
名
・
数
量
・
価
格
）
が
ほ
ぼ
同
時
に
販
売
情
報
が
電
子
化
さ
れ
て
お
り
、
以
降
の
販
売
通
知
書
の
作
成
が
容
易
に
な
る
）
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
（
販
売
情
報
の
電
子
化
）
資
源
管
理
（
TA
C）
の
情
報
構
築
（
販
売
情
報
の
電
子
化
）
販
売
情
報
の
構
築
（
電
子
化
2）
現
在
（
2
0
1
6
年
6
月
以
降
）
高
度
衛
生
管
理
型
漁
港
・
市
場
　
電
子
化
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
作
業
項
目
震
災
前
旧
漁
港
・
市
場
荷
受
け
・
選
別
計
量
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せ
り
せ
り
人
に
よ
る
発
声
せ
り
と
同
時
に
せ
り
結
果
を
販
売
原
票
に
記
載
販
売
伝
票
に
落
札
し
た
買
受
人
名
を
追
加
記
載
せ
り
（
結
果
を
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
力
）
：
せ
り
の
進
行
と
と
も
に
、
せ
り
結
果
を
タ
ブ
レ
ッ
ト
入
力
（
入
札
終
了
後
、
映
像
・
音
声
記
録
で
入
力
内
容
を
確
認
）
日
付
け
、
船
名
、
漁
業
種
類
、
魚
種
、
規
格
、
数
量
、
価
格
、
買
受
人
名
、
せ
り
番
号
省
力
化
・
時
間
短
縮
（
入
札
の
進
行
と
と
も
に
落
札
し
た
結
果
（
買
受
人
名
・
数
量
・
価
格
）
が
ほ
ぼ
同
時
に
販
売
情
報
が
電
子
化
さ
れ
て
お
り
、
以
降
の
販
売
通
知
書
の
作
成
が
容
易
に
な
る
）
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
（
販
売
情
報
の
電
子
化
）
資
源
管
理
（
TA
C）
の
情
報
構
築
（
販
売
情
報
の
電
子
化
）
販
売
情
報
の
構
築
（
電
子
化
2）
入
札
・
せ
り
結
果
の
公
表
読
み
上
げ
と
落
札
者
名
（
ま
た
は
屋
号
）
を
手
書
き
し
た
紙
（
ま
た
は
印
刷
し
た
紙
）
を
投
函
・
貼
付
（
船
名
、
漁
業
種
類
、
魚
種
、
規
格
、
数
量
、
買
受
人
名
）
入
札
結
果
に
つ
い
て
は
、
従
前
ど
お
り
（
日
付
け
、
船
名
、
漁
業
種
類
、
魚
種
、
規
格
、
数
量
、
価
格
、
買
受
人
名
、
せ
り
番
号
）
商
品
の
荷
渡
し
入
札
・
せ
り
結
果
が
手
書
き
さ
れ
た
紙
で
確
認
従
前
ど
お
り
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
作
成
販
売
原
票
等
手
書
き
の
伝
票
に
記
載
さ
れ
た
デ
ー
タ
を
PC
に
入
力
し
、
販
売
情
報
一
覧
を
作
成 生
産
者
、
買
受
人
ご
と
に
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
（
識
別
番
号
と
し
て
文
書
番
号
が
付
与
）
を
作
成
▶販
売
通
知
書
等
に
記
載
さ
れ
る
デ
ー
タ
文
書
番
号
、
日
付
け
、
船
名
、
漁
業
種
類
、
魚
種
、
規
格
、
数
量
、
買
受
人
名
PC
よ
り
サ
ー
バ
ー
内
の
販
売
情
報
を
引
き
出
し
、
生
産
者
、
買
受
人
ご
と
に
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
（
識
別
番
号
と
し
て
文
書
番
号
が
付
与
）
を
自
動
作
成
（
文
書
に
は
、
ロ
ッ
ト
番
号
の
記
載
な
し
）
▶販
売
通
知
書
等
に
記
載
さ
れ
る
デ
ー
タ
文
書
番
号
、
日
付
け
、
船
名
、
漁
業
種
類
、
魚
種
、
規
格
、
数
量
、
買
受
人
名
省
力
化
・
時
間
短
縮
（
入
札
・
せ
り
が
終
了
し
た
段
階
で
販
売
情
報
は
電
子
化
さ
れ
て
お
り
、
デ
ー
タ
を
引
き
出
し
て
所
定
の
用
紙
に
出
力
の
み
の
作
業
）
正
確
性
確
保
（
電
子
化
さ
れ
た
情
報
に
基
づ
く
自
動
作
成
の
た
め
、
文
書
内
容
の
誤
り
が
生
じ
な
い
）
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
（
識
別
番
号
を
付
与
し
た
文
書
に
よ
り
、
市
場
と
買
受
人
の
間
を
つ
な
ぐ
。
文
書
に
ロ
ッ
ト
番
号
が
記
載
さ
れ
て
い
る
と
商
品
の
属
性
を
特
定
し
や
す
い
が
、
現
在
は
記
載
な
し
）
省
力
化
・
時
間
短
縮
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
こ
の
段
階
で
販
売
情
報
を
電
子
化
す
る
作
業
は
不
要
電
子
化
さ
れ
た
販
売
情
報
（
電
子
化
1・
2）
↓ 販
売
通
知
書
等
の
自
動
作
成
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
発
行
仕
切
書
・
販
売
通
知
書
等
の
紙
媒
体
発
行
市
場
内
の
ボ
ッ
ク
ス
投
函
・
郵
送
従
前
ど
お
り
（
た
だ
し
、
希
望
者
に
は
Ex
ce
lフ
ァ
イ
ル
を
電
子
メ
ー
ル
で
配
信
）
省
力
化
・
時
間
短
縮
（
電
子
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル
を
発
行
す
る
こ
と
で
、
買
受
人
は
、
文
書
に
記
載
さ
れ
た
内
容
を
容
易
に
記
録
・
保
管
お
よ
び
他
の
デ
ー
タ
と
の
連
結
や
加
工
が
可
能
）
正
確
性
確
保
（
電
子
デ
ー
タ
の
た
め
、
転
記
ミ
ス
の
リ
ス
ク
回
避
）
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
（
識
別
番
号
を
付
与
し
た
文
書
に
よ
り
、
市
場
と
買
受
人
の
間
を
つ
な
ぐ
）
参
考
3.
2.
1 
市
場
取
引
業
務
に
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け
る
電
子
化
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
の
効
果
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(2)現場モニタリングの概要 
 現場での市場取引業務にどの程度の職員が配置されているか、およびどの程度の時間を
要しているのかを明らかにするため、次のような方法で現場のモニタリングを行った。市
場本棟の各エリアの呼称を図 3.2.1に示す。盛漁期は、養殖ギンザケの 6～7月と秋サケ
の 10～11月である。今回のモニタリングを実施した期間は、前者のシーズンであり、定
置網漁、かご漁に加えて、養殖ギンザケの陸揚げが盛んな 7月の一日とした。 
 
 モニタリングの方法は次のとおりである。 
 
  ア．市場本棟内のカメラ映像記録 
     場内を俯瞰できる箇所に IPカメラ 2台設置 
     実施日：7月 24日（火）、25日（水） 
  イ．場内外の目視観察記録と写真撮影記録 
     実施日：7月 24日（火） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3)現場モニタリングの結果 
1)各作業とその市場関係者数の時系列 
7 月 24 日の市場本棟における、市場関係者（生産者、問屋、市場職員、買受人）数の時
系列変化と、開場、荷受け、入札・せり、搬出など市場取引業務の主な作業のタイミングを
図 3.2.2に示す。なお、入札室・事務室内の市場職員数は含まれていない。また、活魚、鮮
魚、タンク売り各エリア別の結果ならびにモニタリング日の作業状況を参考 3.2.1 ならび
に参考 3.2.2に示す。 
図 3.2.1 市場の各エリアの呼称 
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金華山以北で沿岸や志津川湾内で操業する小型船が多いが、取扱量や金額では養殖ギン
ザケが多くを占めている。市場側の予定時刻は次のとおりである。 
 
開場            3:30 
荷受け開始         5:00 
入札・せり開始（朝売り）  6:00  主に定置網 
〃    （昼前売り）11:00   
〃    （昼売り） 13:00  主に刺網（朝出漁し、午後帰港） 
 
（ギンザケ） 
相対取引開始（朝売り）   7:30  
  〃 開始（昼売り）  13:00  
 
昼の入札・せりが終わると、床の洗浄、資機材の洗浄や整理整頓を行い、14:00頃には閉
場する。仕切書・販売通知書の作成、仕切書・販売通知書の発行（生産者および買受人ボッ
クスへの投函）、市場データの更新は 15:00頃までに終了。これらのうち、荷受けと入札の
開始時刻は、生産者と買受人に知らされている。 
衛生管理マニュアルに基づき、荷受け前には、床や資機材の洗浄ならびに資機材、氷、水
などの準備が行われるとともに、陸揚げ、荷受け、計量、入札・販売、搬出の各作業が終了
するたびに、床や資機材の洗浄が行われている。 
  
荷受けから荷渡しまでの時間について整理すると次のとおりである。 
 
  鮮魚（朝売り）  短いと 35分、長いと 1時間 30分 
  鮮魚（昼売り）  短いと 2時間 15分、長いと 3時間 45分 
  活魚（朝売り）  短いと 35分、長いと 2時間 15分 
  活魚（昼売り）  短いと 1時間 30分、長いと 1時間 45分 
  
 活魚は、水温および酸素量が管理された活魚水槽を利用している。鮮魚は、荷受け、計量
後にスラリー氷を入れたトロ箱やタンクに入れて陳列している。昼売りの鮮魚（3 時間 45
分）については荷受けから荷渡しまでの時間が長いが、前者はスラリー氷で鮮度保持を行っ
ている。 
 
荷渡し後、順次商品は搬出される。他の商品の入札・せりの結果を待つ場合や、他の買い
付けた商品を集荷する場合もあるが、搬出するトラックの手配のために、しばらく場内に仮
置きされる商品の場合を除くと、概ね 30分以内で搬出されている。鮮魚を搬出まで長く仮
置きする場合には、スラリー氷を追加して、鮮度保持を行っている。活魚については、荷渡
し後、速やかに搬出することになっているが、落札した買受人は、活魚車の手配や輸送先の
状況に応じて、しばらくの間、活魚水槽に入れたまま（荷受けから搬出までの時間が最大 8
時間 35分）のものがある。 
 なお、昼の入札・せりの商品の荷受けは、昼前の入札・せり前後に行われていることから、
荷受けから搬出までの時間短縮としては、荷受けの時間を昼の入札・せりの直前とするか、
もしくは、昼の分もまとめて昼前の入札・せりで行うなどの対応の検討も必要と考えられる。 
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参考 3.2.1 市場の各エリアにおける各作業とその市場関係者数の時系列 
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2)従事職員数と累積従事時間の時系列 
市場の各エリアと入札室、事務室における従事職員数とその累積従事時間の時系列変化
を図 3.2.3に示す。なお、市場の各エリア（鮮魚・活魚・タンク・ギンザケエリア）につい
てはモニタリング結果に基づく。入札室、事務室の職員についてはヒアリング結果に基づく。
朝と昼の入札・せりを中心に従事職員数が多くなり、ひと通りの販売が終わると、事務処理
になる。震災前は、伝票に記載された内容を PC入力する作業があったが、現在は、入札・
せりが終了すると同時に電子化も終了している。販売通知書等の文書の作成や市況や水揚
げ結果など関係機関への報告も容易である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4)現在と震災前の市場業務における配置職員数と従事時間 
市場業務における配置職員数について、現在と震災前を比較した結果を図 3.2.4に示す。 
なお、これらは、宮城県漁業協同組合志津川支所の市場担当職員であり、支所の役員や幹部
ならびに総務は含まれない。配置職員数は震災前の 8人に対して、新たに発生した業務に対
応するため、衛生管理と放射性物質スクリーニング検査を行う専門職員は 2 名配置されて
いる。 
 図 3.2.3 と図 3.2.4 の結果から、市場業務における配置職員数と従事時間について、震
災前と現在を比較した結果を表 3.2.2に示す。なお、震災前の従事時間は、聞き取り結果に
基づくものである。震災前と現在では、配置職員数は 8 人から 2 人増え、10 人となり、勤
務時間も増えているが、業務への実質の労働時間に相当する総従事時間は、72時間から 64
時間へと 25%削減されている。 
高度衛生管理型漁港・市場の整備により市場面積が拡大され、安全で効率的な作業が可能
となったこと、ギンザケの自動選別機の導入により、生産者、立ち会う市場職員の時間が短
縮されたこと、電子化・ネットワーク化により、入札・せりが終了すると同時に販売情報が
電子化されており、販売通知書等の作成・発行の省力化・時間短縮が図られたことが従事時
間の削減に寄与している。他方、衛生管理に基づく作業（床・資機材の洗浄等の頻度の増加）
図 3.2.3 市場業務における従事職員数とその累積従事時間の時系列 
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や衛生管理の指導、確認作業、ならびに水産物の放射性物質検査など新たな作業が発生した
ことが従事時間増大に寄与している。これら 2つの理由により、結果として従事時間の削減
につながったものと考えられる。 
実質の労働時間である従事時間は削減されていることから、配置職員の勤務時間を市場
業務における各作業に適切に合わせることで、配置職員の削減が可能であり、働き方改革の
実現が図られるものと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.2.4 現在と震災前の市場業務における配置職員数 
表 3.2.2 現在と震災前の市場業務における配置職員数 
増減
10人 8人
94時間 76時間
▲25% 従事時間 54時間 従事時間 72時間
1人
9時間
1人
9時間
8人 8人
76時間 76時間
▲50% 従事時間 36時間 従事時間 72時間
-
2人
18時間
業務内容の変更に伴う
配置職員数と従事時間
の増減
衛生管理
(a)
-
ａ、ｂを除く市場業務
に係る配置職員数と従
事時間の増減
配置職員と勤務時間 配置職員と勤務時間
放射性物質検査
（b）
現在（2016年6月以降）
高度衛生管理型漁港・市場
電子化・ネットワーク化
震災前
旧漁港・市場
配置職員数と従事時間
の増減
配置職員と勤務時間 配置職員と勤務時間
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3.3 水揚げ統計の分析 
 
(1)宮城県内主要漁港（市場）の取扱数量・金額および平均価格 
 宮城県全体での海面漁業生産と養殖業生産の数量・金額、平均価格の推移を図 3.3.1に示
す。数量的には震災前の 6、7割に回復しているが、金額ではほぼ 9割程度に回復している。
震災前も数量の減少に伴い、平均価格が徐々に上がっており、震災による生産量の減少は、
その平均価格の上昇傾向を引き続き支えている。平均価格の上昇率は、全国海面漁業・養殖
業生産のそれより高い値となっている。 
 
 宮城県内の主要漁港（市場）別に取扱数量の割合および平均価格の推移を図 3.3.2 に示
す。震災によりほとんどの漁港（市場）の施設は被災し、仮設での陸揚げ、販売を余儀なく
された。仮設での市場取引業務を行いながらの復旧となったが、これを機会に高度衛生管理
型漁港・市場への整備や ICT活用による市場取引業務の効率化を進めるなど、厳しい環境な
がらも先進的な取組が行われた。2019 年 3 月には、ほぼ主要漁港（市場）の災害復旧・整
備が終了する予定である。震災以降の主要漁港（市場）の取扱数量の割合の変化をみると、
女川が減少した見合い分、塩釜が増加している。その他の漁港（市場）の割合は、震災前と
同じ状況になっている。平均価格については、塩釜を除けば上昇しており、特に南三陸町が
著しく上昇している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)南三陸町魚市場の取扱数量・金額および平均価格 
 震災前は、開放型上屋構造の漁港・市場であり、現在とほぼ同じ時刻に入札・せりが行わ
れていた。氷、特に鮮度保持に有効なスラリー氷の供給施設や利用もなく、活魚については、
現在のように水温、水質（滅菌・酸素）が管理された水槽（写真 3.3.1）ではなく、容器に 
図 3.3.1 宮城県全体での海面漁業生産・養殖業生産の数量・金額および平均価格の推
移 
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図 3.3.3 南三陸町魚市場での取扱量・金額と平均価格の推移 
図 3.3.2 宮城県内主要市場での取扱数量の割合と平均価格の推移 
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海水を入れた程度のものであった。水産物の搬入・仮置きは適宜行われていたものの、その
段階では選別、計量、陳列までの鮮度保持（品質管理）、衛生管理が適切に行われていたと
は言い難い状況であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 高度衛生管理型漁港・市場に整備されたことで、市場職員や生産者、買受人など市場の利
用者の衛生管理の取組が定着し、さらに市場取引業務の電子化・ネットワーク化もあり、市
場での市場取引が大きく改善されたものと言える。 
 
南三陸町魚市場の取扱数量・金額および平均価格の推移を図 3.3.3に示す。町内の拠点漁
港であることから、震災後すぐに、震災前の取扱数量の 8割程度まで回復したが、最近では
取扱量の減少が見られ、他方で平均価格の上昇に支えられて、取扱金額は震災前に回復して
いる。また、活魚の取扱数量・金額および平均価格の推移を表 3.3.1に示す。取扱数量は震
災前の 3 倍程度に増加するとともに、平均価格は 1.5 倍にも上昇し、金額は約 4 倍にも増
大している。 
 
全国、宮城県ならびに南三陸町の数量および平均価格の推移を図 3.3.4に示す。 
表 3.3.1 活魚の取扱数量・金額と平均価格 
写真 3.3.1 活魚水槽とせり販売 
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ファンタメンタルズとして需要と供給の関係より、数量が減少する、あるいは需要が増加
することで、平均価格は上昇するのが一般である。同様の傾向は、全国や宮城県全体につい
ても見られる。しかしながら、南三陸町の震災以降の状況に注目すると、高度衛生管理型漁
港・市場が整備されたここ数年は、数量が増加しても平均価格の上昇を記録している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.3.4 全国、宮城県および南三陸町地方卸売市場における取扱量と平均価格の関係 
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3.4 漁港（市場）関係者からのヒアリング 
 
電子化・ネットワーク化による効果を把握すべく、先進地区の市場職員と買受人より、
漁港・市場の整備と電子化・ネットワーク化の導入後の業務における変化について、ヒア
リングを行った。主な内容は次のとおりである。なお、定量化に関わる数値等について
は、「3.2市場取引業務の分析」に反映させており、ここには記載していない。 
 
(1)市場職員からのヒアリング 
（電子化・ネットワーク化について） 
・震災前は、入札・せりが終わり、結果を書いた伝票がある程度集まると、入札・せりに
立ち会った職員が内容を確認した後、別の職員が PC入力し、販売情報の電子化を行っ
ていた。 
現在は、入札・せりのための販売原票の作成の段階でタブレット入力により電子化さ
れ、さらに、各現場での入札・せりとほぼ同時にその結果がタブレット入力されてい
る。震災前の PC入力の手間が不要となったことで、省力化・時間短縮と情報の正確性
が確保されていた。 
・市場職員や買受人の手書きによる記載ミス等のリスクが回避され、データや情報の正確
性が確保された。 
 
（高度衛生管理型漁港・市場整備について） 
・衛生管理型の閉鎖性構造の市場になったことで、例えばギンザケの場合のように市場の
開場予定時刻より相当以前や前日の休日にも荷受けすることが多くなった。 
・優良衛生品質管理市場・漁港の認証も取得しており、例えば床洗浄、資機材の洗浄や競
り整頓などの作業が多くなった。 
・活魚については、荷渡し後速やかに搬出することになっているが、専用の活魚水槽が整
備されたことで、荷渡し後もしばらくの間、活魚水槽に入れている場合が多い。 
・新たな衛生管理施設・設備の管理や放射性物質の検査に関わる専門的な職員の配置が必
要となった。 
 
(2)買受人からのヒアリング 
（電子化・ネットワーク化について） 
・入船予定情報が場内モニターで表示されることで、購入計画、運送車両の手配や加工場
の生産計画を立てやすくなった。 
・震災前は、どのような商品があるのか、数量などは各容器に投函・貼付された紙を見て
確認し、メモしていた。しかし現在は、計量結果が場内モニターに表示されることか
ら、その日の販売情報がすぐにわかるようになり、購入計画を立てやすくなった。 
・販売通知書は、翌日の発行であるが、その日に購入した商品の情報（買付明細データ）
を電子メールで配信（市場に事前に要望することが必要）してくれるので、購入した商
品の決済をその日のうちに行うことができるようになった。 
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（高度衛生管理型漁港・市場整備について） 
・水産物の搬入、荷受け、計量、販売、搬出といった一連の作業が「見える化」してお
り、水産物（商品）の流れ、人（生産者、市場職員、買受人）の流れがスムーズになっ
ている。 
・震災前は、海水を入れた容器に活魚を入れて販売しており、活魚のままで維持すること
が難しかった。現在は、水温と酸素量が管理された専用の活魚水槽が整備されたこと
で、いつでも搬入・（荷渡し後）搬出ができ、周辺地域からも活魚が集荷され、取引さ
れる数量と価格が上昇している。 
 
 
以上より、大船渡市魚市場（大船渡漁港）の場合と同様、従来の紙媒体中心の市場取引
業務に対して、現在、電子化・ネットワーク化を進めたことで、市場側と買受人側の両者
にとって、省力化・時間短縮や情報の正確性の確保、情報収集・提供の利便性の向上など
の効果があるとの発言があった。 
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4. 電子化・ネットワーク化の効果の定量化 
 
高度衛生管理型漁港・市場の整備にあわせて、市場取引や情報提供、衛生管理に関わる業
務の電子化・ネットワーク化を推進している先進的地区について、ａ．市場取引業務、ｂ．
買受人等のヒアリング、ｃ．水揚げ統計の分析の 3 つ方法により、効果分析を行うととも
に、効果の定量化を試みた。 
分析の対象とした地区は、大船渡魚市場（大船渡漁港）と南三陸町魚市場（志津川漁港）
であり、前者は、市場職員と買受人の両者がネットワーク化されたタブレットを使用した電
子入札の導入、後者は入札・せり結果を市場職員がタブレット入力する方式が特徴となって
いる。 
 
当初想定した効果のシナリオについて確認された効果を図 4.1 に示す。先進地区の効果
分析より、実際に当該効果が発現されていることが明らかにされた。ただし、「出荷時間の
短縮」が「衛生管理・鮮度保持の高度」に影響し、「地元産水産物の評価の向上」、そして「魚
価の上昇」への繋がっていったかどうかを説明できる結果は得られなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.1 電子化・ネットワーク化の効果 
215 
 
効果の定量化を試みた結果は次のとおりである。市場取引業務に分析からの効果の定量
化には、衛生管理のために新たに発生した作業の時間も含んでいる。 
 
▶市場取引業務の分析より 
 大船渡市魚市場 
市場職員の労働時間（市場業務への従事時間）の削減     17% 
買受人の買い付け業務時間（市場滞在時間）の削減※   20～25% 
入札時間の短縮                      53% 
  ※電子入札による入札時間の短縮の効果 
 
 南三陸町魚市場 
市場職員の労働時間（市場業務への従事時間）の削減     25% 
 
▶水揚げ統計の分析より 
 大船渡市魚市場 
数量：震災前の約 7割  
平均価格：減少から上昇傾向へ推移※  
   ※サンマ、サバ、ブリの価格上昇と冷凍処理から鮮魚処理へシフトが主な要因 
活魚：数量が倍増 
県内シェア：30%から 35%に上昇 
 
  南三陸町魚市場 
数量：震災前の約 8割 
平均価格：県内平均より高い上昇率  
   活魚：数量が約 3倍、平均価格 1.5倍 
 
市場取引業務の分析では、衛生管理のための作業が増えたにもかかわらず、市場職員の従
事時間や買受人の市場滞在時間の削減が実現していることがわかる。電子化・ネットワーク
化は市場取引業務の効率化と働き方改革に資するものと言える。他方、水揚げ統計の分析で
は、県内の中でも高い平均価格の上昇やシェアの拡大が実現していることがわかるが、電子
化・ネットワーク化がどれだけ寄与しているかは明らかにすることは困難である。 
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Ⅵ まとめ               
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1. 漁港水産物情報システム 
 
（求められる漁港の役割・機能）  
国民への安全で安心な水産物・食品の提供、国際的な水産物需要の増大と輸出拡大に対応
するため、水産物・食品の安全性の確保や鮮度等品質管理に加え、トレーサビリティの確保、
資源管理の徹底など流通拠点となっている漁港（産地市場）の役割・機能はますます需要と
なっている。他方、人手不足に対応した働き方改革に取り組む中で、特に漁業地域において
は人口減少・高齢化が深刻な影響を与えており、市場取引業務における省力化・省人化が課
題となっている。 
 
（漁港水産物情報システム） 
水産物の流通拠点漁港（産地市場）においては、高度衛生管理型漁港・市場の整備とと
もに、市場取引業務を中心に電子化・ネットワーク化を推進することで、省力化・時間短
縮、データや情報の正確性の確保を実現するとともに、記録・保存された情報（電子化）
に基づき、トレーサビリティや資源管理にも対応できるシステム（以下、「漁港水産物情
報システム」と呼ぶことにする）の導入が早急に求められる。漁港水産物情報システムが
漁港（産地市場）の役割・機能を確保し維持していくことが期待される。 
 
（目標） 
漁港水産物情報化システムは、高度衛生管理型漁港・市場の整備とともに、その導入を
図ることで、高いレベルの衛生管理・品質管理とトレーサビリティ、資源管理等など国内
や国際的な課題に対応した漁港（産地市場）の実現が期待されるものである。このため、
入船情報、販売情報など市場取引業務を中心に電子化・ネットワーク化を図り、市場業務
の省力化、時間短縮、データや情報の正確性の確保、さらに、電子化された情報の利活用
による、トレーサビリティや資源管理にも対応可能なものでなければならない。 
 
（システムの主な要件） 
  ・市場取引を中心とした市場業務の省力化・時間短縮が図られているか 
・市場取引業務における正確性が確保（読取・聞取・記載ミスのリスク回避）できるか 
・高いレベルの衛生管理・高いレベルの品質管理が持続的に可能か 
・トレーサビリティに対応できているか 
・資源管理（TAC）に対応できているか 
・持続可能性（水産エコラベル）に対応できているか 
・透明性が確保されているか 
・効率性・利便性・信頼性・セキュリティの高いものか 
・運用・維持管理・保守まで含めたマネージメントができているか 
 
（システム構成） 
「漁港水産情報化システム」は、水産物の荷受けから販売までの一連の取引業務を電子
化・ネットワーク化した「市場取引業務システム」を中心に、入船予定情報、漁獲情報を
収集、記録・保存や提供を行う「入船予定・漁獲情報システム」、市場に関わる情報の収
集、記録・保存、処理や提供を行う「情報管理システム」、そして衛生管理に伴い整備や
218 
 
設置した施設・設備の利用の管理などを行う「品質管理および施設・設備管理システム」
から構成され、これらシステムは相互に関連して機能を発揮している。 
 
（システム方式） 
現状として、高度衛生管理型漁港・市場での紙媒体を中心とした市場取引業務を行って
いる方式を「従来方式」と呼ぶとすれば、電子化・ネットワーク化に先進的に取り組んで
いる地区の方式は「先進地区方式」と呼ぶことにする。さらに先進地区は市場職員がタブ
レットを利用して販売原票を作成し、入札・せりの結果をその場で入力したりする南三陸
町魚市場（志津川漁港）や銚子市魚市場（銚子漁港）のタイプ（A型）と、これらに加え
て、買受人もタブレットを使用し電子入札を行うとともに、webサイトを通じて入船予定
情報、市況日報、水揚げ統計情報の提供や販売通知書等の発行を行っている大船渡市魚市
場（大船渡漁港）や宮古市魚市場（宮古港）のタイプ（B型）がある。 
 
先進地区（B型）は、さらに 2つの方式に電子化・ネットワーク化のレベルを高めるこ
とができる。資源管理（TAC）やトレーサビリティへの対応を考慮して、荷受け時に漁獲
情報を入手し、販売情報とともにタブレット入力することで販売情報を強化した「販売情
報強化方式」と、荷受け前の段階になるが、船上から直接または陸揚げ時に漁獲情報を取
得し、販売情報と連結させた「漁獲情報連結方式」である。 
 
漁港水産物情報化システムは、最終的に、リアルタイムで情報を構築し関係者で共有す
るとともに、漁獲情報を販売情報に連結させてトレーサビリティ対応を確実なものとする
「漁獲情報連結方式」を目指すこととする。導入・普及に当たっては、現状と課題、目標
水準によって異なるが、当面は先進地区を目標とし、段階的に電子化・ネットワークの水
準を高めていくことが現実的である。 
 
 
2. 電子化・ネットワーク化の定量的効果  
 
高度衛生管理型漁港・市場の整備にあわせて、市場取引や情報提供、衛生管理に関わる業
務の電子化・ネットワーク化を推進している先進的地区について、次のような定量的効果が
あることが明らかになった。 
 
（電子化・ネットワーク化のレベル） 
先進地区（A型）：市場職員が入札・せり結果をタブレット入力  
 〃  （B型）：買受人がタブレットを使用して電子入札 
 
（明らかになった定量的効果） 
市場職員の労働時間の削減          17% 
出荷時間の短縮（入札時間の短縮）    20～25% 
買受人の買い付け業務時間の削減       53% 
魚価の向上              県内平均の高い上昇率 
または魚価の下落から上昇 
              
